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農村と都市の創造的関係の構築に対する観光の機能に関する研究 

―ワインツーリズムを事例として― 

 

第１章 緒論 

１ 研究課題の所在 

日本は 2005 年を境に人口減少社会に転じ、全国的に人口減少と少子高齢化が進行して

いる。なかでも、1950 年代からの高度経済成長により大規模な人口流出を経験した農村で

は、その後、1980 年代はじめから４年余り続いたバブル景気期にも、都市への若年労働者

の流出があり、過疎地域対策が大きな課題となっていた1。さらに、現在進められている国

家戦略特区としての首都圏整備にともなう労働力需要の拡大などにより、再び地方から都

市への人口移動が続いている。このため、農村においては人口減少と少子高齢化が進み、

後継者不足による耕作放棄地の拡大など、農村が抱える地域課題はより深刻さを増してい

る。 

この農村が抱える地域課題が実は都市の課題でもあることを、2014 年 5 月、「日本創生

会議2」が報告書3のなかで示した。この報告書では、人口移動がこのまま続く場合には、

三大都市圏への人口集中により農村を含む地方の過疎化が加速し、2040 年までに約半数の

市町村の人口「再生産力4」が 50％以下になるとしている。あわせて、三大都市圏への極

度な人口集中は同圏域における急速な高齢化の進行を意味し、人口減少と少子高齢化の問

題が、食料の生産を支える農村の衰退や消滅というだけではなく、都市にとっても重要な

問題であることを明らかにした。農村をはじめとする地方地域の課題と捉えられがちなこ

の問題に対し、人口移動が現在のまま続いた場合には大都市ほど高齢化率が高くなり、社

会保障制度などの課題が顕在化してくることは必至であると指摘している。 

「日本創生会議」によって示された内容や数字は、あくまでも地方から都市への人口移

動が現状のまま続くと仮定し、そのデータを将来に投影したものである。従って、有効な

対策が講じられれば状況は改善できるものであり、そのための対策が急がれている。そこ

で国は「地方創生」を主要政策の柱の１つに掲げ、本格的な取り組みを始めた。この政策

                                                   
1 ｢農村と都市｣については、本章第 5 節「用語の定義」を参照。 
2 世界の動きを見据え、長期的視点での日本全体のグランドデザインを描き、実現に向けた戦略策定のた

めに産業界や学識者有志で組織された民間団体。 
3 民間団体「日本創生会議」が、2014 年 5 月に公表した報告書「ストップ少子化・日本元気戦略」。 
4 人口再生産の中心となる 20～39 歳の若年女性人口を指している。 
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で特筆すべき点は、国の主導による全国一律の施策展開ではなく、地方地域の「知恵と力」

による地域特性を活かした主体的な取り組みを促していることである。実施に向けては、

地方が実情を踏まえて実効性の高い取り組みを創出し、それを国が支援し、地方が自ら成

果を評価するという考え方である。前述のとおり、農村から都市への人口移動は、高度経

済成長期、バブル期、国際的な拠点としての首都圏整備が進行している現在、の３回の大

きな動きがあった。これらは何れも、都市部での求人需要に対する求職とのマッチングを、

全国的な規模で行ってきた点が共通している。つまり、これまでの対応策は国の主導によ

る全国一律の政策展開によるものであった。 

これに対し「地方創生」では、国が主導して地方地域の活力を高めるという今までの構

図を、大きく転換しようとしている。しかし、１地方地域だけで施策を展開するには自ず

と限界があり、観光を含む都市との関係性のなかでの施策展開に対する期待が大きい。「交

流による地方地域の振興策」が、一定の効果を生むことはこれまでも各地の取り組みにお

いて示されてきたが、実効ある施策とするには農村と都市が課題を掘り下げ、相互の立場

を理解し合い、広い意味での観光を含む交流の拡大によって課題を解決に導くことが必要

である。 

施策の展開にあたり、農村と都市との交流の拡大を阻む要因の１つに、物理的な意味で

の両者間の距離的な隔たりがある。しかし、むしろここで障壁となっているのは、労働力

不足を補う生産性向上のための施策として進められてきた、耕作規模の拡大や機械化、加

えて生産や流通システムの高度化により、農村が生産し都市が消費するという役割分担の

固定化という、社会的な意味での両者の乖離である。この固定的役割分担の結果、生産者

には消費の実情が分かり難く、消費者には生産の現場が見え難くなり相互理解を阻んでい

る。都市に生活する消費者も、農村が抱える今日の地域課題が農村から都市への人口移動

が続いてきたことに起因し、かつ現在もなお続いている現実を理解する必要がある。 

日本の農業は、1950 年代からの高度経済成長によって農業主体の社会から工業社会へと

移行したこと、加えて GATT5交渉の枠組みが変化したことなどにより、国際市場経済シス

テムに組み込まれている。さらに、TPP6への対応を含め、今日、農村は農産品の国際競争

                                                   
5 ｢関税と貿易に関する一般協定(General Agreement on Tariffs and Trade)」は、加盟国間の自由な貿

易の維持拡大と貿易紛争処理を目的に 1948 年に発効し、日本は 1955 年に加盟した。 
6 「環太平洋戦略的経済連携協定(Trans-Pacific Strategic Economic Partnership Agreement)」を略し

たもので、アジア太平洋地域におけるモノやサービスなどの高い水準の自由化に加えて、知的財産、金

融サービスなど幅広い分野での貿易ルールの構築を目指している。 
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力の向上と自立的な農業経営への転換を迫られている。 

国は地域間の均衡を図る様々な政策のなかで、観光による地域振興と過疎対策の両面か

ら法整備を進め、農村においても地域資源の付加価値を高めるとともに、都市の消費者と

の交流拡大を図る取り組みを推奨してきた。それらのなかには農村の持続につながる成功

例がある一方で、受入側である農村の負担が大きく事業の中断に至った例もある。農村と

都市との交流活動が、永続的な共創関係の構築を促し、持続可能な地域社会の実現につな

がるものとなる要件を明らかにするには、これまでの経済的側面を中心とする検証に加え

て、社会的、文化的側面からの検証が必要である。特に、農業の文化的側面は、自然環境・

農業技術・人間社会の仕組みが一体となったものとされており(末原,2009a)、農村におけ

る生産活動を地域社会のなかで捉え直す必要がある。 

さらに末原(2011）は、都市と農村が近接した関係にある日本の農業の歴史的経過を踏ま

え、行き過ぎた市場経済に対する懸念を示し、農業をどのような形で維持するかは都市で

生活する消費者にとっての課題であると主張している。増田(2014)もまた、都市への過度

な人口集中は「人口再生産力」の低下につながり、日本全体の人口減少を加速させ、外的

変動や圧力に対して耐久力の乏しい経済構造になるおそれがあることを指摘している。 

両者は農村にとっての課題が都市にとっての課題であるという認識では一致しているが、

後者がより経済性を重視しているという立場の違いによる隔たりがある。こうした状況を

踏まえた上で、観光を含む人的交流の拡大に対する期待と社会的要請に応えるためには、

農村と都市の潜在力を引出す創造的関係の構築に対する観光の役割と、観光が持つ機能に

ついて、観光社会学の立場から検証することが求められている。先に述べた農村と都市の

間の物理的な隔たりや社会的な意味での固定的役割分担、その結果としての生産者と消費

者との理解の隔たりという障壁をこえ越え、相互理解を深める人的交流としての観光の機

能に着目し、その要因を明らかにすることは有意義である。 

 

２ 研究の目的 

本研究の目的は、人口減少・少子高齢化が進む日本の農村における生産活動を観光対象

とする交流が、生産者と消費者の意識や行動に変容をもたらし、農村と都市の創造的関係

を構築する機能を持つことを明らかにすることである。 

この目的を達成するため、2000 年代後半から日本各地で広がりが見られる「ワインツー
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リズム7」を事例として取り上げる。その理由は本章 4 節で詳述するが、①土地の名を冠し

た海外銘醸地のワインがあるように、土地との係わりが深いこと、②世界遺産の登録例が

あるように、ブドウ栽培地8の景観を含めて多様な観光誘因があること、③永年作物であり

生産者の意図が栽培に反映されることから、固有の生産文化があること、④ワインが付加

価値の高い製品であることから、自治体等により地域振興策として取り組まれていること

である。加えて、ワインという単一の製品をテーマとするツーリズムであり、研究課題の

構想を説明し易いという技術的な面での利点もある。 

本研究に期待される成果としては、ツーリストの趣味や嗜好にもとづく余暇活動と捉え

られがちなツーリズムが、訪問先との文化的・創造的な交流を促し、訪問側(消費者)と受

入側（生産者）との関係のなかで、両者が共有する社会課題を解決するための要件を、明

らかにできることである。その意図は、農村に代表されるような衰退が危ぶまれる地方地

域が、自らの地域における日常的な生産活動のなかに潜在する資源性を見出し、地域外の

消費者に主体的に働きかけることにより、持続可能な地域に導く可能性を探ることにある。 

また、本研究によって、「地方創生」の実践に向け、現に観光地であるわけではなく、観

光地を目指しているわけでもない、著名な史跡や景勝地などの観光資源を持たない農村に

おいて、土地と深く関わる生産活動を基盤に、生産者が主体性を持って都市の消費者と交

流することを通し、自らの生産活動を維持しつつ、消費者と相互に触発し学び合う創造的

関係を構築し、持続可能な地域を実現するための示唆を得ることが期待できる。 

そこで本研究では、農業生産活動が文化性を有するという前提のもとで、「観光には農村

と都市の創造的関係を構築する機能がある」という仮説9を立て、ワインツーリズムを例に、

観光による人的交流を通して、受入側（農村・生産者）と訪問側（都市・消費者）の意識

や行動が変化することを明らかにすることを目指している。その上で、受入側と訪問側の

双方が、当初から直接的に地域課題の解決を意図して行動したのではないが、観光の持つ

機能によって、農村と都市の創造的関係の構築が促され、地域課題を解決に導く方向に作

用することを、先行研究の調査や事例調査、都市の消費者を対象に行ったアンケート調査

の結果をもとに検証する。 

                                                   
7 山梨県の民間団体「ワインツーリズム山梨」によって、2009(平成 21)年 11 月にワインツーリズムは、

商標登録(登録番号第 5277888 号、呼称ワインツーリズム、ダブリューティ)されているが、国内外の文

献等で一般的に使われていることから、本論文ではそのまま使用している。 
8 本論文では、このうち独自ブランドワイン用のブドウ栽培地をヴィンヤードと表記し，原料供給用の

ブドウ栽培地と分けている。なお「生食用」と冠しないブドウは、ワイン醸造用を表す。 
9 第 4 章第 3 節第 3 項「農業生産活動にみる文化性」を参照。 
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本研究ではこれらの調査結果を総合し、ワインツーリズムの事例を通して、消費地にお

ける食関連の文化と生産活動の場における文化が触れ合うなかで、相互の文化的、社会的

背景への理解を深め合い、地域イメージの形成や地域の変容が促されることを明らかにし

たい。さらには、生産者と消費者の相互理解をもとに両者の行動変容が促され、農村と都

市の創造的関係の構築に関する示唆を得ることを目指している。 

 

３ 研究の位置づけと枠組み 

一般的なツーリズム産業における生産と消費の関係について、安福(2006)は多様な分野

が重なり合っていることから捉え難いと述べている。しかし、本研究で論じる生産と消費

の関係は、同氏が指摘しているツーリズム産業における生産と消費の関係ではない。農村

において生産され都市において消費されるという、今日、乖離があり関係が見え難いと言

われている、農業生産と都市における消費との関係を指している。本研究では、日常生活

圏からの移動をともなう非日常的行動というツーリズムの基本要件をもとに、生産者と消

費者の相互交流のなかで両者の意志や主体性が発揮され、固定的な生産・消費の社会構造

から脱し、創造的関係が構築されることを、調査結果をもとに示すことを試みている。 

経済学の領域における一般論としては、代替性が高い財として扱われているツーリズム

を、代替できない固有価値10を持つ財と消費者が位置づけ、訪問先との交流において自ら

積極的に係わり体験できるか否かが、ツーリズムによる地域の振興を持続的なものとする

上で重要である。一方の生産者もまた、主体性を持って消費者とのかかわりを持ち、体験

や理解を深める機会を提供しつつ、消費者情報をダイレクトに得る機会として活用できる

かどうかが問われている。 

 本研究は、ワインツーリズムのような個人の趣味・嗜好を起点とする観光行動に対する

定型的な解釈を、今日の社会課題に照らして拡張し、その結果を持続可能な地域経営の基

盤を成すと考えられる、社会的な関係の分析を援用して考察することから、観光社会学を

基軸としている。この基軸とする研究領域に、地域政策学・地域社会学・文化経済学など

の分野の研究成果を援用しつつ、観光という非日常を求める移動と交流を起点として、地

域社会における日常的かつ永続的な生産活動の場での触発し合う関係をもとに、地域課題

を解決に導く可能性をワイン生産地の事例調査や都市の消費者を対象とするアンケート調

査の結果とあわせて検証し、持続可能な地域の将来を考察することを目指している。 

                                                   
10 素材の固有さを活かして、人間が固有の技術や技能をもとに創り出したものの意味。 
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研究を進めるにあたっては、ワインツーリズムや農村地域の振興に関する国内外の文献

を参照したが、文献の数ではワインが食文化のなかに定着している欧米における研究成果

が多い。第 4 章で概説する個々の先行研究成果は、その国や地方地域の歴史的経緯や社会

的、文化的背景のなかで導かれるものであることを斟酌する必要がある。日本ではワイン

が食文化を構成する新たな要素として浸透しはじめてからの歴史が浅く、多様な酒類の１

つとしての位置付けにあることから、海外での研究成果が直ちに日本に援用できるもので

はない。しかしこうした事情の違いを踏まえた上で、農業地域が抱える課題には共通点も

多く、観光による農村地域の振興政策に、EU 諸国が共同して 2000 年代のはじめから取り

組んできた成果があり、そのなかには地域主体の政策展開などの部分で参照できるものが

ある。 

本研究では国内外の先行研究の成果を参照しつつ、前述のとおり研究の対象の範域を日

本国内とし、農村地域のワイナリーを訪問先とするワインツーリズムを事例としている。

対象の範域を国内とした理由は、2013(平成 25)年統計での１人当たりの年間ワイン消費量

でみると、日本に比べフランスは 16 倍、イタリアは 13 倍と食生活における位置づけに差

があること、欧米においては宗教的儀式のためだけでなく、修道院の経済的自立の手段と

して生産されるなど、歴史的な背景が異なっていることにある。 

また、日本ではワインが食生活に浸透し始め、国内生産が広がりはじめてからおよそ半

世紀に満たず、食文化として成熟過程にあるなど、歴史的かつ社会的、文化的な背景が異

なっていることがある。さらに、ワイン生産地を訪問先とするワインツーリズムが広がり

はじめてから約 10 年であるが、フードツーリズムと一体的に研究が進められてきた欧米

と異なり、フードツーリズムとルーラルツーリズムの両者に重なる領域として捉えられて

いるなど、研究領域としても発展途上にある。本研究は、こうしたワインとワインツーリ

ズムを取り巻く枠組みのなかで、日本の農村が抱える地域課題の解決に対し、観光が持つ

文化的かつ社会的な機能をもとに、農村と都市の創造的関係が構築されることの解明を試

みる。 

 

４ ワインツーリズムを事例とする理由 

本研究で事例として取り上げたワインツーリズムは、Smith et al.(2010)によるツーリズ

ムの分類では、固有の関心を持つ層を対象とし開発が期待されるSpecial Interest Tourism

（SIT）の 1 つとされ、大分類（Rural tourism）・小分類（Wine/Gastronomy）に位置づ
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けている。また、同氏らはワイナリーを訪ねワインを飲み、買い、学び、ブドウ栽培地の

景観のなかでリラックスする、数泊の滞在をともなう形態であるとワインツーリズムを説

明している。 

欧米では、18 世紀の工業社会の進展により、19 世紀にはワイン産地を含む農村地帯が、

上層階級の余暇活動の訪問先のひとつとされた。しかし、ワイン産地へのツーリズムが広

まったのは 20 世紀前半であり、ワインツーリズムが研究対象とされたのは、Hall(1996)

がワインツーリズムを定義して以降である。同氏らによるワインツーリズムに関する先行

研究の成果は第 4 章で詳述するが、その多くはフードとの関係のなかで論じられている。 

しかし、日本においてはワインが浸透しはじめてから約半世紀で、かつ多様な酒類のな

かの選択肢の１つであり、成熟過程にある食文化であり、フードとの結びつきは緩やかで

ある。また、ワイン生産についても、その歴史が最も長い山梨県甲州市勝沼地域の例でも

約 140 年であり、その他のワイン産地は国内消費が伸びはじめた 1970(昭和 45)年以降に

生産を開始し、急速にワイナリー数が増えたのは 1980 年代後半からであり、農業生産活

動としての歴史も短い。このような状況の下で、2008(平成 20)年に山梨県内の民間団体に

よって、約 2 年間の準備期間を経てワインツーリズムが催行され日本各地に広がっている。 

本研究でワインツーリズムを事例として取り上げる理由は、本章第 2 節で述べたところ

であるが、①ワインの特性、②ツーリズムとしての特性、③生産活動の文化性、④社会的

動向の 4 点である。①では、ワインがブドウ栽培地の土質や気候を反映した付加価値の高

い農産加工品であること、加えて、ワイン生産は原料ブドウの品質が製品の仕上がりを左

右するため、振動等の物理的刺激や時間経過による傷みを避け、ブドウ収穫地でワインに

製品化することが理想とされ、栽培地とのつながりが強いことがある。 

また、果樹であるブドウの栽培は定植してから約半世紀の間、生産者が継続的に原料ブ

ドウの品質向上を目指し働きかけることから、土地との関わりが深い生産活動である。②

では、製品としてのワインだけでなく、栽培地を含む周辺景観の魅力、ブドウ収穫やワイ

ン仕込み体験での学びや生産者との交流機会の確保など、ツーリズムとしての多様な誘因

を持っていることがある。 

さらに、ワインツーリズムは特定の農産加工品をツーリズムの対象としており、ツーリ

ズムを介して生産と消費の関係を把握し易い。③では、ワイン生産は農業を基盤としてお

り、生産者がブドウ栽培から製品化までに深く係り、栽培地と醸造環境に働きかけた成果

が製品であること、永年作物であり時間の経過のなかで、生産活動に係わる「地域の物語」
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が形成され易い。これらのことから生産活動における文化性が消費者に分かり易く、生産

者が自らの意図を発揮する余地がある。④では、ワインの付加価値の高さに着目し、地域

振興策に位置づける自治体が増え、地域経済への波及効果に期待し、ワインツーリズムが

各地で実施されていることがある。加えて、都市生活者のなかにワイン生産を試みようと

農村に移住し、ブドウ栽培をはじめる動きがある。以上のことから、農村と都市の創造的

関係の構築により、地方地域の衰退と都市の人口構造の変化による高齢福祉需要の増大と

いった、社会全体が抱えている課題の解決を促すことを含め、地域における観光の「機能」

について考察する事例として、ワインツーリズムは適していると考えられる。 

 

５ 用語の定義 

 本研究での論述にあたり使用する用語を、以下のとおり定義する。 

 

（１）農村と都市 

農村と都市は、国土を構成する対比される概念として用いられ、両者を①行政的地域に

よる区分、②人口密度による区分、③主要な産業などに着目して区分する、国土利用計画

の考え方などがある。農村におけるソーシャル・キャピタル11の分析と活用を目的として

設置された、「農村におけるソーシャル・キャピタル研究会12」における検討のなかでは、

食料・農業・農村基本問題調査会での、「農村の明確な定義はないが、都市と比較して捉え

られることが多い」とする立場を踏まえた上で、都市と農村の区分について前記の３つの

考え方を検証している。 

そこでは、農村における経済的、社会的むすびつきの変容や、就農人口の減少、集落機

能の低下などを理由に、農村内の人間関係に加え、都市と農村の共生・対流に注目する必

要があることが示されている。しかし、その考え方の基本は、農村を「主に農業集落で構

成され、地域農業資源の維持管理や農業生産面での相互補完、生活面での相互扶助といっ

た集落機能を維持している地域」と捉え、都市にはない農業集落特有の社会関係を維持し

ていることを、都市との区分の根拠としている。 

                                                   
11 主な定義として、パットナムによる「協調的行動を容易にすることにより社会の効率を改善しうる信

頼、規範、ネットワークのような社会的組織の特徴」と、OECD による「集団内部あるいは集団間で

の共同を促進するような、共通の規範、価値観、理解を伴うネットワーク」がある。社会関係資本と同

義として扱う。 
12 農林水産省農村振興局が設置した研究会で、2007(平成 19)年、報告書「農村のソーシャル・キャピタ

ル」をまとめた。 
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一方、佐無田(2014)は農村社会学の立場から、「農」を生業とする住民が多いことを農村

の要件とする考え方に対し、今日の兼業化が進行している状況下では、必ずしも住民の就

業状況が要件にあてはまらないと述べている。そこで、同氏は人工的環境の下で密集した

住居形態・生活空間にある都市と対比して、自然生態系を基盤とした分散的な居住形態・

生活空間にあることもって、農村を定義している。 

 日本においては、都市の外縁の広がりと交通網の整備が相まって農村との地理的・時間

的距離が狭まっている。加えて、農業収入での減収を補てんする兼業化が進み、都市的生

活をする農業者が増加しており、農村と都市を２項対立する存在として位置づける見方で

は捉え切れない。こうした農村の状況は、城郭を持つ都市の外に成立した欧米の農村とは

成立の過程が異なっていることに起因している(末原 2011)。 

岡田(2011)は、歴史を振り返れば人類は農村で生活していたが、生産力の向上や貨幣経

済の発展にともない、農村から都市が分離したと述べている。経済のグローバル化が、「人

間の生活領域としての地域」と「資本の活動領域としての地域」との空間的乖離を促進し

たとしている。さらに、東京を中心とする「世界都市」は、国内の地方経済というよりは

海外の「農村」と関係を結び、「都市と農村」の関係は重層的になっていることを指摘して

いる。 

このように農村を定義するにあたっては、農村の成立過程における都市との関係が欧米

と異なる日本固有の事情を踏まえる必要がある。そこで本研究では、農村を「主に農業集

落で構成され、自然生態系を基盤とした分散的な居住や生活空間のなかで、農業資源の維

持管理や生産面での相互補完、生活面での相互扶助などの社会関係をもとに諸活動を行っ

ているところ」と定義し、都市と対比するところと捉える。その上で、研究の対象範域を

日本国内とし、農村を特徴づける生産の場という側面と消費の場としての都市という側面、

この２つの側面に着目して農村と都市の関係性を見る。 

 

（２）観光 

UNWTO13（2008）はツーリズムを、日常生活圏域外を訪問先とし、1 年を超えない期

間滞在し、レジャー、ビジネス、その他の目的で報酬を得ずに行う諸活動と定義している。

しかし、近年はこの定義を拡張し、観光客が訪問先において行う活動を契機として観光地

                                                   
13 1970 年に設立された、観光を通じた豊かな社会の実現と相互理解の促進を掲げ、責任ある持続可能

な観光の促進を目指す、国連世界観光機関(United Nations World Tourism Organization)の略。 
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が形成されている事例、さらには訪問先における活動の対価的な意味で、滞在費用と相殺

される事例などが、観光社会学における注目すべき研究領域とされている。こうした研究

の流れを受けとめ、本論文では、日常生活圏からの移動をともなう非日常的行動であると

いう、基本要件を満たすものに観光を拡張して捉えている。岡田(2014)は、日本における

「観光」の概念は、余暇という時間的条件の下での自己の楽しみが主目的とされ、UNWTO

が示すツーリズムの概念との間に差異があると述べている。しかし、近年の観光社会学に

おける研究領域は、前述のように拡張していることを踏まえ、本論文では観光とツーリズ

ムを同義として用いることとする。 

コーエン(1998)は、①レクリエーション、②気晴らし、③経験、④体験、⑤実存の５つ

の観光体験のモードのうち、⑤実存について、ツーリストは土地の文化や社会の下で、「土

地の人間になる」ように望むことだと述べている。また、同氏は努力や集中力を傾注し、

洗練されたやり方で体験をすることよって、見識あるツーリストになれるのだとも述べて

いる。鳥越(2007)は、新しい農業者として生きる都市住民について、「農村地域を都市生活

の延長としての自然空間としてのみ捉え、単に自己実現のために農村地域に空間的に移住

することだけでは、地域社会との関係や地域社会が求める社会的役割を十分果たせるもの

ではない。」と指摘している。この指摘は、コーエン(1998)が述べる「実存モード」での体

験が、容易に実現するものではないことに対する警鐘と言える。 

本研究で事例とするワインツーリズムは、コーエン(1998)が示した５つのモードを備え

ており、その各段階における生産と消費の関係を分析することを通して、農村と都市の関

係について検証できるという利点がある。その一方、訪問する都市住民である消費者が、

ワインという製品が持つ魅力に誘発された行動であることも否めない。こうしたことを踏

まえて、本研究における観光を「日常生活圏からの移動をともなう、非日常的な行為のな

かで、他者との係わりを通して得られる体験をもとにした諸活動」と定義する。 

 

（３）創造的関係 

本研究のテーマは、農村と都市の創造的関係の構築である。ここでの創造的関係の用語

は、創造的と関係の複合語であることから、先ず、関係あるいは関係性についての考え方

を明らかにした上で、その関係が創造的であることについて述べる。 

ネットワーク、つながりなどとも表現される関係について、安田(1997)は、個々の存在

であった人々が自発的な意思のもとで自由に結びつき、互いを触発し合うことを通して、
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意思と主体をもった個人の自由なつながり、従来にない関係ができる可能性があると述べ

ている。このつながりでは、価値観の違いが肯定され、対立と協力が共存し多様性が維持

され、情報収集の機能や橋渡しの機能が作用し、問題を解決に導くとの考えを示している。

ここで同氏が留意すべき点としてあげているのは、Granovetter(1973)が指摘した「弱い

紐帯の強さ」に似た、他者の力を必要とする弱者ほど、相手から力を引出す可能性が高く、

強者は力を発揮した結果、自分を弱い立場においてしまうという「弱者の強さ」というパ

ラドックスである。さらに安田(2010)は、自分の働きかけが作り上げた外向きの関係を、

正しく認識して最大化し、如何にして自分の方向に展開できるかが重要であるとも述べて

いる。 

ラトゥーシュ(2004)は、外向きの働きかけと自分の方向への展開という双方向性を、交

換の上に成り立つ互酬性に見出し、関係が財に代わると主張している。その主張の基底に

あるのは、「脱成長」の考え方である。この考えは、過去への回帰ではなく、資本主義との

妥協でもない、近代における適切な方法による「超克」と位置づけられている。それを実

現する社会関係ネットワークを構築する、「出会いと節合と変容の場」として地域を捉え直

し、生産と消費のローカリゼーションと自主管理が重要と説いている。この主張を受け、

仲野(2011)は、日本における消費社会システムが地方や都市の周辺部の負担の上に成り立

っている状況に対し、万人が分かち合う関係のなかで社会正義を再構築することが必要と

述べている。 

本研究では、農村での日常的な生産活動の場における、観光による生産者と消費者との

交流のなかで発現する創造性に着目している。創造的関係については、自ら考え行動する

知的な営みを通じて、生産、再生産される不断のプロセスを含むとする、創造的コミュミ

ティーに関する苅谷(2004)の考え方、Raymond et al.(2000)の、ツーリストの訪問先での

学びや体験への積極的な参画を通して、自身の潜在的な創造性を伸長させるというクリエ

イティブツーリズムの考え方がある14。また茂木(2005)は、創造性が発現されるには他者

の存在が必要であり、そのプロセスには人と人のコミュニケーションが係っていると述べ

ている。さらに、他者の存在を通して新しいものを生み出す文脈を提供するのは、個人と

個人の間だけではなく、文化と文化の出会いにおいても同様であるとし、海外で日本文化

を取り入れたレストランでの、自身の体験について記している。 

                                                   
14 Raymond et al. の考え方は、第５章第５節第１項に記載した、同氏らが運営する Creative Tourism 

Network のホームページの内容による。 
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また、観光社会学の領域においては、UNESCO(2006)が、訪問者が訪問先の都市との係

わりのなかで、居住者のように感じながらユニークな体験や社会参加を通して、地域の生

活や文化を理解するクリエイティブツーリズムの考え方を示している。この地域における

創意と工夫を活かした取り組みに期待する同様の考え方は、2006(平成 18)年の観光立国推

進基本法のなかにも示されている。この改正では旅行者の需要の高度化、旅行形態の多様

化などを課題としてあげ、新たに第 2 条として観光立国推進にあたっての４つの基本理念

の１つとして、活力に満ちた地域社会の実現を掲げている。ここで期待される創造性の発

揮に関して敷田(2005)は、体験を含む知的行為としての創造的活動は、具体化する「装置」

と「他者」との交流、加えて全体デザインがあることによって促進されると述べている。 

ツーリズムは、こうした創造性を発揮する上で必要とされる要件を、場の移動による立

ち位置の変更と、非日常的活動が持つ異質性という２つの特質にもとづく「装置」と、訪

問と受け入れによる「他者」との出会い、これらの全体をデザインする考え方とともに具

備していると考えられる。以上を踏まえて、農村と都市の関係性について論じる本研究に

おいては、創造的関係を「互いの文化的な知識や背景をもとに、生産者と消費者が交流体

験を通して触発し合い、地域に潜在する価値を表出させ、考え方や行動の変容を促す係わ

り合い」と定義する。 

 

（４）地域 

地域の潜在力を顕在化し、持続可能な地域の実現を目指す用語として、地域開発、地域

活性化、地域振興、地域づくり、地域再生などの用語が一般的に使われている。これら地

域を冠した複合語における地域がすべて同義であるかについては、慎重であるべきと考え

る。その理由は、地域という言葉の多義性と多重性が指摘されているからである(森

岡,2008)。本研究においても、地域資源、地域再生などの用語を用いて論述するが、これ

らを用いる前提として地域を定義し、その定義を踏まえて地域資源、地域再生について定

義する。 

森岡(2008)は、社会学の立場からみた日常用語としての地域は、居住者、居住者相互の

むすびつき、居住地を含む一定の空間などの意味で使われ、空間の範域が曖昧であり多重

性があると述べている。こうした多様な捉え方に通底しているのは、居住地を軸とする社

会関係と空間を指す言葉として使われていることである。同氏は、居住者の生活圏域が拡

大し家族構成が変化するなかで、地域は課題解決に向けた住民自治の拠点として重要と述
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べている。 

また、同じ社会学の立場でも、地域政策を軸としている田中(1997)は、地域を「一定の

共通な社会的特色（自然・政治・経済・歴史・文化等）をもった空間的広がりとそこに居

住する人々の何らかの共通な特色をもった範域」と定義している。関連分野である人文地

理学の立場からは藤井(2006)が、地域概念を「実質地域」、「認知地域」、「活動地域」の３

つに整理する考え方を示している。ここでの「実質地域」は、既存の物理的、客観的な空

間単位であり、質的な均質性を持つまとまりである。「実質地域」はまた、その機能に着目

し「結節地域」・「機能地域」と定義されることもある。「認知地域」は、アイデンティティ

や地域観など個人や集団の主観にもとづくまとまりである。これらに対し「活動地域」は、

構造化途上にあるという点で、前二者と異なっている。 

また、神野(2004)は経済学の立場から、共同体、市場経済、財政の３要素から成る経済

活動の実相を把握するには、地域社会に密着して観察する必要があると述べた上で、これ

らのうち、人間の生活機能を内包する生活共同体としての「地域」を基本に位置づけてい

る。同質の生活様式の生活単位が集まって形成される空間としての「地域」、それらを統合

したのが「地域」としての地方自治体であり地方財政であるとし、空間としての重層性を

認めている。 

同じく経済学の立場から丸山(2011)は、地域に存在する生産要素としての土や水や労働

を利用し、地域社会が管理する自立的な行為のなかに創造性を見出している。同氏も、地

域が空間的な多重性をもつとした上で、この考えの基底にあるのは、生産者と消費者が互

いに顔を合わせることのできるローカルコミュニティであるとしている。そこでは、物質

の移送にともなう環境への負荷を軽減し、訪れたい人や住みたい人を惹きつける人間尊重

の経済が成立し得ると述べている。 

一方、市田(2005)は農村社会学の立場から、農村という地域の衰退が進む一方で、地方

の財政難、福祉や教育、相互扶助などの面での「地域」生活機能の復活が望まれていると

述べている。こうした状況下で、農村という「地域」について、政策の対象としての立場

から自ら地域課題の解決に取り組む、主体としての「地域」とならざるを得ないと主張し

ている。 

さらに、内山(2006c)は哲学者の立場から、「場所」と結びつかなくても成り立つ生産技

術よりも、場所がなければ成り立たない技術の方が優れているとする考え方を提起してい

る。同氏はその考えを敷衍し、地域とは自然や人間同士の関係、歴史や文化との関係が安
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定した循環をつくっている場所であるとし、「関係としての場所」は特定の地域というかた

ちをとらないと述べている。産直を例に、そこが生産者と消費者にとっての共同の生活圏

であり、安定した関係が築かれるならば、特定の地域ではないが「関係としての場所」に

あたると説いている。 

このように地域を巡る論説は多岐にわたるが、本研究では地域を「居住者が同質の様式

を持ち生活する空間の広がりと、そこにおける社会関係を基盤とした諸活動のなかで形成

される場所や主体」と定義する。なお、本節前項で定義した農村は、農村地域と同義とし

て扱う。 

 

（５）地域資源 

「地域資源」については、各地の地域資源を活用した事業の多くが、2007(平成 19)年施

行の「中小企業地域資源活性化促進法15」にもとづく認定を受けており、同法の「地域産

業資源」に係る規定が、「地域において相当程度認識されている、農林水産物、製造・加工

技術、観光対象施設」と定義しており、類似する概念として参照できる。また、佐藤(2008)

が「資源」を「働きかけの対象となる可能性の束」と定義していることを踏まえ、本研究

における「地域資源」を、前述の「地域」において、「意図を持った何らかの働きかけによ

って、活用可能なもの」と定義する。この考え方は、近年の Richards et al. (2006, 2007)

や Richards(2011)による Creative Tourism に関する論述のなかで示されている、触知出

来ないものにも資源性を認める考え方を支持するものであり、「活用可能なもの」を農産物

や自然資源に限らず広く捉えている。 

 

 

（６）地域再生 

急速な少子高齢化と産業構造等、社会経済情勢が変化するなかで、2005(平成 17)年、国

は「地域再生法」を制定した。地域開発、地域振興、地域活性化、地域づくり等の用語が、

それぞれの場面やテーマによって使われてきたが、地域の過去と現在を踏まえて地域の可

能性を探り未来を論ずる際に、地域再生という用語が使われるようになっている。同法制

定の目的は、地方公共団体が自主的かつ自律的に取り組む経済の活性化や地域活力の再生

                                                   
15  地域産業資源を活用した中小企業による事業活動を支援し、地域における事業活動の促進を図り、地

域経済の活性化を通じて国民経済の健全な発展に寄与することを目的として制定された法律。 
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を、効果的に進めることにある。本研究では、直接的に地方公共団体が行う施策について

論ずるものではないが、地域における事業者や民間団体等が同様の目的で取り組むものを

含め、地域再生の取り組みとして捉える考え方に立っている。即ち、農業者はもとより地

域内の事業者や住民、さらには観光という形で地域を訪問したツーリストも、地域再生の

当事者であるという立場をとっている。 

山田(2011)は、農村移住による地域再生について、それを計画的に進めるには住みやす

く魅力あるまちづくりの推進が基本であると述べている。その上で多様な主体の持つ資源

を引出し、主体間の共同による仕組みを用意し取り組むことの必要性をあげている。この

主体には、移住者グループも視野に入っているが、主要な構成員は従前から住んでいた住

民であり、移住者の受け入れ環境づくりを中心に論じており、立ち位置は地域側にある。 

こうした考え方に対して佐無田(2014)は、「農村再生は、国の負担となっている遅延地域

への支援という発想ではなく、人的資本・地域資源の有効活用による日本経済の再生を目

指すものでなければならない。」と主張している。また同氏は、今も昔も農村経済が成立す

るためには、都市との連携（市場・仕事・資本・技術・人のつながり）が欠かせないが、

地域連携には大別して資源供給（分業関係）、社会統合（資金移転）、人の移動（労働市場）

が必要とあり、地域内外との連携の再構築が課題であるとも述べている。 

さらに佐無田(2014)は、立川(2005)が農村空間を都市住民が消費の対象としていると指

摘していることについても、農村が持つ自然との調和や「地域の物語」や歴史といった「文

化的付加価値」を、都市住民の一定層が評価し、何らかの形で制度化する場合は農村再生

にとって有効に機能するとの考えを示している。また、人の移動に関しては、教育と就労

の機会が都市に集中し、農村への人材の還流が乏しい過疎問題の構造をあげている。しか

し、地域資源や環境条件に違いはなくとも、人材とコミュニティという普遍的資源を活用

し、地域再生に成功している例があることをあげ、活動を妨げているのは農村自体の保守

的な文化であると指摘している。この障壁を克服することが、人材還流を促すために必要

であると述べている。 

また荒桶(2008)は、農村を訪問先とするグリーン・ツーリズムが地域再生の有力な戦略

となり得ることへの理解を示す一方、経済効果に特化した農村観光との見方もあることを

指摘している。同氏は農村を都市住民の利用に供するのではなく、農村住民のために行う

ツーリズムであるという考えを堅持することが重要と述べている。 

これらの論説から、本研究における地域再生を「農村という生産活動の場において、地
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域内外の多様な主体が連携して関係を構築し、相互理解のもとで潜在力を発揮し、地域課

題を解決に導くこと」と定義する。この場合の「関係」は、個々の主体間が対等であるこ

とが理想であるが、少なくとも農村と都市の間におけるバランスのとれた補完関係を維持

することを要件としている。 
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第２章 研究の方法と論文の構成 

１ 研究の方法 

 本研究では、第１章第２節に述べた研究目的を達成するために、文献等調査、現地調査、

アンケート調査を実施した。各調査の目的や実施方法等は、以下に示すとおりである。 

 

（１）文献等調査 

 本研究における文献等の基礎調査は「研究の背景を明らかにするための調査」、「観光の

機能などについての観光社会学的調査」、そして「事例対象地域についての先行研究調査」

の 3 つの分野で行った。 

１つ目の「研究の背景を明らかにするための調査」では、総務省統計局が公表している

国勢調査結果、世界農林業センサス、関係省庁の資料に加え、事例対象地域に関する自治

体の統計資料や国内外の研究成果等を用いて、①農村と都市を取り巻く社会情勢の変化と

地域課題、②農村における地域再生と都市との関係構築、③ワイン生産による農村再生を

明らかし、本研究の背景を整理した。 

２つ目の「観光の機能などについての観光社会学的調査」では、農村振興策としてのツ

ーリズムの可能性と、事例として取り上げたワインツーリズムのツーリズム研究における

位置づけ、および農村と都市における関係構築に関わるツーリズムの機能について先行研

究を整理した。特に、①農村と都市との関係性、②ツーリズムの社会的役割と機能、③ル

ーラルツーリズム、ワインツーリズム、クリエイティブツーリズムに関する研究について、

重点的に考察した。 

３つ目の「事例対象地域についての先行研究調査」では、事例対象地域の自治体が作成

し公表している市史や町史などの行政資料、統計資料、関連書籍や報道資料等から、事例

分析のためのワイン生産そのものの状況や経過を把握し、ワイン生産が持つ意味について

考察した。 

また、本研究の目的である、ワインツーリズムなど生産活動を対象とする、ツーリズム

による農村と都市の創造的関係の構築について一般化するために、各事例分析では共通し

て以下のとおりの分析を行った。 

先ず、各事例の対象農村が抱えていた地域課題を明確化し、その対策のために実施され

た農村振興策を明らかにした。さらに、ワインツーリズムによる地域活性化が、消費者の

関心の高まりを受け各事例地域で展開されていることを、対象地域の報道関係資料などを



 

18 

 

もとに示した。 

 続いて、このワインツーリズムが持つ機能を、先行研究を参照し、体系的に理解し整理

するための考え方を示した。それは「モノ」としてのワインが持つ魅力を増幅する機能、

多様な地域資源との統合を促す機能、交流者相互の文化的交流を促進する機能とした。こ

の考え方を念頭に、欧米におけるフードツーリズムとの関連で論じられていたワインツー

リズム研究、地域イメージの形成をはじめ地域経営上の観点を持つルーラルツーリズム研

究、さらにワイン生産者と消費者との交流や体験に創造性を見出すクリエイティブツーリ

ズム研究について、先行研究の成果を体系化した。 

 

（２）現地調査 

 本研究では、①北海道池田町、②宮崎県都農町、③山梨県甲州市勝沼地域、④北海道空

知南部地域、のワイン産地をワインツーリズムの事例対象地域として取り上げた。現地調

査の目的は、ワイン生産をはじめた経緯、生産・販売活動実績、消費者との関係構築のた

めの方策、地域との連携等、農村と都市との創造的関係の構築につながる生産活動の情報

を、聞き取り調査によって得た。その対象は、ワイナリー経営者や責任者、地域の行政関

係者等、責任ある回答が得られる者とし、現地での面談聴取を実施した。対応者が現地以

外での面談を希望した場合は、ワイナリー等以外の場所で行った。4 地域に対する、現地

調査の実施状況は表 1のとおりである。 

現地調査の面談には予見なく臨み、立地条件・設立の経緯・経営規模や内容・人的体制・

経験の程度等が、それぞれのワイナリー等によって異なるので、相手方の事情を理解した

上で、そこから新たな問いを発見するエスノグラフィックな方法によって実施した。また、

信頼関係を維持し協力を得て調査を継続することができるよう、質問は統一質問票等を用

いた構造的インタビューによらず、対応者の言葉に質問をつなぐ対話方式を採用した。 

この対話のなかで、生産者による消費者への主体的働きかけ、消費者との「情報の非対

称性1」を埋める働きかけ、生産者相互の競合と協調等を把握することを試みた。なお，補

足確認等を要する点についてはメール等で照会するとともに、インタビュー等で得られた

情報を、ワイナリー等での来訪者の参与観察やブドウの収穫体験のなかで確認し補強した。 

加えて、池田町については欧州ワイナリーツアーに参加した男女各 1 名から、ツアーで

学んだことや参加したことによる考えや行動での変化等について聴き取り、ワイナリー関

                                                   
1 生産者と消費者が持つ情報が不均等な構造にあること。 
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係者からの聴取内容と合わせて、ワイン生産が町民生活に与えた影響について類推する際

の参考とした。 

対象地域の農業事情やワイン生産活動と地域政策との関連については、各事例対象地域

の行政機関の事業担当セクションの責任者にインタビューし、関連の行政資料をもとに説

明を求めた。さらに、その内容を、国や地方行政機関が公表している人口や農業に関する

統計資料と照合し、調査内容を総合的に分析した。なお、内容の補足や関連資料の補充を

要する場合には、照会文書やメールにより内容の確認や資料の請求をした。 

 これらワイナリー等での現地調査と合わせて、ワイン生産者の多くが加入している、「ブ

ドウ・ワイン学会」や農村計画学会等、研究テーマに関連する分野の学会に参加し、研究

の動向を把握した。また、ワイナリー関係者の技術的研鑽を目的とするセミナーや、消費

者を対象とするセミナー等に参加して、生産者の技術の向上にかける熱意や、生産者とし

て消費者に伝えたい製造上のこだわり等を把握した。このほか、旅行業者による企画ツア

ーに参加し、消費者がどのような印象を持ち、何に関心を示すのかなどを参与観察した。 

 研究に着手した 2010(平成 22)年 9 月から結果をまとめた 2015(平成 27)年 6 月の間に、

表 1 に示した事例対象地域におけるワイナリー視察やインタビュー等の外、対象地域外で

開催されたワイン生産に関連するセミナー（7 回）、ワインツーリズム関連イベント（4

回）に参加し、対象地域を含む総合的な情報を収集した。さらに、日本農業気象学会や農

業や気象に関する研究会等に参加し、ブドウ栽培やワイン醸造に関する知見を得るととも

に、事例対象地域に近接する消費地の、酒販店や百貨店等において、消費者の購入目的等

に関する情報を得るための市場調査等を行った。 

このうちのインタビューに関しては、空知地域のワイナリー等については経営者や責任

者等を対象に、1回あたり概ね 1時間程度のなかで、関連資料等をもとに状況を聴取した。

都農町は遠隔地であるので訪問先の理解を得て、2 日間延べ 9 時間にわたり詳細に説明を

受けた。池田町についても 3回訪問しワイナリー内の視察とインタビュー（延べ 10時間）

を行い、3回目の訪問の際には、欧州ワイナリーツアーに参加したワイン友の会の男女各 1

名に対し、約 3時間のインタビューを行った。 

甲州市には、「ワインツーリズムやまなし 2010」への参加、同市主催の記念セミナーの

参加を含めて延べ 7日間滞在し、ワイナリー等の経営者や責任者に対するインタビューを

行った。この間に、同市のワイン関連産業遺産の視察や様々な栽培方法によるブドウ栽培

地を視察した。 
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表１ 事例対象地域に対する現地調査の実施状況 

 
(注)旧勝沼町が、ワイン産業の振興、観光と文化の拠点施設として、ワイン貯蔵施設、売店、ホール、宿泊棟を備えた複合施設。 

 

（３）アンケート調査 

 アンケート調査の目的は、都市生活者のワイナリー等訪問に対する意向や訪問の動機、

訪問先での体験や印象などについての情報を得て、（２）の現地調査で生産者から得た情報

と突き合せて、両者の関係性を明らかにすることにある。そのために本研究では、ワイナ

リー訪問者を対象とする２回の調査と都市に在住する消費者を対象とするインターネット

による調査を実施した。 

調査票の設計や調査手順については、観光に関するマーケティングに統計的手法を用い

た研究（西本 2013）、消費者の酒類嗜好等の調査をインターネットによって行っている独

立行政法人酒類総合研究所の報告（鈴木ら,1998）等を参考にした。 

 インターネットによる「ワイン嗜好とツーリズムに関するアンケート」調査は、前記研

究所等でインターネットによる市場調査の実績がある株式会社インテージに依頼し、同社

の登録モニターのうち札幌市と東京都に居住する20代～60代の男女 10,568人2を対象に、

「消費者の酒類嗜好と生産地訪問体験の有無に関する調査」の題目で予備調査を行った。

                                                   
2 市場調査会社、マスコミ・広告業、飲料関連業の従事者を除く。 
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この調査の回答をもとに、地域特産品としてのワインをテーマとするツーリズムに関心が

あり、ワイナリー等への訪問希望のある消費者と、訪問したことのある消費者をそれぞれ

512 人、「希望者」と「体験者」に分けてサンプル抽出し、本調査の対象とした。 

 また、インターネット調査に先立ち 2013(平成 25)年 10 月から 11 月に、空知地域のワ

イナリー等を対象として、１回目の「空知地域のワイナリー・ヴィンヤード来訪者アンケ

ート」調査を行った。そのなかでは、消費者のワイン嗜好やワイナリー訪問に関連する幅

広い内容についての質問項目を設定した。この調査では空知地域（現地調査の対象地域を

含む）のワイナリー等 10 カ所の協力を得て、来訪者に手渡した調査票を、後日、郵送で

返送してもらう方法を採用した。その理由は、項目数が多く、記入にある程度時間を要す

ることと、調査票とともに調査の趣旨等を説明する文書を添え理解を求めることで、ワイ

ナリー等への負担を少なくしたいことによる。第１回の調査で回収した調査票の記載状況

を確認して質問項目を絞り込み、インターネット調査と空知地域を対象とする２回目の調

査に反映した。なお、２回目の「空知地域のワイナリー・ヴィンヤード来訪者アンケート」

調査は、前回調査以降にブドウ栽培を休止した 1 カ所を除く、ワイナリー等 9 カ所を対象

に実施した。 

 各調査の実施概要は、表 2 のとおりである。また、各調査での調査項目は表 3 のとおり

である。 

 

表２ アンケート調査の実施概要 

 

 

これらの調査に共通する調査項目を中心とする結果をもとに、ワインツーリズムでの都

市生活者の消費行動や嗜好、ワイナリー訪問での印象等を統計的に分析した。あわせて自

由記載欄の内容をもとに、生産活動を対象とするツーリズムにおける都市に居住する消費

者の行動や訪問先での印象、加えて生産者との関係構築に対する希望等に関する記述を、

テキストマイニングの手法を用いて分析した。 

インターネットによる調査の集計は、株式会社インテージの集計ツールである

「Lyche-Web」を使用し、空知地域を対象とした調査の集計は、IBM の統計分析ソフトで
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ある SPSS Statistics Ver.22 を使用した。自由記載内容の分析については、IBM の統計分

析ソフトである SPSS Statistics Ver.22 とテキストマイニングソフトである SPSS Text 

Analytics for Surveys4.0.1 を使用した。その結果については、第６章に詳述する。 

 

表３ アンケート調査項目の一覧 

 

 

なお、アンケートの実施にあたっては、研究の概要、実施方法、対象者の基本的人権へ

の配慮、回答者への協力要請と同意を得る方法、調査結果を統計的に処理することなどに

ついて、北海道大学の「人間を実験調査等の直接対象とする研究審査に関する内規」第３

条第１項にもとづき、「人間を実験調査等の直接対象とする研究審査申請書」を北海道大学

大学院国際広報メディア・観光学院長に提出し、教務委員会による審査での承認を得て実

施した。 
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２ 事例対象地域選定の理由 

事例対象地域には、人口減少と少子高齢化が進行し、ブドウ栽培とワイン生産を地域振

興策と位置づけ、ワインツーリズムによる都市との交流が行われている人口規模の小さい、

前述の①北海道池田町、②宮崎県都農町、③山梨県甲州市勝沼地域、④北海道空知南部地

域を選定した。このうちの④に含まれる岩見沢市は、人口が約 9 万 5 千人であるが、同市

内４カ所のワイナリーのうち３カ所が、2006(平成 18)年の市町村合併前の栗沢町に立地し

ており、該当地域の人口減少と高齢化率が高いため調査の対象にした。 

池田町と都農町は、ワイナリーの開設時期は約 30 年の違いがあるが、何れも地域政策

上の課題に直面し、行政が地域資源の発掘あるいは高度化を図り、地域住民とともに新規

事業分野を創出した例である。なお、両町の直接的な関連はないが、都農町のワイナリー

は池田町がノウハウを供与して開設された、神戸市のワイナリーを介したつながりがある。 

甲州市勝沼地域と空知南部地域は、民営ワイナリー等が集中している、あるいは集中が進

んでいる地域であり、前者ではワインツーリズムが広く知られる前から、主に関東圏の消

費者を対象にワイナリー等を巡る旅が展開されてきたが、生食用ブドウを収穫し購入する

「ブドウ狩り」とワイナリー等への訪問が混在している。後者は、畑作や稲作の傍らワイ

ンメーカー用の原料ブドウ栽培を、30 年以上続けてきた地域であるが、そのことに関心を

示す消費者は殆どいなかった。しかし、自家栽培ブドウを原料にワイン生産に取り組むワ

イナリーが開設されはじめた 2000 年代以降は、消費者にワイン産地として認識され、ワ

イナリー等の訪問者が増加したため、ワイン産地のイメージをもとにした交流人口拡大に

取り組んでいる。 

このように、各地域がワイン生産に取り組みはじめた経緯やワインツーリズムの展開状

況は異なっているが、消費者との関係構築に向け都市との交流を図り、中長期的な視点で

の取り組みにより経営を軌道に乗せている。その結果、ワイン生産活動を取り巻く地域の

連携や潜在する地域資源の活用、消費者との持続的交流や定住促進の動きにつながってい

る。 

こうした持続可能な地域の実現につながる動きがある地域を事例に取り上げることによ

って、著名な史跡や景勝地などの観光資源を持たない、何もないと表現される「普通の農

村」が、生産活動を対象とするツーリズムをもとに、持続可能な地域の実現に向け、内外

の関係者と創造的関係を構築する上での示唆を得ることができるように、事例対象地域を

選定した。 
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３ 論文の構成 

これまで、農村と都市の創造的関係の構築に対する観光の機能を研究課題として取り上

げたことの意義と目的、研究の位置づけ、研究の方法等について述べてきたが、本論文の

構成は以下のとおりである。 

第 1 章では、はじめに大都市を除く日本の市町村が直面している少子高齢化と人口減少

による地域の衰退という課題に対し、都市と地方地域がともに取り組むことの必要性を示

した上で、観光が果たす役割について述べた。そのことを踏まえ、これまで３次にわたる

大規模な人口流出を経験し、他方で食料の増産という社会の要請に応えてきた農村を対象

に、観光による都市との交流により創造的関係を構築し、持続可能な農村地域の実現に示

唆を得るという本研究の目的について述べた。この目的を達成するため、観光社会学を基

軸に特定農産品を観光対象とし、土地との係わりが深く、生産と消費との関係が捉えやす

いなどの特色を示し、ワインツーリズムを事例に取り上げた理由について述べた。あわせ

て、本研究で使用する用語を定義した。 

「研究の方法と論文の構成」に関する本章では、はじめに調査方法として採用した、文

献調査、現地調査、アンケート調査について、各調査の目的、視点、留意した事項等につ

いて記した。このうちの現地調査の実施にあたり、事例対象地域として 4 地域を選定した

理由を、各地域におけるワイン生産経緯やワインツーリズムの実施状況とともに述べた。 

第 3 章では、大きく 3 節に分け、研究の背景について記した。第 1 節では、農村を取り

巻く社会情勢の変化と地域課題を取り上げ、工業化の進展にともなう都市への人口流出が

進み、地域社会の持続が危ぶまれている状況について述べた。その一方で、農村を「生産

の場」としての経済的な評価軸だけで捉えるのではなく、視点を変えて農村と生産活動に

新たな意味を見出すべきとの考えがあり、複眼的に農村をみることの必要について示した。

あわせて、ツーリズムによる農村振興への期待が広まっているが、農村社会学者のなかに

は過去の大規模リゾート開発の例などから、慎重な意見があることを紹介した。 

第 2 節では、国による農村を含む地域開発と過疎対策の流れをレビューし、市場のグロ

ーバル化が進行し、農村の仕組みが崩壊し「構造転換」している状況下で、農村課題の解

決には地域外との関係構築が必要であることについて記した。続いて、この関係構築には

「農」が持つ多元的価値を評価し、農村と都市の双方にプラスに作用することが理想であ

り、そのためには、「モノ」の資源性を高めだけではなく、触知できない資源を含む多様な

資源を統合し、地域主体で取り組むことで効果が増幅されることを、欧州での例を参照し
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ながら示した。さらに、近年、研究が進んでいるクリエイティブツーリズムに触れ、都市

における文化活動が研究対象であり、本研究のような農村における生産活動は研究の対象

としていないことを述べた。 

第 3 節では、日本におけるワイン生産の歴史のなかで、ワインツーリズムの原型とも言

える取り組みが、生産地の働きかけで行われてきたことなどを整理した。続いて、ワイン

の生産と消費に関する統計値とともに、報道件数をもとに消費者のワインツーリズムへの

関心が高まっていることを示し、その要因について生産者と消費者の両面から検討を加え

た。あわせて交流による地域再生の効果を量的に評価する視点だけでは、地域の持続に対

する効果をみるには不十分であり、質的な評価を含め総合的に検討することの重要性につ

いて述べた。 

第 4 章では、先行研究の概説と本研究の独自性について記した。第 1 節では、農村が抱

えている社会課題を、都市との関係のなかで解決するには課題共有が必要であることを述

べた。これに関連し、農村と都市の交流のなかには、農村空間の「商品化」や「モザイク

化」をもたらすなど、農村が都市の「消費的まなざし」の対象とされていることへの懸念

が、農村社会学者のなかにあることに触れた。あわせて、日本の農村には共同体としての

共通性があることを示し、そこでの諸活動について論じる際には、ローカルな共同体に基

盤を置く必要性を説く、内山(2010b)の考え方を紹介した。先述の「消費的まなざし」への

懸念もあり、農村社会学に関連する分野の研究者のなかでは、観光が研究の対象外とされ

てきた経緯に触れ、こうした観光に対置する見方に対しての「責任ある観光」について考

察した。さらに、欧州各国でも日本と同様に工業化社会の進展とともに、農村の衰退が進

み、OECD3が共同で全国一律の総合政策から地域主体の個別政策へと、転換を図った考え

方を示した。そうした政策のなかの代表的なものにルーラルツーリズムがあるという、日

本との共通点について記した。 

第 2 節は、ツーリズムの社会的役割と機能を論ずるにあたり、はじめに生産と消費の関

係について、マーケティングや文化経済学等の関連領域における研究成果をレビューした。

それらのなかから、企業活動の例では、生産者と消費者が価値を共創するなかで築いた関

係性は、模倣できないというだけでなく、その関係が強化され好循環につながり優位性が

あると述べている成果、財が持つ価値だけをみるのではなく、土地や地域が持つ固有性と

                                                   
3 パリに本部を置く国際機関、Organization for Economic Co-operation and Development（経済協力開

発機構）の略で、日本は 1964(昭和 39)年に加盟した。 
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の係わりでみることの重要性を述べている文化経済学者の論説を整理した。その上で、創

造性の発現は生産者と消費者の交流の場が、都市と農村の何れであっても「関係としての

場所」が重要であることを示した。 

第 3 節から第 5 節は、ルーラルツーリズム、ワインツーリズム、クリエイティブツーリ

ズムに関する研究成果をレビューした。ルーラルツーリズムに関する研究成果では、非日

常的な場所への移動をともなう余暇活動という起源から、農村景観の文化性に対する評価

を含むツーリズムへと変化したことを記した。さらに、他の地域資源との統合による、農

村再生策として取り組まれてきた欧州の例について触れた。 

第 4 節では、ワインツーリズムの起源、研究のはじまりについての研究成果を概説した。

続いてブドウ栽培地の景観と地域イメージの形成について、建築学や地域政策関連の研究

成果を援用しつつ、栽培地の条件に適合した生産活動の結果、固有の景観が形成されるこ

とを示した。さらに、ビジネスの視点や、地域経営の視点から捉えた研究成果を示した。

これらの研究成果を通覧し、観光対象はブドウ栽培地やワイン関連の「モノ」にあり、資

源性に対する評価の視点は経済的効果が中心であり、本研究と着眼点が異なることについ

て述べた。 

第 5 節では、第 3 章で触れたクリエイティブツーリズムについて、Richards (2001, 2011)

と Richards et al. (2006, 2007)による一連の研究成果をもとに、カルチュラルツーリズム

の発展型と捉える考え方について述べた。さらに、UNESCO が主催した 2008 年の

Creative Tourism Conference でのクリエイティブツーリズムの定義を示し、他のツーリ

ズムと競合するものではなく、それらの魅力を増幅するとの見方をもとに、生産活動を対

象とするツーリズムでの創造性発現の可能性について述べた。 

第 6 節は、先行研究の成果を踏まえて、ワインツーリズムを事例に、飲むことを含めた

多様なツーリズム体験を通して、生産者と消費者の創造的関係を構築する機能が発現する

ことを論証した本研究の独自性について述べた。さらに、個人の趣味や嗜好にもとづくツ

ーリズムが、農村における生産活動の場で展開されることで、生産者と消費者が理解を深

め合い、ともに地域課題解決の当事者となり得ること、ツーリズムの多様な機能が統合さ

れ、地域再生に有効に作用することに着眼した、本研究独自の視点について述べた。 

第 5 章は、事例対象地域として選定した 4 地域について、第 1 節：北海道池田町、第 2

節：宮崎県都農町、第 3 節：山梨県甲州市勝沼地域、第 4 節：北海道空知南部地域の順で、

各地域の概要、ワイン生産の経緯、地域内外との関係性、特色ある取り組み、国内ワイン
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産業界での位置づけ等についてレビューした。その上で、各事例地域について、本研究の

テーマである「農村と都市の創造的関係の構築に対する観光の機能」に関連し、着目すべ

き点をあげ小括した。個々の事例対象地域に対する小括を踏まえ、事例調査のまとめを第

5 節とした。 

 第 6 章は、都市に居住する消費者の、ワイナリー等の訪問に関する動向を把握するため

に行った、本章第１節第 3 項で方法を述べた 2 つのアンケート調査の結果を示した。第 1

節では、札幌市と東京都に居住する消費者の、ワインに関連する消費行動、ワイナリー等

への訪問行動、ワイナリー等訪問体験者の訪問での印象についての集計結果を示し、統計

的な手法による分析を加え考察した。第 2 節は空知地域のワイナリー等来訪者を対象とす

るアンケート調査の結果をもとに、ワインに関連する消費行動、ワイナリー等への訪問行

動、ワイナリー等訪問体験者の訪問での印象について、統計的な手法による分析を加え考

察した。第 3 節では、2 つのアンケート調査で、ワイナリー等訪問の印象やワイン生産地

の地域振興について回答者が自由に記載した内容を、テキストマイニングの手法を用いて

カテゴリに分類整理し、カテゴリ間の関係についてのコレスポンデンス分析の結果をもと

に考察した。 

 第 7 章は、これまでの記述をもとに、生産活動を基盤とする農村と都市の創造的関係構

築に対する観光の機能についての「総合考察」の章とした。第 1 節では、人口減少と少子

高齢化によって、衰退が進む農村の課題を解決するには、農村と都市が課題を共有し「相

互交流」することが必要であり、ツーリズムはそのための有効な方策であることを考察し

た。あわせて、本研究が農業生産活動の文化性に着目し、ツーリズムの機能によって、農

村と都市の創造的関係の構築が可能になる分析を示した。 

第 2 節では、第 1 節で示した課題解決のためには、農村と都市が課題を共有することが

条件となることを述べるとともに、社会的役割分担が固定化している農村と都市との関係

を再構築するために、農業生産活動を地域社会のなかで捉え直す必要性について考察した。

第 3 節では、第 2 節で示した農村と都市の関係の再構築には、生産者による主体的働きか

けが有効であるが、共同体としての農村にあってそうした取り組みを行う場合の課題につ

いて考察した。そのうえで、生産者の働きかけによって、農村地域の多様性が高まり、工

業化した農業生産活動では難しい、生産者と消費者の共創関係構築の機会が実現すること

について考察した。 

第 4 節では、日本におけるワイン生産とワインツーリズムの状況を述べ、ワイン産地を
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訪ねるワインツーリズムは発展過程にあることを述べた。そして第 5 節では、ツーリズム

の対象としてワイン産業を考えた場合、「モノ」としてのワインを消費するにとどまらない、

ワイン生産に関連する多様な体験にもとづく、文化的な側面が消費対象となっていること

を示した。農村と都市の持続的な関係の構築に対する、有効性についても考察した。 

第 6 節は、ツーリズムの機能について、ワインツーリズムの事例の分析から、「経済的

機能」や「ネットワーク構築機能」などの基本的な機能に加え、「文化的な生産と消費を喚

起する機能」と「新たな地域文化を醸成する機能」が見出されることを示した。最後の第

7 節では、第 6 節で示した機能が発揮される要件と課題を示した。また、第 8 節では、本

稿に託した筆者の想いを述べむすびとした。 
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第３章 研究の背景 

１ 農村を取り巻く社会情勢の変化と地域課題 

（１）人口減少・少子高齢化の進行 

2005(平成 17)年の国勢調査結果は、日本の総人口が前年の人口を下回り、人口減少局面

にあることを明らかした。都道府県別の内訳をみると、15都府県で人口が増加したが、そ

の数は前回の調査より 9県減少しており、グローバリゼーションが進展するなかで都市へ

の人口移動が進み、地方にとっては地域社会の維持が課題になってきた。その後、2010(平

成 22)年の国勢調査結果では、人口減少した道府県は同数だが、その殆どで減少が加速し

状況は深刻さを増している。人口減少と地域の維持は地方の地域だけではなく、全国的な

課題となってきた。 

さらに、国立社会保障・人口問題研究所が 2012（平成 24) 年 1 月に発表した出生中位

推計では、2030年には 2010(平成22)年国勢調査による 1億 2,806万人から約１割減少し、

1 億 1,662 万人になると予測している1。この推計値について、2013(平成 25)年 3 月、同研

究所が示した「日本の地域別将来推計人口2」では、総人口が長期的に減少し続け、2020

～2025 年以降は全ての都道府県で減少し、2040 年には 2010(平成 22)年の人口水準を下回

るとしている。急速に進む人口減少と少子高齢化による社会活力の低下は、大都市圏を含

む都市と地方地域が共に取り組むべき、大きな社会課題となっている。 

こうした状況をもとに「日本創生会議3」は、2014(平成 26)年 5 月、三大都市圏への人

口集中により農村を含む地方の過疎化が加速し、人口移動がこのまま続く場合には、2040

年までに約半数の市町村の人口「再生産力4」が 50％以下になるとの報告書を公表した。

あわせて、三大都市圏への極度な人口集中は、同圏域における急速な高齢化の進行を意味

し、両者の関係性のなかで解決すべき社会問題であることも指摘した。 

この報告書では、これらの市町村を「消滅可能性都市」と表現し、人口統計データを整

理して将来の市町村の姿を想起させ、全ての市町村に共通する喫緊の課題であることを提

示した。しかし、地方では高度経済成長5を支える労働力需要に応じ、既に 1960 年代から

三大都市圏に向かう社会的移動による人口減少が進行し、地域にとっての社会課題となっ

                                                   

1 国立社会保障・人口問題研究所発表「日本の将来推計人口(平成 24 年 1 月推計)」による。 

2 2013(平成 25)年 3 月 1 日現在の 1 県(福島県)および 1,799 市町村を推計対象としている。 
3 長期的視点での日本のグランドデザインを描き、その実現を目指す有識者で組織する民間団体。 
4 人口再生産の中心となる、20～39 歳の若年女性人口を指している。 
5 1955 年から 1973 年までの、実質 GNP 成長率が 10%を超えた時期。 
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ていた。その主たる要因は、農業主体の社会から工業社会へと移行したこと、1960 年代以

降の GATT 交渉の枠組みの変化6により、日本の農業が大きな市場経済システムに組み込

まれたことにある。こうした状況の下で、農村から都市への青壮年の大規模な移動により、

1965 年には大都市圏での出生率が高まり、相対的に農村の出生率は低下していた。人口問

題を研究していた皆川(1967)は、既にこの時期に、移動による社会減と自然減が重複する

この傾向が続いた場合、農村人口の減少が加速するおそれがあると指摘していた。 

その後の、農村社会の変容については次項に記すが、小田切(2014)は先述の「日本創生

会議」の問題提起に対し、基本的に農山村集落には地域を持続しようとする強い住民意思

があるとした上で、報告書のインパクトが引き金となって諦観が広がることへの懸念を示

している。また、農山村を経済重視の視点だけでみるのではなく、新たな意味づけをして

都市との持続的な循環を生み出すべきだとする主張もある(山下, 2014)。 

こうした議論とは別の観点から、広井(2013)はリチャード・フロリダの「クリエイティ

ブ資本論」での、貨幣換算できない価値が労働の動機づけとなり、場所やコミュニティが

重要な意味をもつとしていることに着目している。これらは資本主義にもとづくグローバ

ル化やボーダレス化の進展と矛盾する考え方ではあるが、資本主義が拡大する過程のなか

で生成された新たな方向性であると記している。その上で、同氏はこの資本主義をこえる

コミュニティ経済では、互酬性にみるような経済倫理が働き、地域を持続可能とする方向

に作用すると、人口減少社会にも希望があると述べている。 

 

（２）農村社会の変容 

日本経済の高度成長期7以前の 1950(昭和 25)年には、就業者の約半数が農林水産業などの

一次産業に従事していた。しかし、経済成長が低減した 1970(昭和 45)年には、その比率が

約 20％に低下している(吉川, 2012)。この間に、農村は都市部で拡大した製造業への労働力

需要に対する供給源となり、圃場整備事業8による農業の大規模化と機械化が進められた。

その一方で、経営安定化を図るための兼業化が促された。その結果、農家人口に占める専

業農家の割合は減少し、兼業化による農村の都市化が進行した。1995(平成 7)年の国勢調査

                                                   
6 GATT(関税と貿易に関する一般協定)は、発足以来、２国間協定を基本とする方式であったものが、1960

年代半ばからは一律引き下げ方式に変更した。 
7 実質 GNP の成長率が 10%を超えていた 1955(昭和 30)年から 1972(昭和 47)年である。 
8 1975 年頃からはじまった、農業基本法に基づく農業構造改善事業のうちの 1 つ。 
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時点における、大都市雇用圏9と小都市雇用圏10を合わせた人口割合は８割を超えている(金

本ら,2002)。そのため、人口の偏りがある農村と都市の関係を捉えるには、地域的な区分と

いうよりは、両者を特徴づけている経済活動面、即ち生産と消費の側面から見なければな

らない状況にある。 

また、「農業構造動態調査」による総人口に占める農家人口の割合は、1985(昭和 60)年に

16.5%であったが、2010(平成 22)年には 5.1%になり、その後も減少を続けている。その内

訳をみると、この間に農家人口に占める農業就業人口11の割合は、32.1%から 40.1%へと増

加している。この現象は、就農者が増えているのではなく、兼業化の進行により、農業就

業者の減少割合が農業人口総数の減少割合を上回ったことによるものである。主たる収入

が農業外収入である第 2 種兼業農家収入が専業農家収入を上回り、その多くが稲作農家で

あることから(吉川,2012)、農業者ではあるが消費者としての側面を強く持つ層が増えてい

る。加えて、農業就業者の高齢化が急速に進行し、2000(平成 12)年に 65 歳以上の割合が

61.1%であったのが、2011(平成 23)年に 65.9%になり、そのうちの 31.7%は 75 歳以上であ

る。 

こうした状況から、耕作放棄地12は拡大を続け、1985(昭和 60)年に 13.5 万 ha であった

が、2010(平成 22)年には 39.6 万 ha と増大している。農地の利用を促すために国は、2009(平

成 21)年、「農地法」を改正し、従前の耕作放棄地の要件に加え、耕作者が不在になるおそ

れがある場合は、農業委員会が利用意向を調査し、その結果を農地中間管理機構と協議し

た上で、都道府県知事が裁定するよう制度を改めた。この制度による 2013(平成 25)年の荒

廃農地13は、再生利用可能な農地と再生利用が困難と見込まれる農地を合わせて、27.3 ヘク

タールと推計されている。荒廃農地の再生利用を進め、食料自給率の向上を図る必要があ

るが、農業就業人口の減少と高齢化に加え、農産物への国際市場システムの影響もあり、

農村の衰退が全国的な課題となっている。 

こうした各地の農村の状況に対し、北海道はやや事情を異にしているところがある。北

海道は耕地面積が広く、周辺都市との距離があり、かつ就労機会が少ないため専業農家の

比率が高い。従って、農村における農業問題は直ちに地域の存続の危機につながる解決す

                                                   
9 中心市町村の DID 人口*が 5 万以上の圏域。*DID(Densely Inhabited District)とは、市町村の境界内

で人口密度が高い(約 4 千人/1 ㎢以上)国勢調査の調査区が隣接して、調査時に人口 5 千人以上の地域。 
10 中心市町村の DID 人口が 1 万以上 5 万未満の圏域。 
11 15 歳以上の農業者のうち、農業のみに従事する者又は兼業だが農業従事日数の方が多い者をいう。  
12 現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作されないと見込まれる農地。 
13 現に耕作されずに耕作放棄されて荒廃し、通常の農作業では作物の栽培が客観的に不可能である農地。 
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べき主要な課題となっている。北海道の耕地面積は全国の 25.1％(11,580 ㎢)に相当し、農

業粗生産額は 2013(平成 25)年には同 12.3％(1 兆 137 億円)を占めている。農地改良・大型

機械導入・栽培技術の向上などで耕地を集積し、土地利用型の大規模農業政策が進められ、

耕地面積の全国比率に対して、荒廃農地は約 2％(5,779ha)と少ない14。また、１戸当たり

の経営耕地面積は都府県の 15 倍、主業農家割合15は 70.5％(都府県：約 20.1%)、農業依存度

16は 90.3％（都府県：約 42.8%）と高く、1984(昭和 59)年以降、農業産出額は約 1兆円で推

移してきた17。そのため「生産の場」としての側面が強く、北海道は長年にわたり「食料

供給基地」と位置づけられてきた。こうした状況から、北海道は耕作地の大規模化や補助

金政策などへの対応面で、国の農業政策の優等生と言われてきた。このことについて坂下

(2001)は、土地利用と経営形態による相違、開発の時期や開発主体の相違などを考慮し、

複眼的な視点でみることが重要であると指摘している。また、就農者の間には、生産量が

多く保護関税率の高い米・麦・甜菜などに関する、「環太平洋パートナーシップ協定(TPP)18」

が大筋合意し発効することで、深刻な影響があるのではないかとの根強い不安がある。全

国各地の農村と同様に、輸入農産物問題や TPP の問題をはじめとする国際競争問題、農業

就業者の不足に直面しており、農業構造政策の優等生とされてきた北海道においても、消

費者との関係構築による生産活動の実践が、地域の持続と農村再生にとって重要である。 

 

（３）都市との交流人口拡大に対する期待 

 前項で農村における地域の持続が、全国的な課題となっていることを述べた。農業の衰

退は農村における他の産業にも影響を及ぼし、地域経済や雇用機会の縮小、中心市街地の

空洞化など、地域の存立を揺るがす重要な課題となっている。地域の再生を促す方策とし

て、多くの農村では農産品の付加価値を高める取り組みを進めている。しかし、農産物加

工品は競合地域の類似製品との差別化が難しいことから、市場での価格低下を招くことが

多い。そこで代替案として、自然環境条件や加工技術によって農産物の付加価値を高め、

商品性の高い消費者にとって魅力的な地域特産品をつくり、地域外からの観光客を誘致す

                                                   
14 2012(平成 24)年 12 月、北海道農政部公表の「平成 23 年の荒廃農地に関する調査の結果(北海道)につ

いて」による。 
15 農業所得が主で、1 年間に 60 日以上農業に従事している 65 歳未満の者がいる農家。 
16 総所得（農業所得＋農業生産関連事業所得＋農外所得）に占める農業所得の割合。 
17 2015(平成 27)年 4 月、北海道農政部公表の「北海道農業・農村の現状と課題」による。 
18 アジア太平洋地域における自由度の高い貿易の実現を目指す、非関税分野や新しい貿易課題を含む包

括的協定。TPP は、Trans-Pacific Strategic Economic Partnership Agreement の略。 
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る選択が考えられる。その意図は、単に製品販売収入の増加のためではなく、ツーリズム

による交流人口の創出に結びつけ、効果が地域経済全体に連鎖的に拡大することが期待で

きることにある。農産品の高付加価値化やグリーンツーリズム19の推進で地域外との交流

を図るなど、農村空間への移動を促す新たな取り組みが各地で展開されており、本研究で

事例としたワインツーリズムにおけるワイン生産も、そうした取り組みの１つである。 

 農林水産省が示したグリーンツーリズムの定義は、脚注 19 に記したように、その対象

や期間がやや限定的に捉えられている。しかし、農村空間への移動による余暇活動を広く

捉えるならば、既に江戸時代の武士の間で鷹狩や郊外の森林散策など、栽培景観や遠景の

山並み鑑賞として、農村を対象とする広い意味でのツーリズムの実態があった(呉羽, 2013)。

また、本研究で事例としたワインツーリズムについても、大正年代には山梨県内のブドウ

園において果実を鑑賞し愛でることが行われていた(呉羽,2013)。ワイン産地を訪ねるとい

うツーリズムの外形上の態様だけを見れば、ワインツーリズムが必ずしも新しいツーリズ

ムであるとは言えないところがあるが、本研究では農村空間に移動し、そこでの生産活動

や関連する土地の文化に接することを含め、ツーリズムの対象を拡張して捉えるルーラル

ツーリズムの観点から論述する。 

 ツーリズムにより都市から農村への大規模な移動を促し、農村をはじめとする地方地域

の経済振興と活性化への効果を期待する取り組みは、「リゾート法20」の整備を機に各地

に広がり、大型リゾート施設の建設が進められた。この大規模な資本投下による施設整備

型の開発は、バブル経済21の崩壊と事業計画の見通しの甘さで、施設完成に至らずに計画

を中断するなど、大幅な見直しを迫られた。こうした事態に対し、1991(平成 3)年、日本

弁護士連合会は人権擁護大会において「リゾート法の廃止を求める決議」を採択した。同

連合会はリゾート法による開発破綻の案件などを通して、地域特性や住民の主体性をなお

ざりにした開発優先の同法の構造的問題点を指摘し、農村等の地方を訪問先とするツーリ

ズムでは、環境保護を優先し住民主体で展開されるべきであるとの考えを示している。 

各地の農村では、大型リゾート開発の失敗に学び、国がグリーンツーリズム政策を推進

する以前の 1980 年代半ばから 1990 年代にかけて、大分県の「一村一品」に代表されるよ

                                                   
19 1992(平成 4)年、農林水産省により「新しい食糧・農業・農村政策」として示され、農山漁村において

自然、文化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動。 
20 1987(昭和 62)年、国民の多様な余暇活動の充実を図るため、民間事業者による総合的な施設整備を促

し、国土の均衡ある発展を目指し制定された「総合保養地域整備法」。 
21 1986(昭和 61)年から 1991(平成 3)年の、経済実態を上回って株価や土地価格が急上昇した時期。 
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うな地域活性化の動きが出始めていた(原山,2005)。農村に消費者の関心を誘導する政策的

な動きと、受入側である農村の取り組みが呼応する状況の下で、消費者の農村に対する関

心も高まってきた。しかし、それらの取り組みは必ずしも、農業を基盤とする地域の持続

につながるものばかりではない。農村の地域そのものが都市側の消費の対象とされ、需要

に応えることに受入側が疲弊した例もあり、過疎化と高齢化はその間にも、時間の経過と

ともに進行していた(土居,2005 原山,2005)。こうした受入側の事情とは別の次元のこと

として、1990 年代以降「田舎暮らし」に代表されるような、農村に対する消費者の関心の

高まりもみられた(立川,2005)。 

高い生産性を誇る土地利用型農業を展開してきた北海道においても、2008(平成 20)年 3

月に策定された「北海道観光のくにづくり行動計画」のなかには、地域資源の発掘・活用

だけではなく、観光産業との連携を図る、地域経営的な視点の重要性が明記されている。

2010(平成 22)年には、経済団体と北海道などの行政機関による「食クラスター連携協議会22」

が設立され、生産・加工・製造・流通・販売に加え、観光産業との融合を図る「食の総合

産業化」の取り組みが進められている。 

しかし，こうした取り組みが深刻な課題を抱える地方地域にとって、地域活性化につな

がるか否かの評価には、慎重であるべきとの見方がある。特に生産活動の場である農村を

対象とする場合には、表層的な人的交流とその規模だけで捉えるのではなく、農村と都市

との社会的構図を踏まえた、両者の「関係性」の視点から課題を捉える必要がある (末

原,2009b)。また，観光を含むポスト生産主義下における都市の「消費的まなざし」が、農

村空間の「商品化」と「モザイク化」につながるとの指摘もある(立川,2005)。さらに、農

業という生業における「食」を根源から考えるには、農産品の流通を市場に委ねた生産と

消費が分断された状態から脱し、消費者が何らかの形で生産者と「つながる」ことが必要

と鬼頭(1998)は述べており、生産と消費の関係における、固定的な社会的役割分担をこえた、

理解し合える関係の構築が必要である。 

 

２ 農村における地域再生と都市との関係構築 

（１）国による地域開発と過疎対策 

今日の農村が抱える社会問題は、第二次大戦後の復興を図る 1950 年代後半から 1960

                                                   
22 2012 (平成 24)年 4 月に設立した、農水産資源を活用した 6 次産業の確立に取り組む、産学官に金融を

加えた連携・共同体。 
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年代前半にかけての第 1 次高度経済成長期の、地方から都市への大規模な人口移動に端を

発している。1960 年代はじめのピーク時には、年間 40～50 万人規模で地方から三大都市

へ若年労働者が移動した。全国の農村は、工業社会への移行にともなう大都市の労働需要

に対し、労働力供給源として日本経済の成長を支えた。しかし、農業と工業の所得格差が

拡大したことから、「農業基本法」が 1961(昭和 36)年に制定され、生産性の向上や需要の

増加が見込まれる果樹栽培や施設園芸等への転換が奨励されるとともに、自立的経営に向

け規模の拡大や近代化が図られた。続く 1960 年代後半から 1970 年代前半にかけての第２

次高度経済成長期は、重化学工業の拡大に合わせて石炭から石油へのエネルギー資源の転

換が図られた時期であり、高度経済成長の歪が貿易摩擦や地方地域の過疎問題として表面

化した。こうした状況の下で 1962(昭和 37)年にはじまった「全国総合開発計画」は「地域

間の均衡ある発展」を掲げ、地方における道路・港湾などの社会資本整備の必要性が強調

され、全国規模での地方開発が 1987(昭和 62)年まで 4 次にわたり進められた。 

また、人口過剰から一転して過疎問題を抱えるようになった地域に対しては、「過疎地域

対策緊急措置法」(1970)にはじまり、「過疎地域振興特別措置法」(1980)、「過疎地域活性

化特別措置法」(1990)と続く一連の法整備が進められ、その過程において、当初の地域間

格差の是正や住民福祉の向上という目的に、順次、地域の振興、雇用の増大などが加えら

れた。 

このように国土開発と過疎対策の両面から、農村を含む地方地域の振興策が進められた

が、何れの政策も意図した効果が十分に得られないまま経過した。そこで、これらの国土

開発政策や過疎対策など農村に焦点を当てた対策だけでは限界があるため、農村の多面的

機能に着目し、都市からの観光を含む交流人口を創出し、都市との関係のなかで地域の活

性化を図ろうとする動きが出てきた。 

 「第四次全国総合開発計画23」 (1987)では、交流ネットワーク構想が示され、第 5 次の

総合開発計画にあたる｢21 世紀の国土のグランドデザイン｣では、多様な主体の参加と地域

連携による国土づくりの考え方が示された。また同年には、地方地域の振興・国民余暇生

活の充実・民間による内需拡大を掲げ、施設整備や税制面での支援策を打ち出した「総合

保養地整備法」(1987)が制定され、観光による地方地域の振興政策が明確な形で示された。

しかし、「リゾート法」の名で知られている同法にもとづく事業のなかには、前述のように

                                                   
23 国土総合開発法 (1950 年制定) に基づく長期計画で，多極分散型の国土構築を目指す交流ネットワー

ク構想を基本目標に掲げている。 
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バブル経済の崩壊で事業が中断し政策転換を迫られた例も多い。 

 この間にも、農村における少子高齢化と家族の小規模化は進行し、これらの課題に対応

する農村独自の取り組みが行われた。高野(2002)は、山口県長門市真木渋木地区における

農産加工直売施設「ふれあいハウス」の事例について、地域内で生産した農産物を参加者

が加工し販売する活動を通して、そこでのつながりが生活の安心感をもたらしていると述

べている。同氏は夫婦単位の個人加入による会員組織が、従来型の地域運営で成し得なか

った地域社会の再編を促していることに着目し、こうした取り組みを経済的観点だけで評

価することに慎重な見方を示している。 

玉(2002)もまた、宮城県丸森町における「手づくりのむら」整備事業の例をあげ、農村

における地域課題への対応においては、生活改良普及員の指導と実践の果たす役割が大き

いと述べている。この事業は、青年会、婦人会、長寿会等を含む住民組織の代表で組織す

る「住みよいむらづくり推進協議会」が中心となって、生活環境面に関する地域の実情に

ついての住民の意見を聞く悉皆調査の結果をもとに行われた。その結果、地域の振興を図

り住民が地域に誇りを持てるよう、「自給を高めた健康な暮らし」をはじめ５項目の改善目

標が定められ実践された。 

こうした組織だった取り組みのほかにも、「新農業構造改善事業24」等の制度的支援を活

用するなどして、農産品の加工や提供などに取り組んだ事例は多数ある。それらのなかに

は当初の事業目的が達成されず、事業収支が大幅な赤字となって会計検査院の指摘を受け、

事業の継続が困難になった例もある。その要因としては、事業主体による消費者需要の調

査が不十分なことに加えて、広域的観点に立った事業展開の考えが不足していることが指

摘されている。指摘からみえてくるのは、地域内の資源を地域の人の技術と労力によって

製品化し、地域内での利活用を図りつつ来訪者にも販売するという、経済効果を地域内で

還流させることをメインに、来訪者への販売も見込んだ事業計画と現実の隔たりである。 

蘭(2002)は、これらの取り組みの背景には、1970 年代の高度経済成長下での農村から都

市への人口移動により、イエやムラといった農村の基本的な仕組みが崩壊しはじめたこと

に加えて、農村の地域社会にとっては 1980 年代にはさらに大きな「構造転換」があったと

述べている。その転換とは、「前川レポート25」に象徴されるような市場のグローバル化の

                                                   
24 1961(昭和 36)年から行われている、農業基本法第 21 条の規定にもとづく国の補助事業で、「新農業構

造改善事業」は 1978(昭和 53)年から始まった第 3 次事業の名称。 
25 日米貿易摩擦下の 1986(昭和 61)年、中曽根内閣の私的諮問機関として設置された「国際協調のための

経済構造調整研究会」が委員長名(前川春雄)で提出した報告書。 
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要請、環境を含む農村の多面的機能への関心の高まり、グリーンツーリズムの動きなどで

あり、その後の農村のあり方に影響していると記している。農村には「生産の場」として

の食料を供給するという基本的使命に加え、地域外との関係のなかで地域資源が持つ多様

な側面を、自ら見出し活用して地域を経営することが求められていた。 

 

（２）農村と都市との交流による関係構築の動き 

 前項で記した「構造転換」に対応する政策は、1992(平成 4)年に公表された「新しい食

糧・農業・農村政策」のなかで示され、後の農村基本法を改定し「食料・農業・農村基本

法」制定の動きへとつながっている。「新政策」と呼ばれたこの政策は、農業経営体の育成

や中山間地域の振興を目的としたものだが、グリーンツーリズムを政策課題の１つとして

提示した。この背景には、生活の質の向上を求める都市生活者のなかに、多様な余暇活動

の１つとして、農家民宿などの形でのツーリズムに対する関心が高まっていた都市側の事

情と、地域経済の停滞と過疎化によって脆弱化していた農村社会の事情がある。グリーン

ツーリズムに関する初の施策として、「モデル整備構想策定事業」(1993)が実施され、4 年

間で 205 カ所の市町村が指定されている(荒樋, 2008)。その後、「農山漁村型余暇法」(1998)、

「農村改革大綱」(1998)、「食料・農業・農村基本法」(1999)が整備され、それらのなかに

も都市との交流拡大の考えが示され、農村振興に観光の視点が取り入れられた。さらに、

2000(平成 12)年には「食糧・農業・農村計画」に、滞在型余暇活動としてグリーンツーリ

ズムの推進が位置づけられた。また、国土交通省は「観光立国行動計画」(2003)のなかで、

農村と都市の交流による地域振興策を示し、そこでは農村地域での活動を観光対象とする、

ルーラルツーリズムやグリーンツーリズム、エコツーリズムなどが試みられた。 

農村を訪問先とするツーリズムの実態は、こうした政策が展開される以前からあった(本

章第 1 節第 3 項参照)。呉羽(2013)は、1950 年代から 1970 年代にかけて広まった観光農

園、1960 年代から 1970 年代にかけての農家民宿などの例をあげ、これらは農村にあるル

ーラリティ26を消費しようとするものではなく、農産品を入手することやスキーなどのレ

クリエーションにともなう宿泊など、付随的な理由によって農村を訪問先としていると指

摘している。また、その形態も、他の観光資源と組み合わせ周遊するマスツーリズムであ

ると述べている。 

こうした状況のなかで、前項で記したとおり、1960 年代からの農村から都市への人口移

                                                   
26 農村空間に独自な特徴と、これに関連する文化的特性を示す表現。 
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動が進み、都市における出生率が農村における出生率を超え、都市で生まれ育ち、住む消

費者が増加した。呉羽(2013)は、このような消費者の増加によって、農村景観や文化など

を含む農村に対する消費者の認識に変化が現れはじめ、ルーラルツーリズムが広がる転機

になったと推察している。 

青木(2008)は、グリーンツーリズムが農村と都市との連携や共生を実現する政策である

ことを評価しつつも、理念が共有されないまま急速に事業が展開されていることに対し懸

念を示している。修学旅行の受入れなど経済効果重視のマスツーリズム形態の例もあるが、

「グリーンツーリズムモデル整備構想策定地区」に指定された事例の研究を通して、「身の

丈」に合った小規模で質の高い実践によって、持続可能な交流が具現化できると述べてい

る。同氏は教育的体験の持つ効果を全否定しているわけではなく、確かな理念の共有があ

れば、体験を通して得た感動や創造をもとに、「農」が持つ多元的価値を再創造し、人間の

本源的価値を問い直す効果が得られるとの期待を示している。ただし、過度な消費者ニー

ズへの対応は、外部経済効果によって農業収入を増し平準化を図るという事業の設計意図

に反し、農政の主体と客体の転倒につながりかねないと指摘している。 

一方の過疎対策において、地域間格差の是正、雇用の増大、住民福祉等の視点での一連

の政策に、地域の自立や風格ある国土の形成、さらには交流の視点が示されたのは、「過疎

地域自立促進特別措置法」(2000)以降である。観光と居住の中間である「交流居住」の提

案は、地域の自立への貢献とともに都市生活者の「田舎暮らし」や自己実現の効用を掲げ

ている。同法に関する調査報告書では、事例紹介とともに問題点や対応が示されている。  

「田舎暮らし」に対する都市生活者の関心は、1980 年代後半から徐々に高まっていたが、

2000 年代の前半にピークを示し、その後も継続している。これらの「田舎暮らし」を後押

しした政策には変遷があり、1980 年代後半からはリゾート法の影響、2000 年代には団塊世

代が定年期となる 2007(平成 19)年を見据え、移住を促す地域振興策が深く関連していた。

本研究が事例として取り上げたワインツーリズムをはじめ、観光により農村と都市との交

流を進め、二地域居住や移住につなげることを期待した取り組みが各地で展開されている。 

 

（３）地域資源概念の拡張と農村地域の再生 

 これまで、国の政策の変遷と農村における地域の取り組みの両面から、農村における農

産品の高次加工や販売、地域外との交流人口拡大による地域再生の例について概観してき

た。繰り返しになるが、各地で行われてきた農産物を加工し、価値を付加して競争力を高
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める選択は、実現可能性という面で優位だが、競合する地域が多いため市場での価格低下

を招くことが多い。そこで自然環境条件を活かし、加工技術の高度化によって、さらに商

品性の高い製品を開発し、その魅力を地域の内外に発信することによって、観光客の誘致

につなげようとする取り組みが各地で行われてきた。 

青木(2008)が期待感を示しているように、確かな理念の下でのグリーンツーリズムの例

では、交流人口の拡大により、製品の製造と販売に関連する経済効果にとどまらず、地域

経済全体への波及効果を期待できるからである。グリーンツーリズムの対象を拡張したル

ーラルツーリズムでは、農業・農家・農村という地域が持つ資源を統合して、地域の再生

に活かすことを理想としているからである。 

このような地域全体への経済波及効果に対する期待は、2008(平成 20)年 3 月に策定され

た「北海道観光のくにづくり行動計画」の中でも示されている。そこでは地域資源の発掘・

活用だけではなく、観光産業と農林水産業や各種製造業との連携で観光需要の拡大を図る

ことを目指す、地域経営的な視点の重要性が明記されている。さらに、地域資源活用の多

角化と高度化を目指し、2010(平成 22)年、「地域資源を活用した農林漁業者等による新事

業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律」(六次産業化法)が制定された。

この法律は地域における関連施策の総合化を図るとともに、地域の農林水産資源の利用を

促進する地産地消を推奨している。また、所定の要件を満たすことを農林水産大臣が認め

た場合、農地法等の特例を認めることが規定されている。 

この事業が対象とする施策は、農林水産物の利用促進に必要な基盤整備、需要に対応し

た安定供給の確保、食育など国民の理解と関心の増進、多様な主体との連携などであり、

「もの」としての地域資源が持つ潜在力を引き出そうとするものである。しかし、対象と

された施策全体を見通すと、広く消費者の理解を得て、多様な主体との連携により地域資

源を統合し活用しようとする意図が読み取れる。 

これまでに述べてきたように、地域資源の概念を拡張し、周辺領域との関連のなかで捉

えることにより、農村は従来想定していなかった対象に潜在していた資源性を引き出し、

地域資源として地域の再生に活用することができる。例えば、内閣府が 2008(平成 20)年に

公表した「地域の経済 2008」では、史跡や景勝地等の観光資源のない「普通の地域27」に

も、都市との交流拡大の機会があるとの考えが示された。農村にとってはルーラリティな

ど、地域における日常的な活動や時間の経過のなかで堆積した文化性など、意識に上らず

                                                   
27 内閣府「地域の経済 2008」，第３章「交流人口拡大で地域経済活性化」のなかでの表現。 
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触知でき難いものにも、意味を見出し得るとの考えが示されたことの意義は大きい。全て

の農村が活用できる対象に拡張して地域資源を捉えることで、都市との相互理解の道が開

かれるとする考え方は、農村にとって期待感を持てる示唆である。しかし、何を地域資源

としてその価値を高め、その意味を自らが理解して咀嚼し、来訪者にどのように働きかけ

成果を導くかについては、ツーリズムが持つ機能に関する、科学的かつ実践に即した研究

の蓄積が必要である。 

しかし、人口減少と少子高齢化が進むなかで、どのような資源をどのように活用するこ

とが、地域にとって有効なのかを計画し、戦略的に実現することを経験したことがない農

村は少なくない。これまでに報告されているものの多くは、特定の地域資源の特定地域に

おける活用成功事例であり、戦略的に活用することを具体的に検討した研究は少ない。そ

のため他の地域でその資源活用戦略を参考に転用しようとした際には、条件や設定が異な

り応用できず実施できないことになる。また、一連の政策で想定されているのは都市から

農村への人の流れであり、訪問側(都市・消費者)と受入側(農村・生産者)の関係は固定して

おり、主体と客体が対等の関係のなかで触発し合い、潜在する資源性をともに引き出し合

う創造的関係と言えるものではない。 

 

（４）欧州における観光による農村再生の取り組み 

一方、こうした農村の衰退やその解決のために観光による地方地域の振興に期待する状

況は、日本に限らず欧州各国にも共通しており、欧米での研究成果があることから、本研

究ではそれを参照しつつ論証する。EU が 1990 年代から取り組んでいる LEADER 事業

28(井上,1999 小山,1999）、OECD(2006)の New Rural Paradigm (NRP)29、Cawley et 

al.(2007) が主張する、多様な利害関係者の参画による統合型農村観光（Integrated Rural 

Tourism：IRT）等の成果については、第４章において国内での関連する先行研究の成果

とともに概説する。さらに、近年、研究が進められている Creative Tourism に着目し、

農村における地域再生への応用可能性についての検証を試みる。 

この Creative Tourism に関する先行研究は、第 4 章 5 節に詳述するが、Raymond et 

                                                   
28 「農村地域における経済開発のための活動の連携事業」のフランス語の頭文字をとったもので、EU は

農業生産以外の活動の拡大や多様化を目的に投資しており、仏や英などでの住民主体のルーラルツーリ

ズムが注目されている。 
29 人口流出や高齢化、過疎化の進行、雇用機会の縮小などの、農村地域における負の循環による衰退に

対し、全国一律の総合的な政策から、地域固有の資源を活用した都市と農村との交流による、地域基点

の政策へのシフトを促す取り組み。 
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al.(2000)による Creative Tourism の定義をもとに、2008 年にアメリカの Santa Fe 市に

おいて開催された Creative Tourism に関する国際会議において、UNESCO30によって提

示された定義に集約されている(The City of Santa Fe,2010)。Richards (2001)は、Creative 

Tourism を Cultural Tourism の発展形と位置づけ、Tourism における能動的な経験や学

習を通してツーリストが潜在的に持っている創造性を伸長させると主張している。また、

Tourism の対象についても、前記の国際会議で Cultural Tourism の発展型と位置づけて

いるが、その対象はいわゆる芸術文化に限らず、地域の工芸品や郷土料理、自然景観など

の触知できるもの、さらには地域のイメージや生活様式、伝承されてきた物語など、触知

できないものも含め広範に捉えている。その上で、Richards et al.(2011)は、Creative 

Tourism は生産と消費をむすぶ実践であり、地域の発展に寄与するとの考えを示している。 

これまでの Creative Tourism に関する研究の多くは、フロリダ(2007)やランドリー

(2003)の創造都市論の影響もあり、都市とその文化に関連したものが多い。都市には知識

階級を惹きつける魅力があり、多様な分野における消費活動が盛んなことから、都市には

消費に係わる文化が育ち易いという考えが創造都市論の基底にある。しかし、都市の外縁

が延伸し、農村の範域と近接していること、農村の生活が都市的になっていること、さら

にモータリゼーションの進展などで消費者の可動域が広がっていることなどから、農村に

おいて創造性が発揮される余地は十分にあり得ると考える。Creative Tourism についても、

単に場が農村であるとか農村に伝わる文化的活動であるというのではなく、農業生産活動

そのものを対象とし、生産活動に関連する文化をもとに、さらに生産者と消費者の交流が

行われ、両者が潜在的に持っている創造性を触発し合う関係ができる可能性があると考え

る。こうした観点に立ち、本研究では農村における地域再生において、ツーリズムの機能

が十分に発現されることへの社会的期待があるなかで、ワインツーリズムを事例として、

農村と都市との創造的関係に対するツーリズムの機能ついて検証する。 

 本研究では、第2章第2節に記した理由から4つの地域を事例対象地域として選定した。

これらの地域についての調査結果は、第 5 章に記述するが、論述の前提として国内におけ

るワインの生産と消費の状況、ワインツーリズムへの関心の高まりを含めて、事例対象地

域における状況などを含め、「ワイン生産による地域再生」に照準を合わせ次節に記す。 

 

                                                   
30 教育、科学、文化の協力と交流を通じて、国際平和と人類の福祉の促進を目的として活動する、国際

連合の専門機関、United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization（国際連合教育

科学文化機関）の略。 
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３ ワイン生産と農村地域の再生 

（１）黎明期の「ワインを飲む文化」 

 ワインの特性については、第 1 章第 4 節で述べたところであるが、農産加工品のなかで

も付加価値の高い製品である。生産地で製品化することは、原料ブドウの物理的刺激や時

間経過による品質の低下を避け、生食用ブドウ市場での需給関係による価格変動の回避が

可能となるなど、ブドウ生産者にとっての大きな利点がある。さらに、ワインには栽培地

の環境条件を反映する性質があることから、他産地との差別化を打ち出し地域特産品とす

ることができるという利点もある。これらの経済的効果を期待できることが、農産物を地

域資源とする多くの付加価値向上策があるなかで、ワイン生産が各地で取り組まれてきた

主な理由と考えられる。 

「ワインを飲む文化」のルーツは、1870 年代後半の国内におけるワイン生産の開始に求

めることができる。日本ではブドウは長く生食用として栽培されてきたが、明治政府は殖

産興業策としてワインに加工して付加価値を高め、輸出して外貨を得ようとする取り組み

を始めた。北海道においては、1876(明治 9)年、開拓使によって「札幌葡萄酒醸造所」が

開設された31。道南と道央地域で栽培したブドウを原料にワインを生産したが、輸出品を

安定的に生産できるまでに至らず、国内市場では消費者の嗜好に合わず受け入れられなか

った。1886(明治 19)年、北海道庁の設置とともに、民間に払い下げられて以降も、明治末

期までは生産されていたが、その後廃業した(茜会, 1984)。生食用ブドウ栽培が盛んであっ

た山梨県内では、日本初の民営法人でのワイン生産をはじめるにあたり、県内のブドウ生

産地が研修費用を公費から支出することに合意して、2 人の青年をフランスに派遣して醸

造技術を学ばせた。両地域におけるワイン生産は、成り立ちにおいて官主導か民主導なの

かの違いがあるが、明治年代の消費者にとってワインは馴染みのない酒類であり、その価

値を消費者に伝え理解を得ることが必要であった。 

1870 年代から生産が続いた山梨県でも、ワインを飲用する消費者層は限定的であり、事

業存立のため大消費地である関東圏を対象に販路を拡大する取り組みが行われた。

1903(明治 36)年、新宿と甲府間に中央線が開通し、列車による大量輸送が可能となった。

1910 年代後半からの景気の浮揚にともない、勝沼地域を訪れる観光客が増え、ワインが飲

まれるようになった。1923(大正 12)年には特別列車を運行し、関東圏の販売者や消費者を

招致している。この企画は単にワインを売り込むだけではなく、来訪者にブドウ栽培地の

                                                   
31 国立公文書館デジタルアーカイブに開設記念写真がある。https://www.digital.archives.go.jp/ 
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景観を楽しみ、土地の人々と触れ合う機会を提供する内容を含む、ルーラルツーリズムの

萌芽とも言えるものであった。しかし、消費者の多くは「甘味ぶどう酒」を好み、辛口の

ワインは価格が半分であっても、支持するのはごく少数だった(山梨日日新聞社,1978)。 

その後、個人にも醸造免許が与えられ、1935(昭和 10)年には山梨県内に 3,008 カ所の製

造所があり、貴重な米を原料とする清酒に替わる「地酒」として、季節の祭事などで飲ま

れ、神前にも供えられていた。1937(昭和 12)年の日中戦争を機に、税制が改正され、ワイ

ンもぜいたく品として課税対象とされた。ワインに含まれる成分(酒石酸)が軍事用通信機

器に必要とされたことにより、ワイン生産が奨励されという特殊事情はあったが、ワイン

生産を続け消費していたのは、この地域に固有のことであった。ワインを楽しむ文化が、

広く日本の食生活に入ってきたのは、1964(昭和 39)年の東京オリンピックや、1970(昭和

45)年の日本万国博覧会（大阪）が開催され、食事の洋風化が進んだ 1970 年代以降のこと

である(本章第 3 節第 3 項参照)。 

 

（２）ワインの地域資源としての高付加価値性 

地域資源としてのワインには、経済的な意味での価値の高さがある。1910 年代以降、ワ

イン生産が途絶えていた北海道においても生食用ブドウ栽培は行われ、積雪寒冷の気象条

件下におけるブドウ栽培技術は農業者の間に蓄積されてきた。しかし、道内でのワイン生

産はこうした生食用ブドウ栽培の延長ではなく、財政再建を迫られた自治体による、専ら

財源の確保という経済的理由から着手された。事例にあげた北海道東部に位置する池田町

は、畑作農業を主産業としているが、1940 年代中頃から 1950 年代中頃にかけて冷害や地

震に見舞われ、被害額が嵩み「地方財政再建促進特別措置法」による財政再建団体に指定

された。そこで、厳しい気象条件下でも自生している山ブドウに着目し、これを原料にワ

イン生産に取り組んだ。 

池田町におけるワイン生産は開始から約半世紀を経過しているが、ブドウ栽培とワイン

生産の経験の何れもないなかでの事業着手であった。そのため、ワイン生産の先進地であ

る山梨大学や国の機関からの学術的な支援に加え、関連の民間企業やブドウ栽培者などか

らの技術供与を受け、ワイン生産が進められてきた。同町では職員を欧州に長期派遣しワ

イン製造技術を習得させたが、新品種の開発や品質の向上などに関しては、山梨県内のワ

イン産業関係者から多くの知見を得ている。こうした努力に加え、ワイン需要の開発に取

り組んだ結果、財政再建団体を脱しただけでなく、ワイン生産事業の収益をもとに先進的
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な自治体経営を推進してきた。 

次にあげるように、ワインの付加価値のなかには地域イメージや地域の誇りを形成する

という、触知できない地域の価値を高める効果がある。ワイン生産者が原料用ブドウの開

発や改良、栽培技術の研究に熱心な理由は、理想とするワインを生産することが所与の環

境条件のなかで、どのようにブドウを栽培し収穫するかに左右されるからである。ワイン

生産の基盤が農業生産活動にあり、「ワインづくりは、農業である」と表現される所以であ

る。ワイン生産地に広がるブドウ栽培地の景観は、長年にわたる生産活動のなかで、栽培

者が自身の技術と資本を注ぎ形成したものであり、固有の「生産文化」が反映されている。

また、ワインの品質向上を考えると収穫後は速やかに製品化する必要があるため、栽培地

において一定規模の単位で生産されていることが多い。国際的に著名な生産地の例でも、

小規模な生産地域が地域名を冠してグローバル市場にワインを出荷し正当な評価を受けて

いる。このように、ワイン生産者が土地と不離不可分の関係にあるハンディをこえて、ワ

インの持つ付加価値は、地域イメージや「地域の誇り」を内外に発信し、消費者が生産地

を訪問する契機をもたらす可能性をもっている。 

さらなるワインの持つ高付加価値としては、世界に向けた発信力がある。事例対象地域

を含む山梨県においては、県産ブドウ原料を使用していることを、「地理的表示に関する表

示基準32」にもとづきワインに明示する取り組みや、固有種である「甲州種」を「国際ブ

ドウ・ワイン機構(OIV)33」の登録品種として、認定を受けるなどの取り組みがある。これ

らは小規模なワイン生産者が多い同県における、戦略的な産業振興と地域経営の取り組み

である。栽培地の風土に根差したワインづくりに励む生産者にとって、産地名を製品に表

示することは消費者と地域情報を共有する契機となり、地域住民としての誇りの醸成につ

ながることが期待できる。その効果は国内にとどまるものではなく、国際的な基準に合致

することをもって、世界のワイン市場への進出を可能とし、地域の名を世界に広め消費者

の来訪を促す契機となる。 

加えて、地域にワイン産業があることにより、産業クラスターが形成されるという研究

成果(金井,2002 影山,2006 長村,2014)がある。それらの内容については、第 4 章第 4 節で

                                                   
32 酒類の品質と社会的評価その他の特性が主として地理的原産地による場合、世界貿易機関加盟国の特

定の領域またはその領域内の地域または地方であることを、国税庁告示にもとづき示すもの。 

2013(平成 25)年にぶどう酒の表示として「山梨」を指定。 
33 ブドウ栽培とワイン醸造の技術的・科学的な国際標準化を担う、パリに本部を置く政府間レベルの機

関。加盟国数 46 カ国、日本は未加入。 
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述べるが、ワイン生産が地域内の他の産業と結びつき、産業間のネットワークの形成を促

す効果も見逃せない点である。農村と都市との人的交流では、可動性において優位にある

消費者が、製品としてのワインに対する関心に加え、多様な要因に促され農村を訪問して

いるものと推察される。 

 

（３）ワインの生産と消費 

本研究では、農村と都市における生産と消費の社会的役割分担による乖離が、両者の関

係構築を阻んでいるという認識に立っている。ワインはグローバルな市場で流通し消費さ

れており、国内のワイン生産者は規模の大小を問わず、グローバル市場での生産活動の影

響を受ける。また、消費者の選択肢は多数の外国産ワインを含めた広い範囲に及んでいる。

こうした状況から、国内のワイン産地におけるワインツーリズムを事例に、農村と都市の

関係構築を論じる前提として、本項では「ワインの生産と消費」について概括する。 

先ず、世界のワイン生産と消費の状況については、「葡萄・ワイン国際機構」(OIV)の統

計によると、2013(平成 25)年の生産量は 2 億 7,860 ヘクトリットル、前年比＋4.7％と予

測されている。国別の生産量は、イタリア、スペイン、フランスの順に多く、何れも 4,000

ヘクトリットルを超えている。一方、同年のワイン消費量の予測値は 2 億 4,680 ヘクトリ

ットル、前年比＋0.1%である。これまで消費国として上位にあった、フランス・イタリア

での消費が減少している。国別ワイン消費量は、上位からアメリカ、フランス、イタリア、

ドイツ、中国である。このうち 2013(平成 25)年と 2010(平成 22)年を比較して、消費が伸

びているのは、アメリカ、イタリア、中国である。とくに中国の伸びは 27.2%と大きく、

1 人当たりの年間消費量は 1.3 リットル程度であるが、消費量は増加傾向にある。また、

中国はワイン用ブドウの栽培面積についても、2014(平成 26)年の推計値ではスペインに次

ぎ世界第 2 位である。 

日本におけるワインの生産と消費に関する統計数値は、国税庁統計の「果実酒」の数値

が、最も信頼性が高く継続性があることから、一般的にこの数値が使われている。この数

値にはブドウ以外の果実を原料として製造したフルーツワインを含むが、全体量に占める

割合が少ないため、「果実酒」の数値をもって、ワインの生産・消費状況として一般的に扱

われている。1962(昭和 37)年、国税統計年報において果実酒類が個別に分類されるようにな

り、同年の果実酒の課税出荷量は、酒類全体の約 1.4%である。酒類全体の約 37%を占めていた

清酒の 25 分の１以下の量であり、その後、大きく変動することなく推移した。 
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酒類消費の内訳に変化があらわれたのは、1968(昭和 43)年に国民総生産が世界第 2 位に

なった頃からである。高度経済成長に支えられ海外旅行経験者が増加したこと、1964(昭

和 39)年の東京オリンピックや 1970(昭和 45)年の日本万国博覧会（大阪）などで海外から

の来訪者が増えたことなどから、食生活が洋風化しワインを含む多様な酒類が販売される

ようになった。1970(昭和 45)年以降の果実酒の消費量と課税出荷量の推移は、図１のとお

りであり、国民生活の変化による消費環境の変化を背景に果実酒の消費量は急速に伸びた。 

 

 

図１ 果実酒の消費量と課税出荷量の推移 

出所）国税庁資料をもとに作成 

 

1998(平成 10)年までは全体として増加基調で推移していたが、1990 年代の前半に一時

的に減少している。これはジエチレングリコールという化学物質が、一部の輸入ワインに

混入していた事件の影響による。また、この間の増加の要因としては、アルゼンチンやチ

リなどの新世界ワインの輸入関税率が引き下げられたことや、フランスのブルゴーニュ地

方ボージョレ地域の新酒販売の影響、加えて赤ワインの成分であるポリフェノールの健康

への効果が消費者に知られたことなどがある。これらの要因が重なり合い、消費量は

1998(平成 10)年にピークを示したがその後は減少に転じた。しかし、清酒やビールなどの

消費量が大幅に減少し、発泡酒やスピリッツ類が急増するなかで、2014(平成 26)年には

1998 (平成 10) 年の数値を上回り消費は増加傾向にある。 

近年のワインの生産と消費の状況については、2010(平成 22)年 6 月発表の「平成 21 年

度酒税課税統計」と 2011(平成 23)年 1 月発表の「平成 21 年度酒類販売統計」によると、

国産ワインの出荷数量と輸入ワイン引取数量の合計は 25 万 kℓ (前年比 1.6%増)である。酒

類全体の課税数量約 900 万 kℓに占めるワインの割合は 2.7%であるが、酒類消費の総量は
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1997(平成 14)年から減少している。10 年間での酒類全体の減少が－1.2％で、スピリッツ

類とリキュール類がそれぞれ 26.3%と 15.8%とシェアを伸ばし、清酒やウィスキーのシェ

アが縮小しているなかで、ワインは－1.1％と堅調に推移している。また、国産ワインの出

荷数量と輸入ワインの引受数量は、それぞれ 8 万 3 千 kℓと 16 万７千 kℓで、1 対 2 の割

合である。 

この国産ワイン原料のうち４分の３は輸入原料であり、これらが単独あるいは国産原料

とブレンドされている。そのため、輸入原料を使っている大規模な工場が立地していると

ころが、都道府県別生産量の上位に位置している。2013(平成 25)年度の国税庁統計による

都道府県別生産量は、神奈川県(33％)、栃木県(23％)、山梨県(20％)、岡山県(9％)、長野県

(5％)と続いている。国内におけるワイン生産の実態は、これらの生産量上位県に工場があ

る大手 5 企業と、山梨県内をはじめとする約 190 の小規模な生産者からなっている。この

うち、自からブドウを栽培し、それを原料にワインを生産しているところは一部にとどま

っている。 

一方、2013(平成 25)年度都道府県別の消費量は(販売ベース)は、東京が 1 位で全体の

25.1％を占めている。2 位以下は、大阪府、神奈川県、埼玉県、北海道と続き、人口が多

く大消費地があるか近接している道府県である。同年度の都道府県別消費量を、成人人口

で割って算出した「成人１人当たりのワイン消費数量」は、第 1 位が山梨県(8.5ℓ)で、第 2

位の東京(7.4ℓ)をはじめ、大阪(3.6ℓ)、北海道(3.6ℓ) 、神奈川(3.6ℓ)など、大消費地あるい

は山梨県や北海道などのワイン生産県での消費が多く、全国平均は 3.1ℓである。 

また、先述のように輸入原料を使用した国産ワインもあることから、ワイン産地の表示

に関する法律の制定を求める動きもある。現在のところは、業界団体で構成される「ワイ

ン表示問題検討協議会」による自主規制であり、輸入原料を使用している旨を基準に沿っ

て表示するよう指導されている。この自主規制により、消費者が国産原料を使用したワイ

ンと輸入原料を使用したものを識別することができる。さらに、国税庁による「地理的表

示に関する表示基準34」として「山梨」が認められるなど、消費者の信頼を獲得し、グロ

ーバル市場にある生産者の取り組みを制度的な面から支援する動きがある。 

また、国税局では、ワイン生産者の経営実態を把握するため、販売状況、損益計算書、

ワインの受払状況、使用原料等の項目について「果実酒製造の実態調査」を実施している。

                                                   
34 WTO（世界貿易機関）協定により、産地表示に係る要件を規定し、その要件を満たす以外のワインに

その名称が使用されることのないよう、生産者を保護する法的手段や行政上の措置を規定したもの。 
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この調査結果は「果実酒製造業の概況」として公表されているが、原田(2014)はこの結果

をもとにワイナリーの経営状況を分析し、国内の大多数を占める小規模生産者の経営の厳

しさを指摘している。 

 

（４）ワイン消費を取り巻く環境の変化 

ワインは徐々に日本の食生活に浸透してきたが、その歴史は約半世紀であり、紀元前

1000 年頃にブドウ栽培とワイン醸造の記録がある欧州とは、ワインを取り巻く状況は異な

っている。日本人にとってワインは、日本酒や焼酎などの多様な酒類のなかの選択肢の１

つである。日本ではブドウを生食することが主流の食文化が定着してきたことから、品種

固有の味わいや糖度と酸味のバランスとともに水分が多いブドウが好まれてきた。一方、

欧米諸国では長い歴史のなかでワインが家庭や会食、公式な場面を含む社交の場等で供さ

れ、料理との関係にとどまらず「コミュニケーションツール」としての意味を持ち、食文

化のなかで確たる位置を占めている(西川,2007)。 

酒類総合研究所の報告によると、ワインを飲用している消費者は、男性では 20 代から

60 代まで、ほぼ 20％前後であるのに対し、女性では 20代の 20％弱から年代が上がると高

くなり、50 代で約 35％と最も高い。また、酒類の飲用頻度の多寡に関わらず、約 20％の

人がワインを飲んでいる。これらのことからワインは量的には多くはないが、幅広い消費

者に飲まれている酒類である(鈴木ら,1998)。 

総務省家計調査結果35によると、国内で消費されるワインの平均単価は3,255円である。

この調査では、フランス産ボージョレ・ヌーヴォーが解禁される 11 月の支出額が例月を

上回り、解禁日は年間の 1 日ごとの平均支出額の 4 倍以上になっている36。欧米では特に

ボージョレ・ヌーヴォーを珍重する同様な現象はなく、日本に特徴的な現象である。酒販

関係者による解禁日を機とする集中的な販売促進の実態もあるが、日本における「ワイン

を飲む文化」は、やや流行ともとれる要素を含みながら、徐々に食生活に浸透してきた。 

また、日本においては、ワインの生産と消費に関する情報や知識の蓄積が欧米に比べて

少なく、生産者と消費者との飲用経験や入手し得る情報量に、大きな差があるとは言えな

い。日本の伝統的酒類である「清酒」の例では、生産と製品に関わる情報量は、生産者が

                                                   
35 総務省統計局家計調査（2 人以上世帯）の品目別都道府県所在地及び政令指定都市ランキング：2012(平

成 24)年～2014(平成 26)年平均。 
36 総務省統計局「家計調査通信第 489 号(平成 26 年 11 月 15 日発行)」による。 
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多く持っている。消費者の多くは、「清酒」を賞味する上での経験の蓄積はあるが、原料米

の栽培と酒の製造所が分離しており、生産工程がワインに比べ複雑であることから、消費

者が一連の生産工程に関与できる余地は少ない。そのため、消費者は清酒の生産に関する

経験や情報を十分には持ち得ず、「情報の非対称性」という点において、ワインの例に比べ

て差が大きい。 

ワインの財としての性質は、購入前にその性質が分かる「探究財」と性質が分からない

「信用財」との中間の、購入し賞味してその性質が分かる「経験財」に分類される(青木,  

1997)。このため生産者が消費者から製品についての妥当な評価を得るには、両者の「情報

の非対称性」を埋め、製品についての理解を得ることが経営維持のために必要である。こ

こでの「情報の非対称性」とは、生産者がブドウ栽培とワイン醸造に関する多くの情報を

持つ一方、製品を通して消費者がこれらの情報を知るには，限界がある状況を指している。 

消費財としてグローバル市場で流通するワインは、輸入ワインに対する関税の優遇措置

や、輸入原料を使用した国産製品などもあり、「コモディティ化37」に陥るおそれがある。

このことは、自家栽培ブドウを原料とするワイン生産者にとっては、価格対抗力では劣位

になることを意味する。加えて「モビリティ38」の視点からみると、ワインが土地との密

着度が高い資源であるため、消費者との関係を構築する上で生産者が主体性を発揮する際

には、障壁になることが懸念される。こうした状況を打開するには、可動性が高い消費者

が生産の現場に近づき、ブドウ栽培とワイン生産の実情に触れ、生産活動や価格について

の理解を深め、地域課題を共有できる可能性があるという点においてツーリズムが有効で

ある。これは、本研究においてワインツーリズムを事例とする、理由の１つである。 

ワインツーリズムについては、第 4章第 4節で詳述するが、日本におけるワインツーリ

ズムには固有の事情がある。それは、「ワインを飲む文化」が移入され発展段階にある日

本では、ワインツーリズムがフードツーリズムと密接な関係にある欧米と異なり、ワイン

ツーリズムの目的が試飲し購入する、あるいは食事とともに賞味するという、「もの」とし

てのワインを直接消費することだけではなく、訪問先に対する消費者の観光対象の捉え方

が多様なことである。また、消費者の「ワインを飲む文化」と生産者が理想とする「ワイ

ンをつくる文化」はともに発展過程にあり、消費者の違いを味わい分ける能力や嗜好も様々

である。そのことが、生産者が消費者に自らのワインづくりの成果を問いかける動機とな

                                                   
37 同種同質の製品において、製品間の差別化が失われ価格競争に陥ること 
38 人・物・情報の動きを社会的な意味でとらえ、単なる動きとしてのムーブメントと区別 
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り、消費者には問に答えワイン生産に関与できる余地を与えている。このように生産者と

消費者が文化的な発展段階において重なり合えることが、生産活動の場において、生産者

と消費者が交流し互いに潜在能力を触発し、創造性を発揮することを可能にしているのだ

と思われる。 

 

（５）ワインツーリズムの普及と地域再生 

ワインツーリズムに関する研究は、Hall (1996)がワインツーリズムの定義を示して以降、

欧米ではフードツーリズムと一体的に進められてきたことは第 1 章第 3 節で述べた。また、

日本におけるワインツーリズムが発展過程にあり、生産者と消費者との文化的背景に重な

りがあることは、前項に記したとおりである。日本でのブドウ栽培地を訪問先とするツー

リズムの歴史は古いが、ワインツーリズムと冠したツーリズムが広まったのは、2006(平

成 18)年にスタートした、山梨県内の民間団体「ワインツーリズム山梨39」の取り組みが契

機となっている。 

この団体は、ブドウ栽培とワイン生産という地域資源に対する県民理解を喚起し、その

資源性を地域外に広く発信して来訪者を呼び込み地域経済の活性化を図ることで、住民の

「ルーラルプライド」を呼び覚まそうとして事業を実施した(笹本,2010)。この取り組みは、

新聞報道等で取り上げられ、国内各地においてワインツーリズムと称する農村と都市との

人的交流が展開される契機となった。国内のワイン関連業界が「ワイン元年」と位置づけ

ている 1970(昭和 45)年から、消費者がワインと生産地をワインツーリズムという形で結び

つけ理解するようになるまでに、約 40 年が経過している。 

「ワインツーリズム」と「ワイナリーツアー」の国内における広がりをみるため、2 つ

の用語をもとに、新聞全国紙に掲載された件数をキーワード検索した結果は、図 2 のとお

りである。 

検索結果から、ワインツーリズムとワイナリーツアーに関連する報道は、2005(平成 17)

年以前には少ないが 2006(平成 18)年から増え、2008(平成 20)年が 26 件、2009(平成 21)

年が 17 件と多く、その後は 10 件から 15 件で推移している。２つの用語の出現頻度は、

2007(平成 19)年以降、ワインツーリズムの比率がワイナリーツアーに対して高くなってい

る。 

                                                   
39 山梨県内の民間団体「ワインツーリズム山梨」は、2009(平成 21)年 11 月に「ワインツーリズム」を

商標登録(登録番号第 5277888 号)している。 
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図 2 全国紙掲載記事（ワインツーリズム、ワイナリーツアー）の推移 
出所）日経テレコム 21 による、朝日新聞・毎日新聞・読売新聞・日経新聞に掲載された 

両キーワードを含む記事数。（期間：1970 年 1 月 1日～2015 年 8 月 31 日） 

検索条件：完全一致、見出し／本文／キーワード／分類語、同義語展開なし 

  

また、記事件数が最も多い 2008(平成 20)年について、対象となった地域をみると、26 件

中 21 件が山梨県である。この理由は、2006(平成 18)年に前述の民間団体「ワインツーリズ

ム山梨」が組織されて活動をはじめ、2008(平成 20)年に山梨県と甲州市から補助金を得て、

県内のワイナリーを巡る「ワインツーリズムやまなし 2008」を開催し、関連の報道が多か

ったためである。これを契機に消費者の関心が高まり、ワイン生産地を訪問する同様のツ

ーリズムが各地に拡がり、地方新聞などで取り上げられるようになった。 

その要因については、消費者であるツーリストの視点からみると、①小規模ながら個性

的なワインが生産されるようになり、ワイナリーを訪ねる楽しみがあること、②生産者の

栽培技術と考え方が反映されたブドウ栽培地とその周辺に、消費者にとって非日常的な空

間が形成されていることなどが考えられる。また、生産者にとっては、①競合するワイン

市場において、直接販売によって収益率が向上すること、②顧客を確保し、継続的な販売

につなげることができることなどの効果がある。さらに、受入側である農村にとっては、

①ワインツーリズムに関連する食品産業をはじめ、地域経済への波及効果があること、②

ワイン産地としてのイメージを地域外に発信することにより、地域経営を戦略的に展開す

る上で有利であることなどがある。 

それぞれに立場の違いはあるが、ワインツーリズムの効果として、交流人口の拡大によ

る経済効果と地域の活性化への期待がある。そのことは、第 4 章第 4 節に示す研究成果に

も認められる。原山(2005)は、地域活性化と地域振興という表現を取り上げ、「地域活性化」

が持つ、「多重な消費構造」が「観光のまなざし」と類似するところがあると指摘している。

原山(2005)は「地域活性化」に関する優良事例の紹介等に関して、語る者、語られる者、
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見る者が、ときとして無自覚に動くことへの懸念を示している。その一方、こうした関係

者での議論から、書き手、読み手、ゲスト、ホストが、ともに考えて事業を実現し空間を

つくる可能性があるとも述べている。即ち、単に生産する側と消費する側として向き合う

だけではなく、生産者と消費者が双方の状況を理解し合い、地域課題を共有するなかで解

決に導く主体性が問われている。 

そこで、ツーリズムの成否を交流人口の規模や対象の拡大など、量的な指標に傾斜しが

ちでであった評価軸と、持続可能な地域の実現につながる地域イメージの形成や生産活動

に係る環境の向上などの、質的要素を組み込んだ多元的な評価軸を持つことが必要と思わ

れる。 

本研究の事例対象地域におけるワインツーリズムでの訪問先には、自家栽培ブドウを原

料に自ら醸造するか、独自ブランドで委託生産し販売しているところが多い。こうしたワ

イナリー等では、生産量はブドウ収穫量に制限されており、事業収入には自ずと限界があ

り、量的な評価軸をもって判断された場合の地域再生への貢献にも限界がある。しかし、

こうした生産者が生産するワインには、栽培地の地理的環境や生産者の意図が表現された

個性的なものが多い。このため、生産者のなかにはワインについての評価を消費者に自ら

問いかけ、需給にもとづく経済行為から脱却した、消費者との対等な関係の構築に主体性

を発揮しようとする者がいる。この生産者の意図を消費者が受けとめ、対等な関係を基盤

に文化的、創造的な関係へと高めるには、消費者の理解と享受能力が問われている。その

ためには、飲むという消費行動にもとづくワインへの理解に加えて、生産活動の場におけ

る生産者との交流での学びや体験などを通して、ワインについての包括的な理解を深める

必要がある。 

例えば、ヴィンヤード40や関連施設を含む景観には、生産者の栽培方針や考え方が反映さ

れ、固有の生態系を維持しつつワイン生産文化が築かれている。世界のワイン産地のなか

には、歴史的な建造物とブドウ栽培地が調和した地域の文化的価値が、1999(平成 11)年、

UNESCO により世界遺産として登録が認められた、フランスの「サン・テミリオン地域」

をはじめとする世界遺産への登録例がある。また、伝統的なブドウ栽培方法や栽培地の景

観の文化的価値が農業面から評価され、世界農業遺産に登録された海外の例もある。世界

農業遺産の登録地域の数は、2014(平成 26)年 8 月現在、13 カ国 31 カ所、日本には 5 カ所

                                                   
40 独自ブランドワイン用のブドウ栽培地のことで、ワイン原料用のブドウ栽培地と分けている。 
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である。国内では山梨県が世界農業遺産(GIHAS41)への登録に向け、県をあげて取り組む考

えを表明している。この取り組みは、ワイン生産に関連する歴史的、文化的な地域の価値

を、地元はもとより広く世界に発信し、地域の固有性を打ち出す戦略である。 

近年の国内農業地域は、従前からの地域課題に加えて、「環太平洋パートナーシップ協定

(TPP)」交渉にみるように、グローバルな競争関係の只中に置かれていることが改めて顕

在化しており、農産品の国際競争力の向上と、自立的な農業経営への転換を迫られている。

本章第 1 節第 3 項で述べたことと重なるが、地域資源の活用に関するこれまでの国内研究

は、特定の地域資源の活用の成功事例に関するものが多いため、他地域において活用する

には条件や設定が異なり、戦略性を期待し活用できるという面での汎用性に欠ける。また、

想定されている関係は、訪問側(都市・消費者)と受入側(農村・生産者)で固定し対等な関係

ではない。その内容は、消費者ニーズを受容した個別事例の検証や、経済振興を重視した

ものが多く、地域の社会的、文化的資源と統合し、中長期的視点で地域に対する効果を見

通し、地域再生に向けた資源活用策として総合的に検討する視点に欠けていた。 

観光社会学の領域において、農村における地域資源の活用による地域再生に関する研究

を進めるにあたっては、観光が交流人口の創出と拡大に有効な方策であり、関連産業を含

む経済波及効果に照準を合わせるだけでは、十分な効果は得られないと考える。農村社会

が抱える課題の根源を、生産と消費の社会的役割分担に見出し、農村と都市が共有すべき

課題であるとの認識に立ち、国内農業が置かれている状況を踏まえて検証する必要がある。

その上で、農村と都市との人的交流を社会的、文化的な側面から捉え直し、両者の対等か

つ創造的関係の構築により、農村地域を再生に導く洞察力のある考察が重要になる。こう

した研究の立脚点を強く意識することにより、個々のツーリストが意図していないツーリ

ズムの効果が地域に作用し、農村と都市の対等かつ創造的な関係が構築され、今日の農村

と都市が抱える社会課題を解決に導く方向に、観光が持つ機能が発現することを検証でき

ると考える。 

 

                                                   
41 国際食糧農業機構が 2002(平成 14)年にはじめた、社会や環境に適応しながら受け継がれてきた、農業

上の土地利用、伝統的な農業、関連の文化、景観、生物多様性に富んだ、世界的に重要な地域を次世代

に継承する目的のプログラム。GIHAS は Global Important Agricultural Heritage System の略。 
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第４章 先行研究の概説と本研究の独自性 

１ 農村と都市との関係性についての研究 

（１）農村の社会課題に対する都市の係わり 

 日本における農村の事情として、成立過程での都市との関係が欧米と異なっていること、

兼業化が進み都市的生活をする農業者が増えていること、さらに都市の外縁が延伸し、都

市との地理的・時間的距離が狭まっていることは、第 1 章 5 節第 1 項において農村を定義

する前提として示したとおりである。その上で、本研究では農村を「主に農業集落で構成

され、自然生態系を基盤とした分散的な居住形態や生活空間のなかで、農業資源の維持管

理や生産面での相互補完、生活面での相互扶助などの社会関係をもとに諸活動を行ってい

るところ」と定義し、都市との対比で捉えることとした。 

日本の農村について末原(2011)は、農村が都市生活と農業が近接していたことに特色が

あり、都市が城郭を持ち、その外縁に農村を配置した欧米と成立過程を異にしていると述

べている。その状況が、1980 年から 1990 年代にかけて都市の拡大によって変化し、生産

と消費が分離されたことにより、農業と都市生活が分離したと述べている。また、この時

代には第 3 章 2 節第 1 項に記したように、国土開発が積極的に行われた時期であり、都市

の外縁の広がりと交通網の整備が相まって農村との地理的、時間的距離が狭まった。加え

て、農業の大規模化と機械化が進み、労働時間が短縮したことと、農業収入の減少を補て

んするための兼業化が進み、都市的生活をする農業者が増加したことによって、農村と都

市を二項対立で捉えられない状況になった。農業就業人口が著しく減少する一方で、食料

生産の市場経済化が進むなかで、都市は領域を広げながらその規模を拡大した。 

 こうした状況を踏まえた上で、農村社会学の分野では、村落形成の歴史的経緯や国の農

業政策や地域開発政策の経緯を踏まえ、都市との関係のなかで持続可能な農村のあり方を

模索する取り組みについての研究が進められてきた。「ポスト生産主義1」下における農村

と都市との交流活動のなかには、農村地域の振興と住民のエンパワメント効果や、女性や

高齢者の主体的生き方の選択肢を拡げ、ふるさとへの「誇り」につながったものがある(荒

桶, 2008)。 

その一方、立川(2005)は「消費される農村」のなかで、ポスト生産主義下の農村におい

て、都市の「まなざし」が農村にもたらす事象として、農村空間の「商品化」と「モザイ

                                                   
1 農村に対する需要が農業生産と離れたところで形成され、その需要によって農業生産が再構築され消費

されること。 
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ク化2」が進むことを指摘している。ここでの「まなざし」では、２種の外部主体を区別し

て捉えており、その１つがツーリズムや買い物、レクリエーションや居住、さらには「田

舎暮らし」といった都市ないし消費者の「消費的まなざし」である。もう 1 つは、1990

年代に入って GATT ウルグアイランドの交渉妥結を契機とする、ポスト生産主義の下での

「政策的まなざし」である。グリーンツーリズムの提言や農村景観に対する表彰制度の創

設などは、「政策的なまなざし」として農村に向けられ、農村の持つ機能の多様性に対する

社会的認識を高めることに作用したと、立川(2005)は述べている。その上で、これらのま

なざしによって農村が「再構築」される過程において、相互に増幅するよう作用すること

もあるが、「再構築」された農村の実態は、それぞれのまなざしによって異なっていること

に着目している。 

具体的には、「消費的まなざし」が向けられた農村は、心を癒し人間力を回復する場とし

ての「いなか」であり、「商品化」の対象である。一方、「政策的なまなざし」を向けられ

た農村は、条件不利地域など危機的状況下にあるが故に、都市との交流などの新たな政策

的支援の対象である。このように農村に外部主体からまなざしが向けられることが、地域

の持続にとって必ずしもプラスに作用しないことへの懸念もあるが、立川(2005)は、最大

のリスクは都市との乖離が広がり、いずれのまなざしも振り向けられなくなることである

とも述べている。 

この立川(2005)による「まなざし」についての論説の基底には、アーリー(1995)による

「観光のまなざし」の論説があると思われる。アーリー(1995)は、観光の本質には多様性

があると述べ、その理由を観光が他の要素と結びつき、ツーリストのまなざしが非観光的

なことと対照し合う関係によって構成されるためと説明している。その上で、特定の場所

や時期との関連において成立するのが、観光産業の特質としながらも、観光と文化を含む

他の社会活動領域との差が縮小し、その特質が薄れ観光のまなざしが普遍化しているとも

述べている。さらに、観光産業の規模が拡大するにつれ、「観光のまなざし」の対象は特定

の場所に向けられるのではなく、あらゆる場所や社会活動に向けられるだろうと述べてい

る。その後、アーリーら (2014) は、前著での理論は「視覚偏重」という批判があったこ

とを踏まえ、まなざしを振り向ける対象と日常との差異が少なくなり、文化的な様式や流

布しているイメージなど、記号経済としての「文化」が中心的な位置を占め、観光のまな

                                                   
2 「商品化」は農村が持つ多様な要素が消費の対象とされること、「モザイク化」は都市の「まなざし」

への対応が個別的、断片的に進行し、農村像の形成が難しくなっていること。 
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ざしが一般化していると述べている。 

こうした記号経済としての生産と消費の社会動向に対し、資本に加え生産と消費を地域

内にとどめ再地域化することが、地域の資源と雇用問題を解決に導く方策であると、犬塚

(2012)は述べている。宮本(2006)は、農村においても都市的生活様式が進んでいる状況下

での社会的共同消費を認めつつも、農村政策は自然と共生する生活が維持されなければな

らないと述べている。そして、そのための政策は全国画一的なものではなく、農村と都市

が交流するなかで自然を維持し、環境保全型農業を支持するべきとし、持続可能な都市政

策は農業政策と一体で考えることが必要だとしている。 

また、農村問題を考える上で内山(2010b)は、日本の農村には共同体としての共通性があ

り、そこでの諸活動を捉えるには、ローカルな共同体を基盤に考察することが重要である

と主張している3。さらに、田村(2013)も農村を生産の場としてだけではなく、「農村空間

の商品化」という視点で見て、都市の消費者と農村住民の双方がこのことを意識し、固有

な場所性を構築しようとしていると述べている。ここでの「農村空間の商品化」とは、都

市の住民によって農村に価値が見出され、創り出されることを意味しており、都市から農

村への人の移動や資本投下によって、農村に対し社会的・経済的な持続性をもたらす可能

性を示唆している。しかし同時に、この動きは農村の地理的条件や都市との近接度、加え

て自然条件によって異なるとしており、北海道や東北では耕作様式や寒冷な気象条件、さ

らには経営重視の傾向が強いなどの理由をあげ、農村の商品化は進まず、広大な地域への

来訪者も少ないと、田村(2013)は結論づけている。 

 

（２）農村と都市との課題共有の必要性 

このように、農村が抱える課題は、その地域の成り立ちや環境条件により異なるが、生

産と消費の乖離という都市との関係のなかで生じている点は共通であり、課題の起源であ

る都市との関係のなかで解決策を見出せる。第１章第１節「研究課題の所在」で述べた「日

本創生会議」の報告書が示した、農村が抱える地域課題が都市の問題でもあるという考え

方は、農村を主たる対象とする地域計画学や地域社会学分野の研究者の間では、この報告

以前から危惧されてきたことである。 

 末原(2004)は、『人間にとって農業とは何か』のなかで農村の課題を示し、それが都市と

の関係のなかで形成されてきたものであり、それゆえに都市との関係のなかで解決策を導

                                                   
3 内山(2010)のこの主張では、歴史的な経緯の違いから北海道と沖縄は除かれている。 
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くことの必要性を述べ、その切り口として文化の役割に着目している。そのうえで、課題

認識と解決の方向性を示しながら、その後、農村と都市の交流人口拡大に期待する動きの

なかでも、日本の農村社会学においては、ツーリズムを基本的に研究領域外にしてきたと

述べている(末原,2009b)。その理由として、①農村社会を生産の場と位置づける考え方が

強かったこと、②1970 年代以降の大規模開発が農村社会に与える負の影響に対する懸念が

あったこと、③閉じられた地域社会内部の社会構造について研究してきた、伝統的な農村

社会学にとって異質な分野であったことをあげている。また、末原(2011)は人間総合学の

観点から、都市の成り立ちにおいて農業が重要な位置づけにあった日本の村落形成の歴史

をもとに、「都市と農村は必ずしも相矛盾するものではない」ことを述べている。さらに「都

市文明社会として、どのように農業を維持するかは、農村側というより都市住民の問題で

ある。」と主張している。 

 小田切(2014)は、先述の「日本創生会議」報告において、消滅可能性のある市町村名が

明らかにされたことが、地域に対する撤退の勧めとして機能しはじめていることへの懸念

を示している。自身も携わった「都市と農村は相互補完的な存在であり、共生こそが必要」

という全国町村会の「農業と農村政策のあり方についての提言」に沿って、農山村と都市

がそれぞれの条件を活かした、内発的地域づくりを進めることが必要だと述べている。あ

わせて、農山村が「強くて弱い」両義性を持っており、質的な意味での評価をもとにした

移住や起業の動きもあることに着目している。その上で、こうした「田園回帰」の動きは

農村と都市の住民が、農山村での生活、生業、環境、景観、文化などへの関心を持ち、広

い範囲の対象に関心を持ち共感を深めるプロセスを通して、社会課題を解決に導くことが

重要だと主張している。 

山下(2014)もまた、今日の人口減少と少子高齢化を根源とする社会課題を、農村と都市

との関係のなかで考えることが重要であるとする基本認識をもちつつも、「選択と集中」を

基本とする「日本創生会議」が提示した解決の考え方に対し、異なる見方を示している。

主要な論点としては、同会議の考え方では減少する人口を自治体間で引き合うことになり、

「極点社会4」を回避しようとする仕組みが「極点社会」をつくることになりかねないと指

摘し、人口減少社会に適応した戦略を選択すべきとの主張である。農山漁村での暮らしは、

経済規模が小さくとも自己完結しており、自立と安定性の面での優位性から観光や I ター

                                                   
4  増田(2014)で、日本創生会議・人口問題検討分科会分担執筆の第 1章で、人口が東京１極に集中する

社会を表現し用いられた表現。 
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ンの動きがあることをあげ、経済効率からみた「選択と集中」に対比し「多様性の共生」

による包摂の社会を目指す考えを示している。 

 農村の課題を地域の内外で共有している海外の例として、田中(2004)はイタリア北東部

における AFR(Associazione Famiglia Rurale:農村家族協会) の取り組みについて、農村の価

値を高め、地域の連帯を図るものだと評価している。あわせて、同協会による活動として、

消費的あるいは商業的な観光に対置する、「社会的観光」や「責任ある観光」の普及、ワイ

ンや郷土料理などの伝統的な技術や文化の継承に取り組んでいることを紹介している。 

 

（３）OECD による New Rural Paradigm の提唱 

日本の農村が抱える社会課題は、日本固有のことではなく欧州の国々と共通していると

ころがある。OECD (日本を含む 34カ国加盟)の報告書「The New Rural Paradigm－Policies 

and Government－」は、日本の位置づけや状況を確認し、農村の課題とその対応策等を考

察する上で参照できる(OECD,2006)。この報告書では、加盟各国の農村地域は、①人口流

出と高齢化、②過疎の進行、③公共サービスの低下、④雇用機会の縮小、などの要素が負

の循環を形成して地域が衰退していることを、加盟国に共通する課題としてあげている。

交通網が整備され都市と農村との交流環境が向上し、加えて農村地域の様相は個々に異な

っていることから、地域固有の資源をもとにした地域開発を進めることで、前述の課題解

決は可能だとしている。その方策として、同報告書では従来の全国一律の総合的な政策か

ら、①place-based、②non-sectoral、③multilevel-governance による、地域基点の政策にシフ

トすることが必要と指摘している。あわせて New Rural Paradigm (以下、NRP と略)の考え

方にもとづく政策の地域展開には障壁があり、伝統的農業政策と比べ財政的基盤が弱いた

め、適切に遂行されない場合は課題解決につながらないことへの懸念を示している。 

この NRP について、Holings et al.(2012)がヨーロッパを中心とする 62 の事例をもとに、

NRP の視点から eco-economic な地域開発の戦略への道筋を 6 つの観点（内発性、斬新さ、

持続性、社会資本、制度、市場管理）から検証している。さらにこれらの事例を、生産物

と市場、今あるものと新たなもの、これらを掛け合わせた 4 つの次元で捉え、実現可能性

や革新性について分析している。それらをもとに、eco-economic な地域開発の実現に向け、

新たなインターフェースと地域における資本の re-orientation が重要との考えを示している。

前者は、公と私、生産者と消費者、都市と開発地域などの接触機会とつくるものであり、

後者は、有機生産物の直接販売などに加え、「地域の物語」を伝える農産物の文化性や体験、
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地域を表現するブランディングなどを含んでいる。何れも生産者と消費者の関係が文化的

な資本によって強化されることに着目しており、本研究でのワインツーリズムにおける農

業者と消費者との交流を地域との関連で捉え、農村の社会課題を都市との関係構築によっ

て解決するための参考にできる。 

 

２ ツーリズムの社会的役割と機能 

（１）生産と消費をつなぐ機能に関する論説 

本研究では、農村の日常的な生産活動の場で行われる観光による、生産者と消費者との

交流から生ずる創造性に着目しており、創造的関係を「互いの文化的な知識や背景をもと

に、生産者と消費者が交流体験を通して触発し合い、地域に潜在する価値を表出させ、考

え方や行動の変容を促す係わり合い」と定義した（第 1 章第 1 節第 5 項参照）。また、こ

れに関連して仲野(2011)は、日本における消費社会システムが地方や都市の周辺部の負担

の上に成り立っている状況に対し、社会正義を再構築することが必要と述べている。 

マーケティングの分野の研究では、成熟市場においては消費行動に変化が現れていると

し、従前の効用追求型の経済的交換行為から、製品供給者が消費者とともに需要を創造す

る「共創」関係の構築と維持が必要であると、和田(2002)は述べている。プラハードら(2004)

もまた、生産側が価値を創造してきた体系が、大きく転換していると述べている。そして、

顧客との価値共創こそが、企業競争を優位に展開する源泉であるとし、顧客と企業の両者

をイノベーションの主体と位置づけている。さらに、企業と消費者の関係は、企業が商品

やサービスの価値を創り提供してきた関係から、顧客と企業が一体となって価値を創りあ

げる「価値共創」関係に転換していると、プラハードら(2004)は述べている。またその変

化は、消費者の役割が変化したことから生じ、消費者がネットワークを介してつながり、

企業主導による従来の流れと逆の流れが生まれたのだと主張している。 

吉田(2008)もまた、消費の対象が「モノ」から「サービス」に移行しているなかで、経

験経済の拡大という変化の先を見据える必要があると説いている。そして時間や空間、場

の概念などのほか、享受者の固有性などを包括し生活の質を高めることが必要と述べてい

る。さらに、前記の和田(2002)の主張を踏まえ、青木(2011)は、経験にもとづく価値共創

の関係構築に触れ、生産者と消費者との相互作用で築かれた関係には優位性があり、好循

環につながると主張している。 

この生産者と消費者の関係について内山(2006c)は、農村における「産直」を例に、両者
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の関係構築には、地域に基盤がある無事な世界と「地域性を持たない無事な世界」、その両

方を可能とする「場所」を、両者が共同でつくる必要があるとしている。この「無事」と

いう表現は、場所の安定と持続を指している。さらに、この場所は空間的なものに限定し

ているのではなく、「関係としての場所」を指している。また、地域性を持たない世界は、

交通による移動によってつくられるとしている。その上で、このような地域という表現よ

り抽象的概念を帯びた「関係としての場所」における、新しい文化の創造について論じて

いる。このように内山(2006c)は、創造性の発現は「関係としての場所」と親和性があると

主張している。 

また、遠山(2012)は、職人的なものづくり連鎖の例として、イタリアにおいて成熟分野

とされている日用品等の生産に言及している。そして、地域企業間で企画・生産・販売の

専門分野をつなぎ、国際競争力を持つ製品の設計に反映し、グローバルな市場における価

値の創造について論じている。この創造性を発現するシステムを、地域内における生産者

間のつながり、関係性に照準を合わせ論じている。しかし、それは企業活動の連鎖による

価値向上であり、消費者の役割や関係については言及していない。 

一方、佐々木(2014)は、ランドリー(2003)やフロリダ(2007)の創造都市論における、文

化や芸術を活かした問題解決に向けた能力が生まれる場の重要性を取り上げている。そし

て、このような機会が得られる農村を「創造農村」と称し、農村における創造性の発現可

能性について、文化経済学の立場から論じている。ここでの「創造農村」とは、住民の自

治と創意、豊かな自然生態系の保全、固有の文化の醸成、新たな芸術・科学・技術の導入、

職人的なものづくりなど多岐にわたる。そして、これら要件を満たし農林業と結合して、

地域経済を自立的循環的に動かすことが、グローバルな環境問題やローカルな地域課題を

解決に導く方策であることを意味している。 

 この主張と関連するのが、ラスキン(1979)が唱えた固有価値論である。このラスキンの

固有価値論について池上(1993)は、注目すべき点として財が持つ価値だけをみるのではな

く、土地や地域が持つ固有性と関連づける重要性について述べている。具体的には、食料

等を生産する者は、土地の形状、土質、風土などの土地の固有性を、認識した上で活用す

るよう、ラスキン(1979)が強調していることを指している。池上(1993)はさらに、固有価

値が有効なものとなるには、それを受けとめる能力が必要であり、生産者と消費者との相

互関係を前提にすることが重要と述べている。 

 その後も池上(2003)は、創造に関する仕事は基本的に手仕事であり、生産性は低いが知
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的所有をもたらすという点で意味があると述べている。そして、固有価値の評価としての

有効価値は、そのものが持つ固有性という生産側が付与するものに加え、その享受能力に

よって、価値認識されると主張している。 

 こうした文化的な考え方との結びつきは、経済学の分野では他の研究領域に比べ少ない

ように考えられてきたが、スロスビー(2002)をはじめとする研究成果の蓄積により、文化

は経済の分野において統合され専門領域を成している。スロスビー(2002)は「文化」を２

つの側面から定義しており、１つは、ある集団に共有される態度や信念、慣習、価値観、

風習などから捉えたものであり、もう１つは、芸術など人々の活動や、その活動が生み出

す生産物から捉えたものである。２つ目の定義の含意として、「創造性」、「象徴的な意味」、

「知的財産」の３点をあげている。ここでの「創造性」の考え方は、人々の生活の諸活動

には何らかの創造性を含むというものである。 

 ワインに限らず多くの製品は、基本的属性にもとづく「便宜価値」で消費者が捉えてい

る限り、コモディティ化は避けられない。そのため、生産者はブランドを確立し価値次元

を高度化するため、消費者との信頼関係を築くことが必要である。このことについて和田

(2002)は、「基本価値」をベースに、その上に「便宜価値」があり、さらに特定の製品を消

費すること自体が消費者の充足感につながる「感覚価値」、そして生産者が製品に託すコン

セプトとも言える最上位の「観念価値」があるとする、価値体系の概念を示している。ま

た青木(2011)は、価値の高度化によるブランド構築の方向性について、機能と感性の２つ

の「価値」と、それらを提供するのか共創するのかの２つの「関係性」で捉え、経験価値

の共創と関係性の構築を目指すことにより、コモディティ化を脱することができると説い

ている。前述した佐々木(2014)が提唱する「創造農村」は、こうした体系のなかで理解す

ることができ、農村における生産活動のなかにも、文化的な体験をもとに生産者と消費者

が共創関係を築き、双方が主体的に働きかけ、互いの潜在力を引き出し合い、創造性を発

揮できる余地がある。 

 この創造性について苅谷(2004)は、住民が地域課題の解決に向け、自己責任能力を形成

するための「創造的コミュニティのデザイン」をテーマとする論述のなかで、「創造的」の

意味として、①新しいものをつくる知的生産と再生産のプロセス、②自ら考え行動する独

創性と自立性、③議論を積み上げる建設性などをあげている。また茂木(2005)は、創造性

が発現されるには、他者の存在が必要であり、そのプロセスには人と人のコミュニケーシ

ョンがかかわっていると述べている（第 1 章第 5 節第 3 項参照）。 



 

62 

 

（２）社会的役割からみたツーリズムの機能 

一般的に「機能5」は、「物のはたらき」を表す用語として、具体的な事象や固有の役割

に対して広く使われている。社会学分野での「機能」に関する論説は多岐にわたるが、全

体との関係性のなかでの抽象的な面を含め、何らかの社会的役割を果たすという意味で、

既往研究で使われている。また、その働きが課題の存在と解決の必要性を認識したときに

発現する点で、一般的な意味で使われる場合と異なっている。 

 例えば、芸術の分野において、制作活動と作品の鑑賞を通して、「作者と鑑賞者が相互に

肝胆を照応し相互の結びつきを強める」のは、芸術の持つ社会的な機能の１つであるとの

主張がある(吉岡,1974)。この主張は、制作者が作品に込めた意図を、鑑賞者がその意味に

気づき解釈し、作品を介して作品成立の時間と空間を共有するという考え方にもとづいて

いる。 

  観光関連分野における機能に着目した研究成果としては、Smith(1994)が The Tourism 

Production Function を４段階で捉え、資源をもとにした Primary Inputs から、中間段階での

施設整備やサービスの Outputs を経て、体験という Final Outputs に移行する枠組みを示し

ている。この枠組みは観光産業からみた機能にもとづくものだが、ワインツーリズムの例

で考えると、原料ブドウの栽培が基盤にあり、ワイン生産施設が整備され、試飲や販売の

施設でサービスが提供され、製品や生産活動について学び体験する機会が提供される一連

の過程に符合している。 

その上で、観光の機能について Smith(1994)が示した、The Tourism Production 

Function の４段階、「モノ」としての資源を対象とする段階から、「モノ」に関連する施設

整備やサービスを対象とする段階、さらに「モノ」に関連の体験や文化を含めて対象とす

る段階の枠組みを、ワインツーリズムの事例にあてはめたものが表 1 である。この枠組み

に照らして本研究に関連する先行研究を大別すると、ツーリズムの主たる対象が、「モノ」

としてのワインにある「ワインツーリズムに関する研究成果」、ワインと他の地域資源とを

統合し活用する「ルーラルツーリズムに関する研究成果」、人的交流での体験や学習を通し

創造的関係構築に導く「クリエイティブツーリズムに関する研究成果」と、機能の拡張を

もとに段階的に捉えることができる。 

しかし、Smith(1994)により示された体験のなかの Social contacts をはじめとする個々の

                                                   
5 広辞苑(第 6版)によると、「物のはたらき。相互に関連し合って全体を構成している各要素や部分が有

する固有な役割。また、その役割を果たすこと。作用。」の意味。 
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項目は、いずれもツーリストに対する効果にとどまっている。先に(吉岡,1974)が示したよ

うに、制作者と鑑賞者、ワインの例で言うならば生産者と消費者との、ワインに込めた生

産者の意図とそれを受けとめる消費者の享受能力の相互作用を介して、ワインができるま

での時間と空間を共有するというような「社会的な機能」には言及していない。 

 

表 1 The Tourism Production Function 

 

 

 

 

 

 

 

 最終段階のアウトプットとされている経験についてコーエン(1998)は、観光体験を①レ

クリエーション、②気晴らし、③経験、④体験、⑤実存の 5 つのモードで捉えている。⑤

の実存モードでは、ツーリストは自己の社会や文化と異なる精神的支柱を「選び取る」こ

とを目指していると述べている。トァン(1988)もまた、「経験」という言葉には受動性とい

う含意があるとした上で、経験を通して受けた外的世界から学び、自らその対象に働きか

け何かを生み出すのだと、ツーリストの能動的態度について述べている。さらに、人々は

その経験の持つ意味に気づかず意識もしていないが、こうした経験をすることで象徴的か

つ概念的な理解をともなう経験へと移行すると主張している。 

 徳野(2008)は、グリーンツーリズムが国の政策として示されて以降6、農村と都市の交流

人口拡大による農村振興策への期待が高まったことに対し、その可能性と限界を客観的に

分析する必要を説いている。その理由として、農村における政策は地域の人的資源を含む

実態を把握する必要があり、量的評価だけでなく、農村の質的な充実や構造を再構築すべ

きだと述べている。この論述のなかでのツーリズム機能に対する考え方は、社会現象や活

動にはプラスとマイナスの機能があり、かつ顕在する機能と潜在する機能があるという、

包括的なものである。そのうえで、都市側の要望に応じるだけではない、ときに自制的な

考え方を持って、地域の社会関係や人間関係を基盤にした都市との交流によって、地域の

                                                   
6 1992 年、農林水産省が「新しい食料・農業・農村政策」のなかで政策提言した。 
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内部構造の拡充が図られることを期待している。 

 ツーリズムにおける受入側を重視する考え方について冨本(2011)は、ツーリズムによる

経済的効果だけではなく、ツーリズムによる交流機能をもとに、訪問側と受入側の双方は

学び合い、価値を認め、触発し合う、文化的活動を基盤とする新たなツーリズムにとって

重要であると述べている。また、こうした新たなツーリズムを通して、消費者は訪問の目

的を明確にし、環境問題などへの配慮や倫理観を持つなど、成熟した消費行動をとるよう

になると主張している(冨本,2011)。しかし、ここでの消費者についての言及は、環境等に

配慮し能動的に商品選択する態度などを例にあげており、ツーリズム産業における消費者

としてのツーリストの範囲にとどまっている。 

こうした、ツーリストの体験を能動的に捉える態度は、農村と都市が抱える社会課題の

解決に向けた消費者の動きとして注目できる。農村と都市が共有すべき社会課題の根源は、

農産物取引が市場経済化し、生産と消費が乖離している状況にあり、相互理解による互酬

関係へと導くことが必要だとすれば、企業活動などにおける課題解決方法が参照できる。 

大室 (2009)は、多様な社会的価値が共存し得る状況下では、多様な人々の参画を促すこ

とができるという点で、市場機能を利用した社会課題の解決は優れていると述べている。

しかし、ここでの市場は経済市場主義による市場を指しているのではなく、生産者と消費

者の関係がみえるコミュニティにおける市場を指している。そのうえで、社会的学習を通

じて社会的価値を共有するためには、こうした場が必要であり、そこで思考習慣が変化す

るのだと述べている。以上の論説を踏まえ、農村と都市とのツーリズムによる人的交流は、

社会的価値を共有する「コミュニティ市場」ともいえる場の形成を可能とし、生産者と消

費者の双方に対して主体的な学習を促し、自らの思考習慣を転換できると考えられる。 

 

３ 農村を訪問先とするツーリズムに関する研究 

（１） ルーラルツーリズムの起源 

農村を訪問先とするツーリズムは、18 世紀ヨーロッパの工業社会の進展により、その後、

都市生活者が郊外の農村等を訪れる余暇活動として広まりはじめた。ワインの主産地のひ

とつであるフランスにおいても、海浜や保養地が上層階級の人びとを引き付けたことを受

け、19 世紀には一般の都市生活者のなかにも徒歩や馬車によるプロムナード(散策)が流行

し、近郊を訪問先とする旅や、さらに離れた田園地帯にピクニックに出かけるようになっ

た(ピット,1998)。こうした動きは、日本においても森林や栽培景観を眺めるツーリズムと
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して、第 2 次世界大戦以前からあった（第 3 章第 3 節参照）。 

 欧米においてルーラルツーリズムと称される、農村を訪問先とするツーリズムは、Smith 

et al.(2010 )らの分類では、農村における食や健康、自然環境、倫理などの広い分野を含む

とされている。日本においても同様に、農村観光は農業生産活動に関連する以外の対象を

含む広い分野として捉える主張がある(菊池,2008)。これに対して、1992 年に農林水産省

が公表した「新しい食料・農業・農村政策の方向」で示されたグリーンツーリズムは、農

村における自然・文化・人びととの交流を楽しむ滞在型の余暇活動とされ、対象とする活

動を限定的に示しており、Smith et al.(2010)が定義しているルーラルツーリズムに比較し、

狭く定義されている。 

本研究で事例対象とする山梨県甲州市勝沼地域に、国内で最初の観光農園「宮光園」が

開園されたのは 1890 年代である。当時の訪問の主たる目的は、希少な果物としてのブド

ウを鑑賞することにあった。その後、観光農園が多く開設されるようになると、果実の購

入が訪問の目的となり、さらに「ブドウ狩り」と称し、自ら果実を収穫できることに消費

者の主たる関心が移っている。このように同じ地域において同じ果実を主要な素材とする

ツーリズムであっても、消費者の関心や社会的背景などによって構成されるツーリズムの

形は異なっている。 

 

（２）農村景観の文化性に対する評価 

多様なルーラルツーリズムの一面についての例をあげたが、農村景観の文化性が評価さ

れるようになったのは、1992(平成 4)年に国際連合教育科学文化機関（UNESCO）におい

て、人間の営為と自然との結びつきの所産としての文化的景観の考え方が示され、「世界遺

産条約履行のための作業指針」が明らかにされたことによるところが大きい。この指針で

は、自然と人間の係わりをもとに、①「意匠された景観」、②「有機的に進化する景観」、

③信仰や宗教、文学、芸術活動などに「関連する景観」の 3 つの領域に、対象を分けてい

る。このうちの②の領域に該当するものとして、フランスのサンテミリオンをはじめとす

る、ブドウ栽培地を含む景観が世界遺産に登録されている。 

井上(2014)は、2000(平成 12)年には「欧州ランドスケープ条約7」が国際条約として成

立したことが、人と自然との関係で形成された景観の保全、条件不利地域を含む持続可能

な発展に影響を与えていると述べている。その例として、イタリアにおける伝統的な農業

                                                   
7 ヨーロッパにおけるランドスケープの保全管理の向上を目的に、2000 年に成立した国際条約。 
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や特産品の高付加価値化の取り組みが、市場における差別化を実現し、地産地消を掲げる

ルーラルツーリズムが展開されており、ワインツーリズムもその１つであるとしている。 

自然環境と係わりながら生産活動を継続するなかで、地域に固有の農業システムや景観

を維持しようとする考え方は、2002(平成 14)年に国連食料農業機関(FAO)が示した「世界

農業遺産」にも通じる。これらの国際的な動きを受け、2003(平成 15)年には文化庁の主導

により「農林水産業に関連する文化的景観の保護に関する調査研究（報告）」が公表されて

いる。その後、世界農業遺産の登録は、主に発展途上国における伝統的な農法や生物多様

性が保持された土地利用が対象とされてきたが、2011(平成 23)年に先進国としてはじめて、

石川県の「能登の里山里海」と新潟県「トキと共生する佐渡の里山」が登録された。 

こうした農村の栽培景観と周辺の地域資源の「潜在力」をもとにした地域活性化策は、

EU 諸国が 1980 年代末から取り組んできた「LEADER8事業」における、農業生産以外の

活動の拡大と多様化による地域の活性化として、ツーリズムが重要であることを示すもの

である。井上(1999)は、第Ⅰ期(1992～1994 年)の LEADER 事業 217 件のうちの 71 件が

ツーリズム関連への投資であり、その他についてもツーリズムと何らかの係わりがあると

述べている。また、LEADER 事業の実施に際しては、自治体・政府機関・企業・市民団

体等の連携と協力による Local Action Group（LAG）が、人口 10 万規模の地域をカバー

して、地域主体で事業を推進する仕組みがある。加えて、この事業は第Ⅱ期(1995～1999

年)には、予算規模が第Ⅰ期の 3 倍を超え、事業区分が「後進地域の経済的再編」や「産業

衰退地域の経済復旧」など、地域限定的であったところに条件不利地域が加えられ、広く

効果が及ぶようになったと述べている。 

こうした段階を経て、「LEADER+(2000～2006 年)」では地域の限定がなくなった。さ

らに、EU によって 2007(平成 19)年から実施された、「農村の多面的機能や地域固有の価

値に着目した農村地域振興改革」では、LEADER 事業が農業政策における補完的な位置

づけから主要政策へと変わった(市田,2005)。この EU における LEADER 事業の手法につ

いて西川(2003)は、状況の異なる日本に直ちに援用するには無理があるが、ボトムアップ

による手法であること、農村地域の間で情報を共有することは、農村振興を図る上で参考

になると述べている。 

また鈴江(2008)は、EU による直接的な農家支援策から、農村の多面的機能による持続

                                                   
8 Links between Actions for the Development of the Rural Economy に相当する、仏語の頭文字の略。

日本語に訳すと、「農村における経済開発のための活動の連携」。 
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型の農村開発が進められ、EU 諸国におけるグリーンツーリズムの展開を促進したと述べ

ている。あわせてこの動きが、1997(平成 9)年にロンドンで開催された「農村地域におけ

る観光の新しい機会を考察する」会議において、グリーンツーリズムについて議論されて

以降、イギリス、フランス、ドイツなどを中心に拡がったことに言及している。 

 

（３）欧州における統合型農村観光 

一方、ツーリズムを農村における地域開発策と位置づけ、域外から安定的なツーリスト

の流入を促進するため、「Supporting and promoting integrated tourism in Europe’s 

lagging rural regions」をテーマとする、EU6 カ国の共同研究プロジェクト(2001～2004

年)が進められてきた。そこで示されている「Integrated Rural Tourism（IRT）」の枠組

みは、地域関係者が中心となって自然・社会・文化的な地域の資源を統合し、地域再生に

取り組む考え方にもとづくものである。欧州各地の農村において、経済性を重視し生産性

を高める方向での政策が展開された結果、生産と消費の役割が分離し、人口減少と高齢化

による地域の衰退が課題となった状況を打開しようとして提唱されたものである。人口減

少と経済の縮小により地方地域の諸活動が停滞するという課題に直面し、ポストフォーデ

ィズムの下での地域活力向上を観光という形の地域間での交流人口の拡大に期待している

(Cawley et al., 2007)。 

Saxena et al. (2007) は、IRT が経済・社会・文化・自然・人的組織をもとに、停滞す

る地域で内外の関係を構築できる点で、他のツーリズムに比べ地域の持続を可能にする方

策であると述べている。その上で、ネットワーク構築における利害関係者や競合・協調関

係、地域におけるリーダーの役割などについての研究が必要と述べている。さらに Saxena 

et al.(2008)は、イギリスとウェールズの境界地域を対象とする研究のなかで、地域にある

既存のネットワークの参画は必ずしも必要でないと結論づけている。また、IRT 議論の核

はネットワークへの多様な参加と述べているが、概念を示すにとどまっている。 

これに対して Cawley et al.(2007)は、IRT の枠組みを実効あるものとするには、適切な

管理と制御の下で、地域内外の利害関係者が地域再生に戦略的に取り組むべきと述べてい

る。しかし、より広範な関係者の参加、資源利用者間の調整、効果的な活動については検

討されていない。この論文では、地域の利害関係者を対象とする聴き取り調査をもとに、

ツーリズムが拡大することにともなう、大規模開発による景観への影響や交通量の増大に

触れ、持続可能な地域を実現する観点からの、農村観光の「適切な規模」に言及している。 
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こうした IRT の概念と研究フレームは、その後のヨーロッパの農村観光社会学の研究に

おいて参照され、地域再生を支える理論の１つとされてきた。Sims(2009)はツーリズムと

地域固有の飲食物との関係について、飲食物が単に土地を象徴するだけでなく、消費者の

地産地消行動が経済的、社会的に意義があると主張することが、地域にとって重要である

と述べ、IRT の概念を支持する立場で論じている。 

また、スペインのカナリー諸島でのワインツーリズムの研究では、伝統あるワイン生産

地域の持続のためには、地域のワイン生産者の組織化、関連分野との共同、行政支援の拡

大があれば、社会・経済・環境面での持続的関係性が築かれ、経営の安定と地域の伝統が

守られると述べている(Alenso et al.,2012)。ただし、この考え方を支えている枠組みは、

Sims(2009)と同様に IRT の概念であるが、地域内外の利害関係者との関係構築についての

具体的言及はない。 

 

（４）農業生産活動にみる文化性 

 自然環境や特産品に加えて、文化をはじめ地域に潜在する多様な資源の可能性を引出し、

それらをもとに持続可能な地域経営を目指す研究は、ルーラルツーリズム研究における主

要テーマの１つである。しかし、生産活動を通して自然や環境に働きかけ形成された農村

景観の資源性とともに、農業生産活動そのものが持つ文化性について論じているものは少

ない。末原(2009a)は、『文化としての農業 文明としての食料』の序章の冒頭で、「農業は

文化としての側面をもっている。」と記している。その主張の拠り所としては、自然環境と

農業技術と人間社会の仕組み、これらの多様性が重なり合い、文化としての農業が成り立

っていることをあげている。 

また、内山(2006b)は農業生産における価値についての考察をとおして、労働生産物とし

ての農産品に対して消費者が関係的かつ文化的な価値を見出すならば、生産行為としての

労働は、文化的な営みとしての側面を持つと述べている。さらに木村(1992)は、「文化は耕

作ではないか」と述べ、土を耕し、美味しい作物を収穫し、喜びを分かち合うことが基本

であることを示している。さらに、文化の成立は土地と深く係っており、人間が自身の体

力と知力を注いで大地に働きかけ作物を収穫することが、文化の根源ではないかと述べて

いる。 

これら主張の背景には、農業は土地と不離一体の生産活動であり、所与の環境条件の下

で生産者が働きかけた成果として作物を収穫できるのだが、大型機械の導入などにより生
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産性の向上が図られる過程のなかで、生産活動に付随する地域文化に対する関心が、相対

的に薄れてきていることがある。内山ら(2010)によると生産活動は 2 つに大別され、その

１つは労働によって「モノ」をつくる農業を含む中小の事業者による生産活動、もう１つ

は生産や流通を管理し大量生産する大規模な生産活動である。後者は一定規模の資金を持

つことによって参入可能となるが、前者は農業に代表されるように、自然環境をはじめと

する所与の条件下で、限りある資源をもとに行う生産活動である。現代社会における全て

の生活者は、この 2 つの社会システムと折り合いながら、ダブルスタンダードの下で生活

することの重要性を述べている。また、後者のシステムでは、消費者からみて生産活動に

おける「労働」がみえ難く、生産と消費の乖離を拡大することにつながっていることを指

摘している。あわせて、消費者は生産活動における「労働」を知ることを通して、生産物

価格の妥当性を理解するのだとの考えを示している(内山ら,2010)。 

本研究で事例としたワイン生産においても、果樹栽培は土地と不離不可分であり、永年

作物であることから、生産活動にともなう文化の蓄積が可能であるという側面と、年数を

経て成果が実るという固有の事情がある。従って、ワインツーリズムを対象とする研究に

おいても、短期的な視点での経済効果だけにとらわれず、果樹が生育する時間的経過のな

かでの生産活動であることを踏まえ、中長期的視点での地域の持続を見据えた検証が重要

である。 

 

４ ワインツーリズムに関する研究 

（１）ワインツーリズムの起源 

 ワインはヨーロッパでは食事や信仰など生活と密接な位置づけにあり、ブドウ栽培やワ

イン生産に関する研究の蓄積がある。“World Atlas of Wine”もその１つであり、ブドウ

栽培とワインの製法、主要なワイン産地等に関する記述とともに、ワインの歴史が起源前

6000 年に遡ることや、人の移動とともにヨーロッパ各地に広がったことなどが記されてい

る。1971 年の初版以降、版を重ね世界各地で読まれているが、直接的にワインツーリズム

を取り上げた記述はない (ジョンソン,1991)。 

ヨーロッパでのブドウ栽培とワインの長い歴史に比して、ワイナリーとその周辺がツー

リズムの対象とされるようになったのは、18 世紀ヨーロッパの工業社会の進展と深く係っ

ていることはこれまでに述べたとおりである。ルーラルツーリズムは産業革命以降の余暇

の普及と交通網の発達によって、都市生活者の余暇活動のひとつとして 19 世紀以降、ヨ
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ーロッパ各地に広がりはじめ、ワイン産地を訪ねるツーリズムは大衆に受けとめられるよ

うになった (山下,2009)。 

 Gemelch et al.(2011)は、アメリカ・カリフォルニア州のナパバレーとワインツーリズム

に関する記述のなかで、同地を目的地とする最初のワインツーリズムは、1934(昭和 9)年

に旅行会社によって催行され、その後、急速に拡大したと述べている。このことからも、

ワインツーリズムが研究対象として着目される以前から、ワインツーリズムの実態があっ

たことが分かる。 

 Hall et al. (2005)は、Nivelli の編集による“Niche Tourism”の Gastronomic Tourism

に関する章の記述のなかで、欧州におけるフードツーリズムとワインツーリズム展開の経

緯を明らかにしている。今日のツーリズムにおけるフードとワインなどの飲料は、ツーリ

ズムにおける主要な動機や目的でないとしても、ツーリズム体験を構成する要素の１つで

ある。しかし、19 世紀初頭から中頃までは、移動に時間と費用を要することなどから、関

心を示す者は少なかったとある。そうした状況が変化したのには、自家用車が普及しはじ

め、自動車専用高速道路が整備されたことが影響しており、ワイントレールやワインロー

ドと呼ばれるルートが知られるようになったと、Hall et al. (2005)は述べている。 

その後、第 2 次世界大戦がはじまり、ツーリズムへの関心は低下したが、戦後は食への

関心と支出が伸び、交通工学技術が進展したことと相まって、飲食を包括したツーリズム

が広がりはじめた。こうした変化の理由として、人の移動が多くなったこと、消費者の「食」

への関心が高まったことを上げている。さらに重要なことは先進諸国で進行している農業

の再構築であると指摘している。国際的な農業協定や関税の撤廃、生産者に対する助成削

減等に対抗する、新たな方策を模索していた農業者にとって、地域に固有な生産技術を活

かし、消費者に直接販売して利益率を高める機会を得るという点で、生産者と消費者が対

面することの重要性を指摘している。さらには農業分野における生産者と消費者の関係構

築に対する、ツーリズムによる交流の有効性を示唆しているが、その規模は 1970 年代ま

では欧州においても限定的であったと述べている(Hall et al., 2005)。 

一方、日本においては 1923(大正 12)年に甲州市勝沼地域のワイン生産者が、700 人規模

の貸切列車による招待旅行を催行した(山梨日々新聞,1978)。この旅行は生産地主導によ

る販売促進活動の側面が強い企画であったが、町内の名所や食べ物を紹介し、地域住

民との交流を行うなど、その内容は地域資源活用の視点に立っており、早い時期での統

合型農村観光の取り組みとして注目できる。その後、ワイン生産が戦時下で統制され、そ
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の一方で生食用ブドウの需要拡大にともないブドウ栽培が盛んになり、地域外消費者との

交流は観光農園におけるブドウ販売と収穫体験が主流になった。 

 

（２）ワインツーリズム研究のはじまり 

ワインツーリズムが観光社会学における研究対象とされるようになったのは、欧米にお

いても Hall(1996)が、ワインツーリズムを次のとおり定義してからである。 

 

“Wine tourism can be defined as visitation to vineyards, wineries, wine festivals and 

wine shows for which grape wine tasting and/or experiencing the attributes of a grape 

wine region are the prime motivating factors for visitors.” 

 

ワインツーリズムは、Smith et al.(2010)によるツーリズムの分類では、固有の関心を持

つ層を対象とし開発が期待される Special Interest Tourism（SIT）の 1 つとされ、先述の

“Niche Tourism”のなかでのHall et al.(2005)のGastronomic Tourismの成果を踏まえ、

大分類(Rural tourism)・小分類(Wine/Gastronomy)に位置づけられている。このワインツ

ーリズムの捉え方は、欧米におけるワインツーリズム研究で基調とされている考え方で、

ワインという「モノ」を主たる観光対象としている。ツーリズムの内容は、ワインを購入

することや食事とともに賞味すること、これらに関連するイベントを楽しむことにある。 

Hall et al.(2000)は、“Wine Tourism”のなかで、ワインツーリズムでは過去の体験と獲

得した情報をもとに来訪者がイメージを形成し、訪問の動機付けとなると述べており、訪

問前のこれらの条件に行動が促されていることを示している。その後、食に対する選好性

とワインに対するこだわりの程度との相関関係を図示し（図 1 参照）、こだわりの程度を

もとにフードツーリズムを細分化し、主たる構成要素の違いについて分析している(Hall et 

al.,2003)。これらの研究は、観光行動が過去の情報にもとづくイメージに促されることを

示唆しているが、その範囲はフードとの関係にとどまっている。 

さらに、Hall et al.(2008)は、世界で開催されている食とワインに関連する祭典とイベン

トを概観する“festivals and events”を編集しており、そのなかで Hashimoto et al.(2008)

が、日本の郷土料理や酒類の紹介とともに、イベントの開催状況などをまとめている。そ

して、地域のアイデンティティや郷土料理が形成されるうえで、地理的条件や歴史が重要

性であると述べている。 
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図 1 Food tourism as special tourism 

出所）Hall.(2003)：“Food Tourism Around the World－Development, management and markets－”, Elsevier, p.373  

 

一方、日本では欧米に比べワイン生産の歴史が浅く、生産量と消費量ともに酒類に占め

る割合が低い状態が続いてきた。また、ブドウ産地においても生食用ブドウの栽培が主流

であったことから、ワイン生産地を訪ねるツーリズムへの関心は低かった。本研究で事例

対象地域としている、ワイン生産の歴史が長くワイナリーが集積している甲州市勝沼地域

においてさえ、その萌芽はあったものの、ワインツーリズムは知られていなかった。こう

した状況の下で、笹本(2009)は民間団体「ワインツーリズム山梨9」を設立し、新しい旅の

スタイルとしてワインツーリズムを提唱している。また、同団体副代表の大木も、2008(平

成 20)年に山梨県と甲州市から補助金を得て開催した、「ワインツーリズムやまなし 2008」

に関して、ワイン販売による直接的な経済効果だけでなく、宿泊や飲食などの関連消費も

見込まれること、生産者に意識の変化をもたらすことを開催の効果としてあげ、全国に広

がることへの期待を述べている(山梨ワインツーリズム,2010)。 

「ワインツーリズムやまなし 2008」の取り組みが報道されて以降、国内各地のワイン産

地の情報やワイナリー訪問の魅力を紹介する書籍等が発行されているが、国内のワインツ

ーリズムを取り上げた、体系的研究や学術書はほとんどない。そうした状況の下で、鈴木

(2009)は、観光活性化におけるフードツーリズムに関する報告のなかでワインツーリズム

                                                   
9 「ワインツーリズム山梨」は、「ワイナリーを巡り、つくり手と触れ合い、彼らのワインを味わう、そ

のワインが生まれた土地を散策しながら、食や文化を楽しむ旅のスタイル」を提唱し、「ワインツーリ

ズム」を商標登録している。 
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に触れ、アメリカ・カナダ・オーストラリアなどでは、旅行先での郷土料理の食べ歩きや

ワインツーリズムの展開に力点を置いた、地域活性化策がとられていると述べている。こ

の報告では、Hall et al.(2003)が示した、Food へのこだわりを段階的に図示した考えを、

直ちに日本の食文化ツーリズムに取り入れることは困難であると述べている。そして、ワ

インツーリズムは食事やワインに対する選好性が高いグルメツーリズムというよりは、広

範な好みの意味での飲食をともなう「カリナリーツーリズム」に包含されると述べている。

一方、鈴木(2009)は、カリナリーは料理や食に関連する広い意味で使われ、ツーリズムの

目的としての食事と飲み物に対する選好度が中程度のものが、「カリナリーツーリズム」で

あるとしている。この考え方は、ワインツーリズムを食事との選好度が高いものから低い

ものまでの段階のなかで捉えた、Hall et al.(2003)による図式と異なっている。このほかに

も、山梨県や北海道など国内各地で展開されている、ワインツーリズムの実施例やその成

果に関する報告がある(笹本,2010、千石,2010)。 

こうした食事との関連でワインツーリズムを捉えた研究の一方、井上(2014)はイタリア

では農村を取り巻く事情が日本と同様に厳しい状況であることを踏まえ、訪問先の快適性

を享受することを目的とする田園観光と農業観光を区別していることに触れている。農業

観光は、その土地の伝統的な農業や農産品の価値を高め、地産地消を推奨しようとするも

のであり、「ワイン観光」もその１つであると述べている。このような海外事例の紹介もあ

るが、日本国内においてはワインツーリズムに関する観光社会学的な研究の積み重ねは不

足している状況にある。しかし実態としてのワインツーリズムは、農村を訪問先とする新

たなツーリズムの１つとして、新聞やテレビなどによる報道や雑誌等で紹介され、都市生

活者の関心を集めて各地で普及している。 

 

（３）ブドウ栽培地の景観と地域イメージ 

ブドウ栽培地の景観は気象や土質など固有の環境条件の下で、多年の生産活動の結果と

して形成されたものであるが、ワイン産地の環境条件などを反映した固有の様相を呈して

いる。そのため、消費者にとってブドウ栽培地の景観を含む地域のイメージは、「ワインツ

ーリズム」における観光行動を誘発する要素となり得る。 

イメージの形成に関する研究は主に、都市や「まち」に関するものであり、リンチ(1959)

は現在の知覚と過去の経験をもとに、人間が情報を解釈して行動する上でイメージが用い

られると述べている。この主張は、行動における視覚的側面の重要性を指摘しているが、
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都市における構造物の作用に着目した理論展開で終始している。また、ブーアスティン

(1964)は印刷革命による複製の増大によって、新奇な出来事（疑似イベント）が自然発生

的な出来事を凌駕し、人々はつくられた「イメジ10」をもとに行動し、旅に対する主体性

を失ってしまったと述べている。一方、コトラーら(1996)は「まち」のイメージとは、関

連する多くの情報をもとに，その本質を捉え単純化しようとする心理の産物であるとの考

えを示している。そして、衰退する「まち」が市場の変化に適応し、競合相手に対し優位

の立場を維持するには、地域イメージの形成と対外的コミュニケーション活動を、戦略的

に進めることが必要であると主張している。 

イメージに関する国内の先行研究としては、地域に関する情報量とそれにより形成され

るイメージが、地域交流の促進を規定すると田中(1997)が述べており、地域内外の主体が

持つイメージの相互作用が、地域イメージの変容をもたらすと主張している。また、地域

イメージには地域の実態が投影されているが、地域のイメージと実態の間には乖離がある

とも述べている。しかし，ここで対象としているのは固有の自然や文化を持ち、地域やイ

メージづくりに取り組む自治体である。地域の衰退という社会課題を抱える農村での、高

次加工をともなう小規模な生産活動をもとにした、本研究で着目している生産者と消費者

との共創関係のなかでの地域イメージ形成の事例ではない。抽象的で捉え難い概念である

イメージについての研究成果の蓄積は多くはないが、交流人口の拡大を目指す「まちのイ

メージ」をつくる取り組みが各地で行われてきた。金田ら(2006)は，地域外の人たちが地

域に持つイメージは，地域に対する認知度が高く訪問体験のある方が，評価が高いと報告

している。また，大津(2011)は地域ブランドの形成には、地域に対し消費者が持つイメー

ジの現状把握が必要として、地域に対して首都圏の消費者が持つイメージについての調査

をもとに，訪問を通して良いイメージが高まると述べている。 

ブドウ栽培地の景観は、地域イメージづくりを目的として形成されたものではないが、

栽培地域の気候や地理的条件のなかで、ブドウという永年作物を栽培する生産活動によっ

て形成されたものであり一様ではない。甲州市勝沼地域を含むブドウ栽培地の景観につい

て、佐々木(1966)は、同地域のブドウ栽培の景観をドイツ Kaiserstuhl のブドウ栽培地の

景観と比較している。また、同地域のブドウ栽培農家の経営状況について、この地域の生

食用ブドウが高値で取引されるので、一般農業経営に比べ農業資本が 4 倍、投下資本が 2

倍、所得は 3 倍であり、農業外所得が少ないと述べている。さらに、ワイン用に振り向け

                                                   
10 敢えて「イメジ」と訳されているように、現代における用語と使われ方が異なっている。 
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られるのは、生食用としての商品価値の低いものの場合が多いという、当時のワイン生産

の事情にも触れている。 

一方 Kaiserstuhl では、ワイン用ブドウは傾斜地に栽培し、平地では畑作や牧畜を行っ

ていると述べている。また、近郊の工業都市からの労働力需要が高いため、ワイン生産で

の栽培方法の変更、農道の新設、作業の機械化等、生産性向上のための措置を講じている

ことにも言及している。そのうえで、日独の両地域のブドウ畑の景観の相異は、アジア式

の耕種農業11と有畜農業との労働様式の違いを反映したものであると結論づけている 

(佐々木,1966)。 

 

（４）ビジネスの視点からみたワインツーリズム 

ビジネスとしてのワインツーリズムについて、サッチら(2004)は、ワインツーリズムは

消費者の行動の形式であると同時に、ツーリズムの目的地を魅力的にする戦略であり、ワ

イナリーが訪問者にワインを直接販売し、情報を伝えるマーケティングの機会になると述

べている。あわせて、ワイン産業の競争が激しくなれば、ワイナリーとして地域への経済

効果という点では、直接販売の比率を高めることが重要だと指摘している。さらに、ヨー

ロッパではワインツーリズムが特定消費者層のニーズを捉えており、地方地域の経済振興

に有望なビジネスであることを示し、世界各地に拡大すると予測している。 

また、Hall et al.(2005)は本節第 2 項に記した、“Niche Tourism”の Gastronomic 

Tourism に関する記述のなかで、ワインツーリズムで消費者との関係性を築くことは、小

規模ワイナリーでの経営の安定につながると指摘している。しかし、これらの研究の主た

る目的は、ツーリスト需要の解明と経営状況の改善にあり、地域との関係については言及

していない。 

Carlsen et al.(2006)もまた、“GLOBAL WINE TOURISM”のなかでワインツーリズム

と地域の持続的発展に言及して、ワイナリー経営やワイン消費への影響、関連するイベン

トなどを取り上げ SWOT 分析しているが、総括的な内容にとどまっている。さらに、Hall 

et al.(2008)は、世界各地で開催されている食とワインに関連するイベントを概観する

“festivals and events”を編集し、日本を含む各地の食に関連するフェスティバルの開催

状況などをまとめている。このように、ワインツーリズムに関する海外の研究の多くは、

フードツーリズムとの密接な関係のなかで、観光ビジネスにおけるツーリストの消費行動

                                                   
11 日本標準産業分類による、米作・穀作・野菜・果樹・花卉等を栽培する農業の区分。 
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の分析が中心である。 

 

（５）地域経営の視点からみたワインツーリズム  

農村におけるワイン生産事業を地域経営の視点からみた研究成果としては、金井(2002)

が池田町と富良野市の自治体によるワイナリー経営の、企業家活動の実態を調査し、イノ

ベーションプロセスの分析をとおして、創造的革新と模倣的革新の相違が、開発段階にお

ける不確実性の違いから生じていることを明らかにしている。 

また、甲州市勝沼地域におけるワイン産業集積の実態を、Porter のクラスター理論にも

とづき明らかにしようと試みた影山(2006)は、この地域のワイン産業と関連機関等が地理

的に近接した状況において、共通する技術や技能で競争し合いながら協力する、「ワインク

ラスター」が形成されていると結論づけている。 

 さらに影山(2008)は、同地域でのワイン産業の集積状況を検証し、食品産業の生産性に

関する研究の多くが技術構造の変化に着目していることを指摘し、生産性よりも地域にお

ける企業立地の位置づけこそが重要であると述べている。そのなかで 2000(平成 12)年の家

計調査年報をもとに、「道府県庁所在地別の 1 世帯あたりのワイン購入状況」のデータが

示されており、札幌市が第 1 位で甲府市は第 2 位とある。ただし、同調査の他年のデータ

では札幌市が第 1 位であった例はなく、2000(平成 12)年の節目での、コンビニエンススト

アなどでのボジョレー・ヌーボーの販売急伸による、特異値の可能性が高いと推察される。 

 また、鈴木ら(2007)は、1990 年代半ばから、国内でグリーンツーリズムが拡大した状況

下で、山梨県勝沼地域の観光ブドウ園とワイナリーの立地や経営を分析し、その成果をま

とめている。そして、規模によって立地や施設設備が異なり、観光農園を経営する大規模

施設は幹線道路沿いに立地しているが、観光客の滞在時間が短縮し、収穫体験よも新品種

の直接販売に移行していると述べている。また、1920 年代に観光農園を開業し、ワイナリ

ーも経営している例では、ブドウ栽培地や施設は観光客のニーズや利便性をもとに配置し

ていることを報告している。さらに、この地域におけるワインの生産は、外部資本による

大規模なワイナリーで観光客向けの施設整備をしている所もあるが、地元資本による比較

的小規模な施設では、高品質ワインの生産・販売に取り組んでいることに言及している。 

先に金井(2002)が模倣的革新の例としてあげた富良野市の事業について、長村(2014)は、

自治体による事業利益の創出と農業振興を目的にはじめられた事業であるが、観光客を対

象とするビジネスモデルを確立し、地域の行政や研究機関、農業者との連携による「ワイ
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ンクラスター」形成の一端を担ってきたと評価している。ここでいうビジネスモデルとは、

テレビ番組の舞台となった同市や近郊の観光地を訪れる不特定多数の観光客を対象に、土

産品として販売し成功していることである。この研究の主眼はワインクラスター形成のプ

ロセスを解明することにあり、ワインは商品としての「モノ」として捉えられており、栽

培や生産の文化性やワインを介した生産者と消費者との交流における関係の構築など、観

光が持つ機能の多面性については論じていない。 

このほか、佐藤ら(2013)は「ワインツーリズムやまなし」を事例として、地域経済への

波及効果を含めて、観光ビジネスにおける地域ブランド戦略とその効果について論じてい

る。そして、観光ビジネスは地域ブランド価値を拡大化、増幅化する戦略的事業であり、

地域資源としてのワインやワイナリーをもとに、関連する施設等をめぐる仕組みをつくり、

それに意味をもたせ観光資源に転換していることを評価している。しかし、ここでの観光

資源性に対する評価は、経済的効果を中心とするツーリストからみた「モノ」にあり、多

様な利害関係者の連携による地域経営についての検討が必要であると述べている。 

以上のように、ワインツーリズムに関する研究成果の蓄積は海外が中心であり、それら

の多くはフードツーリズムとの一体性に着目した伝統的な解釈によるものである。Hall et 

al.(2000)は、ワインとツーリズムは親和性が高く、ワインツーリズムはワイン産業とツー

リズム産業の両分野にとって重要であると主張している。そして、欧米においては食事と

ともに「ワインを飲む文化」が長い歴史のなかで形成されており、その過程においてワイ

ン産業が確立し、買い付けのためにワイン産地を訪ねることが何世紀も続けられてきたこ

とを報告している。19 世紀中頃からの、交通機関の発達や中産階級の余暇活動の拡大など

の社会状況の変化によって、一般の人々もワイン産地を訪ねるようになり、ワインととも

にワイン産地の景観や祭事を楽しむツーリズムが広まったと述べている。また、こうした

変化のもう１つの要素は、1855 年のパリ万国博覧会の開催を機に、ボルドー産ワインの格

付けが行われ、人々のワイン産地への関心が高まったことを指摘している。 

欧米におけるワインツーリズムは、「ワインを飲む文化」の歴史と、ワインの格付けに代

表されるような、ワインそのものに対する強い関心を背景に、銘醸地を訪ねその土地の料

理とともにワインを楽しむスタイルが基本にある。ワインが食生活に浸透しはじめてから

約 40 年である日本とは、食文化や産業として位置づけなど状況が異なっており、ワイン

ツーリズムに関する先行研究の蓄積には差がある。その反面、ワインツーリズムをフード

ツーリズムと一体で捉えるという構図が、欧米ほど固定化していないことから、多様な見
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方や検討が可能であるという利点がある。 

 

５ Creative Tourism に関する研究 

（１）Creative Tourism 研究のはじまり 

農業を基盤とするワインの生産活動に、文化性があることは本章第 3 節「農村を訪問先

とするツーリズムに関する研究」で述べたが、ワイン生産者は生産活動のなかで自らの意

図を表現し、その成果を消費者に問いかけ、その反応を解釈しながら自身の納得のできる

ワインをつくろうとしている。なかでも特に栽培から製品化までを自ら行っている生産者

には、需給にもとづく経済行為としての消費者との関係から脱却し、対等かつ文化的・創

造的な関係構築に対する欲求がある。 

その一方、消費者としてもワインがグローバル市場で流通し販売され、容易に多様なワ

インを選択することができる状況下で、敢えて時間と費用をかけて生産地を訪ねるには、

「モノ」を求めるだけではない「欲求」がある。その欲求は、ブドウ栽培地の景観を鑑賞

し周囲の自然とともに楽しむ魅力に加えて、生産者との対話や施設見学、さらには自らが

持つワインに対する知識や情報等を確かめたい、体験を通してワインづくりへの理解を深

め、自ら生産活動に関与したいなど多様と思われる。先に記した IRT の考え方は、農業地

域における構造的枠組みの転換を意図したものだが、その一方では、都市とのツーリズム

による交流が地域の再生に有効に機能することを意図し、生産者と消費者の双方が持つ多

様な欲求を、交流や体験を通して実現することが求められる。 

こうした体験をともなう知的活動に着目し、それらを包含するツーリズムとして、

Creative Tourism に関する研究成果が、2000 年以降に報告されている。この Creative 

Tourism は Raymond et al.(2000)によって考え方が示され、次のとおり定義したことには

じまる12。 

 

 

 

 

 

                                                   

12 Richards et al.が運営する Creative Tourism Network のページホームに記されている。 

http://www.creativetourismnetwork.org/(2015 年 9 月 16 日取得) 

“Tourism  which offers visitors the opportunity to develop their creative potential 

through active participation in courses and learning experiences, which are 

characteristic of the holiday destination where they are taken.” 

Crispin Raymond and Greg Richards, 2000 
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この記載の前には、Creative Tourism がツーリストと訪問先の居住者が共に創る、新時

代のツーリズムであることが記されている。その後も、上記の Raymond et al. (2000)によ

って示された、ツーリストが訪問先での積極的な学びや体験への参加を通して、自身が持

つ創造的な潜在力を伸長させるという考え方を基調とする、Creative Tourism に関連する

研究成果が蓄積されてきた。OECD(2008)が出版した“The Impact of Culture on Tourism”

では、Richards による Heritage Tourism、Cultural Tourism、Creative Tourism の関係

を示した次に示す図を引用して、時制、対象の文化、消費の形を組み合わせた枠組みのな

かで Creative Tourism を捉え、過去・現在・未来を見通し、幅広い文化を対象とし、経

験にもとづく行動変容を促すものと位置づける考え方を支持している。（図 2 参照） 

 

 

     図 2 The Characteristics of heritage tourism, cultural tourism and creative tourism 
         出所）OECD(2008),‘Roles and Impact of Culture and Tourism on Attractiveness’,  

                in “The Impact of Culture on Tourism”, OECD Publishing. p.27 

         http://dx.doi.org/10.1787/9789264040731-en(2015 年 9 月 16 日取得) 

 

（２）Creative Tourism の発展経過 

 Richard(2001)では、Creative Tourism を大枠では Cultural Tourism の発展形としてい

るが、Richards et al. (2006)は、さらに表 2 に示すとおり、両者の間に Creative spectacles

と Creative spaces を置き、それぞれの学びの照準と消費対象をもとに、受け身で鑑賞す

るフェスティバル公演などの前者と、デザイナーなどとの相互交流により醸される雰囲気

を消費対象とする例などの後者に区分して捉えている。そして、これら段階の延長に

Creative tourism を置き、能動的に潜在力の開発を図る態度で、経験や共創関係の構築を

目指す、創造的なプロセスに照準を合わせたツーリズムであると主張している。その事例

として、スペインのカタルニア地方の料理や調理法を学ぶ経験などが紹介されている。 
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表 2 The relationship between culture and creative form of tourism 

 

 

 

 

 

出所）Richards and Wilson(2006): Developing creativity in tourist experiences 

－A solution to the serial reproduction of culture ?－, Tourism Management, 27, pp.1209-1223 

 

Richards et al. (2006)は、農村が消費の場として再定義されているなど、Cultural 

Tourism に関する先行研究を踏まえて、創造性によるツーリズムとして Creative tourism

を位置づけている。また、Creative tourism ではツーリストと訪問先の地域の人々との直

接的な交流によって、創造的な経験が進展すると述べている。そして、このツーリズムで

ツーリストが求めている、ホストとゲストとの通常の力関係の転換を経験するうえで、地

域は欠くことのできない存在であると考察している。ここで注目すべきは、Creative 

spaces の段階から「未来の時制」が入っていることである。ツーリズムが将来につながる

消費行動の側面を持ち、受入側の地域との関係において、地域を持続可能な方向へと導く

作用を示唆していると理解することができる。 

同様に、国際的な都市間競争を優位に進めるためには、ツーリズムと文化の相乗作用に

期待し、Creative Tourism に着手すべきと Richards et al. (2007)も述べている。この主張

の背景には、「Creative Class」は「場の質」（寛大さ、多様性、雰囲気等）を優先して移

動するため、これらの要件を備えた都市が人材を引き寄せるという、フロリダ(2007)の創

造都市理論がある。この理論に対しては、人を最大の資源と捉え、雇用の創出とともに都

市の多様性が高まるなかで、社会的弱者を含む人々が創造性を発揮するランドリー(2003)

の主張もあるが、双方とも都市の創造性を中心に論じている。 

Richards et al. (2007)の主張は、フロリダ(2007)が示した、都市における体験が人々の

創造性を刺激し、創造的な受容力を高めるという点において、体験がモノやサービスに代

わるという考えと共通している。そして Creative Tourism では、ツーリストは受け身で

鑑賞するのではなく、訪問先の雰囲気に浸り、居住者のように日常的に他者と交流し、ツ

ーリストと意識しないようになり、交流体験を通して受入側と訪問側での生産と消費の関
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係をこえたプロシューマー13 (トフラー,1980)が生じ、相互の文化的基盤を高め合うことが

できると主張している。 

こうした研究成果により、都市政策の立場からもツーリズムと創造性に対する関心が高

まり、2008(平成 20)年、UNESCO は Richards らの参画を得て、アメリカの Santa Fe 市

との共催で、同市において Creative Tourism Conference を開催し、その成果を

“CREATIVE TOURISM”としてまとめている(The City of Santa Fe,2010)。この会議に

おいては、先述の Raymond et al.(2000)の定義をもとに、Creative Tourism を次とおり定

義している。 

 

“Creative Tourism is tourism directed toward an engaged and authentic experience, 

with participative learning in the arts, heritage or special character of a place” 

 

この Creative Tourism 定義は、先述の Raymond et al. (2000)による定義と比べ、ツー

リズムの対象として芸術や遺産などとともに場の特性をあげ、真正な体験を指向するツー

リズムであるとの考えを鮮明にしている。あわせて、Creative Tourism が Cultural 

Tourism や Eco-tourism, Agri-tourism などと競合するのではなく、それらの魅力を増す

という見方を示している。なお、前記の定義はこの会議の企画委員会によって示されたも

のであるが、Raymond et al. (2000)らの定義を「進化」させたものであることが明らかに

されており、Raymond と Richards は共にこの会議の主要なメンバーとして参加してい

ることから、この定義に集約されていると考えられる。 

さらに、この会議では Creative Tourism での対象は、芸術文化や地域の工芸品、郷土

料理、自然景観などの触知できるものだけでなく、地域のイメージや日常生活の一部など、

触知できないものがツーリズムの対象となるとの考えが示されている。また、前述のよう

に Creative Tourism はカルチュラルツーリズムなどとは競合せず、他のツーリズムの魅

力を増すことのできる概念であることにも言及している。 

その後、Creative Tourism についての議論が活発化するなかで、Richards et al. (2011)

は、ツーリズムの対象が訪問先での日常的な暮らしなどにも拡張し、クリエイティブ産業

の育成をはじめ、他の政策領域との統合促進などの効果がある一方で、創造性を誇張して

                                                   
13 経済活動において、自ら生産したものを自ら消費する時代から、生産と消費が分離した産業革命以降

の時代を経て、消費者が生産に係るようになり、「生産しかつ消費する」関係にある消費者を意味する。 
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はいないか、日常的な暮らしの「コモディティ化」にならないかといった批判があること

に対する考えを述べている。さらに、前述の Santa Fe 市で開催された会議において、創

造性をともに分かち合う Creative Tourism の考え方は、ツーリストの来訪を活発にする

だけではなく、都市の創造的な活力と国際的なイメージを高めることを、スペインのバル

セロナの例などを取り上げ紹介している。このほかにも、ホストとゲストが対等の関係に

あること、訪問先に新たな物語や意味づけやアイデンティティをもたらすことなど、

Creative Tourism の優位性をあげている。加えて、Creative Tourism の対象としてある

種の雑踏のような雰囲気も重要であり、特定の知的階層を対象とするものではないと述べ

ている。そのうえで、Creative Tourism における創造性の発現は、ツーリストだけで構築

できるものではなく、生産者、消費者、政策者、景観などとの相互作用によるのだと主張

している。 

 

（３）農村における創造性の発現可能性 

これまでの海外における Creative Tourism に関する研究成果は、その多くが都市に関

するものである。Maitland(2007)は、都市の再開発に関する先行研究において、居住者だ

けではなく、ツーリストの視点を持つ「Creative Class」の参画を求めて、計画を策定す

ることの重要性をあげた上で、そのことが十分理解されていないと指摘している。本研究

が対象とする、農村地域での生産活動にもとづくツーリズムなどによる人的交流に関する

ものが少ないなかで、Cloke (2007)はイギリスやニュージーランドの事例をもとに、農業

が衰退した地域において景観や生物などの地域資源を活用した、Creative Tourism の開発

可能性について言及している。この事例をはじめとして、農村を訪問先とする研究成果で

はあるが、その内容は都市生活者の需要を実現する場としての、地域資源の潜在力に着目

した取り組みが殆どであり、本来の農業生産活動に関連する体験等は少ない。農村には食

料生産を確保し経営を維持するという役割があり、ツーリズムによる人的交流の拡大等、

農業生産以外の活動を拡大することは、生産に影響し「農村の使命」に反するところがあ

る。 

Creative Tourism に関する研究と実践が、都市における居住者と訪問者との交流を通し

て、フロリダ(2007)が提唱したような創造的都市を目指そうとする考え方に対し、日本で

は農村における自治と創意を重視しつつ、都市との交流によって創造的な農村を目指す試

みがはじめられている。佐々木(2014)は、都市では創造的な仕事をする人々がクリエイテ



 

83 

 

ィブな産業を発展させ、新たな文化が形成されて、住民はそれらを享受することができる

が、農村において同様の動きをつくるには、創造的な地域外の人材との交流が重要である

と主張している。また、「地域社会の課題に対して創造的問題解決を行えるような、『創造

の場』に富んだ農村」において、地域固有の価値をもとに自然との共生のなかで文化を育

むことの重要性を指摘している。 

 この「創造農村」とツーリズムとの関係について敷田(2014)は、食料供給の役割を担っ

てきた農村が、農村を訪問先とするツーリズムの普及によって、提供するサービスが量的

なものから質的なものに変化したが、生態系サービスを提供していることに変わりはない

と述べている。さらに、この農村と都市との交流においてツーリズムは、地域資源を発見

し開発する機能、地域イメージを創出する機能、相互の文化交流の場をつくる機能をあげ

ている。農村と都市との交流があるということだけでなく、ツーリズムの持つ機能を活か

して地域政策を展開することによって、創造農村は実現すると主張している。 

本研究が対象とする、農業生産活動の場における Creative Tourism の実践では、訪問

側と受入側の欲求の内容や水準での両者の調和点を見出し、消費者は単なる受け手ではな

く、自らが持つ創造性をもとに、生産の場に主体的に係わり、学び、体験できる余地があ

る。ブドウ栽培や仕込み体験など、学びや気づきを通した多様な欲求実現のためには、生

産者が意図する文化性に対する消費者の享受能力が問われている(後藤 2010)。つまり、文

化的な熟度において生産者と消費者が対等に近い立場で、交流や体験を通して文化的背景

や考え方を交わし合えることが、相互理解を深めることにつながると思われる。しかし、

こうした生産者と消費者の創造的関係の構築に着目し、農村における生産活動を対象とす

るツーリズムの研究成果の蓄積は不十分である。 

 

（４）ツーリズムによる産業分野での創造性の伸長 

 UNESCO では文化の多様性を目指し、文学、映画、クラフト&フォークアート、デザ

イン、音楽、食文化、メデイアアートの 7 分野を設定して、2004 年に Creative Cities 

Network を立ち上げていたが、Creative Tourism がこれらの分野を橋渡しできるとの考

えから、前記の Creative Tourism Conference が実現した。また、この会議のなかで、

Creative TourismがCultural TourismやEco-tourism, Agri-tourismなどの他のツーリズ

ムに対して、プラスの効果を及ぼすとの見方も示されている。さらに、Creative Tourism

では訪問先における訪問側と受入側との係わりを通して、受け身のツーリズムでは得られ
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ない、Maslow(2013)がいう自己実現を促進する、場と創造的体験のむすびつきに着目して

いることも同会議のなかで示されている。 

OECD(2014)は、“Tourism and the Creative Economy”のなかでSanta Fe市でのSanta 

Fe & Unesco International Conference on Creative Tourism の成果を踏まえた、加盟国

における Creative Tourism の事例を紹介しており、日本の事例としては瀬戸内国際芸術

祭が紹介されている。同書はタイトルから分かるように、知的産業としての Creative 

Industries の経済効果と発展可能性に着目した内容となっており、冒頭において Creative 

Industries を次のように定義している。 

 

The creative industries are defined here as: knowledge-based creative activities that 

link producers, consumers and places by utilizing technology, talent or skill to 

generate meaningful intangible cultural products, creative content and experiences. 

They comprise many different sectors, including advertising, animation, architecture, 

design, film, gaming, gastronomy, music, performing arts, software and interactive 

games, and television and radio. 

 

ここであげられている創造産業分野は、フロリダ(2007)やランドリー(2003)の創造都市

論の影響もあり、都市とその文化に関連したものが多い。本研究の課題との関連でみれば

食文化が入っているが、主に都市において提供される料理関連の分野を想定していると思

われる。確かに、都市には知識階層にとっての魅力があり、多様な分野における消費活動

が盛んなことから、消費に係わる文化が都市に育ち易いという考えが、創造都市論の基底

にある。しかし、これらの産業領域がツーリズムとむすびつくことで相乗作用が発揮され、

領域が拡張され、新た展開の可能性もある。ここで想定されている空間的な拡張の範囲は、

遠隔地はもとより新技術を介した仮想空間にも及んでいる。 

本研究はこうした仮想空間までを視野に入れ創造性について論じてはいないが、実体験

と対面交流を通し構築される関係性のなかでの、相互理解と創造性の伸長に照準を合わせ、

ワインツーリズムを事例として、農村と都市との創造的関係に対するツーリズムの機能つ

いての検証を試みている。 

ワインツーリズムの訪問先である農村に関して、哲学者である内山(2006c)は、人間の存

在は「場所」から逃れ得ないのであり、そのなかで安定した循環をつくる思想や技術が重
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要であると指摘している。そのためには、崩壊しかかった地域を農山村と都市に暮らす人々

の交流を通して両者の関係性を構築し、共同の場所として創造することが必要と述べてい

る。さらに、この共同の場所において生産者と消費者が共同の時間をつくり文化を醸成す

ることの重要性を提起している。 

ここで示された時間的普遍性の考え方は、直線的に経過する縦の時間に対し、自然や人

との関係をとおして横に広がる現実的な時間の存在についての考察から敷衍されている

(内山, 1993)。トァン(1993)は、空間が限定され意味が付与されて「場所」に変化すると述

べており、定住性の農耕民族が土に対する畏敬の念を抱くことは自然なことだと述べてい

る。生産者が自身の土地に働きかけ生産活動を営むことは、耕作地と不可分の関係が築か

れることであり、生産者独自の技術や考え方が反映されている。 

前段に記した OECD が示した、都市における創造的な生産活動がツーリズムと結びつく

ことにより、展開範域が拡張し、都市から離れた地域においても創造的体験の機会が得ら

れることと、後段に記した農山村が独自の文化的基盤を持ち、地域外の消費者と時間と空

間を共有して創造性を発現する機会を得ようとすることは、立ち位置の違いはあるが、表

裏の関係とみることができる。ツーリズムによる人的交流は、都市と農村の関係性を構築

し、消費側と生産側の双方の創造性を伸長する機能を持つことが示唆されていると考える。 

 

６ 本研究の独自性 

 今日のツーリズムの形態は、ツーリズム産業が企画実施する不特定多数の団体や、特定

団体や組織が親睦や交流を目的として実施するマスツーリズムから、個人を基本に家族や

共通の関心を持つグループを単位とする、小規模なツーリズムへと移行している。こうし

たツーリズムが広がっている背景には、旅を誘発する刺激が様々な媒体を通じて提供され

ることや、旅のテーマやルートなどを決定するための情報が容易に入手できるようになっ

ていることなどがある。その結果、ツーリストの多くが意識しているかいないかの別はあ

るが、事前に訪問先に関する相当程度の情報を得ており、旅の計画には個人の関心や考え

方が反映され、ツーリズムを通して得られる体験に対して、一定程度の希望や期待を持っ

て行動していると思われる。 

 これまでに述べてきたとおり、人口減少と少子高齢化という社会課題を抱える状況の下

で、ツーリズムによる交流人口の創出に期待する、地域再生の取り組みが各地で展開され

ている。その多くが地域資源を利活用して付加価値を高め、来訪者にその価値を伝えると
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ともに、関連する経済活動を促進しようとするものである。農村におけるこうした取り組

みでは、来訪するツーリストと受け入れる農村住民との間には、これまでの農村が生産し

都市生活者が消費するという社会的役割分担があり、相互理解を阻む要因となっている。 

 本研究で事例として取り上げたワインツーリズムは、その研究の流れにおいては、フー

ドツーリズムと不離不可分の関係と捉えられてきた。つまり、商品としてのワインがあり、

それを食事とともに楽しむという消費行動を基軸とするツーリズムの形態である。欧米に

おけるワイン生産の歴史と食生活おけるワインの位置づけを考えると、ツーリズム研究に

おける着想としては自然な流れであると思われる。 

 しかし、日本におけるワイン生産の歴史は約 140 年であるが、酒類の１つとして消費者

に受けとめられ飲まれるようになってから約 40 年ほどである。従って、食生活における

位置づけとしては普及途上であり、ワインに関する知識や飲用経験についても普及の過程

にある。さらに、ワインツーリズムが広がりはじめてからは 10 年に満たず、1990 年代か

ら取り組まれてきた農村を訪問先とするツーリズムの視点からみても、新たな領域の１つ

である。 

第 5 章の事例調査結果と第 6 章のアンケート調査に記すが、①ワインがないと知ってい

てワイナリーを訪問する者、②時間と費用かけて訪問しワインを購入していない者、③参

加費を負担して収穫作業を行う者がいるなど、Smith et al.(2010)の定義による、中分類 Rural 

Tourism の小分類 Wine/Gastronomy の側面からだけでは解釈できないところがある。さらに、

ワイナリー等訪問体験のなかには酒類を飲まない者が 8.2％いることも、インターネットに

よる調査で分かった。 

その理由としては、前述のように日本における「ワインを飲む文化」が広がりはじめて

約 40 年と欧米に比べて短く、飲むことや買うことに消費者の関心が特化していないことが

あげられる。ワインツーリズムがフードツーリズムとの関連で、訪問先での飲食の楽しみ

を増幅するといった特定の機能が強調される欧米のような状況と異なり、未分化の状況で

ツーリズムの多様な機能が現れている可能性がある。その機能を明らかにするには、ワイ

ンツーリズムにおける消費者の訪問行動を、モノや場をツーリストの主たる関心の対象と

する解釈から、体験や学びなどにも対象を広げ、これらをもとに訪問側と受入側の関係が

構築されることを含め、ワインツーリズムの持つ機能を多面的に捉える必要がある。 

ワインという特定の製品名を冠したツーリズムを事例に、ツーリズムの機能が生産者と

消費者の双方に作用し、飲むことを含めた多様な体験を通して、両者の相互理解を促進し
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創造的関係を構築することを論証しようとするところに、本研究の独自性がある。 

また、個人の趣味や嗜好にもとづく農村を訪問先とするツーリズムが、生産活動の場に

おいて生産者と消費者が交流し、生産活動や地域の実情を学び、理解を深め合い、ともに

地域課題解決の当事者となり得ることを、調査結果をもとに示すことを意図している。ワ

インツーリズムの事例を通して、ツーリズムという個人の意思にもとづく行動が、ツーリ

ズムが持つ多様な機能が統合されることにより、個人にもたらす効用を超えた社会性を帯

びた効用として発現し、地域に還元され、地域の再生に有効に作用するという視点は、本

研究を特徴づける独自のものである。 
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第５章 事例対象地域におけるワイン生産とワインツーリズムに関する調査 

 

１ ワイン生産による財政再建と地方自治の実践 

―自生する山ブドウの資源性に着目した北海道池田町の事例― 

（１）はじめに 

池田町の事例は、冷害と地震による自然災害で自治体財政が逼迫したことを契機に、自

生する山ブドウの地域資源性に気づき、その価値を高め財政再建を進めたものである。同

町は国内においてワイン消費が伸びはじめる以前に、ワイン生産という新たな産業分野に

参入し、ブドウ栽培、ワイン生産、ワイン販売事業に着手し、無借金黒字経営を続け、新

規産業を核とする自治体運営に成功した。そして、町民にワインの魅力を伝え、地域内に

おける消費を創出し、加えて地域外との持続的な人的交流を促進するための支援組織を結

成するなど、生産者の立場で町内外との関係を構築しつつ、地域ブランドを確立した。 

同町は農産物の付加価値向上と内外消費者との関係構築により、地域振興効果の増幅を

図り、当初の目的であった財政再建だけではなく、先進的な福祉施策や文化的事業を進め

てきた。そのため、自治体による「創造的革新1」の実践として評価されている取り組みが、

地域にもたらした効果や、そのために町民が果たした役割などを、地域内外との交流や影

響を含めて検証できる。 

調査にあたっては、町史や統計等の行政資料の分析、ワイン生産事業の責任者及び同町

主催の海外ワイナリーツアー参加者からの聞き取りを行い、地域再生の全体像を把握する

よう努めた。池田町の北海道における位置と冬のブドウ栽培地の様子は、図 1 のとおり。 

 

 
図 1 北海道池田町の位置（左）と冬のブドウ栽培地（右） 

出所）左は白地図をもとに作成、右は池田町所蔵 

                                                   
1 金井(2002)は「企業家活動のダイナミックス－ ベンチャー創造のプロセスと戦略－」で、池田町のワ

イン事業を「創造的革新」の例としてあげている。 
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（２）池田町の概要 

１）地理的位置と人口 

池田町は、東経 143 度 27 分、北緯 42 度 56 分、北海道東部の十勝平野の中央やや東寄

り、帯広から車で 30 分ほどの所に位置する。最高地点が海抜 200m を超える程度の農業

地帯で、町の総面積は 371.91 ㎢、東西 25km、南北 32km で、人口と世帯数は、2014(平

成 26)年 3 月末現在、7,330 人、3,470 世帯である。国勢調査による同町の人口の推移は、

図 2 のとおりであり、最も人口の多かった 1955(昭和 30)年に対する 2010(平成 22)年の人

口減少率は、55.9%である。 

 

 

図 2 池田町の人口推移 
出所）国勢調査結果をもとに作成 

 

２）地域農業の概況 

2010 年農林業センサスによる、池田町の総農家戸数は 294、経営耕地面積は 7,759ha、

１経営体当たりの経営耕地面積は 2,639a である。1955(昭和 30)年頃に比べると約 60％減

少している。1965(昭和 40)年からの耕地面積と農家戸数の推移は、図 3 のとおりである。

耕地面積は、7,600ha 前後で推移し、大きな変化はない。しかし、農家戸数は 1965(昭和

40)年の 1,005 戸から減少し続けている。 

2010(平成 22)年の農業生産額は約 87 億円で、工業や製造業、商業とともに町の重要な

産業である。農家戸数の減少にともなう経営規模の拡大が進んでおり、30ha 以上の経営

体の数は 113、50ha 以上の経営体の数は 24 で、合わせて全体の 40.0％を占める。農業経

営の形態は、小麦、豆類、甜菜などの畑作経営と、畜産や野菜栽培との複合経営である。 

また、2010 年農林業センサスでの「販売目的の果樹類の品目別栽培経営体数」による、

ブドウ栽培をしている経営体の数は 6、栽培面積は 17ha である。この栽培面積に、ブド

ウ・ブドウ酒研究所の直営圃場約 35ha を加えたとしても、同町のブドウ栽培地が総耕地 
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面積に占める割合は僅か 0.7％である。ブドウ苗の植えつけから収穫まで数年かかり、気

象の影響を受けやすいブドウ栽培の事情を同町では考慮し、1971(昭和 46)年に「池田町ブ

ドウ栽培振興奨励条例」を制定し、災害補償制度を設けるなどして、ブドウ栽培農家を支

援してきた。2003(平成 15)年にはこの条例の全部改正を行い、ブドウ栽培の振興と栽培農

家の経営の安定について規定している。 

 

 

図３ 池田町の耕作面積(左)と農家戸数(右)の推移 
出所）十勝総合振興局の農業センサス統計資料をもとに作成 

 

３）気象条件からみたブドウ栽培適性 

同町の気象条件を、農林水産省の「果樹農業振興基本方針2」によるブドウ栽培適地の基

準と比較すると、基準値が年間平均気温 7℃以上、栽培期間(4 月～10 月)14℃以上である

のに対し、同町の平均気温はそれぞれ 1℃低い。また、最低気温についても、基準値が欧

州種以外－20℃、欧州種－15℃以上であるが、同町では－24℃と低い。 

一方、年間日照時間の積算は 2,000 時間を超え、年間降水量が 1,000 ㎜以下と少ない。

生育期に必要な日照があり、台風が少ないことは有利だが、冬季の少雪厳寒は凍結深度を

増し、生育に影響するため、栽培適地とは言えない。そのため、耐寒性の低い品種につい

ては、冬季間はブドウの枝梢を土に埋め、寒さから守る栽培方法がとられている。 

 

（３）町財政再建策としての「ブドウ・ブドウ酒事業」 

 １）ワイン生産の経緯 

 池田町におけるワイン生産は、「ブドウ・ブドウ酒事業」として町財政再建の目的ではじ

められた。同町は 1948(昭和 23)年から 1954(昭和 29)年にかけ、冷害や地震などの災害が

続き、累積被害額は 14 億 1,814 万円であった。この額は、同町の 1949(昭和 24)年度の当

初予算額(2,691 万円)の 50 倍を超えており、1956(昭和 31)年、「地方財政再建促進特別措

                                                   
2 果樹農業振興の基本的な方向を示したもので、概ね 5年程度で見直され、最新版は 2015(平成 27)年 4

月に公表された。 
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置法」による財政再建団体に指定された。翌 1957(昭和 32)年の町長選挙では、隣接する士

幌村農民同盟事務局長であった丸谷金保氏が、同町青年層の支持を得て当選した。町長は

直ちに財政再建に取り組み、当初 5 年間としていた再建計画を 3 年で遂行した。 

続いて、池田町は 1959(昭和 34)年に「新農村建設計画」を策定し、その際に町長の意向

で計画のなかに「果樹」の項目を入れている。町の概要に記したとおり、同町は畑作が中

心の大規模農業地帯であり、実務者による計画素案には果樹の項目はなかった。同町では

明治以降の入植者が、郷里にあった桃、林檎、柿、栗などを家の周りで栽培しようと試み

たが、厳しい気象条件のために成功しなかった。果樹を同計画の項目にあえて入れること

にしたのは、郷里の原風景とも言える「果樹ある農村構想」の実現に、町長自身が強い意

欲を持っていたことが理由と考えられる(池田町史編集委員会,1988)。 

 
表 1 池田町におけるブドウ・ブドウ酒事業の経過 

 

出所）池田町の資料3をもとに作成 

                                                   
3 池田町がブドウ・ブドウ酒事業 40 周年を記念して作成した「十勝ワインすとーりー」(北海道池田

町,1994)、50 周年を記念して作成した「十勝ワインジェネシス」(池田ブドウ・ブドウ酒研究所,2013)
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ブドウ・ブドウ酒事業が実質的にスタートしたのは、1960(昭和 35)年である。町長と町

内の青年 26 人が「ブドウ愛好会」を結成し、ブドウ酒原料として生食用ブドウの栽培を

開始したが冷害のため失敗し、より実現性のある対応策の検討を迫られた。そこで、山ブ

ドウが同じ気象条件下でも実を付けていることに着目し、それを原料にブドウ酒を製造す

る「池田町農産物加工研究所」を 1962(昭和 37)年に設立した4。1963(昭和 38)年には、こ

の山ブドウが醸造用欧州種の亜系であると、ソビエト社会主義共和国連邦(現在のロシア)

の研究機関によって判定され、同年に国内の自治体で初めて酒類試験醸造免許を取得し、

本格的にブドウ酒の製造を開始した。さらに、1964(昭和 39)年の国際ワインコンクールで

は、山ブドウを原料に製造したワインが銅賞を受賞した。これを契機に耐寒性醸造用品種

の開発に取り組み、1966(昭和 41)年には酒類製造の本免許を取得し、自治体によるワイン

づくりの「先駆け」となった。その後のことを含め、池田町におけるブドウ・ブドウ酒事

業の経過は、表 1のとおりである。 

 

 ２）池田町における「ブドウ・ブドウ酒事業」の位置づけ 

同町ではこの事業を町政の主要事業と位置付け、安定して経営できる体制を整えている。

同町の職員定数条例によると、2011(平成 23)年度職員定数 189 人のうち、20 人が同研究

所職員である。また、同研究所の所長は特別職に次ぐ位置づけで、東京事務所長を兼務し

ている。職員定数と機構上の位置づけから見て、ブドウ・ブドウ酒事業が町政の中で重要

な位置を占めていることが分かる。 

池田町では「ブドウ・ブドウ酒研究所」勤務を前提とする職員を国内の醸造系科目のあ

る大学の卒業生から採用してきた。採用後は、研究所以外にも職員を異動させ、総合的に

行政経験を積むよう配慮している。また、職員を国内外の研究機関や大学に派遣し、実務

経験に加えて、専門性をさらに高める実践型の研修を実施してきた。同町では、1963(昭

和 38)年から 2012(平成 24)年までに、延べ 56 人の職員を海外に派遣し、延べ 11 人の職員

を国内に長期留学させている。 

事業開始当時は、町独自に職員を海外派遣する余裕がなかったために、国の「海外派遣

農業実習制度」を利用し、ワインづくりのために 2 年間のドイツ研修を実施した。その後

も欧州の醸造技術習得のためにブルガリアやハンガリーに職員を派遣した。 

                                                                                                                                                     
の記載をもとにしている。 

4 同研究所は、酒類試験製造免許取得を機に、「ブドウ・ブドウ酒研究所」に移行した。  
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本事業の財政上の位置づけについては、当初は一般会計における事業とされていたが、

1966(昭和 41)年、酒類製造の本免許取得を機に特別会計に移行し、その後、1968(昭和 43)

年に企業会計に移行している。単独事業として経営し、町民に対する説明責任を果たそう

としたと考えられる。本事業における、ワインの販売量と販売金額の推移を示したものが、

図 4 と図 5 である。大阪万博や東京オリンピック後の国内のワイン消費の伸びとともに、

販売量は 1970 年代はじめから急速に増加した。赤ワイン成分（ポリフェノール）の健康

への効用が注目され、1998(平成 10)年にピークを示したがその後は減少し、2000 年代中

頃からは、ピーク時の 3 分の 1 程度で推移している。 

 企業会計であるブドウ・ブドウ酒事業は、同事業会計と公営企業会計（レストラン事業

会計）からなる。両事業会計を合わせた、事業開始から 2013(平成 25)年度までの累積販売

額は約 539 億円で、純利益の累積は約 38 億円にのぼる。池田町ではそのうちの約 66％に

あたる 25 億円を一般会計に繰り出してきた。繰出金の内訳は、1986(昭和 61)年まで実施

していた PTA 補助、学校給食や老人医療費の補助、総合体育館や田園ホールの建設費補助、

芸術文化基金の造成など幅広い分野にあてられている。また、2013(平成 25)年度決算での

資産総額は、土地・建物・機械設備等の固定資産総額と貯蔵品・半製品等の流動資産総額

を合わせて約 31 億円であり、町直営による本事業を無借金・黒字経営で維持している。 

 

 
図 4 ワイン販売量の推移 

出所）池田町の資料をもとに作成 

 

 
図 5 ワイン販売額の推移 

出所）池田町の資料をもとに作成 
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 ３）寒冷地におけるブドウ栽培と醸造技術の開発 

同町のワイン生産事業は、山ブドウを原料にスタートしたが、自生するブドウと移植し

た畑の山ブドウだけでは安定して原料を確保できないため、寒冷地栽培に適した醸造用品

種の選定が行われた。しかし、世界各地の 200 種以上の苗を試験栽培したが、池田町の環

境に適合する品種は見つからなかった。原因の 1 つが冬季の少雪厳寒と考えられたことか

ら、冬季間はブドウの枝梢を地中に埋めて低温から守る、ヨーロッパ北部の越冬方法を採

用した。その一方、突然変異を継代育成し、2 万以上の交配種の中から耐寒性に優れた品

種を開発し、主力製品の原料とした。 

 ワイン用原料ブドウの「潜在力」は、醸造所が独自の醸造方針と技術によって最大限に

引き出すことで、個性あるワインになる。池田町は、「辛口・熟成」タイプのワインを目指

すという醸造方針で一貫して生産している。日本では生食用ブドウを原料とする製品も多

いが、池田町の原料ブドウは醸造専用種であり、辛口という特徴がある。その理由は、海

外派遣職員が、土地の食材を活かした料理とワインが良く合うという、欧州の食文化に沿

った醸造方針を持ち帰り、それが定着したためと考えられる。そして、ゆるやかな熟成過

程を経ることで、製品の個性を深めるために、フランス産のオーク樽を使用している。な

お、こうした寒冷地におけるブドウ栽培技術と本格的な欧州タイプのワイン醸造技術は、

その後、富良野市や神戸市などの自治体におけるワイン生産事業に技術供与され活かされ

た。 

 

（４）地域内消費を創出した町民との関係構築 

１）町民参加を促す仕組み 

池田町における本事業の大きな特徴は、町民によるワインの「買い支え」である。同町

の調べによる町民 1 人当たりのワイン購入量は、年間約 20ℓ である。贈答分を除いて 1 人

当たり 11～12ℓ の消費量は、全国平均の約 4 倍、都道府県で第 1位の山梨県消費量（約 6ℓ）

の 2 倍近い量であり、町内消費が本事業を消費面から支えている。｢十勝ワイン｣全体の消

費割合は、町内：道内：道外で、それぞれ 3：4：3 であり、生産量の約 30％が町内消費

と推計されている。 

事業開始当時は、国内では生食用ブドウを原料に甘口ワインを生産している例が多かっ

たが、同町は初期の段階から醸造用専用種に拘り、前述のように「辛口・熟成」タイプの

ワインを生産してきた。しかし、欧州と同町では食事内容やスタイルも異なることから、
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町の醸造方針は町民にはなかなか理解されなかった。 

そこで同町では、1972(昭和 47)年から隔年で町民参加の「欧州視察」を実施してきた。

視察は 2000(平成 12)年までに 15 回行われ、参加者は延べ 341 人、町人口の約 5％である。

視察団として欧州各地のワイナリーを訪れ、現地の食事とともにワインを賞味した経験は、

参加者のワインに対する知識や理解を深め、ワインを楽しむ食生活スタイルの定着につな

がっている。また、参加者は欧州各地のワインを賞味し、それら「辛口・熟成」タイプの

多様なワインと「わがまちのワイン」を比較し、評価できるようになった。 

この海外視察は、経費削減を理由に 2000(平成 12)年度に中断されたが、2008(平成 20)

年からは民間主導で再開された。2010(平成 22)年の再開第 2 回目からは、若者の参加費用

については、「池田町ふるさと元気基金」で賄われている。この基金は、2008(平成 20)年

にワイナリーに併設した町営レストラン事業を、民間委託した際の精算資金をもとに造成

されたものである。 

また、本事業は町民にとって季節的雇用の場になっているほか、収穫作業には地域産業

学習の中学生、ワイン友の会、商工会関係者、老人クラブなどのボランティア延べ 600 人

が参加している。同町の成人式では、中学時代に収穫作業をした年のワインが新成人に贈

られ、ワインで乾杯するのが恒例となっている。 

 

 ２）ワイン愛好者組織の結成 

同町では町内外に「ブドウ・ブドウ酒事業」を応援する愛好者による組織づくりが進め

られ、そこでの活動と人的ネットワークを通じて製品の販路拡張を図ってきた。最初に結

成されたのが、町内の支援組織「池田ワイン会」である。1971(昭和 46)年に設立され、ワ

イン愛好者の交流の場として多くの町民が参加した（丸谷,1976）。「ワインのまち」の町

民がワインを飲み楽しむ機会となり、多い時には 200 人以上の町民が参加した。会は町民

の食生活へのワインの定着に一定の役割を果たし、2009(平成 21)年、100回目で解散した。 

1983(昭和 58) 年には、民間の主導による「池田ワイン友の会」が、不特定多数に参加

を呼びかけ常設のワイン会として設立された。この会は、1945(昭和 20)年以降に生まれた

比較的若い年齢層で組織されている。 

このほか、町内数カ所の飲食店を会場に、ワイン好きの町民が、「ワイン会」と称して定

期的に集まって国内外のワインを試飲するなど、町民生活にワインが浸透している。さら

に、欧州視察参加者による会が派遣団毎にあったが、ワインツアーの再開とワイン事業の
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応援団として、「ワインツアー会」が設立された。視察参加者と視察希望者で構成されるこ

の会は、会の設立目的に賛同した約 70 名が会員である。これらの会には、町内の農業者

や商業者を含む人々が集い、異業種や様々な立場のワイン愛好者の集まりとなり、地域に

おける多様な人々の連携促進につながった。 

 

 ３）事業成果の町民への還元 

こうした町民の応援と理解に応え、同町では利益の一部を直接的に町民に還元する制度

として、1970(昭和 45)年、「町民還元ワイン」制度をスタートした。これは町民が町民還

元切符と交換に、安くワインを購入できる仕組みである。ワインの国内需要が伸び始めた

時期と重なっていたこともあり、町内外から注目され消費拡大につながった。 

また、事業利益の間接的な還元としては、一般会計への繰出金（累計約 25 億円）をあ

げることができる。これを財源に充て、PTA 補助や学校給食費補助、他の市町村より早く

老人医療費の無料化など、池田町独自に施策に取り組んだほか、公共施設や道路整備財源

の一部に充ててきた5。これらの取り組みにより、ブドウ・ブドウ酒事業が町民生活に役立

っていることを伝え、同事業に対する町民の理解を得ることにつながっている。 

 

（５）地域内外との関係構築による「地域ブランド」戦略 

 １）「十勝ワイン友の会」の結成 

 池田町の「ブドウ・ブドウ酒事業」を応援する、ワイン愛好者の組織「十勝ワイン友の

会」が町外にも結成され、「十勝ワイン」ブランドを全国に向け普及する場となった。各地

に設立された同会は、定期的にワイン会を開催し、同町から出向いた職員との対面を通し

た「十勝ワイン」の普及と相互交流を行ってきており、札幌、東京、京都、宮古ほか東北

の 4 都市で活動が続いている。大阪にも「十勝ワイン友の会」が設立されたが、2003(平

成 15)年に会員の高齢化により参加者が徐々に減少し、同会は解散した。2011(平成 23)年

3 月 11 日の東日本大震災の際には、同町は臨時町議会を開催し、「十勝ワイン友の会」で

の縁があり被災地となった岩手県山田町に対するブドウ・ブドウ酒事業からの見舞金の拠

出と、被災者受入用の住宅設備等に関する補正予算案について議会承認を得た。町民から

の支援物資の提供もあり、同年 4 月、町長と職員が支援物資を積んだ車で被災地に入った。

山田町への職員派遣は３カ月間続き、延べ 50 人が派遣された。その後、山田町からの災

                                                   
5 1999(平成 11)年からは、特定財源への充当から一般財源へ切り替えている。 
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害協定締結の申し出があり、2012(平成 24)年 3 月、山田町の町長とワイン友の会のメンバ

ーが同町を訪れ、調印式や交流会が開催された。 

 

 ２）観光客受け入れ施設の整備 

 「十勝ワイン」が普及するにつれ、醸造所を訪れる観光客が増え、1974(昭和 49)年には

観光客受け入れのために、総工費 6 億 4 千万円をかけて「ワイン城」を建設した。この施

設では、来訪者がワインの生産工程をガラス越しに見られるほか、特産の「十勝牛」とと

もにワインを提供するレストラン6がある。来訪者は、ここでワインと十勝の食材を賞味し、

ワインをはじめ十勝産の乳製品や食肉加工品などを買い求めることができる。 

また、同町で毎年秋に開催される「ワイン祭り」は、2015(平成 27)年で 42 回を数える

町を代表する観光イベントであり、毎年、町内外から 5,000 人以上が参加する。こうした

集客力の高いイベントもあるが、主たる施設であるワイン城の来場者数は、観光客が多い

夏季から秋季に集中し、冬季間は月 1,000 人以下に減少するため、年間来客数の平準化が

課題となっている。同町の観光客数の推移は、図 6 のとおりである。 

 

 
図 6 池田町における観光客数の推移 
出所）池田町統計課資料をもとに作成 

 

 観光事業ではないが、同町では町内外のワインに対する専門的な関心を持つ人々を対象

に、「十勝ワイン」を体系的に理解してもらうための制度として、2004(平成 16)年から毎

年秋に「十勝ワインバイザー認定試験」を独自に実施している。同町職員による「十勝ワ

イン」に関する講義とテイスティングのセミナーがあり、その内容を踏まえて検定を実施

している。2013(平成 25)年までの全合格者数は 356 人で、町内からの合格者の割合は約

20％であり、ワインに高い関心を持つ地域外の消費者との関係構築に役立っている。 

                                                   
6 2008(平成 20)年から民営化され、レストラン事業会計は廃止されている。 
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（６）「ブドウ・ブドウ酒事業」が地域にもたらした効果 

 １）農村振興の側面 

ブドウ・ブドウ酒事業は、ワイン醸造用のブドウ栽培による農業振興と位置づけられて

スタートしたが、ブドウ栽培地が総耕地面積に占める割合はわずか 0.7％であり、主要作

物の位置づけにはない。十勝地方の機械化が進んだ大規模農家は、労働集約的なブドウ栽

培に対する関心が低く、栽培規模は拡大していない。その背景には、農業従事者の高齢化7

に加えて、2006(平成 18)年現在、60 歳以上の営農者の約 8 割に後継者がいない状況であ

り、この地域の農業事情は深刻である8。 

このようにブドウ・ブドウ酒事業が、農業生産の拡大によって池田町の農業振興にもた

らした効果は限定的である。しかし、耕作面積や生産高による評価だけではなく、①栽培

適地と言えない土地でブドウ栽培を可能としたこと、②冬季間の作業負荷を軽減できる耐

寒品種を開発したこと、③優れた醸造適性の品種を開発したこと、④ブドウの高次付加価

値化を実現していることなどを考慮すれば、新たな農業生産体系とその生産物の可能性を

開拓したことは評価できる。 

 さらに池田町では、食品加工産業や資源利用等に関連する大学や関係機関と連携して、

ワイン製品や半製品の加工食品への利用、廃棄物としてのブドウ絞りカスの畜産飼料への

活用などにより、新製品の開発や品質の向上、資源循環などの実用化に向け取り組んでい

る。地域特産の畜産製品と組み合わせ、地域内外の消費者に対する販売促進活動を行うな

ど、地域内の未利用資源の活用やワインと既往資源との統合を進めている。 

 

 ２）広域連携 

池田町が蓄積したブドウ栽培やワイン生産の技術は、その後、ワイン生産に取り組んだ

北海道富良野市などに供与され、活用された。金井(2002)が「模倣的革新」の例にあげた

富良野市におけるワイン生産事業のほか、神戸市の事業では、施設の名称が「ワイン城」

と名付けられたとおり、施設計画や設計、生産管理、製造技術など、包括的な支援が後発

の事業に対してなされている。 

このほかにも、気象条件が厳しい道東の自治体のなかで、ブドウ栽培やワイン生産に関

                                                   
7 2012 年の農業センサスによれば 55.8 歳である。 
8 池田町の公式ホームページに掲載の、農業統計「農家戸数の推移」による。

http://www.town.hokkaido-ikeda.lg.jp/kanko-sangyo/nogyo/tokei/(2015 年 9 月 16 日取得) 
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心を示すところがあり、同町は苗木を譲り栽培技術の指導をしている。そのうちの弟子屈

町は、2009(平成 21)年に試験栽培をはじめ、2014(平成 26)年に池田町に醸造を委託して

製品化し、2015(平成 27)年から販売している。これまでは、池田町が道東唯一のワイナリ

ーであったが、圏域に複数のブドウ栽培地ができることにより、この圏域の農業経営形態

が多様化している。そのことが農村景観にも反映され、周遊する来訪者がブドウ栽培地を

含むその土地固有の景観とともに、ワインと楽しむツーリズムが可能になることが期待で

きる。  

 池田町の概要で記したとおり、十勝圏域は大規模畑作と畜産が複合的に行われている農

業地帯であり、固有の農業景観が広がっている。畜産加工品や乳製品などの特産品も数多

くあるほか、食に関連する地域資源だけではなく、山海の自然資源など、多様な地域資源

にも恵まれた圏域である。これら十勝圏域内の地域資源を統合することにより、個々の地

域資源価値を高めることは可能である。また、こうした資源を持つ地域が連携し合い、圏

域としての魅力を高めようと、「シーニックバイウェイ北海道9」や「北海道チーズ＆ワイ

ン街道協議会10」などとの連携の動きも出ている。農産物の付加価値向上の効果を、複合

的な形で地域外に発信するための広域連携は重要である。 

 

３）地域の文化と誇りの醸成 

 2013(平成 25)年 6 月、ブドウ・ブドウ酒事業は開始から 50 周年を迎えた。同町では町

民とともにこの日を祝う記念事業を実施するため、同事業会計から 3,000 万円を一般会計

に繰り入れる「池田町十勝ワイン 50 周年記念事業基金条例」の制定を、2012(平成 23)年

12 月開催の町議会で議決した。条例を審査する特別委員会での理事者の提案説明では、条

例設置の目的として、大きく 3 点のことがあげられた。1 つ目は、この事業が町の知名度

を高め、町民の郷土を思う気持ちの醸成に貢献がありこれからも期待できること、2 つ目

は、町民をねぎらうとともに事業に対する理解を深め、ワインの歴史と文化を次世代に継

                                                   
9 シーニックバイウェイは、「Scenic（景観の良い）と、「Byway（脇道、寄り道）を組み合わせた意味の

造語で、主に自動車の走行する道路からの視点で、景観、自然、文化、レクリェーションなどの要素に

よって観光や地域活性化などを目的に、地域の魅力を具現化する取り組み、またはそのためのルート」

である。 (十勝シーニックバイウェイホームページから転載・要約)：（http://www.t-scenic.com/about/ 

(2015 年 9 月 16 日取得） 
10 北海道チーズ＆ワイン街道協議会では、「上川から十勝を結ぶ北の観光ルートには、豊かな大地で育ま

れた栄養たっぷりの「チーズ」、地元で製造する芳醇な「ワイン」があり、北海道チーズ＆ワイン街道は、

これらの関連商品を提供するレストランやショップを紹介し、新しい食ブランドと観光文化を創る」と

表明している。(同協議会ホームページから転載・要約)：http://www.cheese-wine.jp/index.shtml( 2015

年 9 月 16 日取得） 
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承すること、3 つ目として、今後の更なる地域の発展や活性化につながることをあげてい

る11。この説明の内容は、同町におけるブドウ・ブドウ酒事業が、農業振興という範囲に

とどまらず、全ての町民にとっての誇りであり、地域の文化的な側面を含めた地域振興の

ための施策であることを含意している。 

事業が完了した 2014(平成 25)年 12 月をもって、この条例は廃止され、その間に、「ワ

イン町長」と呼ばれた本事業の創始者である元町長の丸谷氏は死去した。しかし、池田ワ

イン友の会の会長が、同事業 50 周年を記念した町民文化誌12の特集のなかで、「創世記の

精神に立ち返り、逞しい挑戦者となり、より素晴らしいワインを」と記しているように、

町民の精神的支柱となっている。国内におけるワイン産業の先駆的な取り組みである本事

業は、未来に向けた食文化の新産業モデルとして、2013(平成 25)年度の「地域づくり総務

大臣表彰」を受けている。 

 

（７）小括 

 本節では、冷害と地震という自然災害に見舞われ、財政再建団体となった池田町が、日

本ではじめて自治体としてワイン醸造免許を取得し、ワイン生産という新たな事業分野を

開拓し、町内外との関係を構築して事業を成功に導いた事例を取り上げた。同町の「ブド

ウ・ブドウ酒事業」は無借金黒字経営で続けられ、この事業収益から約 25 億円を一般会

計に繰り出し、福祉や教育を含む広い分野で全国に先駆けた独自事業を展開し、「創造的革

新」による自治体経営の例として注目されてきた。他の自治体でも「ワインのまち池田町」

の例に倣う動きが出るなど、主として経済効果の面で評価されてきたが、農業生産全体に

占めるブドウ生産の割合はわずかであり、農業振興への寄与度は低い。しかし、本研究の

テーマである農村と都市の創造的関係の構築に関連しては、以下の点に注目すべきである。 

 1 点目は、町財政の再建を「ブドウ・ブドウ酒事業」にかけた理由である。同町が 1948(昭

和 23)年から 1954(昭和 29)年にかけ、冷害や地震などの災害にみまわれ、被害額が 1949(昭

和 24)年度の当初予算額の 50 倍を超え、1956(昭和 31)年、財政再建団体に指定されたこ

とは前述のとおりである。財政再建を争点とする町長選挙戦を制し、就任後に「ブドウ・

ブドウ酒事業」をはじめた町長は、若手農業者が中心となって支持した隣接する町の農業

                                                   
11 池田町議会のホームページにより確認した。

ghttp://www.town.hokkaido-ikeda.lg.jp/kikan/gikai/gikaichukei/h23-ichiran/1103.html(2015 年 9 月 16 日取得) 

12 池田町文化協会が発行する、池田町町民文化誌「ふんべ」第 26 号に掲載されている。 
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団体役員であった。甚大な自然被害にみまわれた同町には、活用し得る地域資源は皆無に

等しく、自生する山ブドウの果実があるくらいだった。 

可能性を期待できる選択肢が他にない状況下で対応を迫られていたとはいえ、山ブドウ

を収穫し、町民の協力を得て栽培し、醸造免許を取得して、自らワイン生産するという、

多くの障壁があった。それらを乗り越え、同町がワイン生産に挑戦し実現できたのは、事

業の成否に町の存亡がかかっていることへの町民理解に加え、町民の心をつなぐものがあ

ったと考えられる。町長は就任以前に町政 50 年記念の論文募集に応じ、郷里の「果樹あ

る農村風景」に対する憧憬を記している。本州各地から入植した町民のなかにも同様の思

いを持つ者がいたが、柿や桃は気象条件が合わず育たなかった(池田町史編集委員会,1988)。

こうした町民に共通する郷里への思いと開拓者魂が、寒冷地では困難とされたブドウ栽培

を可能とし、事業を軌道に乗せることが出来た背景にあるものと思われる。 

2 点目は、町内でのワイン需要の創出を可能とした戦略性である。同町のワイン事業は、

約 30％の安定的な町内消費を基盤とし、これに後述する各地の支援組織が有効に機能して、

これまでのところ一定水準の販売量を維持してきた。同町は、「ワインを飲む文化」が国内

に広がりはじめる約 10 年前に事業に着手しており、自治体にとってワイン需要を創出す

ることは経験したことのない業務であった。また、当時、国内で生産されていたワインは

甘口が多く、欧州系の「辛口・熟成」タイプの本格ワインではなかった。そうした状況下

で、同町は一貫して本格ワインを探求した。生産の技術を学ぶために職員を国内外に派遣

したこと、町民参加の海外ワイナリー視察を行ったこと、海外のコンテストに応募したこ

と、これらは何れも本格ワインを生産し、評価を得るための施策である。こうした施策の

なかでも、町内需要の創出に対するワイナリーツアーの寄与度は大きい。ツアーでは訪問

先を厳選し、ワインと「ワインを飲む文化」に触れることに徹している。ワイナリーツア

ー参加記録には、そのことを示した次のような記述がある。 

1978（昭和 53）年に催行された第 4 回のワインツアーに参加し、報告書の「ワインツ

アーに参加して」と題して寄稿した農場経営者の男性は、「当初、ワインのワの字も知らな

かった自分が最後の訪問国ドイツに来て、ワインの良し悪しの見分けがつくようになった

その時の感激は一生忘れたくないものです。」と参加の感想を述べている13。 

町の開基 100 年にあたる 1998(平成 10)年に催行された、第 14 回のワインツアーに参加

した建設会社の役員は、「変化しないことの価値」と題した寄稿文の冒頭に、「“毎日がワイ

                                                   
13 「第四回ワインツアー報告集：ヨーロッパワインの本場八か国」に掲載の、寄稿文より。 
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ン”今振り返っても、最高の 2 週間でした。又、ワインはヨーロッパにとって、文化であ

ること、改めて実感しました。そしてその文化は、アジアそして日本とも、全く異なるも

のであることを再認識しました。」と書いている14。 

そのほか、町が町民にワインの普及を直接的に働きかける事業としては、全世帯を対象

とする町民還元ワインの割引配布、秋のワインまつり、ワイン会などがある。こうした取

り組みを継続することにより、ワイナリーツアー参加者に対する面談では、ワイナリーツ

アーの記憶とともに、その後の多様な体験が生活のなかに定着していることを示す、次の

ような話があった。 

 

格好つけているわけではないけれど、出張で札幌に 2人で行った際は、帰りの電車に

乗る前にワインとチーズを買って、話をしながら戻ることが良くある。池田に着く頃に、

ちょうど、1 本空くようなペースで心地良い。（2011(平成 23)年 7 月 9 日池田町での聴

き取りから） 

 

 このように町内に「消費地」を持つ池田町は、市場メカニズムによる「コモディティ化」

を回避できるという点において、国内の他のワイン産地に比較して優位である。直接的な

連関は認められないが、その背景には町の基幹産業である農業が堅調であり、大規模農家

をはじめとする「消費力」が、ワインの地域内需要の創出に貢献している可能性は高い。 

 3 点目は、地域外との関係構築によるワイン需要の創出である。新興産地である同町が、

目指す本格ワインを地域外に販売することは、容易なことではなかった。そこで、地名が

同じ市町村などとの地域間交流を通じて、互いを知り、地域を知り合い、特産品としての

ワインを知ってもらうことを通して販路を拡張した。こうして全国 8 カ所に組織された「池

田ワイン友の会」は、各地域の販路拡張の契機を得る機会として機能した。この組織で構

築された信頼関係は強く、相互訪問による住民交流へと発展した例もある。岩手県山田町

もその 1 つで、東日本大震災の復旧支援のため、池田町は救援物資を職員同行で輸送し、

被災地での支援活動を行った。しかし、会員の高齢化により解散した友の会もあり、販路

拡張戦略の転換を迫られている。 

 4 点目は、「創造的革新」経営のその後についてである。同町の「創造的革新」経営に倣

い、北海道富良野市、兵庫県神戸市、宮崎県都農町、北海道弟子屈町などが、自治体とし

                                                   
14 ｢第 14 回ワインツアー 旅の思い出―イタリア・スペイン・フランス―1998」に掲載の、寄稿文より。 
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てワイン事業に参入している。神戸市を除き、いずれの市や町もブドウ栽培には厳しい気

象条件である。ブドウの生育は栽培地の条件に規定されるとする、「宿命的風土論」を池田

町が打破したことが、これらの市や町に大きく影響を与えた。 

しかし、人口減少と少子高齢化の進行にともない、酒類の国内消費全体が縮小している。

さらに、国内各地でワインが生産されるようになり、産地間競争が激化し、輸入規制の緩

和により海外からコストパフォーマンスの高いワインが流通している。後者については、

これまでの欧州ワインの関税率の段階的引き下げ、一般特恵関税制度、特別特恵関税制度

によるチリやアルゼンチンなど「新世界ワイン」の台頭、国内外の原料ブドウ価格差など

の理由に加え、TPP 交渉が大筋合意されワインの関税が段階的に撤廃される見通しである

など、グローバルな流通事情に変化が起きている。 

池田町では、地域の経済振興の観点から同町ワインの販売は町内の酒販店に委ねてきた。

人口減少が原因で閉店する店舗が多いなか、酒を扱う 20 店舗が営業を継続できているの

は、ワイン関連の地域内消費があることによると思われる。しかし、消費者数の減少と高

齢化が進行しており、事業規模を維持しつつ品質を高め、「ワインのまち」であり続けるた

めには、堅調な地域内消費に加え、地域外での販路拡大が課題である。 

消費者の酒類嗜好が多様化し、インターネット販売の拡大、若齢者や特定需要層を対象

とする新しい酒類や飲酒スタイルの提案など、販売環境の変化を捉えた戦略転換が必要で

ある。そうした試みのひとつとして、1994(平成 6)年から生産をはじめた 200mℓ ミニボト

ルの航空機内での販売は好調である。また、町内にはメンバーを若齢者に限定した「ノム

リエ会」も組織され、若い世代から製品開発等の提案が出ることが期待されている。こう

した取り組みと合わせて、「十勝ワイン」生産の原点に立ち戻り、ワイン誕生の物語、製品

の特色、ワイン生産活動の実情などを、生産の現場で伝え顧客を維持拡大して行くことが

重要である。 
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第５章 事例対象地域におけるワイン生産とワインツーリズムに関する調査 

２ 「地域の記憶」を埋め込んだワイン生産 

―流通事情の変化に対応した宮崎県都農町の事例― 

 

 都農町の調査は、第 2 章第 1 節の研究方法で述べたとおり、遠隔地であるという事情か

ら、関係者に対するインタビューは 2 日間、延べ 9 時間にわたり集中的に行った。2013(平

成 25)年 11 月 22 日には、都農町役場産業振興課の農政企画係長と農産園芸係長に対する

インタビューを行い、翌 23 日には都農ワイナリーの工場長から詳細な説明を受けるとと

もに、ワインを調理に使用している飲食店経営者、観光協会職員、ワインを購入している

町民など、工場長から紹介を受けて面談した。本節はこれら関係者からの聞き取り調査を

もとに記述した。また、ブドウ栽培をはじめとする農業生産物に関する流通事情の変化、

土質や果樹栽培の歴史や栽培統計については、都農町史(都農町,1998)のほか同町が作成し

た広報資料等をもとにしている。都農町の宮崎県における位置と都農ワナリーからの眺望

は、図 1 のとおりである。 

 

 

図１ 宮崎県都農町の位置（左）と都農ワイナリーからの眺望（右） 

 

（１）はじめに 

 都農町におけるワイン生産は、日本で最も緯度の低い地域で行われている。高温多雨の

同町は、本章前節に記した池田町とは理由を異にするが、農林水産省が示すブドウ栽培適

地の基準に適合していない。果樹栽培の長い歴史を有する同町において、ブドウを栽培す

ること自体に困難はなかったが、ワイン生産に取り組むことになったのには固有の事情が
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ある。その理由は、流通のグローバル化である。農産物が流通のグローバル化により広域

な市場で取り引きされることは、生産者にとって有利に作用することもあるが、その反作

用も合わせ持っている。 

同町で生産された生食用ブドウは、「尾鈴ブドウ」のブランドで各地に流通し、1996(平

成 8)年には 6 割を北海道に出荷していた。その理由は、従来は海路輸送中心であったが、

空路輸送も加わり、航空機材の大型化により輸送規模を拡大できたためである。しかし、

他産地との競合が激しくなり、輸送費が嵩む同町は価格競争のなかで不利になった。市場

競争で劣位となった同町は、生鮮果実市場での競争を回避し、賞味期限設定の対象ではな

く、長期にわたり販売が可能な、ワイン市場という新たな領域への参入を選択し、ワイン

生産に着手した。その時点において、九州でのワイン生産の例はなく、かつ、酒類のなか

では主に焼酎を飲用する地域であることから、ワインを生産し販売することに対しては慎

重な見方があった。しかし、ワインの国内消費が大きく伸びた時期であり、神戸市による

ワイン生産事業が好調であったことなどが、本事業の推進を唱える人々の論拠とされ事業

化された。このように、同町におけるワイン生産は、収益性が高い北海道での生食用ブド

ウ販売で、他産地と競合するようになり、地域のブドウ栽培者の収益を維持する方策とし

て、町と生産者組合などが第三セクターを設立しワイン生産を開始した例である。 

 

（２）都農町の概要 

都農町は、北緯 32 度 15 分、東経 131 度 28 分の宮崎県の南西部、東に日向灘、西に尾

鈴連山があり、町域は東西約 15 ㎞、南北約 10 ㎞、面積が 102.33 ㎢の丘陵性台地（63％

が山林）である。気候は高温多雨で日照時間は長いが、とくに梅雨から台風到来の時期ま

では雨が多く、年間降水量は約 3,000ｍｍである。土質は火山灰土であり、ブドウ栽培で

重視されるミネラル分は不足している。 

2012(平成 22)年の国勢調査における同町の人口は 11,137 人で、高齢化率は 22.6％で宮

崎県全体の 25.8％を下回っている。図 2 は、1950(昭和 25)年からの同町の人口の推移で

あり、前回調査からの減少率は 5.7%であるが、人口が最大であった 1950(昭和 25)年から

は緩やかに減少し、その間の減少率は 28.9%である。 

都農町は「山と滝とくだものの町」と特色を表現し、豊かな自然と美味しい果物が生産

されるまちの魅力を地域外に発信し、主要産業である農業と畜産を中心とする地域振興策 



 

106 

 

 

図 2 都農町の人口推移 
出所）国勢調査結果をもとに作成 

 

を進めてきた。前述のとおり町域の 63％が山林であり、2010(平成 22)年の「世界農林業

センサス1」による経営耕地の総面積は 1,016ha、そのうちの樹園地の面積は 192ha であ

る。樹園地のある農家数は 経営耕地のある農家 590 戸のうち 132 戸である。果樹を販売

する目的で栽培している農家は 115 戸で、そのうちブドウ栽培農家は 55 戸（47.8%）で

あり、栽培品目別で最も多い。また、農業従事者の平均年齢は、58.8 歳で、宮崎県全体の

59.9 歳を下回っている。 

都農町の農業は歴史的には水稲や甘藷が中心であったが、ウメ・ナシ・ブドウなどの果

樹の外、トマトやキュウリなどを栽培している。そのうちのブドウとトマトは主要な栽培

作物であり、約 20％の農家がハウス栽培をしている。現地調査をした 2013(平成 25)年 11

月時点での、ブドウ栽培農業者数は 47 人であり、高齢化と後継者不足のため減少傾向に

ある。栽培している主要品種はキャンベルアーリーやマスカットベリーA などであるが、

近年はサニールージュやハニービーナスなどの高級な生食用新品種の栽培が進んでいる。

ブドウをハウス栽培する主な理由は、雨の影響を避けるためであり、栽培方法も通気性の

良い棚づくりである。ハウス栽培をしている農家が多いため、ブドウ栽培地でみられる垣

根方式や棚づくり方式による、固有の景観を眺望することはできない。 

 

（３）ワイン生産に至る経緯 

 １）流通事情の変化とワイン生産 

 はじめに記したとおり、都農町史(都農町,1998)によると、同町におけるブドウ栽培の歴

                                                   
1 政府統計の総合窓口「e-Stat」で検索した、「世界農林業センサス」による。 
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史は長いが、1936(昭和 10)年の園芸農産物統計では、ミカンが主要品目であり、ブドウの

生産割合はミカンの 1％未満、ナシの 16％であった。1945(昭和 20) 年頃になるとナシの

需要が伸び、当時の様子を記した農業者の日記には「ナシ買いが殺到している」との記述

がある。しかし、ナシが台風被害や病気に見舞われ、ナシに代わってブドウが植えられる

ようになった。当時の人々にとってブドウ栽培は、「黒ボク」と呼ばれる火山灰土、高温多

雨に加えて台風の襲来、何れをとっても厳しい栽培条件であったと考えられる。最初にブ

ドウ栽培を試みた先駆者は伝説の人として語り継がれ、その精神を受け継いでいることを

同ワイナリーのホームページ「都農ワイン物語2」のなかで紹介するとともに、一部製品の

ボトルラベルにデザインし「地域の記憶」としてとどめている。 

 1961(昭和 36)年に果樹振興特別法が制定され果樹栽培が推奨されたが、高温多雨の宮崎

県はブドウ栽培適地基準に適合せず、国の助成対象地域に指定されなかった。しかし、生

食用ブドウの国内需要が伸びるにつれ、ブドウ栽培者の増加と栽培面積の拡大により収穫

量は増大し、1972(昭和 47)年には前年比 60％の伸びを示し主力品目になった。この背景

には前述の需要の伸びに加え、流通システムの変更がある。従前は生産者が個別に県内市

場に持ち込む方式であったが、生産者が任意団体を組織し、まとめて市場に運び込む共販

方式の体制をとるようになった。そのため、生産者は栽培に専念出来るようになり、生産

量はさらに増大した。主な出荷先は北海道で、出荷量全体の約 60％を占めていた。日照時

間が長く他産地より早い時期に収穫できるメリットを活かし、北海道における夏期の贈答

や典礼などの需要期に合わせて、高値で販売できる出荷先であったことによる。海路輸送

に空路での輸送も加わって所要日数が短縮され、さらに使用する航空機材の大型化も進み、

販売は順調に推移していた。 

しかし、他産地も北海道に出荷するようになり産地間競合が激しくなると、厳しい価格

競争のなかで優位を保ち続けることは、遠距離の同町にとって困難な状況になった。さら

に、北海道以外の市場に参入し販路を拡張したとしても、価格対抗力の面で優位な展開は

困難と予測され、ワイン用原料に活路を見出そうと町が中心となってワイン生産を検討し

はじめた。 

 

 

                                                   
2 都農ワインの HP において、「都農ワイン物語」として紹介している。

http://www.tsunowine.com/monogatari/monogatari.html(2015 年 9 月 16 日取得) 
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２）ワイナリー開設の経緯 

 同町では特産品としてのワイン生産を目指し、ワイン開発構想の実現に向け、1988(昭

和 63)年にワイン原料対策特別調査班を設置した。町が栽培試験を開始した 1989(平成元)

年に、町の担当者やブドウ農家による研究会が結成され、生食用ブドウを原料にワインを

生産し事業化することについての検討が行われた。その後、1991(平成 3)年には県食品加

工研究開発センターとの共同で、ワイン生産の研究を実施している。1993(平成 5)年 9 月

に都農町果実酒醸造研究所として果実酒醸造免許を取得し、1996(平成 8)年 3 月末まで試

験醸造を行った。本格的なワイナリーの開設は、国や県の補助を得たとしても多額の費用

を必要するため、町内には慎重な意見もあった。しかし、神戸市での第 3 セクターによる

ワイナリー事業が注目されていたこともあり、1994(平成 6)年、議会での議決を経て第 3

セクターを設立しワインの生産に着手した。第 3 セクターは、都農町や尾鈴農業協同組合、

都農町漁業協同組合等からなる有限会社とし、1995(平成 7)年、総工費約 5 億円で鉄骨 2

階建、面積 1,100 ㎡の「都農ワイナリー」の建設に着手した。1996(平成 8)年、創業時の

生産体制は 3 万本であったが順次拡張し、1998(平成 10)年には 10 万本、2000(平成 12)

年には 20 万本と体制を拡充し、以降はこの水準を維持している。また、1997(平成 9)年に

は農業農村活性化農業構造改善事業により、施設内にワインレストランを開設した。 

 

（４）ワイン生産における地域外資源の活用 

 ワインの消費統計として一般に使われている、「国税庁統計年報」での果実酒販売(消費

量)によれば、宮崎県は全国平均値の約 2 分の 1 である。宮崎県は鹿児島県に次ぎ焼酎消

費量が全国第 2 位で、伝統的に「酒」とは焼酎を指す食文化があり、ワイン生産という新

規産業に対して、人材をはじめとする地域内の資源を充てて、速やかに事業化を図ること

は困難であった。そこで、専門的知識と経験を有する人材の確保、自治体による事業化の

ノウハウ、加えて安定的な消費が見込まれる販売先の開拓など、これらの課題を解決する

には地域外からの資源調達の必要性があった。そこで、同町では先ずワイン生産の知識と

経験を有する人材を、ワイン生産のために設立した有限会社の工場長として採用した。工

場長の小畑暁氏は、海外青年協力隊としてボリビアに派遣され、食品加工技術を開発して

地元に定着させた経験があり、その後、九州の飲料会社に採用され、同社の先駆的事業と

してブラジルでワイナリーを開設したことがある。同氏がブラジルで生産したワインは、

同国内のワインコンクールで優勝したこともあり高い醸造技術を持っている。 



 

109 

 

次に、自治体が主導して開設するワイナリーであることから、その場合の経営ノウハウ

や施設設計や維持管理などについては、1980(昭和 55)年からワイン生産に取り組んでいた

神戸市に学んだところが多い。また前述のとおり、ワイナリー開設の理由が地元のブドウ

生産者の経営の安定を図ることにあったため、原料ブドウの確保を含むワイナリー開設の

準備は、主にこの工場長と町からの派遣職員によって進められた。本事業は、都農町の農

業を、1 次産業としての生鮮果樹市場での流通販売から、高次加工によって世界のワイン

市場を視野に酒類市場に参入する、新たな生産システムへの移行を意味するものである。 

販売先の確保については、前述のように宮崎県が「焼酎文化圏」であるため、地元消費

の見通しには厳しいものがあり、関係者が努力し販路の開拓に取り組んだ。その結果、ワ

イナリー開設の 1996(平成 8)年秋には販売開始から約 1 カ月強で完売し、翌年秋の販売は

生産本数を約 1.5 倍にしたが 1 ヵ月半で完売、さらにその翌年秋は 10 万本に増産したが

約 40 日で完売した。オープンの日の様子を説明してくれた同町産業課の職員は、国道か

らワイナリーのある高台につながる道路が長時間にわたり渋滞し、自分を含め多くの町職

員が道案内や車の誘導にあたったと話していた。また、この日にワインを購入したという

女性は、1 人で購入できる本数が制限されたため、帽子を被って並び直し、親戚に送る分

を含め必要本数を買い求めたと話していた。このように、開設当初から販売は順調に進み、

「ワインのないワイナリー」として知られるようになった。 

ワイン販売が事業開始時から好調にスタートしたのは、国内におけるワイン消費が拡大

した時期と重なったことだけではなく、宮崎市やその周辺に来訪した観光客が、ワインを

飲んで評価し周囲に伝え、県内消費を刺激し消費拡大につながったとみられている。この

ように需要が生産量を上回る水準で推移しているが、販売の内訳は 95％が宮崎県内である。

ほとんどが県内販売である理由について、工場長は次のように説明している。１つには、

ワイナリーの開設時期が国内におけるワイン消費が急速に伸びた時期と重なりワイン愛好

者を開拓できたこと、もう１つは、宮崎市とその周辺でプロ野球キャンプやゴルフ大会が

開催され、ワインに親しんでいる地域外からの来訪者が多いことを上げている。宮崎市内

のホテルは、レストランでの提供と土産用のまとめ買いもあり主要な取引先である。 

また、3 つ目の要因として、食卓で楽しめるワイン相応の値頃感のある価格に設定され

ていることがある。同ワイナリーでは、ブドウ栽培やワイン生産の繁忙期には、期限付き

職員等で対応しているが、ワイン製造を担当する専門職員は、工場長を含めて 3 人である。

機械・設備は作業性やメンテナンスのことなどの効率面を考えて厳選するとともに、施設
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環境を最大限活用して有効な作業動線を考え、生産原価を抑えている。その一方で、環境

への配慮や消費者にとっての利便性に対する経費は惜しまない考えである。工場長は宮崎

県の最低賃金が全国の都道府県のなかで低いことに触れ、国内の他のワイン産地の製品と

同程度に設定すると、県民にとっては高いと感じるのだと話していた。こうした努力を、

英国のワイン専門誌“WINE REPORT”は、主力製品を「最もお買い得なワイン」に選び

評価している。 

 

（５）町民が地域の誇りとする「みんなのワイン」 

同町がワイン生産に取り組んだ事情は、流通のグローバル化により、地域で生産する生

食用ブドウの販路が先細りになり、ワインに加工して付加価値を高めることで、マーケッ

トを生鮮果実市場から酒類市場に転換した例である。従って、ワイナリーにとって最も大

きなステークスホルダーはブドウ栽培者と生産組合である。原料ブドウの買い取りに際し

ては、栽培農家の経営が成り立つようブドウの生産コストに一定の利益を加え、「合理的」

な価格で買い取ることが求められる。このことは、原料を安定的に確保したいワイナリー

の事情に合致しているが、価格に見合った良質な原料であることが条件となる。「良いワイ

ンは良い原料からできる」ことを、関係する全てのブドウ栽培者に理解してもらうには、

苦労があったと思われる。双方が協議し事情を理解し合う努力を続け、現在ではブドウ栽

培者とワイナリーとの信頼関係は強固になり、原料ブドウの安定供給と品質の向上が図ら

れている。 

この地域の土質は火山灰土でありブドウ栽培には適さないことから、ワイナリーでは土

質改良に熱心な農業者と協力し、ブドウが根を張り易くするための肥料の研究をした。具

体的には、この地域で一般的に使われている鶏糞堆肥をブドウ栽培に使っている。この方

法を採用しているのは、土質の改良に効果的であるという実用面と合わせて、このことを

通じて、養鶏家にワイナリーのことを理解してもらい、ブドウ栽培者以外の農業者との関

係を築こうとしたためと思われる。都農町総合政策課が作成している冊子「つなぐ思い伝

える絆」には、ワイン生産はあくまでも同町の農業の一部であるという小畑工場長の言葉

と、世界で評価されるワインの原料を、自分たちが生産したことを誇りに思うという農業

者の言葉があり、信頼関係が築かれていることが分かる。 

また、農業者以外との関係構築の例としては、「チキン南蛮」などの土地の食べ物にワイ

ンを合わせる提案を、ＰＲ紙などを通じて発信している。町内にはラーメンスープのベー
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スに白ワインを使っている店もあり、店主は「他の材料と調和し味に丸みが出る。」と話し

ている。徐々にワインファンの町民も増えているが、工場長は「町の人たちに、親しんで

もらえるようになるには時間がかかると思う。」と述べている。 

そこで、より多くの町民にワイナリーに親しんでもらえるよう、特設ステージでのコン

サート、町内行事のスポンサーやボランティア団体への場の提供など、様々な工夫をして

いる。そうした努力の積み重ねによるものと思われるが、聞き取り調査で接した町民の多

くから、ワインを町の特産品と理解し、誇りに思っていることが言葉や態度から伝わって

きた。なかには、「自分たちが飲むのは正直言って焼酎のことが多いが、地域外を訪問する

際の土産や贈答にはワインを使う。」との話もあった。このことを裏付ける言葉として、宮

崎市内百貨店の酒類売り場の担当者の、「デパートのせいかもしれないけれど、県外への進

物用に使うお客様が多い。」というものがある。同ワイナリーの工場長は、「みんなのワイ

ン」という言葉を何度も使った。そのことを表現しているのが、2004(平成 16)年作成のワ

イナリーＰＲポスターであり、240 人余りの町民と関係者が日向灘を望むワイナリーの庭

での集合写真が使われている。 

 

（６）地域外関係者とのつながりと世界的評価の獲得 

同ワイナリーは都農町観光協会との共同で、町の PR とワインの販売促進活動を町内の

道の駅はもとより、各地で開催される県の物産展等の場で行っている。その外、宮崎市内

の酒販店・百貨店・土産物店やホテル・レストラン等に対して、工場長が自ら営業活動を

している。その結果、前述のとおり県内消費が 95％で、残る 5％は東京都内の大手百貨店

と県外での催事販売等である。 

 同ワイナリーでは、工場長を含め 3 人の専門職員で、企画・製造・販売等の一切を行っ

ていることから、製品ラベルや広報物などのデザイナーや、機械設備のメンテナンス技術

者などは、地域外の専門家にビジネス支援を求める必要がある。これらの専門的な技術を

持つ実務面の支援者のことは、上野(2013)の著書『闘うブドウ酒』のなかにも紹介されて

いるが、上野自身が同ワイナリーの理解者であり支援者である。さらに、同ワイナリーの

ワインづくりに対する考え方や、地域との関係や活動を、トータルに見て評価してくれる

ワインの専門家や愛好家がいる。 

地域外にこのような多様な理解者や支援者がいることが、英国のワイン専門誌“WINE 

REPORT 2004”で、同ワイナリーの製品がアジアランキングの上位に選ばれたのをはじめ、
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2007(平成 19)年には“The World Atlas of Wine”に掲載されるなどの評価につながっている。

海外で評価されたことについて工場長は、「予選を抜けたくらいのところだが、アジアのな

かには躍進目覚ましい国々がある。」と話し、先を見据え、さらなる国際戦略を立てている

ようだ。同ワイナリーは、目指す目標として「すべては世界の都農ワインとなる日のため

に」を掲げている。この目標は、「尾鈴ブドウ」の礎を築いた果樹栽培家、永友百二氏から

受け継いだブドウ栽培技術の伝統と、ブドウ栽培者が気象や地質などの困難な栽培条件を

受け入れ、自らの土地に働きかけ「風土」を創り出し、醸造家がその潜在力を最大限に引

き出すことによって実現するものと思われる。 

 

（７） 小括 

 本節では、焼酎消費量が鹿児島県に次いで全国第 2 位の宮崎県において、流通のグロー

バル化がもたらした反作用として、生鮮果実市場から加工品市場への転換を迫られた、都

農町の例を取り上げた。前節の池田町の例と異なり、ブドウ農家の経営維持策であること

から、原料として受入れ、大量加工が可能で、市場価値があり、販売期間を長く設定でき

るものとして、ブドウ加工品のなかで有力な選択肢であるワイン生産に取り組んだ例であ

る。 

 池田町と同様に、事業者の努力と町内のブドウ栽培者や町民の理解が相まって、ワイナ

リー経営は軌道に乗り、九州各地のワイナリー開設にノウハウを提供している。こうした

ワイナリー経営成功の背景には、農村と都市の関係構築という観点から、以下のような着

目すべき点がある。 

1 点目は、流通のグローバル化が生産と消費にもたらした影響についてである。 

流通のグローバル化は、消費者にとっては広域の産地から多様な産物を、時期を問わず

入手出来るという利点がある。生産者にとっての流通のグローバル化は、市場価格の変動

を見ながら、広域に出荷できる利点がある反面、多くの産地と競合するなかでコモディテ

ィ化の脅威にさらされる。その際には、遠隔地ほど輸送コストの負担が大きく、利益が縮

減し市場からの撤退に追い込まれることもある。都農町にとって北海道市場におけるブド

ウ販売はそうした例にあたるが、ブドウを交換価値の対象と捉える限り避け難い現象であ

る。 

高温多湿、台風の影響を強く受ける同町は、ブドウ栽培の適地基準には適合していない。

モモやナシなどとともにブドウ栽培に取り組んできた背景には、果樹栽培のノウハウの蓄
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積があったことに加え、国内の他産地に比べ早く収穫でき、遠方に出荷して高値で販売で

きることが、ブトウ栽培での同町の優位性であった。しかし、空輸による輸送費が、他産

地が同じ市場に参入した場合には負担となり、価格対抗力の点で同町は劣位になり遠隔地

への出荷を諦めざるを得なかった。ブドウの価値と価格が、生産地と消費地との係わりの

なかで決まり、その影響によって生産地が生産のあり方を再編しなければならないことが

ある。 

 2 点目は、「宿命的風土論」の克服である。 

 麻井(1992)は、ワインの品質が栽培地の条件によって規定されるという「宿命的風土論3」

に対し、栽培地の所与の条件に生産者が働きかけ、土地の潜在力をブドウが持つ力で最大

限引き出すワインづくりを唱えた。同じブドウづくりで鮮度が重要であることは共通する

が、生食用ブドウでは糖度と水分が重視されるのに対し、加工用ブドウでは糖度と酸度の

バランスが重視される。ワイン消費が全国平均の 2 分の 1 であるという社会的環境、加え

て栽培基準に適合しない気象条件であるという不利な条件の下で、ワイナリー事業は黒字

決算を続け、同町の財政にも貢献している。さらに、ワインは世界的なワインコンクール

での評価を得て、同ワイナリーは九州各地に開設されるワイナリーに対し、経営のノウハ

ウを提供している。九州で良質のワインを生産することは、無理であろうとされてきた考

えを克服した事実の持つ意味は大きい。 

 3 点目は、地域の食文化の壁をこえる世界戦略である。 

 前節で取り上げた池田町は、多様な酒類が飲まれ「ワインを飲む文化」がないところに、

「ワインを飲む文化」を創出した例であった。都農町の場合は、「焼酎を飲む文化」がある

ところに、「ワインを飲む文化」を取り入れようとしている例である。ワイナリーの工場長

は、「町の人々に広く親しんでもらえるようになるには、時間がかかると思う。」と話して

いた。そのような状況下で、県内での販売率が約 95％と高い値を示しているのには、地域

外から県内に来訪した人々に価値を伝えることと、町内をはじめとする県内の人々に価値

を理解してもらうことに、生産者が自ら努力していることがある。町民に対する取材を通

じて、ワインに親しんでいない人でも、ワインによって都農町が広く知られるようになっ

たことへの誇りを感じられる言葉が多くあった。また、郷土料理のシシ鍋とともに味わう

ワインの醍醐味について話してくれた町民もおり、上野(2013)がいう地酒として定着しつ

つある。 

                                                   
3 生産地の固有の風土と伝統が、ワインを決定づけるとする伝統的な考え方。 
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 こうした地元の受けとめの一方、同ワイナリーの製品のなかには、先述したイギリスで

出版されるワイン専門誌で紹介され、世界的なワインコンクールで受賞したワインが多数

ある。こうした地域外での客観的な評価と、地元の食材との組み合わせた地元からの提案

などの努力があって、ワイナリーが建設された 1995(平成 7)年から 2015（平成 27）年 9

月までの、都農ワインと都農ワイナリーに関する、地元の西日本新聞と宮崎日日新聞での

報道件数は 969 件4である。そのほか、新聞全国紙や全国ネットのテレビ局によるニュー

スや特集番組、ワイン専門誌や雑誌などでも紹介され、完売の品目が多いことで知られて

いる。「焼酎文化」の伝統がある地域において、海外と国内のワイン市場動向をみながら、

生産者と地域関係者が一体となって地域ブランドの確立を目指している。 

 

                                                   
4 日経テレコム２１により、都農ワインと都農ワイナリーの何れかについて、見出し/本文/キーワードの

範囲を同義語展開せず、完全一致で検索した結果である。 
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第５章 事例対象地域におけるワイン生産とワインツーリズムに関する調査 

３ ワインツーリズムによる地域活性化の取り組み 

  ―果樹栽培を主産業とする山梨県甲州市勝沼地域の事例― 

 

（１）はじめに 

 甲州市は、2005(平成 17)年、旧塩山市と旧勝沼町、旧大和村が合併して誕生した。この

うちの旧勝沼町にあたる勝沼地域は、日本における民間によるワイン発祥の地で、後述す

るワイン生産に係る歴史的な変遷のなかで、継続的にワイン生産が行われてきた地域であ

る。同地域は、山梨県におけるワイン生産の中心地であり、日本のワイン産業界の牽引役

としての位置づけにあるが、ワイン用ブドウと生食用ブドウがともに栽培されてきたとい

う特色がある。 

同地域におけるワイン生産の経緯については、第 3 章 3 節でその一部に触れたが、ブド

ウ栽培の内訳では、生食用ブドウ栽培が中心であった。1910 年代後半から景気が浮揚し、

ワインが洋食店等で供されるようになったが、1923(大正 12)年の山梨県内のブドウ生産量

に占める、ワイン用にあてられるブドウの割合は約 3%と僅かであった。そこで、消費者

にワインを知ってもらい、ワインの消費需要を創出する先駆的な取り組みが行われてきた。

そのなかには関東圏などのワイン販売者や消費者のために特別列車を運行し、ブドウやワ

インを賞味し、地域の景観を楽しみ、人々との交流の機会をつくるなど、ワインツーリズ

ムの萌芽と言えるものがあった。その後、日中戦争にはじまる戦時統制によりワイン消費

は縮小したが、ワイン成分が軍事用機器に必要とされ生産が続けられてきた。しかしこの

地域においても、ワインが地域外の消費者に広く受け入れられるようになるのは、国内の

ワイン消費が伸びた 1970 年代以降である。 

 本研究では、こうした経緯を踏まえつつ、ブドウ栽培とワイン生産を主産業とする同地

域の課題に対し、ワイン生産者と消費者との観光による関係構築に着目して調査結果を整

理し論述する。この地域には山梨県内で操業しているワイナリー80 カ所、甲州市内 35 カ

所のうち、29 カ所が集中しており、創業年数や施設規模、生産の様式等は多様である。山

本(2008)は、こうした事情から、この地域を含む山梨県のワイン産業の実情を捉えること

は難しいと述べている。同地域のワイナリーは全て民営であるが、県や市町村が、この地

域でワイン生産をはじめた初期の段階からブドウ栽培やワイン生産に関与してきた。その

理由としては、果樹栽培が主産業であることと合わせて、生食用ブドウ栽培とワイン生産
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が併存し、その経営形態が多様であり、生産者間での協同が図り難いこともあると思われ

る。 

山梨県は、2013(平成 25)年度の生食用を含むブドウの全国収穫量の約 25%を占める、ブ

ドウ栽培県であり、勝沼地域はその中心的な位置づけにある。生食用としても出荷されて

いる、日本原産のワイン用ブドウ「甲州」種が多く栽培されている地域であり、高温多雨

の気象条件の下で良質なブドウを収穫できる棚づくりが主流である。そのため、ブドウ栽

培地を上方からみた場合、地面がブドウの葉で覆い尽くされる固有の景観を形成している。

図 1 は、山梨県における甲州市と勝沼地域の位置とブドウ栽培地の景観である。 

 

 

図 1 山梨県における甲州市の位置と勝沼地域のブドウ栽培地 

 

 この地域では、明治時代の中頃から観光農園などの動きがあり、ブドウを収穫する喜び

を分かち合い「ブドウを愛でる旅」が続けられてきた。2008(平成 20)年、山梨県内の有志

によって組織された「ワインツーリズム山梨」によるワインツーリズムは、こうした歴史

的経緯のある地域における地域資源としてのワインを再評価し、ワイン生産者や行政では

ない地域の有志が提案し実施されたものである。この動きは、新しいツーリズムとして消

費者やワイン生産者、行政関係者などに注目され、同様なワインツーリズムの取り組みが、

各地で企画され実施されるようになった。 

 このように、ワインの生産や販売だけではなく、ワイン関連の地域活動の面でも先駆的

に取り組んできた同地域において、現在、ブドウ栽培地としての世界農業遺産登録に向け

山梨県と甲州市、笛吹市、山梨市が協調して動き出している。これまでも同県では「国際

ブドウ・ワイン機構(OIV)」への、ブドウ品種「甲州」の登録や地理的表示「山梨」の指

定など、世界市場を視野にワインの品質向上や販路拡張の施策を展開し、この地域に固有



 

117 

 

なワイン生産文化を世界に向け発信している。勝沼地域で1870年代から続けられてきた、

ワイン生産活動に埋め込まれた技術や「地域の物語」が、世界水準での正当な評価が得ら

れることを通して、土地の人々の地域に対する誇りの醸成を促す動きとして注目できる。 

 

（２） 甲州市勝沼地域の概要 

１）地理的条件と人口推移 

甲州市は、北緯 35度 42分、東経 138度 44分、山梨県中央からやや西に位置する。2005(平

成 17)年に旧塩山市と旧勝沼町、旧大和村が合併して甲州市となった。市域面積 264.1 ㎞２

のうち、旧勝沼町にあたる勝沼地域は 35.88 ㎞２である。勝沼地域は甲府盆地の東端に位

置し、中央から西部は甲府盆地の平坦な地形であるが、東部と南部は丘陵地帯で東部の山

間地に水源のある深沢川が西に流れる、ほぼ方形の地域である。 

2010(平成 22)年の国勢調査による甲州市の総人口 35,927 人のうち、旧勝沼町に相当す

る地域の人口は 8,923 人である。甲州市と勝沼地域の人口推移は、図 2 とおりである。こ

の間の甲州市の人口減少率は、21.2%であるが、勝沼地域については 17.5％であり、1970(昭

和 45)年からは 9,000 人前後で推移している。しかし、勝沼地域を含む甲州市の高齢化率

は 29.4%であり、その内訳でみると人口の社会動態よりも自然動態の影響によるところが

大きく、高齢化が進行している。 

 

 

図 2 国勢調査による甲州市と勝沼地域の人口推移 

 

２）気象条件からみた栽培適性 

山梨県の研究機関1では気象台のデータをもとに、甲州市勝沼地域の 1990(平成 2)年から

                                                   
1 山梨県が甲州市勝沼地域に設置している研究機関「ワインセンター」では、同センターのホームページ

「山梨ワイン百科」で、ワイン生産に関する統計資料等を公表している。 
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2013(平成 25)年の、月平均気温、毎月の降水量、月間の日照時間の積算値を公表している。

この間の、年平均気温は 14.0℃、年間降水量の平均値は 1,099mm、日照時間の年積算の

平均値は 2,036 時間である。これらは何れも農林水産省「果樹農業振興基本方針」に示さ

れた、ブドウ栽培の基準である、年平均気温 7℃以上、4 月から 10 月の栽培期間の平均が

14℃以上、降水量 1,600ｍｍ以下に適合している。 

 

３）地域農業の概況 

 2010(平成 22)年の「世界農林業センサス」による、山梨県の販売農家の経営耕地総面積

は 14,910ha、甲州市勝沼地域の同面積は 192ha であり、そのうち 189ha（98%）が樹園

地である。また、同地域における販売農家数は 266 であり、モモを栽培している農家もあ

るが殆どがブドウ栽培農家で、栽培地の平均規模は約 0.7ha である。 

 前述のとおり、勝沼地域の人口は 9,000 人前後で推移しているが、2010(平成 20)年の「世

界農林業センサス」による、販売農家の年齢別経営者の内訳をみると、65 歳以上の経営者

が 163 人で、全体の約 60％を占めており農業経営者の高齢化が進んでいる。 

 

（３）ワイン生産の経緯 

 甲州市勝沼地域を含む、山梨県内におけるワイン生産の経緯を、1978(昭和 53)年に山梨

日日新聞社が発行した『ぶどう酒物語』をもとに整理すると、以下のとおりである。 

１）ワイン生産のはじまり 

 山梨県内では、1870(明治 3 年)頃からワイン製造を試みる者がいたが、事業化に至らな

かった。その後、同県は明治政府から産業振興の要請を受け、清酒の代替と輸出を視野に

入れワインの生産を進める方針を示した。この方針により、1877(明治 10)年、県立葡萄醸

造所が甲府城跡に設立され、勝沼地域に民間法人組織「大日本葡萄酒会社」が設立された。 

 この法人では、醸造技術を習得した優秀な人材が必要と判断し、この地域の青年 2 人を

フランスに派遣してワインづくりを学ばせることにした。派遣費用は周辺の郡費2から支給

し、滞在期間は 1 年限りとする誓約書を交わしたが 1 年 7 カ月間になった。フランスでは

大使館勤務の経験があり、後に山梨県知事になる前田正名が 2 人をサポートした。 

2 人は帰国後、ワイン生産に従事し 1879(明治 12 年)頃からワインの販売をはじめたが、

日本人になじみの少ないワイン販路を開拓できず、打開策として 1889(明治 22)年に東京日

                                                   
2 山梨八郡と称された、東山梨、東八代地区等のブドウ栽培地区が支給した。 
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本橋区(現中央区)に直販店を開設した。その頃、ヨーロッパのブドウ畑に甚大な被害をも

たらした害虫(フィロキセラ)が日本でも発生し、山梨県のワイン産業は不況に見舞われた。

この間にもブドウ栽培とワイン生産技術の改良が進み、施設設備の改善に加え瓶や樽も西

洋式になり、1890 年代後半にはワインの品質が向上した。 

山梨県の欧州系ワインを目指す動きに対し、1903(明治 36)年、糖を加えた甘味ワインが

関東と関西で生産され、当時の消費者の嗜好を捉え販売を伸ばした。1908 (明治 41)年、

同県内でも甘味ワインの生産を始めたが、後発であることに加えて、資金力不足による広

告量と訴求力の違いを克服できず、値下げで対抗したが市場占有率を上げられなかった。

甘味ワインの価格は 2 倍であったが、消費者の支持を得て売れた。このため、1923(大正

12)年、勝沼のワイン生産者が東京の酒造関係の新聞社と共同し、列車を借り切って東京か

ら 700 人規模の団体旅行を招致している。この内容については後述するが、そのほかにも

東京で開催されるイベントへの出展、チャーター機による宣伝活動などを展開した。 

 

２）醸造用ブドウ栽培の奨励 

先述したフィロキセラ被害に対しては、山梨県が 1910 年代半ばから約 30 年にわたり多

額の研究費を投入し、この害虫に耐性のあるアメリカ系品種の台木に接ぎ木する方法で克

服した。しかし、好景気だった 1923(大正 12)年頃には、生食用ブドウが高値で取り引きさ

れ、水田や桑畑からの転作もほとんどが生食用であり、醸造用は県内ブドウ生産量の約 3％

であった。その後、山梨県以外でもブドウが栽培され、鉄道網が拡がって都市部の市場で

生食用ブドウが競合するようになった。さらに、昭和に入ってからの世界的な不況の影響

で農産物価格が下落し、山梨県産の生食用ブドウは最高値の頃と比べ約 5 分の 1 になった。

このことが、醸造用ブドウが見直される契機となった。 

生食用ブドウの市場取引価格の下落を受け、山梨県は生産者に対して収穫したブドウを

醸造用に振り向け、価格変動に対応できるよう自家用ワインの醸造許可取得を奨励した。

この背景には、自家用ワイン製造に対する税法上の扱いが緩やかであったことがある。

1937(昭和 12)年、日中戦争下で穀類を原料とする清酒がぜいたく品とされ税率が高くなる

と、ワインにも物品税が課せられるようになった。その後、1940 (昭和 15)年、清酒など

が配給制度の対象とされた際に、ワインも酒税法の対象品目とされた。 

また、第 2 次世界大戦下の 1943(昭和 18)年、国から山梨県内のブドウ酒製造者に対し、

ワインの成分である酒石酸が、軍事用音波装置の主要部品原料として必要なため増産の要
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請があった。米・麦・イモ類などの主食が最優先され、果樹を含む多くの品種の農産物が

転作を迫られる状況下にあって、ワイン生産は軍需により続けることができた。 

 

３）ワイン醸造所数とワイン生産量の推移 

勝沼地域におけるワイン生産は、明治時代にはじまっているが、この地域を含む山梨県

内のワイン醸造所数は、大正時代の好景気でブドウ栽培が盛んになり、個人にも醸造免許

を与えられるようになった頃から増えはじめ、1926(昭和元)年には 319 カ所になった。そ

の後、世界的な不況と他産地との価格競争が激しくなり、生食用ブドウの市場価格が下落

した。そこで、山梨県醸造研究所では自家醸造の試験を行い、その成果をもとにワイン生

産が推奨された。その結果、1935(昭和 10)には醸造所の数は 3,008 カ所になった。1940(昭

和 15)年には、ワインが酒類として課税されるようになり、1962(昭和 37)年の酒税法の改

正で個人の醸造を禁じ、蔵出し税が徹底されたことによる醸造所の集約化が進んだ。 

以下は、「山梨県ワイン百科3」によるものだが、県内のワイン生産工場の数は 1965(昭

和 40)年には 112 カ所であり、2000 年代以降は約 90 カ所程度で推移してきたが、2015(平

成 27)年 9 月現在、操業しているのは 80 カ所である。また、山梨県におけるワイン生産量

の推移は、図 3 のとおりである。ワインの国内需要が伸びた 1970 年代はじめまでは、軍

需による一時的な増産はあったものの、低い水準で推移していたことが分かる。国内最大

の産地である山梨県においても、本格的に生産量が伸びたのは、国民の食生活にワインが

浸透しはじめた 1970 年代以降である。 

 

 

図 3 山梨県ワイン生産量の推移 

出所）「山梨県ワイン百科」ＨＰのデータをもとに作成 

                                                   
3 山梨県が作成し公表している、ワインに関するホームページである。http://www.pref.yamanashi.jp/wine/(2012 年

9 月 16 日取得) 



 

121 

 

（４）ワイン産地における地域外消費者との交流 

１）ブドウ生産地を訪ねる旅のはじまり 

勝沼地域におけるワイン生産が、明治初期にはじまっていたことは前述のとおりである。

この地域では果実を水菓子と称して生食する日本の食習慣と、地域特産の「甲州」種ブド

ウの例にみるように、同一品種のブドウを生食用とワイン用に振り向けられることが影響

し、ブドウ狩りとワイナリー訪問が混然とした状態で経過してきた。海外ではブドウの約

8 割がワイン原料とされるので、ブドウ栽培地への旅の主たる目的は、ブドウの収穫と新

酒の仕込みを祝い、ブドウ畑の景観のなかでワインを味わうことにある。ブドウ栽培地で

自ら収穫した新鮮なブドウを賞味し、新種のブドウを買い求めるという、日本で「ブドウ

狩り」と言われている余暇活動とは、訪問先は同じでも訪問の目的と意味は異なっている。 

 勝沼地域は、江戸時代の甲州街道宿場町の１つであり、松尾芭蕉がこの地で「勝沼や 馬

子も葡萄を食ひながら」と詠み、ブドウを愛でたと伝えられている。同地域のワイン製造

所の役員は、この句を例にブドウ畑を鑑賞しながら果実を試食し、ワインを味わう旅は大

正時代からあったと話している。1903(明治 36)年、中央線が開通し移動手段が馬車から鉄

道に代わり、東京から 2 泊 3 日の行程であったところが、約 6 時間と大幅に短縮された。

この結果、ブドウの輸送費は 7 分の 1 になり、新鮮な状態でブドウを東京に輸送できるよ

うになった。勝沼地域のワイン生産者は、関東圏の消費需要を創出するため、製品を販売

するだけでなく地域外から来訪者を誘致することに、苦労しながら取り組んできた。 

 

２）来訪者の拡大と受入地域の取り組み 

転機は 1922(大正 11)年、当時の皇太子が勝沼地域を訪れ、ブドウ棚の下を歩かれるご様

子が新聞に掲載され、全国に向けて伝えられた。こうした皇室をはじめとする著名人の来

訪が契機となって、多数の行楽客が勝沼地域を訪れるようになった。さらに、1923(大正

12）年には、中央線を利用して特別列車を運行し、関東圏の消費者を迎える大規模な招致

旅行を企画実施している。その企画は、単に販売促進を図るというものではなく、この地

域のブドウやワインを多くの消費者に知ってもらい、認めてもらいたいという生産者の考

えを反映したものであった。具体的には、近隣を含む村の村長・議会議員・青年団などの

出迎え、ブドウ畑の景観を鑑賞しながらの散策、ブドウ狩り、ワインの試飲などのほか、

特産ブドウとワインに関する講演会を含む多彩な内容であり、地域の熱意が表れている。

多様な地域資源の統合を図り、訪問側と受入側の交流を通して相互理解を図る、創造的な
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ワインツーリズムの萌芽と捉えることができる。この企画は、同年、関東大震災があった

ため、翌年は中断し 1939(大正 14)年には再開したが、列車からのススで着衣が汚れるなど

の理由で、次第に参加者は減少した。 

この頃の様子を伝える映像資料が、かつてのワイン醸造所である「宮光園4」で、2008(平

成 20)年、改修作業の際に発見された。この映像資料をもとに、市が編集した DVD「葡萄

とワインの里の原風景」には、1922(大正 11)年から 1928(昭和 3) 年頃までの、ワインづ

くりの様子と観光で訪れた人々の姿が映されている。ブドウ棚の下で、テーブルを囲んで

ブドウとワインを賞味している映像は、多様な要素を観光対象とする日本におけるワイン

ツーリズムの原点を伝えている。 

さらに、昭和のはじめに旧勝沼町と隣村の青年有志が「葡萄郷旅行倶楽部」を結成した。

この頃、国鉄の車窓 10 景に「勝沼葡萄郷と甲府盆地の大観」が選ばれ、1934(昭和 9)年、

同倶楽部は、「葡萄祭り」を開催した。これが、2015(平成 27)年で 62 回となる「かつぬま

ぶどう祭り」につながる。戦争で途絶えた期間があるが 1946(昭和 21)年に復活し、1954(昭

和 29)年、当時の勝沼町と周辺の村が合併し新制勝沼町となったことを記念した祭りを、

第 1 回「ぶどうまつり」と位置づけ、現在まで継続開催されている。 

 

３）観光振興の取り組み 

昭和 30 年代に入って首都圏との道路網の整備が進み、修学旅行や職場の慰安旅行など

団体での「観光ブドウ園」ツアーが広まり、地域外の消費者にブドウを直接販売し、より

高い収益を目指すとともに顧客獲得を図るブドウ栽培者が増えた。その後、レジャーの多

様化や消費者嗜好が変化し、来訪者は「ブドウ狩り」を楽しむというよりは、高級な新品

種の購入を目的とするようになり、地域としては観光客のさらなる誘致が課題となってい

た。こうした状況のなかで、ワイナリー経営者のなかには、施設見学の受け入れや試飲コ

ーナー・レストランを整備し、ワインの製造・販売だけではなく、観光客がブドウ畑の景

観のなかで食事を楽しめるよう施設を整備するところも出てきた。鈴木ら(2007)は、勝沼

地域における最初の観光ブドウ園は、先述の「宮光園」であると記している。第二次世界

                                                   
4 「宮光園」は、宮崎光太郎が創業した宮崎葡萄酒製造所と観光農園の総称で、甲州市の近代産業遺産で

ある。約 30 年間閉鎖されていたが甲州市が取得して整備し、平成 23 年 3 月にオープンした。1877(明

治 10)年に甲州市勝沼地域に設立された日本初のワイン製造所「大日本山梨葡萄酒会社」が 1886(明治

19)年に解散した後、宮崎光太郎とフランスでワインづくりを学んだ土屋龍憲が創業した醸造所である。

当時のワイン製造関連の資料、皇族や著名人が来訪した様子を伝える写真等を公開している。 
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大戦中には、観光ブドウ園は中止されていたが、1950 年代の中頃には勝沼地域とその周辺

で 15 カ所に増え、さらに、1969(昭和 44)年には 156 カ所、2006(平成 18)年には 176 カ所

になったと記している (鈴木ら,2007)。同氏らは、その理由として、1958 年の笹子トンネ

ルの開通、1977 年の中央自動車道の大月から勝沼間、国道 20 号線の勝沼バイパスの開通

と、自家用車の普及が相まって、来訪者が増加したことをあげている。その上で、1995(平

成 17)年から 2005(平成 17)年にかけての観光ブドウ園への来訪者は約 60 万人で推移し、

勝沼町の観光客総数(約 150 万人)の 30～40％にあたることを明らかにし、観光ブドウ園の

類型化を試みている。 

甲州市と勝沼地域における、観光客入込数の推移は図 4 のとおりである。SARS5の影響

で全国的に観光客数が減少した 2003(平成 15)年を境に、その前は 150 万人前後、その後

は 180～190 万人で推移している6。 

 

 

図 4 甲州市と勝沼地域の観光客数の推移 
出所)甲州市ＨＰの資料をもとに作成 

 

４）地域資源統合の動き 

 勝沼地域を含む甲州市では、先述の「宮光園」をはじめとするワイン醸造と鉄道関連の

「近代化遺産」を、観光資源として活用する取り組みを行っている。その理由は、同町へ

の来訪者がブドウ収穫期に集中しており、平準化を図ること、再訪を促すことが課題とな

っているためである。具体策としては、ワイン醸造所「宮光園」とワイン貯蔵庫「龍憲セ

ラー」7を修復整備し公開すること、JR 東日本から無償譲渡を受けた旧深沢トンネルを「ト

                                                   
5 2002～2003 年に世界的に流行した、ウィルスによる重症性呼吸器症候群のことで、飛沫感染により広

がるとみられ、全国的に旅行は控えられる傾向にあった。 
6 2010(平成 22)年に市町村合併後の統計数値は、甲州市として公表している。 
7 ｢龍憲セラー｣は、1877(明治 10)年から 1 年 7 ヵ月、高野正誠とともにフランスでワイン醸造を学んだ
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ンネルワインカーブ8」として整備活用することなどである。ワインカーブは県外のワイン

愛好家を含め賃借希望者が多く、甲州市にとって安定的な収入源となっている。このほか

の関連施設としては、地下ワインセラーとワインショップ、宿泊施設やホールを完備した

地域の拠点施設「ぶどうの丘9」がある。 

 甲州市では、この「ぶどうの丘」を含むフットパスを設定し、観光客はもとより住民に

対しても、「まち歩き」を勧めている。2008(平成 20)年度には国の補助を得て、「まちめぐ

りナビプロジェクト」事業を実施した。携帯電話を活用した情報の提供と、「まちのソムリ

エ講座」などによるマンパワーの充実を柱とするものである。こうした講座で養成された

人材と、情報提供技術の活用により、地域のワイン関連の施設と歴史的な建造物や遺構な

どをつなぎ、地域内外からの参加者を募ってまち巡りをする、「歩こう勝沼フットパス10」

等の企画事業が、まちの有志によって催行されている。 

 

（５）ワインツーリズムによる地域活性化 

１）民間団体によるワインツーリズムへの挑戦 

勝沼地域の観光ブドウ園への来訪者が、同町への来訪者の 30％～40％であるという鈴木

ら(2007)の研究成果については、先に述べたとおりであるが、2006(平成 18)年には、甲府

市内の企業経営者等が中心になって、山梨県の特産品であるワインの潜在力に着目し、ワ

インツーリズムで地域の活性化を図ろうとする動きが出てきた。県内の事業者が中心とな

って、住民自治意識の醸成を図ろうと呼びかけ、民間団体を組織した。この団体の活動は、

広く県内外から参加者を募り、この事業に賛同する勝沼地区を含む山梨県内のワイナリー

の参加を得て、地域のワイナリーを参加者が自由にプランして巡る 「ワインツーリズムや

まなし」を主催することなどである。そのための実行委員会が組織され、「ワインツーリズ

ムやまなし」は準備期間を経て、2008(平成 20)年から毎年実施され、これに倣う動きが北

海道をはじめ各地に広がった。参加人数は、2008(平成 20)年が 1284 人、2009(平成 21)

                                                                                                                                                     
土屋龍憲が、同国のワイン貯蔵庫を参考に建設した半地下式の貯蔵庫で、中央線の隧道建設技術とレン

ガが用いられている。 
8 1903(明治 36)年に建設されたレンガ積みの JR 旧深沢トンネ(1,100 メートル)を、ワインの長期熟成と

付加価値を高める施設として整備したもの。通年の温度(6～14℃)、湿度(45～65%)がワインの熟成に

適しており、ワインメーカーと個人用保管庫(有料)がある。 
9 ｢ぶどうの丘｣は、甲州市勝沼地域に同市が 1975(昭和 50)年建設した、ワインショップ、ホール、宿泊

施設を有する観光施設。地下に｢ワインカーブ｣を備え、山梨県産ワインの試飲ができる。 
10 都市生活者と甲州市の人々の相互交流を推進し、地域活性化を図り、自然・文化・産業が調和した豊

かな生活を実感すること等を目的に設立された、NPO koshu かつぬま文化研究所が実施している。 
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年が 1581 人、2010(平成 22)年が 1740 人、2011(平成 23)年が 2123 人と年々増加したが、

第 4 回終了後の収支決算は 600 万円の赤字であった(山梨日日新聞,2014)。 

これを提案した笹本(2009)は、日本一のワイン産地である山梨の、ブドウ・食・空気・

景観・歴史・文化・人とのふれあいなどに着目した、経済面や環境面での負荷が少ない、

地域持続型のツーリズムによる、新しい地域振興策であるとの考え方を述べている。この

団体の主要メンバーの１人もまた、ブドウ栽培者やワイン生産者ではない、行政でもない、

酒販関係者でもない、飲み手である第三者が主導することに意味があるのだとも述べてい

る(ワインツーリズム山梨,2010)。実行委員会のメンバーは、「かつぬま朝市会」と「勝沼

フットパスの会」という勝沼地域で既に活動をしていた団体からの 5 名、甲州市のワイナ

リーから 8 名、個人として参加した甲州市職員 1 名、提唱者 2 名の、計 17 名であり、実

際のところはワイン生産者も参加してのスタートであった (笹本,2010)。 

また笹本(2010)は、山梨の歴史と優位性を備えた地域の財産はワインであると主張し、

土地の風土やものづくりの考え方が反映されるワインを核に、ワインツーリズムを通して

地域への誇りの醸成を目指していることを述べている。あわせて、ワインツーリズムの考

え方は輸入しても山梨独自の方式で実施すること、生産者との協議に苦労したこと、2 年

で行政からの補助がなくなることを自立の機会と捉えていることなど、第 3 回目の「ワイ

ンツーリズムやまなし」の開催を前に、主催者としての考えを示している。 

「ワインツーリズム山梨」は、ワインの生産や販売関係者ではない有志によって、地域

資源としてのワインに着目した活用の試金石であり、参加者がこの取り組みをどのように

評価するかが、事業の成否を判断する拠り所となる。この点について参加者は、地域の自

然に触れ、ブドウ畑の景観やワイン生産者との対話や地域でのもてなしを受け、自分自身

が訪問先をプランしたことなどから、都会生活では得難い時間を過ごすことができたこと

を評価している(笹本,2010)。 

 

２）事業規模の抑制による質的充実への転換 

 民間団体「ワインツーリズム山梨」の取り組みに対し、2008(平成 20)年には山梨県と甲

州市から、2009(平成 21)年は甲州市から補助金が出ていたが、2010(平成 22)年からは団

体の自主財源により運営されている。「ワインツーリズムやまなし 2010」の開催にあたっ

て、実行委員会では参加費だけでは資金不足が見込まれたため、参加ワイナリー1 社につ

き 3 万円の協賛金を求めたところ、ワイナリーのなかにあった不満が表面化した。その内
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容は、ボランティアで参加しているのに費用負担が生じること、小規模ワイナリーでは人

的な面で来訪者の対応が困難なこと、参加者の理解不足やマナーの欠如への対応などであ

る(山梨日日新聞,2014)。こうした意見について実行委員会で対応を協議し、2011 年に第 4

回のワインツーリズムを実施したところ、参加者は 2023 人と最多であったが、収支決算

は前述のとおり 600 万円の赤字であった。 

この結果を受け、実行委員会はメンバーの間で協議し、規模拡大を図ってきた運営を見

直し、受入側のワイナリーの事情やボランティアの体制などを考慮し、参加者の負担を 2

倍の 5000 円に引き上げ、参加者数を 1500 人とすることを選択した。そのうえで、当初か

らの考え方である、来訪者がワイン産地の恵みを体感できるよう、質的に充実し満足度を

高める方向に転換した。このことにより、参加者は景観を楽しみ、この地域の固有種であ

る「甲州」の物語を聞き、造り手の情熱を肌で感じることができるようになり、地域の人々

との交流の機会も増えた。来訪者とワイン生産者、土地の人々が、理解し合い産地のこと

を、ともに考え支え合う関係が構築される方向に、実行委員会の運営は変化している(山梨

日日新聞,2014)。 

 

（６）世界農業遺産登録に向けた動き 

勝沼地域を含む甲州市、笛吹市、山梨市の 3 市は、国連食糧農業機関(FAO)が認定する

「世界農業遺産」への登録を目指す方針を示し、2015(平成 27)年 6 月、3 市が協議して推

進組織を設立することを公表した11。3 市は山梨県にこの方針を伝え協力を要請した。こ

のことは、2015(平成 27)年 6 月の山梨県議会定例会における、後藤知事の所信表明で、「果

樹農業は県の重要な産業であるばかりではなく、美しい農村景観やワイン文化など、長い

歴史の中で、県民生活や文化にも深いかかわりを持つ貴重な財産であり、本県の魅力を世

界にアピールしていくため、地元の皆さん方と一体となり、世界農業遺産への認定実現に

向けて積極的に取り組んでまいります。」12と述べている。 

また、2015(平成 27)年度甲州市議会 6 月定例会において、田辺市長は世界農業遺産登録

に関する質問に対する答弁のなかで、世界農業遺産は「社会や環境に適応しながら、何世

代にもわたり形づくられてきた農業の土地利用、伝統的な農業とそれに関連する文化、景

観、生物多様性などが一体となった世界的に重要な農業システムを、国連食糧農業機関が

                                                   
11 2015(平成 27)年 6 月 4 日の「山梨日日新聞」1 面で報道されている。 
12 山梨県議会会議録により確認した。http://kaigiroku.pref.yamanashi.jp/(2015 年 9 月 15 日取得) 
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認定するものであります。」13との基本的な理解を示し、この登録が認められることは市民

の誇りを増すことになるとの考えを述べている。さらに、この定例会における市民との協

同や市民参加に関する質問に対して、担当の課長は、市民が果樹農業の歴史や価値を知る

取り組みとともに、市民とともに歴史と伝統ある果樹農業を守り発展させることが重要と

いう主旨の答弁をしている。これらの質疑からは、果樹農業の歴史、文化、地域にとって

の意義などの文化的価値を引き継ぎ評価し、その歴史の過程にあることを住民と共有し、

将来に向けた遺産として創造し続けようとする、山梨県や甲州市の意志をくみ取ることが

できる。山梨県と甲州市、笛吹市、山梨市が、2017(平成 29)年の登録に向け、動きはじめ

たところであり、取り組みの内容は今後の協議により具体化することだが、ブドウやモモ

などの果樹栽培農業とワイン産業との関連が対象となる点において、波及効果が広がるも

のと思われる。 

 

（７）小括 

 本節では、日本におけるワイン産業の牽引役として、ブドウ栽培と醸造技術の革新に取

り組んできた甲州市の事例を取り上げた。同市は、2005(平成 17)年、市町村合併により誕

生したが、なかでも旧勝沼町はワイナリーが特に集積している地域である。この地域では、

生食用ブドウの栽培も盛んであり、生食用とワイン用の 2 つの用途のブドウが栽培されて

いる。そのため同地域には、初期の段階から「ぶどう狩り」、「ブドウを愛でる旅」、「ワイ

ンを買い求める旅」の別を特に意識することなく、ツーリストが来訪していた。代表的な

固有種である「甲州」は生食用であるとともに、OIV14認定のワイン品種であり、同市で

は官民が共同で世界のワイン市場での普及を目指し取り組んでいる。 

2000 年代半ばには、山梨県内の民間団体が、地域資源としてのワイン産業を再評価し、

ワインツーリズムによる地域活性化を提唱した。さらに、2015(平成 27)年 6 月、甲州市、

塩山市、笛吹市が協同で、世界農業遺産への登録を目指す方針を公表し、山梨県もこの取

り組みに協力する考えを表明している。棚づくりのブドウ畑が一面に広がる景観は、生産

者が同地の気象条件に適った方式として選択し、自身の持つ栽培ノウハウを投入してブド

ウを栽培し、その成果が集積して形成された景観である。こうした経緯を踏まえ、本研究

                                                   
13 甲州市議会―会議録の検索と閲覧―により確認した。

http://www.kaigiroku.net/kensaku/koshu/koshu.html(2015 年 9 月 15 日取得) 
14 ワインに関する国際機関「国際ブドウ・ワイン機構」の略。フランスに本部を置き、46 カ国が加盟し

ているが、日本は未加盟である。 
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のテーマである農村と都市の関係構築の観点から、甲州市勝沼地域で着目すべき点は以下

のとおりである。 

1 点目は、ワインツーリズムの原型と言える観光が、大正年代にあったことである。本

節第 4 項に記したとおり、大正年代の同地域のブドウ園に関東圏からの来訪者が多数あっ

たことが、写真や映像で確認できる。早い時期から同地域の生産者は、関東圏の消費者を

対象にブドウやワインを販売するだけではなく、ブドウ栽培地やワイン生産地の実情と魅

力を伝える努力を続けてきた。特にワインの販路拡大という点では、ワインの国内消費が

伸長する 1970 年代はじめまでは、生産量は低い水準で推移しており、地元での消費拡大

に加えて、地域外の消費者にワインを知ってもらう必要があった。そのためには、消費者

に生産地を訪問してもらい、生産の実情を知ってもらうことが有力な手段であったと考え

る。しかし、前述のとおりその旅は、「ぶどう狩り」、「ブドウを愛でる旅」、「ワインを買い

求める旅」の別を特に意識したものでなく、生産者の側も三者の別を意図してはいなかっ

たと思われる。 

 2 点目は、「地域の誇り」をワイン産業に託したワインツーリズムの提唱である。「ワイ

ンツーリズム山梨」の提唱は、ワイン生産者ではない民間有志によって行われた。県の主

要産業の１つであるワイン産業の地域資源性に着目し、地域外にその存在を知らせ、自ら

ワイナリーを訪問し生産者との対話を通して、その資源が持つ潜在力を引出し、評価して

もらおうとする地域再生を意図した提案である。こうした消費者との交流が行われ、ワイ

ンを通して地域が評価されることにより、住民の誇りを再生することが主催者の希望であ

る。この取り組みは主催者とその支援者に、直接的な利益をもたらすことが狙いとされて

はいない。消費者がワイン生産の現場に触れ、生産者が消費者にワインづくりの哲学を自

ら伝える機会であることに、この提案の意味がある。 

こうした取り組みが実現した背景には、この地域において、中山道宿場町であったこと

や養蚕が盛んであったことを伝える、伝統的な建築物や歴史的遺産などを、住民自身が学

び合う取り組みが続けられ、中核となる組織があったことがある。こうした地域資源を統

合し、それらの資源性を高める活動に取り組んできた既存組織との連携の上に、ワインツ

ーリズムは実現し続けられてきた。 

3 点目は、同地域におけるブドウ栽培の文化的側面を打ち出す「世界農業遺産登録」で

ある。甲府盆地に広がるブドウ畑の景観を、佐々木(1966)は「ブドウの海」と表現してい

るが、この景観はブドウ栽培を主産業とする勝沼地域を特徴づける、日本の農村景観のひ
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とつである。その理由は、他の国々ではブドウはワイン原料用とするか、乾燥して加工用

食材とするのが一般的なのに対し、日本ではブドウを生食する食習慣があるからだ。山本

(2008)は、この地域が生食用ブドウの大産地であることは、ワイン原料に適するブドウ栽

培と生食用ブドウ栽培に対する考え方を区分することにおいて、好ましいことではなかっ

たと指摘している。しかし、出荷時の製品の状態が重視される生食用ブドウの生産者は、

栽培地の気象条件の下で、味・色・形状・傷の有無など、ブドウを最良の状態で収穫し販

売するために、労働の負荷は大きいが棚づくりによる栽培を続けてきた。ここでは、個々

のブドウ栽培者が蓄積してきた経験知が、ブドウ畑に反映され固有の景観を形成している。 

農業生産活動に文化的側面があることは、第 4 章第 3 節に記したとおりであるが、その

なかでも特に顕著な文化性を認める場合、世界農業遺産に登録し生産活動の持続と保全を

図る取り組みが進められている。山梨県は国内におけるブドウ栽培とワイン研究に関する

拠点として、他産地をリードし県産ワインを世界のワイン市場で普及させるため、「国際ブ

ドウ・ワイン機構(OIV)」認定品種の拡大などの取り組みを展開してきた。世界農業遺産

登録への取り組みは、さらにワイン産地としての地域とそこでの生産活動を広く発信する

取り組みであり、これまでの世界市場に向けたワインの販路拡張施策とは次元を異にする

戦略である。 
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第５章 事例対象地域におけるワイン生産とワインツーリズムに関する調査 

４ ワイン生産による地域イメージの形成 

―大規模農業地帯である北海道空知南部地域の事例― 

 

（１）はじめに 

 北海道には北海道総合振興局設置条例1にもとづく、9 つの総合振興局と５つの振興局が

ある。空知総合振興局2が所管する地域は、北海道の中央部からやや西に位置し、東西約

70 ㎞、南北約 130 ㎞、範域の総面積は約 5,791 ㎢で、北海道全体の面積の 6.9%であるが、

都道府県別面積第 25 位の三重県よりやや広い。従って、北部と南部では気象や土質など

の自然条件に違いがあり、ワイン生産は南部地域のワイナリーやヴィンヤード3等（以下「ワ

イナリー等」と略）を中心に行われている。北部と南部の中間に位置する浦臼町には、日

本で最大規模のヴィンヤードがある。 

 この地域には旧産炭地があったことから、1965(昭和 40)年の国勢調査までは、1948(昭

和 23)年制定の「北海道支庁設置条例」にもとづく 14 支庁のうち、旧空知支庁は北海道で

1 番人口の多い支庁であった。その後、炭鉱の閉山にともなう人口減少と農村人口の首都

圏への移動が重なり、人口減少、高齢化、少子化の影響が顕著に表れている地域である。

そうした経緯があり、かつ伝統的な観光資源が少ない「普通の地域4」にあって、ワイナリ

ーを訪ねるワインツーリズムによる地域外との人的交流が広がっている。 

 大規模農業地帯で確たる地域イメージがなかったこの地域において、ワインを核とする

「空知のファンづくり」を進め、地域外との人的交流を創出し地域外との関係構築を図る

ことは、地域振興政策を考える上で大きな意味を持つ。この地域のワイナリー等は、池田

町や都農町の例と異なり、何れも民間経営である。その内訳は、地元農業者が開設したと

ころ、地元の農業関係者組合の経営によるところ、地域外からの新規就農者によるところ

など様々である。地域を所管する行政機関が、自ら事業主体となるのではなく、多様な経

営主体による地域での生産活動に着目し、それらの取り組みを調整し方向づけることによ

って、地域の実情に適した振興策を展開できる可能性を示している。 

                                                   
1 平成 20 年 6 月に制定された、知事の権限に属する事務を分掌させる機関として、地方自治法第 155 条

にもとづき総合振興局と振興局の設置を定めた条例。 
2 北海道中央部の 10 市 14 町を所管する行政機関。 
3 独自ブランドワイン用のブドウ栽培地。 
4 内閣府「地域の経済 2008」、第 3 章「交流人口拡大で地域経済活性化」のなかで使われた、伝統的な

観光資源を持たない地域に対する表現。 
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そうした取り組みを通じて、生産者と消費者のつながりが強固なものとなり、相互理解

が深まり、両者の潜在力を伸長し合える関係構築の動きが、小規模ワイナリー等が集積し

ている南部地域に特徴的に認められる。そのことは、空知地域のワイナリー等の来訪者を

対象に行ったアンケート調査での、空知管内中部にある大規模ヴィンヤードと南部地域の

小規模ワイナリーの来訪者の結果を、第 6 章で比較し検証するが、ここではその前提とし

て文献や行政資料等の調査や地域内関係者からの聞き取り調査の結果等をまとめた。図 1

は、北海道における空知総合振興局が所管する地域と三笠市内のブドウ栽培地の様子であ

る。 

 

 

図 1 空知総合振興局の所管地域（左）と三笠市内のブドウ栽培地（右） 

 

（２）空知地域の概要 

１）地理的条件と人口 

本調査の対象地域は、空知総合振興局所管の範域（空知地域）のうち、南部地域の岩見

沢市5と三笠市を重点対象地域としているが、はじめに空知地域の概要を明らかにした上で、

両市の状況等について記す。空知地域は、北海道の中央部よりやや西、大雪山系の東に位

置し、東西約 70 ㎞、南北 130 ㎞の内陸地帯である。中央に石狩川が縦走し、南西部にかけ

て石狩平野が広がり、総面積は 5,791 ㎢、北海道全体の約 6.9%である。気候は南北に細長

い内陸地帯のため、南部と北部、平野部と山岳部で気象状況が異なる。北部は南部に比べ、

寒暖の差が大きい。夏から秋にかけての降水量は比較的多く、冬の降雪量は 10m を超える

年もある。 

 管内 10 市 14 町の人口は 33 万 6,254 人(平成 22 年国勢調査結果)で、1960(昭和 35)年の

                                                   
5 岩見沢市は、2006(平成 18)年、旧北村・旧栗沢町が廃置分合、編入合併して現「岩見沢市」になった。 
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ピーク時の人口（81 万 2,370 人）に比べ約 60%減少している。また，65 歳以上の高齢者人

口が 28.5%と、道内の総合振興局・振興局のなかでも 2 番目に高い。さらに、2040 年まで

に総人口が約 40%減少すると推計されている6。 

空知地域には、図 1 に示した市町名を記した 3 市 2 町に 10 カ所のワイナリー等がある。

そのうちの 7 カ所が、空知南部の農業地帯である、岩見沢市と三笠市に集中している。

1950(昭和 25)年から 2010(平成 22)年までの国勢調査結果での両市の人口推移は、図 2 のと

おりである。南空知圏域の中核都市である岩見沢市の人口は、1955(昭和 30)年以降、9 万

人以上で推移している。しかし、ワイナリー等が集中している旧栗沢町に相当する地域の

人口は、最も多かった 1955(昭和 30)年の 25,500 人から 2010(平成 22)年には 6,191 人に減 

少しており、減少率は 76.8％である。三笠市についても同様に 1955(昭和 30)年の人口が

57,519 人と最も多かったが、2010(平成 22)年には 11,221 人となり減少率は 80.5％である。 

また、2010(平成 22)年の国勢調査による両市の高齢化率は、岩見沢市が 27.8％（旧栗沢

町分：36.8％）、三笠市が 42.8％である。同年の国勢調査における総人口に占める高齢者割

合 23.0％と比べ、両市の数値は高い。また、同年の国勢調査における１次産業(農業・林業)

就業者の割合は、岩見沢市が 9.2％、三笠市が 9.1％であり、北海道全体の 5.9％に対し高く、

高齢化の進行と後継者不足で就農者数は減少し続けている。 

 

 

図 2 岩見沢市・三笠市の人口推移 
出所）総務省統計局「国勢調査結果」をもとに作成 

注）旧栗沢町分は、岩見沢市と合併前の栗沢町に相当する地域の人口である。 

 

 

                                                   
6 2013(平成 25)年 3 月、国立社会保障人口問題研究所公表の「日本の地域別将来推計人口」による。 
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２）地域農業の概況 

2010（平成 22）年国勢調査による、空知管内の 1 次産業就業者の割合は 14.7％（北海道：

6.0%）である。同年の農家戸数は 9,165 戸で全道の 20％だが、高齢化の進行と後継者不足

で就農者数は減少し続けてきた。 

また、2010（平成 22）年の耕地面積は 11 万 5,000ha と全道の約 10％であり、内訳は水

稲が 5 万 2,600ha で全道比 46%、そのほかは小麦・大豆・そば等の畑作である7。2010(平

成 22)年における、生食用を含むブドウの作付面積は 148ha であり、このうちの 144ha が

ワイン用で全耕作面積の約 0.1%である。この数字には、空知中部にある耕作面積が 100ha

を超える国内最大規模のヴィンヤードを含んでおり、それを除くと全耕作面積に占めるブ

ドウ栽培面積の割合は約 0.03％と僅かである。 

空知管内の主要農産品である水稲の栽培が可能になったのは、1924(大正 13)年から 4 年

4 ヵ月をかけ、農業者で組織された組合が中心となり、農業専用として全国一の長さの「北

海幹線用水路」(南北総延長 80 ㎞)を建設し、灌漑したことによる。これにより、水稲の作

付面積は拡大し食料増産の社会的要請に応えてきた。 

しかし、土質・農業規模・農地の流動性等において、北部と南部では異なる。南部は泥

炭地が多く、土地改良によって国内有数の水田地域になったが、偏東風8の影響もあって土

地の生産性が低く、米の品質は一般的に劣り、生産調整の対象とされてきた。経営面では

10～15ha 規模の専業農家が多く、第 2 種兼業農家や高齢農家が北部に比べて少ない。さら

に、圃場整備・大型機械導入の償還残債や集積農地の購入費などが負担となり、北部に比

べ農地の流動性が高く、潜在的な売り手があると考えられている。また、農地価格が安く、

土地は財産というよりは生産手段と位置づけられ、農地を売却した場合は離農するだけで

はなく、土地を離れる例が多い(細山,2011)。 

岩見沢市と三笠市における主な作物は水稲で、そのほかは小麦・大豆・そば等の畑作で

ある。ワイン醸造用ブドウの栽培面積は両市分をあわせても、約 20ha と僅かである。石炭

産業と鉄道の要所として栄えた歴史があるが、国のエネルギー政策の転換と高度経済成長

下での人口流出が重なり、1960 年代から農業就労人口の減少が続き、牧草地などの粗放的

土地利用や耕作放棄地が増え続けてきた。 

そうした状況のなかで両市には、農業者による畑作等からの転作や地域外からの新規就

                                                   
7 2011(平成 23)年 6 月公表，空知総合振興局「空知の概要」による。 
8 石狩平野南西部に 5 月から 8 月にかけて吹き，米作に影響がある。（北海道米麦協会資料より） 
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農者が耕作放棄地等を利用するなどして、2000 年代に入ってから比較的小規模な民営のワ

イナリーとヴィンヤードが 7 カ所開設されている。この地域にワイナリー等が集積する理

由の１つに、先に述べた空知南部地域における農地の流動性の高さがある。 

 

（３）ワイン生産の経緯 

１）北海道におけるワイン生産のはじまり 

 ワイン原料となるブドウの栽培については、本章第 1 節の池田町の気象状況のところで

述べたが、農林水産省の「果樹農業振興基本方針9」によると、ブドウ栽培の基準値は年間

平均気温 7℃以上、栽培期間（4 月から 10 月）14℃以上である。このため積雪寒冷期があ

る北海道は、ブドウ栽培に適さないと思われている。 

しかし、北海道におけるブドウ栽培の歴史は古く、道南の七飯町ではじまり、開拓使本

庁構内にブドウの苗が移植されて後、1875(明治 8)年から札幌官園で本格的に行われた(札

幌市教育委員会,1991)。1876(明治 9)年、北海道開拓使が「札幌葡萄酒製造所」を開設し、

翌年には札幌官園のブドウを原料にフランス式の醸造法でワインを製造している。ブドウ

栽培はアメリカ方式で、一定間隔(栽培年により異なる)に苗を植え、それぞれに支柱を立

てツルを結束した(札幌區役所,1911)。1886(明治 19)年、製造所と葡萄園はともに民間払下

げとなったが生産は続けられ、明治末期に廃業になった(札幌市教育委員会,1991) 。 

 その約半世紀後、1963(昭和 38)年に「池田町ブドウ・ブドウ酒研究所」が開設されてか

ら 1999(平成 11)年までに、富良野市や民間企業など、主に大規模ワイナリー6 カ所が開設

された。2000(平成 12)年から 2012(平成 24)年の間には 13 カ所開設されたが、ブドウ栽培

から生産まで一貫して行う小規模なワイナリー（年間平均生産量：約 15ｔ）が大勢を占め

ている。図 3 に示すとおり、1980 年代はじめから 1990 年代半ばにかけて、大規模ワイナ

リーと契約をむすび、稲作や畑作の傍らブドウ栽培をする農家が徐々に増加した。1990 年

代末には現在の耕作面積にほぼ等しい 400ha をこえ、2003(平成 15)年以降、ほぼ同じレベ

ルで推移している。 

栽培技術に関しては、北海道立中央農業試験場10において、1970 年代から適性試験がは

じめられ、国内外の 90 種を超える中から、1981(昭和 56)年、寒冷地適性のある４種を優良

                                                   
9 果樹農業振興の基本的な方向を示す計画で、5 年程度で見直され 2015(平成 27)年 4 月公表のものが最

新である。 
10 1970 年当時の名称であり、2010 年に「地方独立行政法人北海道立総合研究機構農業研究本部中央農

業試験場」に変更された。 
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品種に選定した。1980 年代には 22 種の栽培特性を明らかにし、1986(昭和 61)年からは新

品種の育成をはじめた。2000 年代後半からは、高品質種の選定と安定生産技術の確立に向

けた試験を行っている。 

 

 

図 3 醸造用ブドウ栽培面積とワイナリー数の推移 
注：栽培面積は「特産果樹生産動態等調査」結果をもとに作成 

  

２）ワイナリー等の開設経緯 

空知管内のワイナリー等の開設状況は、表 1 のとおりである。 重点調査対象の C ワイ

ナリーから I ヴィンヤードは、いずれも独自ブランドワインの生産を目指してブドウを栽

培し、自らワインを販売していることが共通点である。A ヴィンヤードは炭鉱会社が開設

し、閉山後に市が購入した後、民間会社に譲渡されたものである。B ヴィンヤードは、

1972(昭和 47)年以来、道内の大規模ワイナリーに供給する原料用ブドウの栽培を行ってい

る。2004(平成 16)年からは同地の名を付したワインが製品化され、2007(平成 19)年には

同地に販売所も開設されたが、主たる位置づけはワイン用原料ブドウの供給である。J ワ

イナリーは企業経営者がセカンドライフ用の土地を求め、種々の野菜栽培を試みたが適さ

ず、ブドウ栽培に転じワイナリーを開設したものである。 

 

３）空知南部地域へのワイナリー等の集中 

重点調査対象のワイナリー等は、いずれもワイン生産のために主に欧州種のブドウを垣

根栽培している。就農地は、小麦・馬鈴薯・ともろこし等の畑作地や牧草地であった土地

だが、20 年近く耕作放棄されていた土地もある。小麦等の畑作からブドウ栽培に転じた地

元農業者の外は、新たに土地を求めてワイナリー等を開設している。この周辺では 1970 年
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代からワイン原料用ブドウを、ワインメーカーに供給する目的で副業的にブドウを栽培し

ていたが、ほとんどが生食用品種であった。1990 年代の後半に、開拓農家の 3 代目である

Cワイナリーの開設者が、栽培困難とされていた欧州種ブドウを育て、自家栽培ブドウ100%

でワインを生産した。その契機となったのが、ニュージーランドでの農業視察である。同

氏は、自らが生産した農産物を介して消費者との関係を築いている、ニュージーランドの

ワイン生産農家の経営のあり方に触発され、ワイン生産をはじめた。 

 

表１ 空知管内のワイナリー等の開設状況 

 

出所）空知総合振興局資料とワイナリー等の情報をもとに作成 

 

 新規就農者がこの周辺を選定した理由は、①C ワイナリーが栽培困難とされていた欧州

種ブドウを育て、自家栽培ブドウ 100%でワインを生産し注目され、その後、ワインを数

字で総合評価することで世界的に著名な評論家が、C ワイナリーの製品に高いポイントを

つけたこと、②経験の豊かな醸造家（H ワイナリーの経営者）が、この地域を栽培適地と

して評価したこと、③C ワイナリーが研修生を受け入れ、栽培や醸造技術を伝えたことが

あげられる。加えて、④この地域の農地の流動性が高く、一定面積の広さのブドウ栽培に

適した形状の緩傾斜地が、安価に購入もしくは長期貸借出来ることも大きな要因である。

以上の理由を示す回答要旨は、以下のとおりである。 

R1：Ｃワイナリーから南の方向に耕作放棄地などを調べ、偏東風の影響が少ない、現在

地に落ち着いた。（Cワイナリーで研修を受けた、Gヴィンヤード共同経営者） 

R2：Ｈワイナリーの経営者の指導を受けながら、ブドウ栽培適地として同氏が注目して

いることや、資金的なことを考えて決めた。（Eと Iのヴィンヤード経営者） 

R3：自分が納得できるワインをつくろうと、全国各地に土地を探し求め、気候条件と資

金的な理由、生活の利便性をもとに判断した。(Hワイナリー経営者） 
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（４）地域内ワイナリー等の相互連携 

１）生産者間連携を必要とする理由 

この地域におけるワイナリー等をめぐる連携は、栽培や醸造技術等に関するワイナリー

相互の情報交換や作業協力などの実務面からはじまった。例えば病害虫防除や野生生物対

策などを含む情報交換、先駆者による醸造技術や新規就農研修者の受け入れ、新規就農者

間での技術研鑽や苗植え、収穫などの作業協力である。ブドウ栽培では同じ地域でも土質

や気候条件の「微妙な差」があり、苗植えから収穫したブドウでワインを製造・販売し利

益を得るまでには、試行錯誤を積み重ね 5 年程度かかることを考えると、相互の技術協力

と研鑽は重要な意味を持つ。 

2012(平成 24)年に北海道農政部が実施した、道内のブドウ栽培者（総数 142 戸、うち空

知管内 36戸）に対するアンケート調査11でも、ブドウ栽培者の 6割近くが他の生産者から、

3 ないし 4 割が「メーカー」から指導を受けているとある（重複回答）。また、組織化に関

する質問に対し、ブドウ栽培者の 6 割が「組織は不要だが情報交換の場が欲しい」と回答

している。この結果は、統合型農村観光に関する研究での、同業者の組織化は必ずしも必

要ではないとする結果に一致する(Saxsena et al., 2008)。 

この地域は機械化が進む大規模水田農業者が多いため、末原(2009a)が指摘するように，

共同作業の機会が失われ農業者間の個別分断化が懸念される。しかし、ブドウ栽培は労働

集約型の農業であり機械化し難いこと、経験にもとづく栽培技術の工夫があることなどか

ら、対象地域の小規模ワイナリー等においては、２）以下に記すような生産者相互の連携

が認められる。 

 

２）醸造技術と新規就農研修を通しての連携 

開拓農家 3 代目の C ワイナリーの経営者は、技術革新と農産物の高付加価値化による農

業の自立を目指し、少量であっても高品質なワインの生産に挑戦した。作物の成育や気象

条件に関する農業技術の蓄積を活かし、栽培から 4 年という短期間でワインの醸造を開始

している。 

同氏は醸造経験がなかったので、当初は専門家の指導を受けていた。しかし技術習得後

は，醸造や新規就農研修者を受け入れ、ここでの研修を修了した D ワイナリーの経営者は、

                                                   
11 2012(平成 24)年公表の、北海道農政部が全ブドウ栽培者(142 戸)を対象に行った「醸造用ぶどう生産者

アンケート調査」(回収率 70％)。 
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隣接地にヴィンヤードを開設し、その後、ワイナリーを建設しワイン生産を始めた。この

地区の営農者は 9 戸で、そのうちの 6 戸がブドウ栽培者（3 戸は地区外居住者）である。新

規就農したのは 5 戸で、D ワイナリーの経営者のほか、D ワイナリーで新規就農研修を受

けたブドウ栽培者、地域外から通い営農している E ヴィンヤード経営者が含まれている。

ブドウ栽培技術が C ワイナリーから D ワイナリーへ、さらに D ワイナリーでの新規就農者

へと伝承され、ヴィンヤードとしての土地利用と農地の継承が進んでいる。 

 

３）ワイナリーを核とする農業者間の連携 

F ワイナリーはブドウ栽培経験者を含む農業者で「岩見沢市特産ぶどう振興組合」を組織

し、市の補助を受けブドウ栽培をはじめた。当初は、醸造家が主導的役割を果たしたが、2

年後の会社組織への移行を機に、組合加入の大規模水田農業者が社長に就任した。農業者

間の連携について同社長は、「水田農家も畑作農家も酪農家も、一緒にワインの生産や販

売等の経営の課題に取り組んだ。大変だったけれど、仲間だからね。」と言っている。 

また、F ワイナリーは比較的小容量のタンクを備え、専門教育を受けた醸造担当者がいる

ので、主に近郊のブドウ栽培農家（一部地域外を含む）からの要請に応じ、対応可能な範

囲で醸造を受託している。「知り合いの農家から頼まれ受けている。量が少なくても、手

間はあまり変わらない。」と社長は述べている。 

 

４）新規就農者間での技術研鑽と作業協力 

新規就農者の多くは、基礎自治体の就農支援策が行政区域内を条件としていることもあ

り、研修を受けた周辺で就農している。ブドウは他の作物に比べ、栽培地の土質や気象条

件に強く影響されるため、栽培条件が近似している所で営農するのが、最も確実性が高い

方法である。 

加えて、ブドウの成熟は栽培地の固有条件に左右され、糖度と酸度のバランスを見極め、

機を逃さず収穫する必要があるため、新規就農者間での作業協力がある。さらに、病害虫

防除や野生生物情報の交換、栽培技術の研鑽等の面で、個々のヴィンヤード等の独自性を

保ちながら、ゆるやかな連携のもとでの技術や作業協力がある。競合関係ではないかとの

問いに対し、H ワイナリー経営者の説明要旨は、次のとおりである。 

R4：地域内に多くのワイナリーが出来た方が良い。ワインづくりは、１年に１回のチャ

ンスしかないが、10 カ所あれば１年で 10 年分の経験ができる。ノウハウが蓄積され
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共有できるので、産地としてのレベルが上がる。 

 

５）カスタムクラッシュをめぐる新たな動き 

H ワイナリーの経営者は、アメリカでの総合的なワインコンサルティングの実績があり、

栃木県内ワイナリーに請われて醸造総括責任者として勤務した後、岩見沢市内にワイナリ

ーを開設した。H ワイナリーは「六次産業化法12」にもとづく総合化事業計画の認定を受け

ており、高い醸造技術を活かした品質重視の方針で、自家栽培ブドウと契約栽培農家のブ

ドウを原料にワインを醸造している。加えて、周辺栽培者がブドウを搬入し、同ワイナリ

ーの設備を用いて個別に醸造している。この方式は「カスタムクラッシュ」といわれ、ア

メリカ・カリフォルニアのナパバレーでもブドウ栽培者が多額の建設費負担なしで、独自

ブランドワインを生産できる仕組みとして注目されている。 

D・E・G・I のヴィンヤードは、収穫したブドウの一部または全部をここで醸造している。

利用者が自分の判断と責任で管理する方式であり、「納得できるワインの生産が可能にな

った。」と歓迎している。H ワイナリーの開設により、この地域のワインの多様性が高ま

った。 

 

（５）生産者と消費者との共創関係の構築 

１）消費者に対する生産者の主体的働きかけ 

この地域のワイナリー等は池田町や都農町の例と異なり、民営の小規模経営施設である

ため、消費者との関係構築は個々の事業者の努力により行われてきた。その背景には国内

外の多くの製品との競合関係のなかで、ワインの「コモディティ化」を回避、需要を開拓

し、維持することが、経営の持続に欠かせないことがある。 

ワイン生産量はブドウ収穫量によって決まるため、消費者から価格に対する妥当な評価

を得て、収益の最大化を図ることが経営の持続に欠かせない。ワイン生産者がブドウを苗

から育て、収穫したブドウを原料に醸造し、販売して収益を得るまでには約 5 年を要する。

初期投資が大きく、労働集約型の農業で天候の影響で収穫量が変わる等、経営上の不安定

要素は多い。さらに海外原料と価格差が大きく、価格の圧縮には限界がある。 

そこで、対象地域の小規模ワイナリー等では、生産者の主体的働きかけによる、消費者

                                                   
12 正式には 2010(平成 22)年制定の、「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出及び地域の

農林水産物の利用促進に関する法律」。 
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との関係構築の努力が行われてきた。他の製品と同種同質ではないことを消費者に明確に

伝え、価格が商品選択の最優先事項とならないようにするため、生産者は主体的に消費者

に働きかけ、関係を構築するよう努力してきた。単年だけを考えれば、大口需要先に一括

販売しても収益額は変わらないが、継続的な販売先である消費者との関係が途絶えること、

次年度以降の販売先の決定に主体性を発揮し難くなることから、消費者との関係維持のた

め、生産者は直接販売を優先している。この直接販売は、生産者にとって収益率が高いだ

けではなく、個々の消費者との間の販売ルートを確保し維持できる利点がある(Hall et 

al.,2005) 。 

その際の方策のひとつが、ホームページを使った情報の発信である。この地域のワイナ

リー等のホ－ムページでは、製品というよりはブドウの成育環境や栽培方針、自身が目指

すワインなどについて記しており、社外人材を含むホームページ編集会議をもっていると

ころもある。生産者は消費者との個々の関係づくりと製品に対する評価を確かめる意味で、

直接販売を重視しており、比較的規模の大きな 1 カ所を除き、直接販売が 7 割以上を占め

ている。生産者にとっての直接販売の利点は前述したが、消費者としても生産者との個々

の関係ができることで、製品自体のことだけでなく、生産コストや栽培環境など生産の実

情に対する理解を深めることができる。 

また、収穫体験や苗木の植樹等の生産活動を体験できる機会をつくり、消費者との関係

性を深める取り組みも行われている。生産者は消費者が収穫やワインの仕込みなどを体験

できる機会をつくり、1 ㎏のブドウが 1 本のワインになることなど、生産の実情を分かや

すく伝える努力をしている。C ワイナリーでは、例年、一部の収穫作業を顧客の協力を得

て行ってきた。間際の案内にもかかわらず、旅費や宿泊費の負担が大きい首都圏からの参

加者もいるという。収穫は生産活動の主要な過程の１つであり、喜びを分かち合う機会で

ある(木村,1992)。対面で行う収穫作業や休憩での対話を通じて、生産者は製品への評価

や飲まれる場面、選択の基準などの情報を得て、自身が納得できるワインづくりに反映し

ている。消費者との関係構築については、次のような主旨の回答がある。 

R5：以前からブドウ栽培をしてきたので、つくるのは別にどうということはないが、は

じめは製品を売ることに苦労した。今では、首都圏から、わざわざ、訪ねてくれる人

もいる。長いこと米をつくってきたが、無かった体験で、苦労を忘れるくらい嬉しい。

（Fワイナリー経営者） 

R6：消費者や市場が製品をどう評価するかを、慎重に確かめたかったので、友人や知人
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など反応が分かる範囲への販売からはじめた。一定の評価を得た今でも、大口注文は

丁重に断り、来訪者が手書きしたリストをもとに、顧客優先の方針で経営している。

消費者に日常的に飲んでもらえる価格ではないが、「記念日のワイン」として選ばれ

たい。(Cワイナリー営業責任者：直接販売率約 70％)  

R7：製品の一部を除き、自宅併設の販売所で本数を限定し販売している。販売開始から

短期間で完売するので、敢えて案内看板を掲げていない。道内だけでなく首都圏など

からも、畑の様子を見ようと来てくれる顧客がいる。そうした人たちのことを考える

と、経営は大変だけれど価格は 3,000 円以内でおさえたい。それ以上だと贈答用など

にされ、ワインを介した消費者との交流が間接的になる。(G ヴィンヤード共同経営者：

直接販売率ほぼ 100％) 

R8：マーケティングの経験から、消費者が何を求めているかが分かる。生産の現場が見

えにくい状況下で、直接、消費者が農業に携わることには意義がある。ブドウ栽培や

収穫体験の機会を通じた参加者同士の交流があり、参加者が知人を誘って来てくれる。 

(元食品会社経営の Dヴィンヤード経営者：直接販売率約 85％) 

 

２）生産活動をもとにした地域イメージの形成 

 重点調査対象のワイナリー等では、栽培地の気象や土質、ブドウの特質や成育状況、加

えて野生生物対策など、生産活動での情報を伝える様々な工夫をしている。E と I ヴィンヤ

ードの経営者は、ブドウの幹を食べる兎を「宿敵」と表現しているが、ボトルラベルに畑

と月と兎をデザインしている。畑の傾斜を実際の角度に合わせ、収穫日の月を描くなどし

て畑の情景を伝えている。Ｆワイナリーでは、社外人材を含むホームページ編集会議で、

消費者に知って欲しい内容を多角的に検討しており、分かりやすく伝える努力をしている。

C ワイナリーの営業責任者は、インタビュー後の確認メールのなかで、生産活動を伝えよう

とする気持を、「瓶にブドウ畑の時間と空間を詰める」と表現している。こうした各経営

者の生産活動を伝える取り組みにより、新聞・雑誌（航空会社機内誌を含む）・ワイン専

門誌等で、この地域のワイナリー等での生産活動が紹介されるようになった。 

北海道内で購読数が最大の北海道新聞における、空知地域のブドウ栽培やワイナリーに

関する記事を、日経テレコム 21 のデーターベースをもとに、「空知・ブドウ・ワイン」の

全ての語で完全一致することを条件に検索した新聞報道件数の年次推移は、図 4 のとおり
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である。空知管内のブドウを原料とする複数のワインが「国産ワインコンクール13」での上

位入賞したことなどを機に、2004(平成 16)年から 2005(平成 17)年にかけて 2 倍になり、そ

の後 20 件前後で推移していた。ワイナリーを巡るツーリズムが催行されるようになった、

2010(平成 22)年には 32 件と増加している。2014(平成 26)年は、この地域を舞台とする映

画が上映され、これに関連する記事を含め 48 件である。 

この映画の撮影は F ワイナリーで行われ、その内容はブドウ栽培農家の日々の暮らしを

テーマとするものである。このほか、テレビ番組でもこの地域の生産者や生産活動の様子

が報道され、首都圏を含む地域外からも個人や団体等の来訪者がある。契約栽培で原料用

ブドウを供給していた時代には、ブドウ畑を訪ねる消費者はほとんどいなかった。その頃

と比べ、地域の状況は大きく変化している。しかし，同ワイナリーの周辺には、来訪者の

増加を見込んだ商業施設等はなく、大規模な水田や畑作地と特有のブドウ栽培地で構成さ

れる景観が広がっている。 

 

 

図 4 新聞報道件数の推移 
出所）日経テレコム２１による北海道新聞記事の検索結果をもとに作成 

検索条件：「空知・ブドウ・ワイン」の全てを含む完全一致方式 
範囲:見出し/本文/キーワード、同義語展開なし 
注）2015 年については、9 月 28 日までの件数 

 

（６）ワイン生産を核とする地域振興の取り組み 

１）空知総合振興局による地域振興策 

2000 年代に入りワイナリー等の集積が進み、前述のような個々のワイナリー等による消

費者に対する働きかけを契機として、ワイン生産活動の様子が新聞・雑誌（航空会社機内 

誌を含む）・ワイン専門誌等で紹介されるようになった。空知総合振興局ではこの動きを捉

                                                   
13 山梨県が主導し、日本ワイナリー協会や日本ソムリエ協会等と実行委員会を組織し、国産原料 100％

ワインを対象に 2003(平成 15)年から開催。 
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え、道央広域連携地域14が示した「道央広域連携地域政策展開方針」の「多彩な地域資源を

活用した個性ある地域づくり」の方向に沿って、交流人口の創出による地域の活性化を目

指し、2010(平成 22)年、「そらちのファンづくり」プロジェクトをスタートさせた。大規模

水田地帯ながら明確な「地域イメージ」がなかった状況15で、ワインが栽培地の特性を反映

することを意識した、ワイン産地としてのイメージをもとに、空知の魅力を地域内外に発

信する取り組みである。 

同局ではこのプロジェクトを担当する部署を設置し、2011(平成 23)年度には、関係自治

体とワイナリー等に呼びかけ、ワイン産業の振興による地域活性化を目的に、情報交換や

課題を共有するために「そらちワイナリー・ヴィンヤード連絡会議」（以下「連絡会議」）

を設置した。この会議が目指すのは、農業の六次産業化による経済効果の増幅、食関連産

業の振興や交流人口拡大等である。 

このプロジェクトでは、ワイナリー等や市町村関係者、関係機関・団体等との相互連携

を図るとともに、専門家を招いてのセミナーやイベントの開催、加えて専門コンサルタン

トによる土壌や気象の分析、国際的な醸造用ブドウ栽培技術者による実践指導などを行っ

ている。あわせて、「醸造用ブドウと空知産ワインの振興に係る基礎調査」を行い、空知

のワイン産地状況、周辺の気象データや土壌分析、国内外主要産地の情報を収集し整理し

た。こうした大規模かつ専門的な調査には多額の費用を要するため、個々の生産者が行う

ことは難しく、得られた専門的かつ広汎な調査結果は、連絡会議のメンバーで共有されて

いる。 

また、札幌市を含む道央都市圏16（人口約 230 万）が距離的に近いので、消費者のワイナ

リー巡りへの関心の高まりを受け、空知総合振興局は 2012(平成 24)年度の事業として、生

産者と消費者をつなぐイベントを、岩見沢市と札幌市で開催した。札幌市内でのセミナー

は、H ワイナリー経営者の講話と空知産ワインと食材の試飲試食である。参加者の 8 割が

札幌都市圏在住で、当日のアンケート17では 71%が「ワイナリーに行ってみたい」、52％が

「空知産ワインを買って飲んでみたい」と答え、回答者がワイン産地訪問の希望を持って

いることを示す結果であった。 

                                                   
14 道央広域連携地域は、石狩・後志・空知・胆振・日高の各地域からなる。 
15 空知総合振興局産業振興部が 2013(平成 25)年 3 月に外部委託によって作成公表した、「売れる商品づ

くりのための提言指南書」による。 
16 札幌市を中心に、通勤や買い物などで人の移動でつながりがある、7 市 3 町を含む圏域。 
17 空知総合振興局がホームページで公表した、セミナー参加者 76 名に対する結果(回収率 87%） 
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そのほか、地元の大学と同局との共同で、ブドウ畑を背景に「僕たちが選んだ場所」の

メッセージを含むポスターを作成した。道内市町村、経済団体、旅行会社、酒販店等に配

布し、ワイン産地イメージの普及に活用するなど、地元の協力を得て広くＰＲしている。

こうした、生産者と行政機関の取り組みが相乗的に作用し、テレビ番組でも生産者や生産

活動の様子が報道され、首都圏を含む地域外からも個人や団体での来訪者がある。この地

域の大規模な水田や畑作地とブドウ栽培地で構成される景観は、北海道における田園の魅

力を表しており、札幌の映画製作会社の企画により、ブドウ栽培農家の日々の暮らしをテ

ーマとする映画の撮影が行われ、公開された18。 

 

２）北海道農政部による栽培技術支援 

北海道農政部が 2011(平成 23)年に策定した「北海道果樹振興計画」によると、果樹栽培

面積は 2008(平成 20)年までの 40 年間に約 60％減少している。基幹 3 品目（りんご、ブド

ウ、おうとう）のうち、ブドウ以外は大きく減少している。しかし、北海道における醸造

用ブドウ栽培面積は全国第 1 位であり、醸造用ブドウは拡大が見込まれている品目である。

こうした見方の背景には、高品質ワインを生産する小規模ワイナリーが地域の活性化に貢

献している例があり，北海道農政部では、収量の増大や耐寒性品種の開発に加え、醸造用

高級品種の栽培支援が課題と認識している。 

本節第 4 項に記した同部によるアンケート調査19では、ブドウ栽培歴 20 年以上は 55％で

あるが、品種の選定や苗の入手についてはメーカーが主導し、栽培技術は他の生産者から

学んでいることが分かった。この結果をもとに，2013(平成 25)年度から、将来を考えて栽

培面からブランド力強化の取り組みを始めた。その内容は，高級ワイン用品種の実証的栽

培支援事業、道産ワイン懇談会20との連携による検討会での情報共有の推進である。 

 

３）三笠市における統合型地域振興策 

三笠市では、ワイナリー等のある地域の暮らしのイメージを、定住促進に有効な PR 素材

と考え、ブドウ栽培農家に出演協力を求め、テレビ広報と公式ホームページの動画を作成

                                                   
18 2014(平成 26)年秋に公開された、空知地域のワイン生産者の兄弟と、ブドウ畑付近でキャンプ生活を

はじめた旅人との交流を描いた映画。 
19 2012(平成 24)年公表の，北海道農政部が全ブドウ栽培者(142 戸)を対象に行った「醸造用ぶどう生産

者アンケート調査」(回収率 70%)。 
20 品質の向上とワインの振興を目的に，北海道内のワインメーカーで組織する団体 
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した。また、同市はブドウ栽培地周辺を含む海底隆起した地質、旧産炭地として歴史、地

域の文化などをつなぎ、住民がその価値を知り来訪者に伝える「ジオパーク構想」を進め、

2013(平成 25)年に「日本ジオパーク21」に登録された。この施策は地域の多様な資源を統合

し、地域の実像をもとに地域内外の人的交流を促し、地域の価値を共有しようとする取り

組みである。 

こうした取り組みは、 2000 年代はじめに EU 加盟 6 カ国が、衰退する地域の再生を目

指すプロジェクトによって示した、IRT(Integrated Rural Tourism)「統合型農村観光」の

考え方に通じる。その基調にあるのは、地域の利害関係者を実行の中心として、地域資源

の持つ経済的な側面に加え、自然・社会・文化等の資源価値を統合し、内外関係者と連携

してツーリズムにより地方地域の振興を図ることである(Cawley et al., 2007)。 

 

（７）小括 

本節では、工業的な農業生産が主流の大規模農業地帯において、自家栽培ブドウによる

ワイン生産を行う農家の出現を機に、地域外からの参入を含む新規のワイナリー等の開設

が進み、ワイン産地としての地域イメージが形成されている空知南部地域の事例を取り上

げた。空知地域では、国内最大規模のワイン原料用のブドウ栽培地を含めて、一部の農業

者によって原料ブドウ栽培が副業的に行われてきた。北海道のなかでも有数の豪雪地帯で

あり、ブドウ栽培地としては適地ではないが、農業者としての経験と栽培技術の工夫によ

り、生産されたワインは国内外で高く評価されている。こうした地域での動きを捉えて、

地域を所管する空知総合振興局ではワイン産地としてのイメージを地域の内外に発信し、

交流人口を創出し、地域の振興を図る施策を推進している。 

空知地域には、国のエネルギー政策の転換により、急速な人口流出を経験した旧産炭地

の市や町が多くある。それだけに、人口減少と少子高齢化、就農者の減少による荒廃農地

の拡大は深刻な社会課題となっている。同地域はワイン生産がはじまるまでは、固有の地

域イメージを持たず、農業地帯への地域外からの来訪者も殆どなかっただけに、空知総合

振興局には、ツーリズムによる交流人口の拡大とその波及効果に対する期待がある。こう

した状況を踏まえ、本研究のテーマである農村と都市の関係構築の観点から、空知地域に

ついて着目すべき点は以下のとおりである。 

                                                   
21 世界ジオパークネットワークの審査により、同ネットワークへの加盟を認められた「日本ジオパーク

委員会」が認定した、地球活動の遺産で構成される自然公園。 
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1 点目は、高次加工生産活動によって促される人的交流の動きである。ワインづくりは

農業と言われ、原料ブドウがワインの個性をつくる。そのブドウは栽培地の土質や気象条

件により決まることから、「固有の風土と伝統」が生み出した、地域を反映した高次農産

加工品である(麻井,1992)。しかし、ブドウを栽培しワイン原料として供給するだけでは、

生産者は収量や糖度による対価は得られるが、原料ブドウの生産者や生産地が製品ワイン

に表記される例は殆どない。そのため、地域資源としての潜在力を表出させ、生産者がそ

の価値を消費者に伝えることは難しい。 

北海道各地では、大規模ワイナリーと契約してブドウ栽培する農家が 1980 年代から増加

し、空知地域だけでも 40 カ所以上ある。しかし、生産者と消費者の人的交流が行われるよ

うになったのは、ワイナリー等が開設されてからである。原料供給のブドウ栽培を続ける

限り、生産活動の実態は消費者に伝わり難く、生産地としての認知度は高まらない。対象

地域を含む空知管内では、1970 年代はじめからブドウ栽培は行われていたが，消費者には

殆ど認識されていなかった。その状況が変化したのは、ブドウ栽培者が独自ブランドワイ

ンに加工して自ら販売し、消費者に主体的に働きかけ、生産活動の実情を伝えるようにな

ってからである。ブドウ栽培者自身による独自の取り組みは、耕作面積の拡大と機械化に

より農業規模を拡大し、食料基地としての役割を果たしてきた農業経営と異なるものであ

る。北海道農政部ではこうした動きを捉え、国際競争下における農業を取り巻く環境の変

化や消費動向を捉え、ブドウ栽培農家に対する醸造用専用種の栽培技術支援などブランド

力強化の取り組みに着手している。 

2 点目は、消費者との共創関係構築に対する生産者の主体性についてである。空知南部の

農業地域のワイナリー等は、何れも小規模であり地域外からの新規就農者も多い。規模の

面で生産量に限りがあるだけでなく、資金的な面でも初期投資の回収までには相当な時間

を要するため、利益率の高い直接販売において生産者が主体性を発揮し、消費者との信頼

関係を構築し、維持しようとしている。その際、初期投資を早期に回収するために、生産

者としては一定水準のブドウの収穫量を確保し、ワインを増産したいが、生産したワイン

が消費者に評価され支持されるためには、品質の面で消費者の信頼を得ることが重要であ

る。 

ワイン用ブドウは、水分量が多い生食用のブドウと異なり、水分量を抑制して単位重量

あたりの糖分やミネラルが凝縮するよう栽培される。従ってブドウの収穫量とワインの品

質が拮抗し合うため、ワイン生産者は品質と生産量のバランスを考えている。限られた収
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量をもとに収益の最大化を図ることに加え、消費者との関係を構築し、情報共有による相

互理解を深める上でも、生産者にとって直接販売のメリットは大きい。また、生産者が海

外製品との価格差などの実情を伝え、消費者は生産の場での労働がみえることで、価格の

妥当性を理解する機会にもなる(内山,2010c)。 

 「ワインを飲む文化」が、欧米に比較して新しい文化であることは、第 3 章第 3 節にお

いて述べたとおりである。消費者がどのようなワインを好み、自らが生産したワインをど

のように受けとめ評価するかは、生産者にとって重大な関心事である。また、嗜好品であ

るため個人差もあり、その評価についての微妙なニュアンスを把握するには、面談による

対話が最も有効である。ボードリアール(1995)は、モノの消費は享受の機能ではなく生産の

機能であり、消費行為は個人というよりはむしろ集団的な行為であると述べている。その

上で、「享受とは自立的かつ合目的的な自己目的としての
、、、、、、、、

消費を定義するはずのものであ

ろう22」と述べている。嗜好品としてのワインには、「モノ」としての消費にとどまらない

ところがあり、生産者としては消費者との関係を構築するなかで、「モノ」としての範囲

をこえる消費者にとっての「意味」を理解し共有することは、意義のあることである。 

製品ワインの販売先の開拓を流通や卸売の業者に委ね、生産と消費が分離された状況下

では、「コモディティ化23」の危機は常にある。重要なことは生産者が消費者との関係構築

に対して、主体性を発揮することである。顧客を優先する生産者の主体的経営姿勢は、消

費者との生産や販売という経済行為の関係をこえ、ワインを介した顧客(個人を認識でき

る)との、持続的、文化的な交流を深めることにつながる。それは青木(2011)が述べている

ところの、「作って売る」関係から「感じとって対応する」関係への移行であり、その延

長上に「co₋creation」(共創)関係が築かれている。 

この関係が対等かつ良好に成立するためには、消費者には生業の場での交流への配慮が

求められる。あわせて、地域のアメニティーに内包される固有価値が消費財のなかに入り、

消費者主権の対象になり、産業創出の基盤になるには、消費者が製品と生産に関わる文化

的・社会的背景に対する享受能力を高めることも必要である(後藤,2010)。この主張は、先

述のボードリアール(1995)の主張と矛盾するものではなく、ワインツーリズムにおける消費

対象が「モノ」だけではなく、訪問先での時間や空間、そこで得られる体験など、広い範

囲に及んでいることを示唆している。 

                                                   
22 引用の付点は、参考文献の記述に付けられていたもの。 
23 同種同質の製品において、製品間の差別化が失われ価格競争に陥ること。 
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消費財としてのワインは、どこで購入しどこで飲もうと、基本的性質に変わりはない。

消費者が敢えて生産者を訪ね「ブドウ畑の時間と空間」を体感することは、高次農産加工

品の購入という経済行為をこえ、農業生産活動が持つ「収穫を喜び分かち合う」文化的側

面での行為と思われる(木村,1992)。ワインツーリズムにおける生産者と消費者の価値共創

の機能は、はじめから生産者が意図していたというよりは、産業廃棄物の処理場建設構想

という地域の岐路に立ち、農業者が「農家それぞれが創造性とポリシーを持ち自立する。24」

ことが重要であり、ワイン生産に取り組みはじめたことにより表出したものと思われる。 

生産者が長期的見通しのもとで自らの経営と地域の将来を考え、消費者に働きかけてき

た結果として、関係性のマーケティングが有効に展開され、生産者と消費者との共創関係

を構築している。また、伝統的な観光地ではない「普通の地域」における日々の生産活動

を通して、消費者との共創関係をもとに人的交流が促され、地域振興に寄与している。 

3 点目は、地域イメージをもとにした地域振興策の可能性についてである。空知管内にお

けるブドウ栽培の実態は、耕作面積・農家戸数ともに農業全体に占める割合は、いずれも

約 0.1％と僅かであり、ワイン生産量にも限りがある。しかし、空知南部の小規模ワイナリ

ー等を中心に、生産者が消費者に主体的に働きかけ、人的交流のなかで共創関係を構築し、

ワイン生産地域のイメージが形成されている。 

立川(2005)が指摘しているように、地域の「モザイク化」と商業的な場の形成を指す「商

品化」を、ツーリズムによる人的交流が招くのではとの懸念もある。しかし、対象地域に

おける周縁傾斜地でのブドウ栽培は、平野部での水田農業や畑作と競合しない形で農地が

利用されている。「商品化」の指摘についても、消費者ニーズに応じた施設設置や場の改

修など、生産活動と乖離した「商品化」の例にはあたらず、生産活動の場における、生業

を通じての人的交流であり、生産者の主体性が発揮されている。 

対象地域の場合、形成されたワイン生産地域のイメージと、耕作面積や生産割合という

数的な面で捉える大規模水田地帯の実態には乖離がある。しかし、イメージは内外の相互

作用により形成され、実態との間に乖離があると田中(1997）が述べているように、地域イ

メージの形成には、地域が地域外に対しどのようなイメージを発信しようとしているかが、

大きく作用している。 

また、生産活動を通して稲作や畑作農家等の在来農業者と新規就業者が連携し、食料増

産に向け「生産の場」として経過してきた地域農業に変化が現れている。生産性を追求す

                                                   
24 2010(平成 22)年 11 月 28 日北海道新聞、「北海道ひと紀行」のなかでの C ワイナリーオーナーの言葉。 
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る大規模な稲作と、小規模ながら消費者との共創関係を築いているワイナリー等での生産

活動、この対照的な両者がともに地域にあることが、持続可能な地域経営に求められる多

様性を高めている。さらに、農産物地域資源を活用した生産の場での人的交流において、

生産者の主体的働きかけによる消費者との共創関係を通し、地域イメージが形成されてい

る状況を明らかにした。あわせて、三笠市における取り組みからは、衰退が進む農業地域

が多様な地域資源を統合・活用し、持続可能な地域に向けた振興策についての示唆が得ら

れる。 
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第５章 事例対象地域におけるワイン生産とワインツーリズムに関する調査 

５ 事例調査のまとめ 

 

 本研究で調査した事例対象地域では、ワイナリーの開設時期、ブドウの栽培面積やワイ

ンの生産規模、ワイナリー等開設の経緯、経営形態等は異なっていたが、社会情勢の変化

を受けワイン生産に取り組むに至った事情が、それぞれにあることは共通している。池田

町、都農町、甲州市勝沼地域は、地域の財政や経済活動に関する事情であるが、空知南部

地域での事情は「工業化が進む農業」に対するアンチテーゼが、地域に変化をもたらした

ことが、他の 3 地域と異なっている。このことを踏まえた上で、本研究のテーマである「農

村と都市の創造的関係の構築に対する観光の機能」を検証する視点から、4 地域の事例調

査から得られた共通点と抽出すべき事項について以下に記す。 

 

（１）栽培不適地でのワイン生産への挑戦 

 本調査対象地域のうち、甲州市勝沼地域を除く 3 地域は、農林水産省が示すブドウの果

樹栽培基準に適合しない、いわゆるブドウ栽培不適地である。池田町は小雪厳寒、都農町

は高温多雨、空知南部地域は寒冷多雪、こうした厳しい条件の下で、3 地域はワイン生産

に着手し生産を継続している。これら地域に共通しているのは、財政再建団体に指定され

た池田町、他産地との競合により生鮮果樹市場からの撤退を迫られた都農町、急速な人口

流出を経験した空知南部地域のように事情は異なるが、地域の持続を揺るがすような情勢

の変化のなかで、地域再生に向けた取り組みが地域の喫緊の課題となっていたことである。 

 地域再生策としてワイン生産に取り組んだ直接の理由は、それぞれ異なっており、池田

町は冷害や地震等の自然災害で、活用できる地域資源が限られていたなかでの、「山ブドウ」

という自然資源の活用例であり、都農町は生食用ブトウの付加価値向上を図り高次加工し

た例であり、空知南部地域は海外農業視察に触発された例である。これらの例は、事業着

手の理由は異なるが、前二者は地域の存続をかけて、空知南部地域の例は農業者としての

存続をかけた取り組みである。特に、前二者の場合は生産者のみならず地域の人々が課題

を共有し取り組んだことが、困難を乗り越え事業を定着することに寄与したと思われる。 

 切迫した社会情勢の下でワイン生産かかわった人々にとって、北海道における積雪寒冷、

宮崎県における高温多雨といった自然環境の厳しさは、栽培技術の向上と経験にもとづく

「熱意」で乗り越えられたが、いかにして消費需要とつなぐかが次の課題であった。池田
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町の例では、町民参加の欧州ワイナリー視察で町内のワイン需要を創出し、国内各地との

地域間交流により販路を拡張した。いずれの事例対象地域にも共通することは、単に製品

を流通に委ねて収益を上げるのではなく、地域内外の消費者との関係構築に取り組んだこ

とである。 

 

（２）生産者と消費者のワインツーリズムへの期待 

 甲州市勝沼地域に関する事例調査のなかで、ワインツーリズムのプロトタイプとも言え

る取り組みが、既に大正時代にあったことを記した。ワイン生産者に対する聞き取り調査

で、「ブドウを愛でる旅」と表現されたその内容は、ブドウ栽培地を鑑賞する、ブドウやワ

インを購入する、ブドウを収穫して食べる、地元の人々と交流するなど、ワインツーリズ

ムを構成する要素をほぼ揃えている。生産者や生産地の意図は、少なくとも消費者の需要

を満たしブドウやワインを販売することだけにあったとは思えない。生産者や生産地の需

要開拓の意欲は認められるが、ワインについて言えば「ワインを飲む」という需要が低調

であったことは否めない。 

 国内のワイン消費が本格的に伸びはじめたのは、1970 年代に入ってからであるが、ワイ

ンツーリズムが普及したのは、さらに約 40 年後のことである。このワインツーリズムが

山梨県内の民間団体によって提唱され、各地に広まったことはこれまでに述べたとおりで

あるが、ワインツーリズムの生産者と消費者はどのようなことを期待しているかについて

考察する。 

 先ず、生産者にとってはワインを消費者に直接販売することは、流通を介した場合に比

べ利益率が高いというメリットがある。しかし、小規模の生産者の場合は生産量に限りが

あり、顧客へのインターネット販売で相当量販売されていることも多く、来訪するツーリ

ストの要望に応えきれない例も多い。映画の撮影が行われた空知南部地域のワイナリーで

は、上映以降、いずれのワイナリーも完売製品が続出した。映画が上映される以前から、

小規模ワイナリー等が多いこの地域では、インターネットで製品が完売していることを知

っていても生産者を訪ねる消費者がいた。また、甲州市勝沼地域の生産者からは、ワイン

ツーリズムの催行時期が繁忙期と重なっていることが負担であるとの意見もあった。ワイ

ン生産者にとっての最優先事項は、納得出来るワインをつくることにある。ブドウ栽培は

自然環境の下で植物を対象に行う生産活動であり、生育状況を見ながら気象条件を考慮し

て最適の時期に必要な作業を行わなければならない。そのため、「訪問を歓迎できるのは、
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雨の日。」と言う生産者もいる。 

 そうした事情はあるが、生産者はワインツーリズムによる消費者との交流を通して、自

身のワインづくりの考え方を伝え、消費者の反応を直に聞けることを利点と捉えている。

その理由は、ワイン生産が土地と不離一体であることから、その土地を離れての活動に制

約があるためであり、消費者が来訪することで直接交流の機会が得られるからである。一

方の消費者は、製品としてのワインを求めるだけであれば、時間と費用をかけて訪問する

までの必要はないのであり、他の要素も加わってワイナリー等を訪問しているものと考え

られる。両者に共通する利点は、生産の場において交流することを通じて、相互を理解し

合う関係を築くことができることであると考える。 

 

（３）消費者との交流に認められる生産者の主体性 

 前項で、生産活動の場におけるワインツーリズムでは、生産者が時間をとって丁寧に、

消費者に対応することには限界があることを述べた。その一方で、生産者として直に消費

者と交流することによる利点もあることから、消費者との交流を質的に充実し、持続的な

関係を構築しようとする生産者の主体性がある。地域内に消費者を創出した池田町の例も

あるが、他の対象地域の例では、国内外で生産される多くのワインのなかから、当該地域

の固有のワイナリーの製品を消費者に選んでもらうための働きかけである。それは、消費

者のニーズを受けとめ対応するだけのものでは、各ワイナリー等の製品の個性が失われる

ことになりかねない。そこで必要なのは、製品とともにブドウ栽培や醸造技術での独自の

工夫や、地域の土質や気象条件の固有性などを消費者に伝え、消費者の理解を促す情報を

提供することである。 

 空知南部地域において、自家栽培ブドウを原料にワイン生産を最初にはじめた生産者は、

この土地の開拓者から数えて 3 代目の農業者であるが、大規模化と機械化が進み、農業が

工業化するなかで、消費者の顔が見えない農業では一定の収益は得られるが、充足感を持

てなかったと話していた。畑作を中心に安定していた農業経営から、初期投資が大きく、

収益を得るまでに時間を要する果樹に移行し、収穫したブドウを原料にワイン生産に取り

組むことは、生産者にとって熟慮の末の決断と思われる。そのため、この生産者の場合は

製品ワインを知人などの個人的なつながりを頼りに、「顔の見える関係」のなかで販売する

ことからスタートした。事業規模を拡張してからもこの考え方を基本に販売しているが、

対象を特定できる関係の構築は、安定的な販売先の確保につながっている。この状況は消
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費者にとっても同様のところがあり、生産者の顔が見えない工業的な農業生産に対しては、

信頼関係を築くことは難しく生産に関与できる余地はほとんどない。 

 農村と都市の交流拡大により、「農村空間の商品化やモザイク化」が進むことを懸念する、

立川(2005)をはじめとする指摘があるが、生産者が生産活動を優先して交流を制御しなが

ら、主体的に消費者に働きかけるならば、地域にもたらす効果は大きいと考えられる。な

ぜなら、農村における土地利用と生産様式の多様化が進むことにより、地域外の多様なス

テークスホルダーとのつながりが可能となり、消費者が地域に関与できる機会の拡大が期

待できるからである。 

 

（４）消費者との関係構築のなかでの創造性の発現 

 ワインツーリズム研究がフードツーリズムとの関連のなかで進められてきたことは、こ

れまでに述べたとおりである。しかし事例対象地域の現地調査を通じて、観光対象は製品

ワインだけではなく、農村景観や生産者との対話、生産活動、地域にある他の資源などを

含め、多様なものや事柄などが対象となることが分かった。むしろ、マクロな視点でみれ

ば受入側の農村と訪問側の都市との関係、ミクロな視点でみれば生産者と消費者との間で、

相互の交流に何を期待し求めているかによって、ツーリズムの持つ多様な機能のうちの、

ある特定の側面が表出するのだと捉えることができると考える。 

ワインツーリズムにおける消費者の行動を例にあげると、ワインの購入、ワインを賞味

する、生産について学ぶ、周辺の景観を眺める、収穫などの体験をする、生産者と対話す

るなど、多岐にわたる。この交流における生産者の行動は、消費者の行動を反転したもの

である。加えて生産者には、全ての消費者に望めることではないが、生産への理解を深め

て欲しい、地域のことを一緒に考えて欲しいなどの要素もある。交流に対する生産者と消

費者の期待は、一致しないまでも重なり合うところが多く、交流の全体像を決めるのは、

双方の考え方と関係性によるところが大きく、この場合の両者の関係は対等である。 

 この関係のなかでは、生産者と消費者はツーリズムを構成するパートナー同志であり、

観光対象は製品ワインや景観などの触知できるものだけではなく、ものづくりの技術や物

語、人々の暮らしや地域に伝わる文化など、触知できないものを含む広範に及ぶと考えら

れる。この交流は来訪側と受入側の双方が、ワイン生産の場における交流体験を通して触

発し合うなかで、自然資源や文化の多様性などを含む地域資源の潜在的価値を引出す、ク

リエイティブツーリズムの実践と捉えることが出来ると考える。 
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 前述のように、ワイン生産者は土地と不可分であるため、交流先の選択権は消費者にあ

るが、その交流をどのように行い、どのような関係を築くかについて、生産者が自らの意

志を反映し交流の質を高める余地は十分にある。消費者との関係を強め、再訪につながる

よう導くことは、個々のワイナリー等の経営の安定と維持にとって重要なだけではなく、

地域の持続に対する効果も期待できる。生産者と消費者との創造的な関係が築かれるなら

ば、生産者が土地と不可分であるという制約条件は、むしろ再訪と関係の持続にとって有

利な条件となり、相互の理解を深め、互いの期待を実現できる交流へと、質的向上を促す

方向に作用すると考えられる。 

 

（５）外部評価をもとにした地域に対する誇りの醸成 

 前項では生産者と消費者の交流における、両者の創造性の発現について述べ、地域にと

って地域外の関心を惹きつけることが重要であることについての考えを記した。この地域

外の関心を惹きつけ、一定の評価を得ることは、地域の人々に地域に対する誇りを醸成す

る面からも重要と考える。事例対象地域のうちの池田町の例では、海外のワインコンクー

ルでの受賞が、窮地にあった事業復活の契機となった。都農町の場合も、海外のワインコ

ンクールで「お値打ちワイン」と評価されたことを励みに、「世界のワインとなる日」を目

指している。 

甲州市の例では、世界的なコンクールでの受賞実績をもとに、「国際ワイン・ブドウ機構

(OIV)」の認定を受けた固有品種「甲州」製品の販路拡張や、「世界農業遺産」への登録の

働きかけなど、世界市場を見据えた取り組みが進められている。山梨県が主導する「国産

ワインコンクール」は同県産ワインの振興を図る目的もあるが、国産ブドウを原料とする

ワインの品質向上とともに、国内各地のワイン生産者とワイン産地の励みになる取り組み

である。こうした開かれた機会とは別だが、空知南部地域が注目されるようになったのは、

ワインを数値評価することで世界的に著名な醸造家が高いポイントをつけたことが、生産

者とワイン産地としての地域の潜在力を広く知らしめることになったからである。 

 このような各地域における動きは、地域の人々にとって自分たちが暮らす地域が、高い

評価の得られるワインを生産できる地域であるという誇りと、その生産を支えているのは

他ならぬ自分たちであるという自覚を促すことになる。それは自分たちの地域が何もない

「普通の農村」ではないことを、地域外の人々との交流を通じて、自身と地域との係わり

のなかで実感できることにつながるものと思う。
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第６章 ワインツーリズムに関する消費者動向の調査 

1  はじめに 

 本研究では、第２章第１節第３項に記したとおり、大きく分けて２つのアンケート調査

を実施した。１つは、独立行政法人酒類総合研究所でインターネット調査に実績がある「株

式会社インテージ」の登録モニターのうち、札幌市と東京都に居住する消費者（以下、「両

地居住者」と略）を対象とした、「ワイン嗜好とツーリズムに関するアンケート」調査(以

下、「インターネット調査」と略)である。もう１つは、空知地域のワイナリー等の訪問者

を対象とする「空知地域のワイナリー・ヴィンヤード来訪者アンケート」調査（以下、「空

知地域の調査」と略）である。 

 本章では、第 2 章第 1 節第 3 項に示したアンケート調査項目のうち、本研究のテーマに

関連する項目についての調査結果を集計し分析する。調査結果の記述は、はじめにサンプ

ル数が多く、都市生活者の消費行動や考え方を捉えることが期待できるインターネット調

査について、消費行動、ツーリズムの形態、ワイナリー等訪問での印象、の３区分に関連

する調査項目の結果を記述する。その際の分析視点は、ワイナリー等訪問体験の有無、両

居住地による異同を基本とし、ワイナリー等訪問についての項目は、訪問回数との関連に

ついても考察する。 

次に、項を改め空知地域のワイナリー等訪問者を対象とする、空知地域の調査結果を集

計し分析する。この調査は、サンプル数は少ないが、ワイナリー等を訪問してからの経過

時間が短いことから、実態を良く反映した回答が期待できる。 

 以上の結果の集計と分析にあたっては、第 2 章第 1 節第 3 項に述べた統計手法を採用し

た。また、両調査による自由記載の内容は、第 2 章第 1 節第 3 項に記した方法により、テ

キストマイングにより記述内容をカテゴリに区分して整理し、カテゴリ相互の関連性を図

示することのできるコレスポンデンス分析を試みた。 

 さらに、両調査で得られた自由記載のなかで、農村と都市の関係構築についての考え方

や意見などが明確に示されている回答の要旨を、回答者の考え方や意見の具体的な内容を

把握するために列記した。その際には、建設的な内容だけではなく、少数であったが批判

的な内容についても記述した。 

 

 

 



 

156 

 

２ 都市居住者に対する「ワイン嗜好とツーリズムに関するアンケート」調査 

 （１）調査回答者の基本属性 

「ワイン嗜好とツーリズムに関するアンケート」調査の対象者は、札幌市に居住する成

人 514 と東京都に居住する成人 510 人である。そのうち、ワイナリー等訪問希望者と訪問

体験者は各 512 人である。その居住地別の内訳は、札幌市は希望者が 260 人と体験者は

254 人、東京都は希望者 252 人と体験者 258 人、合計 1,024 人である。 

これらの対象者は、前記の調査会社に登録のある、両地に居住するモニター10,568 人を

対象とする予備調査において、地域特産品としてワインに関心があり、生産地の蔵やワイ

ナリーへの訪問を希望する、あるいは訪問したことがあると回答した者の中から、両居住

地と訪問体験の有無で、ほぼ均等に配分した。これら 1,024 人の対象者についての、予備

調査における酒類の飲用と地域資源として酒類への関心の度合いと、両居住地の別でのク

ロス集計結果は、表 1 のとおりである。 

 

表 1 酒類飲用習慣と地域特産品としての関心度 

χ２(df=4, N=1,024)=10.8 φ=0.10  p=0.03<0.05 

 

この結果から、ワインに関心がありワイナリーへの訪問を希望する、あるいは訪問した

ことのある者のなかに、酒類を殆どあるいはあまり飲まない者、地域特産品としての関心

がない者が含まれていることが分かった。また、酒類の飲用習慣と地域特産品としての関

心度について、カイ二乗検定を行ったところ、両居住地によって有意な差が認められた。 

このインターネット調査の対象は、前記の調査会社のモニターであり、性別、年代、未

既婚、子どもの数等の基本属性が登録されている。そこで、これらの基本属性と両居住地

との関係をクロス集計し、独立性についての検定を行ったところ、表 2 から表 5 のとおり

である。その結果、居住地との関係において、未既婚の別では 10％未満、性別で 5％未満

の有意差が認められた。年代と同居子ども数については、有意差は認められなかった。居

住地と性別の関係では、両居住地ともに女性の比率が男性の比率より高いが、札幌市では
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男性が 20.1%であるのに対し、女性は 30.1％であり 10%の差がある。しかし、男女合わせ

た年代別の回答者は、居住地間での有意差は認められなかった。両居住地とも、40 代と

50 代を合わせると約 30％であり、この年代が回答者全体の約 60％を占めている。また、

居住地と未既婚の関係では、既婚者の率はほぼ等しいが、未婚、離婚、死別の項目での差

異がある。 

 

表 2 居住地と性別             表 3 居住地と年代 

χ２(df=1, N=1,024)=4.3 φ=0.07  p=0.04<0.05     χ２(df=4, N=1,024)=5.5 φ=0.07  p=0.24∴ n.s. 

 

表 4 居住地と未既婚          表 5 居住地と同居子ども数 

 
χ２(df=3, N=1,024)=7.2 φ=0.08  p=0.07<0.10    χ２(df=4, N=1,024)=1.5 φ=.04  p=0.83 ∴ n.s. 

 

居住地と同居する子どもの数については、有意差は認められず、両居住地ともに約 30％

が 0 人である。これらの結果から、札幌市と東京都の居住地の別に関わることなく、ワイ

ナリー等への訪問を希望するあるいは訪問した体験がある消費者は、40 代から 50 代の既

婚者が主体となっている。この比率は、2010(平成 22)年国勢調査による人口集中地域の人

口を年代別にみると、40 代と 50 代は前後の 30 代や 60 代より人口が少ないのに対し、本

アンケートでは 40 代と 50 代が高い値を示している。 

 

（２）ワインに関連する消費行動 

 次に、ワイン消費に対する考え方や行動に関する調査項目と、両居住地とワイナリーへ

の訪問体験の有無との関係についてクロス集計を行い、その結果について独立性の検定を

行った。その結果は表 6 から表 11 のとおりである。ワインへの関心と居住地との関係で

は、有意差は認められなかった。一方、訪問体験の有無とワインへの関心については、5%

水準での有意差が認められた。この結果から、ワインへの関心は訪問体験の有無に影響を
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受け、訪問体験のある者の方が長い期間にわたり関心を持っている。特に、ワインに関心

を持ってからの年数 21 年以上の者が、訪問希望者では 91 人（8.9％）であったのに対し、

訪問体験者では 136 人（13.3％）であり、他の年数区分に比較して差が大きい。 

ワインへのこだわりと居住地との関係について独立性の検定を行ったところ、5％水準

で有意差が認められ、東京都居住者の方が札幌市居住者より、こだわりが強かった。訪問

体験の有無とワインへのこだわりの関係での、独立性の検定での有意差は 10％水準であり、

居住地による違いの方がより、高い確率で有意な結果であった。 

また、ワイン購入の目的と居住地との関係についての独立性の検定では、有意差は認め

られなかった。この調査項目に関して、訪問体験の有無との関係での独立性の検定結果は、

5%水準での有意差が求められ、訪問体験の有無によりワインと購入する目的に、差異があ

ると解釈できる。訪問を希望する者の場合、自分で飲むと回答したもの比率が、訪問体験

者に比べ高い。この結果は、後述する訪問形態に関する質問のなかで、訪問希望者は 1 人

での訪問を計画している一方、訪問体験者は家族で訪問していることが多いので、複数の

質問と回答間の関連があると思われる。 

 

表 6 居住地とワインへの関心        表 7 訪問体験とワインへの関心 

 

χ２(df=5, N=1,024)=3.6 φ=.06  p=0.61∴ n.s.   χ２(df=5, N=1,024)=17.7 φ=0.12  p=0.00<0.05  

 

  表 8 居住地とワインへのこだわり      表 9 訪問体験とワインへのこだわり 

 

χ２(df=3, N=1,024)=14.4 φ=0.11  p=0.00<0.05          χ２(df=3, N=1,024)=6.8 φ=0.08  p=0.08<0.10 
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    表 10 居住地と購入目的          表 11 訪問体験の有無と購入目的 

 

χ２(df=5, N=1,024)=5.7 φ=0.07  p=0.34 ∴ n.s.  χ２(df=5, N=1,024)=15.8 φ=0.12  p=0.01<0.05. 

 

 

 次に、ワインの購入先とワイン選択のポイントに関する質問における、居住地と訪問体

験の有無との関係は図 1 から図 4 のとおりである。この 2 つの質問は複数回答（3 つまで）

としており、購入先に関する質問に対する回答総数は、札幌市居住者では 1,130、東京都

居住者では 1,120 である。また、選択のポイントに関する質問に対する回答総数は、札幌

市居住者は 1,430、東京都居住者は 1,436 である。 

購入先としてあげられたのは、札幌市居住者では、①スーパー、②酒販店、③コンビニ

の順であった。一方、東京都居住者では、①スーパー、②酒販店、③百貨店であった。両

居住地による購入先の違いは、コンビニで購入している札幌市居住者が、東京都居住者に

比べ多いことである。札幌市居住者のうちの 36.2%が、購入先の１つとしてコンビニをあ

げているのに対し、東京都居住者は有効回答者の 13.3％であった。また、訪問体験の有無

と購入先との関係では、訪問体験者に比べ、コンビニを選択した訪問希望者が多い。なお、

コンビニを選択した訪問希望者 150 名の内訳は、札幌市が 106 人、東京都が 44 人であり、

札幌市に居住する回答者が 70.6%を占める。購入先としてワイナリーを選択した者にも、

訪問希望者と訪問体験者の回答割合に差があり、訪問希望者 48 名のうち、札幌市は 28 人

で東京都が 20 人、訪問体験者 104 人のうち、札幌市は 53 人で東京都が 51 人である。 

ワイン選択のポイントは、札幌市居住者の回答は多い順に①嗜好（甘い・辛い等）、②タ

イプ（赤・白等）、③価格であった。東京都在住者では、この順位が①タイプ、②嗜好、③

価格となっている。その他の選択肢のなかでは、札幌市居住者に比べ、ブドウ品種をあげ

たものが東京都居住者に多かった。また、訪問体験の有無とワイン選択のポイントとの関

係では、訪問希望者は①タイプ、②嗜好であった。一方、訪問体験者では①嗜好、②タイ

プの順であり、違いが認められる。また、居住地別、訪問体験の有無別のいずれにおいて

も、選択の３番目のポイントとして価格をあげている。 
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図 1 居住地とワインの購入先 

 

 

図 2 訪問体験の有無とワインの購入先 

 

 

図 3 居住地とワイン選択のポイント 
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図 4 訪問体験の有無とワイン選択のポイント 

 

 

（３）ワイナリーへの訪問行動 

 ここでは、ワイナリーに関する情報源、訪問希望あるいは訪問の理由等に関連する調査

項目についての結果を示す。本節１項と２項の「調査回答者の基本属性」と「ワインの関

する消費行動」についての結果から、居住地の別よりワイナリーへの訪問体験の有無によ

る相異が認められたので、訪問体験の有無の別での集計を基本とし、その結果を検証する。 

 ワイナリーへの訪問を希望するようになった情報源に関する回答の集計結果は、図 5 の

とおりである。回答数に上限を設定していないこの質問に関しては、訪問希望者 512 人の

回答総数は 986、訪問体験者 512 人の回答総数は 1,095 であった。訪問希望者と訪問体験

者ともに、情報源としてインターネットをあげた者が最も多く、インターネットは有力な

情報源である。訪問希望者と訪問体験者の別では、訪問希望者では 2 番目がテレビ、3 番

目が雑誌と続く。これに対して、訪問体験者では雑誌とテレビがほぼ同数であり、次いで

4 番目が知人の紹介であり、人を介した情報がワイナリー等への訪問行動につながってい

ると推察される。 

 訪問のきっかけと目的に関する質問は、訪問希望者 512人と訪問体験者 512人に対して、

前者を対象とした「ドライブでの立寄り」の項目を、後者に対しては計画段階であること

を考慮し、「近くに行く機会があるので立寄り」としたほかは、同じ質問内容で行った。居

住地間での違いが認められたのは、訪問体験の有無にかかわらず東京都居住者で、「知人の

勧め」が多かったことと、札幌市居住の体験者でドライブでの立寄りが多かったことであ

る。その他の項目については、居住地間で顕著な違いが認められなかった。訪問体験の有

無をもとに集計した結果を図 6 に示す。 

なお、訪問希望者 512 人の回答総数は 1,489、訪問体験者 512 人の回答総数は 1,256 で
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あり、訪問希望者の選択数は 2.9 項目で訪問体験者に比べて多い。訪問希望の理由として

は、「試飲」が最も多く、2 番目が「施設見学」である。3 番目と 4 番目は、「購入」と「限

定品の購入」であり、1 番目の「試飲」と合わせて製品としてのワインに関連した項目が

選択されている。これに対し、体験者では 1 番目が「施設見学」、2 番目が「ドライブでの

立寄り」、3 番目が「試飲」である。「ドライブでの立寄り」 239 人の内訳は、札幌市居住

者が 134、東京都居住者が 105 である。訪問体験者の訪問理由は、1 人の選択数が 2.4 と

ある程度絞られており、製品としてのワインに関連する項目は訪問希望者に比べて少ない。 

 

 

図 5 訪問体験の有無とワイナリーに関する情報源 

 

 

図 6 訪問体験の有無と訪問希望あるいは訪問の理由 

 

（４）ワイナリーへの訪問形態 

ワイナリーへの訪問を希望している 512 人のうちの 364 人（71.1％）が、日帰りあるい

は宿泊での訪問を計画している。具体的な予定のない者は、札幌市居住者では 79 人、東

京都居住者では 69人である。訪問計画の内訳は、札幌市居住者では 260人中 122人（47%）

が日帰り、一方、宿泊予定者は 59 人（23％）である。これに対し、東京都居住者で日帰
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りを予定しているのは 252 人中 96 人（38％）であり、87 人（35％）が宿泊を予定してい

る。居住地と訪問予定状況についての、カイ二乗検定では有意差（χ２(df=3, N=512)=9.0 φ

=0.13  p=0.01<0.05）が認められる。この結果から、両居住地間によるワイナリー訪問計画

に差異があると解釈できる。 

一方、訪問経験者 512 人のワイナリーへの訪問形態について、日帰りと宿泊の別を質問

したところ、札幌市居住者では 202 人（79.5％）が日帰り、52 人が宿泊（20.5％）で、4

人に 3 人が日帰りであった。東京都居住者では、日帰りが 149 人（57.8％）、宿泊が 109

人（42.2％）であった。居住地と訪問形態との関係についてのカイ二乗検定では、有意差

（χ２(df=3, N=512)=28.2 φ=0.23  p=0.00<0.01）が認められる。つまり、訪問体験者のワ

イナリーへの訪問形態は、両居住地間で差異があると解釈できる。 

 また、ワイナリー訪問時の同行者等についての質問では、両地居住者ともに「家族」（札

幌市：146 人、東京都 142 人）が最も多く、次いで「友人」（札幌市 46 人、東京都 60 人）、

「団体ツアー」（札幌市 25 人、東京都 27 人）の順である。「個人」と回答した者は、札幌

市で 25 人、東京都で 16 人、合わせて 41 人である。これらに、「グループ」（札幌市 12

人、東京都 10 人）と回答した者、「その他」と回答した東京都居住者 3 人を含め、居住地

と同行者の関係についてカイ二乗検定をしたところ、有意差（χ２(df=5, N=512)=7.1 φ

=0.12  p=0.21 ∴n.s.）は認められない。つまり、ワイナリー訪問時の同行者については、

両居住地間での差異がないと解釈できる。 

 なお、訪問希望者 512 人が想定する訪問形態のうち単独にあげたなかでは、「家族」（札

幌市：96 人、東京都 56 人）が最も多く、次いで「友人」（札幌市 38 人、東京都 39 人）、

「個人」（札幌市 25 人、東京都 36 人）の順である。「グループ」や「団体ツアー」をあげ

た者は少数であった。約 40%をこえる回答者が複数の選択肢を選んでおり、訪問希望者の

訪問形態は、不確定の者が多い。しかし、訪問形態として「個人」と回答した者は、訪問

体験者に比べ希望者が多く、表 11 で、「自分で飲むため」と回答した者が、訪問体験者よ

り訪問希望者で多い結果と一致する。 

 次に、居住地とワイナリー訪問回数との関係を示したのが、表 12 である。両居住地と

もに 2 回から 4 回の区分と回答した者が多いが、訪問回数 5 回以上と回答した者の数は東

京都居住者が札幌市居住者に比べて多い。居住地と訪問回数との関係について、カイ二乗

検定をしたところ、両居住地間に 1％水準での有意差が認められた。つまり、ワイナリー

への訪問回数は、居住地によって差異があると解釈できる。 
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表 12 居住地とワイナリー訪問回数 

 
χ２(df=3, N=512)=16.3 φ=0.02  p=0.00<0.01  

 

（５）訪問体験者にみるワイナリー訪問での印象 

 このアンケート調査では、ワイナリー等の訪問者 512 人に対して、訪問での印象に関す

る 5 項目の質問に対して、「そう思う」、「ややそう思う」、「あまりそう思わない」、「そう

思わない」、の 4 段階の選択肢を用意した。質問項目とその内容は表 13 のとおりであり、

これらの質問と居住地とのカイ二乗検定の結果では、何れの項目についても、居住地との

関係での有意差は認められなかった。これらの結果から、ワイナリー訪問での 5 項目の質

問に関する訪問体験者の印象は、両居住地による差異がないと解釈できる。 

 

表 13 訪問の印象に関する質問と居住地とのカイ二乗検定結果 

 

 

ワイナリー等訪問での印象に関する 5 項目の質問に対する回答は、全体的に肯定的な回

答が否定的な回答を上回った。本アンケートでの訪問での印象に関する質問項目では、回

答のし易さと、肯定と否定の選択肢を対象とするため 4 件法を採用した(山田,2010)。4 件

法は 2 件法で肯定か否定を判断し難い場合に、中間的な回答が可能であることが利点とさ

れている。本アンケートにおいても、肯定的な意味合いの中間的な選択肢である「ややそ

う思う」と「あまりそう思わない」に、回答が集中する傾向が認められた。 

そこで、訪問での印象と訪問回数についてクロス集計を行ったところ、図 7 から図 11
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のとおりであった。図 7 では、全ての訪問回数区分において、「ややそう思う」という回

答者の比率が高いが、「そう思う」という比率は訪問回数が増すにつれ高くなっている。こ

れと同様の傾向は、他の 4 項目についても認められ、訪問回数が増すに従って、ワイナリ

ー等への訪問者が肯定的な印象を持つようになることを示している。 

 

 

図 7 訪問体験回数と景観についての印象 

 

 

図 8 訪問体験回数と理解についての印象 
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図 9 訪問体験回数と信頼についての印象 

 

 

図 10 訪問体験回数と応援についての印象 

 

 

図 11 訪問体験回数と愛飲についての印象 
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３ 空知地域のワイナリー等訪問者を対象とするアンケート調査 

 本研究では、第 2 章第 1 節 3 項に記したとおり、前節のインターネットによる「ワイン

嗜好とツーリズムに関するアンケート」調査に先立って、空知総合振興局が所管するワイ

ナリーとヴィンヤード（以下、「ワイナリー等」と略）、10 カ所の協力を得て、１回目の「空

知地域のワイナリー・ヴィンヤード来訪者アンケート」調査を、2013(平成 25)年 10 月～

11 月に行った。 

この調査では、消費者のワイン嗜好やワイナリー訪問に関連する、幅広い内容について

の質問項目を設定した。生産者からワイナリー等への来訪者に調査票を渡してもらい、来

訪者が持ち帰って記入し、後日、返送してもらう方法を採用した。その理由は、項目数が

多く記入にある程度時間を要することと、調査票とともに調査の趣旨等を説明する文書を

添え理解を求め必要があること、あわせてワイナリー等への負担を少なくしたいからであ

る。 

1 回の調査で回収した調査票の記載状況を確認して質問項目を絞り込み、インターネッ

ト調査と空知地域を対象とする２回目の調査に反映した。なお、２回目の「空知地域のワ

イナリー・ヴィンヤード来訪者アンケート」調査は、前回調査以降にブドウ栽培を休止し

た 1 カ所を除く、ワイナリー等 9 カ所を対象として、2014(平成 26)年 6 月～11 月に実施

した。なお、結果については１回目と 2 回目の「空知地域のワイナリー・ヴィンヤード来

訪者アンケート」調査（「空知地域の調査」と略）を、合わせて集計し、その分析結果を示

すこととした。 

 

（１）回答者の基本属性 

 回答者は 2 回の合計で 145 人である。基本属性に関する質問項目は、個人情報を含むこ

とから、性別・年代・住所地のみとした。性別では、男性 81 人（55.9％）、女性 62 人（42.8％）、

未記入 2 人（1.4％）であった。インターネット調査での、男性 443 人（44.3％）、女性 581

人（56.7）、に比較し、構成割合が逆転している。インターネット調査で、性別数を年代区

分で振り分け独立性の検定を行ったところ、両者の間に有意差は認められなかったことか

ら、男女の合計値をもとに分析を行うこととした。 

 空知地域の調査での回答者の性別と年代区分は、表 14 のとおり男性 81 人、女性 62 人

である。男性では 50 代以上が多いのに対し、女性では 40 代と 50 代が多い。年齢の高い

男性からの回答が多いため、全体でも 50 代から 60 代が多く、インターネット調査に比較
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して年代層が高くなっている。性別と年代のクロス集計によると、個々の区分を比較する

にはサンプル数が不足している区分があることから、男女を合計して分析することとした。

なお、年代区分 70 代はインターネット調査に合わせて、60 代以上として合算して分析し

た。 

 

表 14 空知地域についてのアンケート回答者の性別・年代別分布 

 

 

（２）空知地域のワイナリー等訪問者のワイン消費行動 

 第５章における空知地域の調査対象は、主に南部地域の小規模なワイナリー等であるが、

地域内には日本でブドウ栽培面積が最大規模のヴィンヤードがあり、このヴィンヤードと

他のワイナリー等では、その規模において明確な違いがある。本研究では、この大規模ヴ

ィンヤードからもアンケート調査の協力を得ている。同ヴィンヤード訪問者では、47 人か

ら回答を得ており、他の小規模ワイナリー等訪問者 98 人の約半分だが、統計的に分析可

能と判断した。そして、ワイナリー等訪問の印象に関する 5 項目の質問に関して、比較対

照軸としてワイナリー等の規模の大小も採用することにした。その他の質問項目について

は、「ワイン嗜好とツーリズムに関するアンケート」調査の項目に準じて集計した。 

空知地域における調査の結果を集計し、インターネット調査での訪問経験者数（512 人）

の結果と対照して分析する際には、両調査での回答数に開きがあるので、各調査の全回答

者に対する比率で比較検討することにした。なお、「ワインに関心を持ってからの年数」に

ついての質問では、選択肢区分に違いがあるため、複数の階級をまとめ比較した。 

 先ず、回答者の属性に関する項目のうち、「ワインに関心を持ってからの年数」について

は、図 12 のとおり、回答者の数は年数が多くなるに従って増えている。この質問につい

ては、前述のとおりインターネット調査と年数区分に違いがあることから、全回答者に占

める５年未満と５年以上の割合で比較した。インターネット調査では前者は 22.3％、後者

が 77.7%であったが、空知地域の調査では前者が 23.2%、後者が 76.8％で、ほぼ同じ割合

を示した。 

 また、「ワインへのこだわり」に関する質問項目については、空知地域の調査での有効回
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答者数は139人である。インターネット調査での全回答者に占める割合と比較したところ、

図 13 のとおりである。インターネット調査での回答者に比べ、空知地域の調査での回答

者のこだわりの程度はやや低く、「あまりこだわらない」と回答した比率が全体のなかで最

も高い。 

 

 

図１２ ワインに関心を持ってからの年数             図１３ ワインに対するこだわり 

 

 次に、回答者のワイン消費行動に関する質問項目のうち、「ワイン購入の目的」について

は、空知地域の有効回答数は 138 人である。インターネット調査による同一内容の質問へ

の回答者数は 512 人であるが、両調査による集計値の回答者に占める割合を比較したとこ

ろ、表 15 のとおりである。空知地域の調査で「自分が飲む」とした回答が、インターネ

ット調査に比べ 8.8％高い比率だった。 

 「ワインの主な購入先」に関する質問については、回答者数の多い順に、図 14 に示す

とおり、①ワイナリー、②酒販店、③スーパーであった。購入先の第 1 位がスーパーマー

ケットであった、インターネット調査による結果とは異なっている。また、インターネッ

ト調査で地域的特徴が認められた札幌市居住者では、コンビニで購入するものが①スーパ

ー、②酒販店、に次いで第 3 位であったが、空知地域の調査では第 5 位（24.1%）であっ

た。 

「ワインを選ぶポイント」の関する質問については、空知地域の調査でも、図 15 に示

すとおりインターネット調査結果と同様、回答者数の多い順は、①嗜好、②タイプ、③価

格であった。特徴としては、品種を選択した者が 4 番目に多く、その割合はインターネッ

ト調査での回答者に比べ 13.4%高い値を示した。 
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表 15 ワイン購入の目的 

 

 

 
図 14 ワインの主な購入先   

 

 
図 15 ワインを選ぶポイント 

 

 また、「ワイナリー等の訪問回数」に関する質問についての結果は表 16 に示した。空知

地域における調査では「はじめて」と回答したものが最も多く、訪問回数が「2～4 回」、

それ以上と多くなるにつれ漸減傾向にあった。こうした結果に対しインターネット調査で

は、「2～4 回」の回答の割合が半分をこえていた。再訪者の割合は、空知地域の調査では

回答者の 58.6%であったが、インターネット調査では回答者全体の 69.4%であった。 

「訪問先のワイナリー等に関する情報源」についての質問では、空知地域の調査では「イ

ンターネット」と「知人の紹介」をあげた者が、回答者の約 30％であった。これに対し、

インターネット調査では回答者の約 70％近くが「インターネット」を情報源にあげている。

これは調査方法の差によるものと推測される。また、複数の選択肢をあげるよう回答者に

求めたところ、インターネット調査での回答者は 1 人平均の選択数は 2.1 であり、空知地

域の調査での平均選択数 1.4 を上回っており、複数の情報源を持つことが、ワイナリー等



 

171 

 

への訪問行動につながったものと推察される。（図 16 参照） 

次に、「訪問のきっかけと目的」に関する質問に対する回答の集計結果を図 17に示した。

インターネット調査では回答者の多い順に、①施設見学、②試飲、③ドライブでの立寄り、

であったが、空知地域での調査では、①購入、②ドライブでの立寄り、次いで「知人の勧

め」、「施設見学」、「生育観察」が同じ割合で 3 位であった。その外、「対話」や「体験」

を目的にあげた者が１割を超え、インターネット調査による回答者の割合に比べ約 2 倍と

なっている。 

 

表 16 ワイナリー等への訪問回数 

 

 

 

図 16 ワイナリー等に関する情報の入手先 
 

 

図 17 ワイナリー等訪問のきっかけと目的 
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（３）空知地域のワイナリー等訪問での印象 

 空知地域におけるワイナリー等への訪問での印象に関連し、訪問によってのワインやワ

イン生産に対する理解や考え方の変化等に関する５項目の質問に対し、肯定系と否定系の

各２区分の選択肢をもとに回答を求めた。本節第２項に記したとおり、小規模なワイナリ

ー等と大規模なヴィンヤードでは、訪問での印象が異なることが、後述する自由記載の内

容から推察されたため、各項目について規模の違いと回答区分に従って、回答者の割合を

比較した結果は図 18 に示す。 

 「景観」に関する質問については、規模の違いによらずほぼ同様の傾向を示し、否定か

ら肯定へと回答率は増加した。「理解」、「信頼」、「応援」、「愛飲」の各質問に関しては、小

規模ワイナリー等訪問者では「景観」に関する質問と同様の傾向を示した。一方、大規模

ヴィンヤード訪問者に関しては、「理解」、「信頼」、「応援」、「愛飲」の各質問に対する回答

で、最も回答者の割合が高いのは「ややそう思う」という回答であり、小規模ワイナリー

等訪問者の回答傾向とは異なる結果であった。 

 

４ アンケート調査による自由記載内容の分析 

 本研究での 2 つのアンケート調査では、回答者からワイナリー等の訪問と地域振興に関

する次の趣旨での質問に対して自由記載を求めた。 

【質問】ワイン産地の訪問に関連して、醸造用ブドウ栽培やワイン生産をもとにした地

域振興等について、あなたのお考えを自由にお書きください。 

 この質問に対し、インターネットによる「ワイン嗜好とツーリズムに関するアンケート」

調査では回答者の 60.8%、「空知地域のワイナリー・ヴィンヤード来訪者アンケート」調

査では、50.0%が記入した。両調査での記載内容を分析する方法としては、定型化されて

いない多岐にわたる記載内容の文章表現のなかから、共通する言葉や表現の出現傾向等を

把握し、出現頻度や相関関係をもとに有効な情報を得ることができるテキストマイニング

の方法を採用し、結果をカテゴリに分類整理した。 

 さらに、テキストマイニングで得たカテゴリをもとに、カテゴリ間の相関関係を多元的

に解析することのできるコレスポンデンス分析を行った。この分析で得られた結果を、イ

ンターネット調査については、ワイナリー等訪問体験の有無で比較検討した。また、空知

地域のワイナリー等訪問者に対する調査結果については、ワイナリー等の規模の違いをも

とに検討した。 
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図 18 ワイナリー等訪問の印象 

 

（１）分析方法 

 前記の 2 つのアンケート調査での自由記載の内容は、テキストマイニング用の統計分析

ソフト IBM SPSS Text Analytics for Survey4.0.1 を用いて、分析の基本となる言葉の単

位であるコンセプトの抽出を試みた。その際の言語処理の方法としては、本調査がワイナ

リー等訪問者の印象や生産者に対する期待、地域のイメージなどに関する記述内容を検討

するため「感性分析」を採用した。コンセプトの抽出は、IBM SPSS Text Analytics for 

Surveys 4 Japanese に装備されている辞書により行い、抽出したコンセプトのうち、本

研究において同じ内容を示す持つ用語を、類義語として統合した。 
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次に、関連の深い概念をまとめるカテゴリ化を行うにあたっては、はじめに前記の辞書

をもとに内包関係にある用語をまとめる、「言語学的手法にもとづく方法」を採用した。さ

らに、もう一つのカテゴリ化の方法である「出現頻度にもとづく方法」を行い、両者の結

果を突き合せ、関連するカテゴリを結合して、それらに適切なカテゴリ名を付与し定義し

た。さらに、本研究の目的にそったカテゴリを設定し、前記の 2 つの方法に「定義された

カテゴリにもとづく方法」を組み合わせてカテゴリを作成した。 

以上の 3 つの方法により作成したカテゴリのもとにサブカテゴリを置き、カテゴリ全体

のフレームを組み立てた。そして、これらのプロセスを経て得られたデータを、統計分析

用ソフト IBM SPSS Statistics for SurveyVer.22 に移し、コレスポンデンス分析によりカ

テゴリ間の関係性を求め図示した。 

 

（２）「ワイン嗜好とツーリズムに関するアンケート」調査による自由記載の分析結果 

１）コンセプトの抽出 

分析対象（分析単位）としたのは、本章第１節の「ワイン嗜好とツーリズムに関するア

ンケート」調査の回答者 1,024 人のうち、無回答および「分からない、思い浮かばない、

考えたことがない」等の回答を欠損値として除外した 623 人である。これら分析対象（分

析単位）の自由記載内容について、前述のテキストマイニング用の統計分析ソフトを用い

てデータマイニングを行い、テキストマイニングの基本単位となるコンセプトを抽出した。

抽出したコンセプトを確認し、同義語、未抽出、誤認識等についての修正を加え再抽出し、

1,900 のコンセプトを抽出した。そのうち出現頻度が高かったコンセプトは、表 17 のとお

りである。 

 
表 17 出現頻度の高かったコンセプト 

 

 

２）カテゴリの作成 

カテゴリは、前項で抽出したコンセプトをもとに、「言語学的手法にもとづく方法」、「出

現頻度にもとづく方法」、「定義されたカテゴリにもとづく方法」を組み合わせて作成した。
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このうちの、「言語学的手法にもとづく方法」では、すべてのコンセプトタイプ1を対象に

カテゴリ作成した。その際の設定条件は、サブカテゴリによる階層化は最大 5 層とし、共

起2なし、作成されるトップカテゴリ数 30、カテゴリあたりの記述子数およびサブカテゴ

リ数の最小値は 2 である。また、「出現頻度にもとづく方法」にいては、カテゴリ作成の

設定条件を、カテゴリの記述子生成はコンセプトレベル、最少レコード数は 3 とした。さ

らに、本研究の目的にそってカテゴリの統合を図ることを視野に、以下のカテゴリを定義

し、前述の 2 つの方法を合わせてカテゴリを作成した。ここで定義したカテゴリは、価格、

価値、価格・安価、価格・高価、関係、関連、コト、支援、主体性、食、体験、地域、統

合、場所、否定、文化、モノ、理解の 18 カテゴリである。 

これら 3 つの方法を用いて作成されたカテゴリは、表 18 に示すとおりである。また、

ここに示したカテゴリには、表 19 に示す複数のサブカテゴリを含んでいる。 

 

表 18 作成されたカテゴリ 

 

 

表 19 作成されたサブカテゴリ 

 

                                                   
1 品詞を指している。 
2 ある単語に対して、特定の単語の出現可能性が高いことを指している。 
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３）コレスポンデンス分析 

 作成したカテゴリ間の関係性を確認するためコレスポンデンス分析を行い、その結果を

知覚マップで表したものが図 19 と図 20 である。なお、次元得点 3を大きく超えたものは、

外れ値として扱った。図 19 は、ワイナリー等訪問希望者 307 人の自由記載内容に関する、

また図 20は、ワイナリー等訪問経験者 316人の自由記載内容に関する知覚マップである。 

 コレスポンデンス分析では、回答者とカテゴリをキーワードとして分析を行っているた

め、多数意見が原点（0,0）付近に位置し、少数意見は周辺部になる。図 19 では、次元 1 

と次元 2 の何れにおいても、－2～＋2 の範囲にほとんどのカテゴリが入っているが、それ

ぞれはやや分散した位置関係にあり、この範囲から外れているものは価値、支援、ワイナ

リー、期待の 4 つのキーワードである。ワイン、モノ、人、ブドウは近い位置にあり、こ

れらのカテゴリ間の関係が強いことが示唆されている。また、その位置が原点（0,0）付近

であることから、ワイン原料や製品、生産者に対する関心を持つ者が多いことが分かる。

ワイナリーは原点から離れた位置にあるが、支援と近い位置にあり、少数ではあるが両者

の関連が窺える。 

本研究では農村と都市における相互理解を阻むものとして、生産と消費の乖離を課題と

してあげている。そのことを見る１つの根拠として、訪問希望者に関するマップである図

19 における価値と価格に着目すると、両者が位置する象限は異なっており、かつ離れた位

置関係にある。つまり、ワイナリー等の訪問希望者では、価値と価格を関連付けて捉えら

れてはいないが、価格に対し関心を示す者は少なくない。 

 一方、図 20では両次元ともに－2～＋2の範囲に殆どのキーワードが入っており、前者

に比べ原点（0,0）付近に集中する傾向がある。－2～＋2の範囲から外れているものは期

待、コト、主体性、価格、理解である。図 19に比べ、ブドウ、ワイン、ワイナリー、など

のワイン生産に関連するキーワードと、訪問、人、地域、振興、関係、支援、産地などの

地域に関連するキーワード、さらに、食、文化、などの文化的なことに関するキーワード

が多数あり、ほぼ重なり合う位置関係にある。このマップの位置関係から、ワイン生産に

関すること、地域に関すること、文化的なことが関連づけて捉えられていると解釈できる。

また価値と価格については、同じ象限で比較的近い位置にあり、両者の関係が関連づけら

れていることが示唆される。 
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      図 19 コレスポンデンス分析結果（訪問希望者） 

 

 

 
図 20 コレスポンデンス分析結果（訪問体験者） 
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（３）「空知地域のワイナリー・ヴィンヤード来訪者アンケート」調査による 

自由記載の分析結果 

１）コンセプトの抽出 

分析対象（分析単位）としたのは、前述のとおり空知地域の調査で回答を得た 71 人で

ある。これら分析対象の自由記載内容を、前述のテキストマイニング用の統計分析ソフト

を用いて、インターネット調査と同様の方法でデータマイニングを行い、693 のコンセプ

トを抽出した。その結果は、表 20 のとおりである。 

 

 表 20 出現頻度の高かったコンセプト 

 

 

２）カテゴリの作成 

前項で抽出した 693 のコンセプトをもとに、前節第 2 項と同様に「言語学的手法にもと

づく方法」、「出現頻度にもとづく方法」、「定義されたカテゴリにもとづく方法」を組み合

わせて作成した。3 つの方法によるカテゴリ作成の際の設定条件についても同様とした。 

これら 3 つの方法を用いて作成されたカテゴリは、表 21 に示すとおりである。また、

ここに示したカテゴリには、表 22 に示す複数のサブカテゴリを含んでいる。 

 

表 21 作成されたカテゴリ 
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表 22 作成されたサブカテゴリ 

 

 

３）コレスポンデンス分析 

 作成したカテゴリ間の関係性を確認するために、コレスポンデンス分析を行い、その結

果を知覚マップで表したものが図 21 から図 23 である。なお、次元得点 3 を大きく超えた

ものは、外れ値として扱った。図 21 は全ての分析対象（分析単位）の記述内容をもとに、

作成したものである。 

この図では、次元 1 と次元 2 の何れにおいても、－2～＋2 の範囲にやや分散した状況で

ワインと地域に関するキーワードが位置している。自由記載の内容を通読したところ、対

象者が訪問したワイナリー等の規模の違いにより、記載内容に相異が認められた。そのた

め、ワイナリー等の規模の大小をもとに分けてマップを作成した。図 22 は、大規模ヴィ

ンヤード訪問者 25 人の自由記載内容に関するマップであり、図 23 は、小規模ワイナリー

等訪問者 43 人の自由記載内容に関するマップである。 

 図 22 では、次元 1 と次元 2 の－2～＋2 の範囲に入っているキーワードが多いが、それ

らはやや分散している。ワイン、ブドウ、ワイナリーの位置関係も離れており、関係が強

いとは言えない。それに対して、ワインと地域の位置関係は近く、2 つの関係は強く捉え

られている。前記の範囲から外れているのは、価格、価値、統合の 3 つのキーワードであ

り、価値と価格は象限が異なる離れた位置にあり、両者の関係は弱いと言える。 

 図 23 では、コトを除く全てのキーワードが－2～＋2 の範囲に入っており、かつ図 22

に比べ原点（0,0）付近に集中する傾向がある。ブドウ、ワイナリー、ワインの 3 つのキー

ワード近くに地域、統合、食などのキーワードが位置しているので、これらの関係が強い

ことを示唆している。主体性が原点付近に位置しており、前記の原点付近の位置するキー

ワードとの強い関連がうかがわれる。価値と価格については、両者の位置関係は近接して

おり、関係が強いと考えることができる。図 23 において、離れた位置にあるコトは、イ

ベント等を含むカテゴリのキーワードであり、小規模なワイナリー等と関連は弱い。 
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   図 21 コレスポンデンス分析結果（空知全体） 

 

 

 

   図 22 コレスポンデンス分析結果（大規模） 
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    図 23 コレスポンデンス分析結果（小規模） 

 

（４）農村と都市の関係構築に関連する自由記載 

先述のとおり、自由記載欄の記入は、インターネットによる「ワイン嗜好とツーリズム

に関するアンケート」調査では 623 人、「空知地域のワイナリー等来訪者アンケート」調

査では 71 人であった。これらの自由記載欄への記入のうち、本研究のテーマである農村

と都市の創造的関係の構築に関する内容を明確に記しているものは、以下のようなもので

ある。なお、（ ）内は、居住地、訪問希望と経験の別、訪問回数である。 

 

 《ワイン嗜好とツーリズムに関するアンケート》  

 R1：海外ワインと同様、産地にこだわりがありワイナリーに行ってみたい。生産されて

いる所や地域の風土や文化との係わりに関心がある。（東京都：希望者） 

 R2：少額からの拠出金によるブドウ畑のオーナー制度や、田舎暮らしを楽しめる施設が

あれば利用したい。（東京都：経験者、2～4 回） 

 R3：ワイナリー周辺の景観を眺めながら、軽食とワインを楽しみたい。欲張った企画は

要らないので、のんびりとした時間を味わいたい。（札幌：希望者） 

 R4：ワインの生産、ブドウ栽培、関連商品、ワインに係る文化、組み合わせる食事等に
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関するトータルな情報やイベント等を提供すると良い。（札幌：経験者、不明） 

 R5：観光地化しようとしているところがあるが、やめてほしい。（東京都：経験者、2

～4 回） 

 

 《空知地域のワイナリー等訪問者アンケート》 

R1：ブドウの成育などの話を楽しみに訪問している。栽培繁忙期は生産者の負担になる

ので申し訳ない。知名度を上げようとする取り組みは良いが、生産者に配慮が欲し

い。個人訪問は、ある程度の制限も必要と思う。（札幌市在住、30 代、女性、10 回

以上） 

 R2：ワイナリーでの体験や生産者との対話も楽しく、一層、ワインが美味しく感じられ

期待している。（札幌在住、50 代、男性、10 回以上） 

 R3：大量生産することなく、希少性を大切にして欲しい。それぞれのワイナリーが独自

性を活かし、個性的なワインをつくりレベルアップして欲しい。（札幌市在住、50

代、男性、初回） 

 R4：来訪者には試飲させて買わせるよう積極的になるべき。買ってもらって、味を広め

ることが大切。来訪者は値段で決めているような気がする。（札幌在住、50 代、男

性、初回） 

  こうした意見の外、まだ知られていない、値段が高い、期待したほどでなかったなど

の記述もあった。 

 

５ 小括 

 本章では、札幌市と東京都の居住者を対象とするインターネットによるアンケート調査

と、空知地域のワイナリー等訪問者を対象とする郵送による回答方式のアンケート調査の

結果を、居住地の別や訪問経験の有無などと比較して考察した。両調査は実施期間や調査

方法、対象とした回答者などが異なるので直接の比較はできないが、質問項目が一致して

いるものについては、一方の調査結果を参照しつつ比較した。 

まず、両調査の比較から、単一の調査だけでは不十分であることが明らかである。また、

アンケート調査結果の単純集計だけで、調査対象群の異同を論述するには慎重さが必要な

ことが示唆される。さらに、アンケート調査で得られた質的データの検討では、階級の数

値化を図るなどして、統計的手法を用いて客観的に考察した。 
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札幌市と東京都の居住者を対象とするインターネットによる「ワイン嗜好とツーリズム

に関するアンケート」調査では、ワインに関心を持ってからの年数については、両居住地

による有意差は認められなかった。ワインに対するこだわりの程度に関しては、東京都居

住者の方が札幌市居住者に比べこだわりが強い。また、ワイナリー等への訪問回数は、東

京都居住者が札幌市居住者に比べ多い。 

以上の結果を総合すると、東京都と札幌市を比較すると、前者の方がワインを飲む文化

が普及しているものと推察される。このことは、後述するワイナリー等に関する情報源に

関する質問で、東京都居住者に対するインターネット調査の影響を考慮しても、新聞やテ

レビなどのマスコミによる受け身の情報より、ワイン専門誌や知人などからの情報を含め、

主体的に広い情報源に接しているとする回答に一致する。 

同調査では、購入先としてコンビニを選択した札幌市居住者が多いこと、札幌市居住の

ワイナリー等希望者のうち約半数が日帰りを予定している点でも、居住地により有意差が

認められた。これについての１点目の理由は、1971(昭和 46)年、日本ではじめてのコンビ

ニエンスストアが札幌市内に開店し、その後、北海道内全域に店舗を拡張し生活に根付い

ていることがある。最初にコンビニエンスストアを開いた会社は、酒類販売に関する経験

を有し、1987（昭和 62）年には、アメリカから自社独自ワインの輸入を開始し販売して

きた経緯がある。 

また 2 点目は、北海道内のワイナリーの多くが、札幌市からの日帰り圏内に立地し、か

つ広大な農業地帯に位置しており、温泉地等の観光地と隣接した位置にないという環境条

件の差によるものと推察される。 

 さらに、ワイナリー等に関する情報源に関する質問では、インターネット調査による訪

問希望者のうち新聞やテレビと回答した者が訪問体験者に比べて多く、マスメディアによ

って提供されるワイナリーの様子や周辺のブドウ畑の景観などの視覚情報が、ワイナリー

訪問の誘因となっているものと思われる。一方、訪問体験者はインターネットや雑誌・専

門誌などで自ら広く情報を求めるとともに、「知人の紹介」と回答した者が訪問希望者に比

べて多く、個人間での情報伝達が機能している。 

 こうした上記調査の考察を踏まえ、ワイナリー等訪問の印象や考え方の変化を問う 5 項

目の質問に対する回答について、各質問に対する肯定系の回答と否定系の回答区分に従っ

て回答を求めた結果を、訪問回数との関連を見るためクロス集計を行った。その結果、5

項目の設問の全てについて、訪問回数が増加するに従って、各訪問回数区分の回答者では
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「そう思う」を選択した比率が高くなる傾向が認められた。このことは、西本(2013)が北

海道の小樽観光に関して述べている、「体験を重ねることで訪問先に対する理解が深まると

する」という結果と一致している。 

 次に、空知地域の調査での回答は、インターネット調査での札幌市在住の回答者と異な

る傾向を示している。インターネット調査結果では、札幌市居住者がワインの主な購入先

として、スーパー・酒販店に次いで、3 番目にコンビニをあげたことが特徴であることを

述べた。しかし、空知地域の調査では調査方法の影響があると思われるが、ワイナリーを

選択した者が最も多く、次いで酒販店、スーパー、百貨店の順で、コンビニをあげた者は

5 番目で回答者全体の 24.1%である。訪問回数をみても、5 回以上の訪問者の割合が東京

都居住者を越え、ワイナリー等との関係性をそれぞれに構築していると推察される。 

こうしたことから、空知地域の調査の回答者は、インターネット調査での札幌市居住の消

費者とは、消費行動に違いがあると考えられる。 

 また、ワイナリー等訪問の印象や考え方の変化に関する 5 項目の質問に対する回答を比

較すると、両調査ともに訪問による影響を肯定的に捉えている回答者の割合が多いが、イ

ンターネット調査では「ややそう思う」と回答した者の割合が最も多いのに対し、空知地

域でのアンケート調査では「そう思う」と回答した者の割合が、5 項目の全てで最も多い。

加えて、空知地域の調査で「そう思う」とする回答者の割合は、5 項目の全てでインター

ネット調査の結果に比べ 10%以上高い。特に、空知地域の調査では、「ワイナリー等の景

観には他にない魅力がある」という質問に関して、小規模ワイナリー等訪問者で 60.8%、

大規模ヴィンヤード訪問者で 59.6%が「そう思う」と回答している。空知地域の調査での、

訪問の目的は「購入」が最も多いが、訪問を通して景観の魅力を感じ、製品への信頼を深

め、生産活動を理解し、ワイナリー等を応援し、製品を飲み続けようとするなど、回答者

の考え方や行動の変化につながっているものと思われる。そのことは、購入のきっかけと

目的を問う設問への回答で、空知地域の調査で示されたように、ワインを生産者から直接

購入することともに、生育観察、生産者との対話、収穫等体験など、生産活動の一部を体

験し、生産活動の背景を知ろうとすることにも関心を持っているという結果と一致してい

る。 

さらに、ワイナリー等への訪問の印象を問う 5 項目の質問のうちの、「訪問先の製品を

長く飲み続けたい」とする項目については、空知地域の小規模ワイナリー等訪問者では「そ

う思う」と回答した者が51.1%と高い値を示し、「ややそう思う」という回答した者も44.7％
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あった。同地域の大規模ヴィンヤード訪問者でも、「そう思う」と回答した者が 39.1％、「や

やそう思う」と回答した者が 47.8%であった。インターネット調査での同じ質問項目に対

する回答では、「そう思う」と回答した者が 13.7％、「ややそう思う」と回答した者が 57.4%

であるのに比べ、規模を問わずワインを提供する生産者と愛飲する消費者との間に、特定

の関係が成立していることを示唆している。 

 以上のほかに、両調査の自由記載欄の記入に対し、テキストマイニング専用ソフトを用

いて、記載内容をもとに、使用されている用語を、専用ソフトの言語辞書による方法や出

現頻度をもとにした方法と、著者が着目した定義による方法を組み合わせて体系的に整理

し、カテゴリを作成した。そのうえで、カテゴリ相互の関係を見るためにコレスポンデン

ス分析を行った。 

この分析により、インターネット調査では希望者と体験者の結果を表す図を比較すると、

後者に中心化傾向が認められ、訪問体験によって、ワイン、ワイナリー、ブドウ栽培、地

域、振興、主体性、文化などのカテゴリに対する認識はつながっていることが示唆された。

特に、価値と価格との関係に着目すると、希望者と体験者の違いが顕著に表れていた。内

山(2006a)は、消費者が「農に対する理解」を深め、生産者との関係を構築し、生産物に対

する価値を認めるには、生産の現場に触れることが必要と述べており、ワイナリー等への

訪問を通して消費者の生産活動に対する理解が深まっていると考えられる。 

 空知地域でのワイナリー訪問者から得た自由記載についても、同様の方法によってコレ

スポンデンス分析を行った。この地域については、ワイナリー等訪問の印象に関連する質

問に対する回答で、小規模のワイナリー等訪問者と大規模ヴィンヤード訪問者から得た回

答では傾向が異なっていた。このため、コレスポンデント分析の結果は、大規模ヴィンヤ

ード訪問者からの回答と小規模訪問者からの回答を分けて図 22 と図 23 に示した。その結

果、小規模ワイナリー等訪問者では中心化傾向があり、ワイン、ワイナリー、ブドウ栽培、

地域、主体性、文化などが、近い位置関係にあった。このうち、主体性が 2 つの次元の原

点付近に位置したのは、空知地域における小規模の場合だけであった。 

一方、大規模ヴィンヤード訪問者については、やや分散傾向にあり、中心に近いとこと

に位置したのは、ワイン、地域、人の 3 カテゴリである。また、価値と価格の関係につい

ても、小規模の場合は近い位置関係にあるが、大規模の場合は象限を異にし、離れた位置

関係にあった。なお、小規模に特徴的なこととして、「コト」が離れた位置にあることがあ

げられる。「コト」のカテゴリには、「企画」がサブカテゴリとしてあるが、生業としての
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ワイン生産を観光対象とすることへの、配慮を求める趣旨の記載があったことなどを考え

合わせると、イベントなどの企画を生産者に望んでいる回答者は少数と思われる。 

自由記載内容の分析結果からは、生産活動の場を訪問先とするワインツーリズムでは、

訪問の形態としては家族・個人・友人などの親しい者が、ドライブで周辺訪問先と合わせ

た形で訪問するなかで、生産者と消費者が生産活動の場における対話のなかで相互の考え

を、再訪による交流を通して共有し合える関係を構築している。 

 



 

187 

 

第７章 総合考察 

~生産活動を基盤とする農村と都市との創造的関係の構築に対する観光の機能について~ 

１ はじめに 

人口減少と少子高齢化による地域の衰退が進む農村にとって、生産活動を維持し地域の

振興を図ることは喫緊の課題である。食料生産を農村に委ねている状況のもとでは、都市

で暮らす消費者にとっても、重要な社会課題だと考えられる。しかし、機械化と大規模化

した農業と、大量生産と大量消費が前提の流通システムでは、生産と消費が乖離しており、

消費者が農村の課題を知り、その課題が自らの課題でもあることを理解することは難しい。

近年、消費者が特定産地の農産品を買い支える CSA(Community-Supported Agriculture)

などの動きもあるが、交換価値を評価した販売と購入の関係にとどまっている(Cone et 

al.2000) 。農村におけるこうした課題を、都市の消費者も自らの社会課題と捉え、農村地

域の再生を図るためには、「交換価値」を基本とした経済効率重視の生産と消費の関係を、

農村と都市との「相互交流」をもとにした創造的・文化的な関係へと再構築する必要があ

る。 

そこで本研究では、この相互交流の実現をツーリズムの基本的な機能に求め、かつその

機能の拡張性について検討し、生産者と消費者の相互理解によって、両者による創造的な

関係を構築し、社会課題を解決できることを示唆した。その事例としてワインツーリズム

を取り上げたのは、ブドウ栽培とワイン生産は土地との結びつきが強い農業生産活動であ

り、生産者が消費地に生産の場を移すという選択肢がないからである。そして、相互交流

の実現のため、消費者が生産者の生産活動に接することが重要であることを示した。この

点において、消費者が非日常的な体験を求めて日常生活圏から移動する行為であるツーリ

ズムは、相互交流を実現する有効な手段の１つである。 

しかし、単に消費者がワイン産地を訪れワインを味わい楽しむことを目的とするのであ

れば、ツーリズムが持つ趣味や嗜好的な面だけが強調され、生産者と消費者の持続的な関

係の構築は期待できない。なぜなら、消費者の関心の対象が、「モノ」としてのワインにあ

る限り、生産者と消費者との社会的役割分担の構図は変化しないからである。それだけで

はなく、農村と都市との相互交流によって、「農村空間」さえも都市生活者によって消費さ

れ、農村再生を阻むことになる危惧もある(立川,2005)。そのため、農村の生産者が消費者

の需要を認識したうえで、地域の多様な資源を統合し、自らの主体性を発揮するツーリズ

ムのなかでの相互交流を目指す必要がある。 
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これに関連して、欧州における Integrated Rural Tourism(IRT)や New Rural 

Paradigm(NRP)では、地域資源の持つ経済的価値と文化的価値を統合し、地域主導で内外

のステ－クスホルダーと共同し、持続的な農村地域の発展を目指す方針が示されている。

しかし、それらでも地域の固有の自然環境や地域文化など、農業以外の地域資源や活動に

ウェイトが置かれている。例えば、地域固有の自然景観を背景にして、イベントを開催す

ることでイベントの魅力を高めるなど、農業生産活動そのものが持つ文化性に着目したも

のではない。 

一方、本研究のテーマであるワインツーリズムは、ワイン生産の歴史や食習慣などにつ

いて、日本と欧州では違いがある。そのことが、日欧のワインツーリズムでの、ツーリス

トの意識や訪問形態の違いとなっている。また、EU による予算措置や Local Action 

Group(LAG)1のような組織が整っている欧州と日本では状況が異なり、直ちに欧州の地域

再生の仕組みを援用できない。しかし、農村が主体的に地域経営に取り組む動きなどの類

似する社会状況があれば、仕組みや考え方で参照できる点は多い。そこで、IRT や NRP

の考え方を参照しつつ、本研究での調査と分析結果をもとに、ツーリズムによって農村と

都市との創造的関係を構築し、持続可能な地域を実現する要点を、本研究では以下のよう

に示唆したい。 

 

２ 農村と都市による社会課題共有の必要性と実現のための方策 

全国的に人口減少と少子高齢化が進行するなかで、農村は 1950 年代からの高度経済成

長期の大規模な人口流出、1980 年代はじめからのバブル景気期における若年労働者の都市

への流出によって、農村は衰退の危機に直面している。その後も、地方から都市へと人口

移動が続き、耕作放棄地が拡大し荒廃農地の再生利用などが深刻な課題となっていること

は、第 3 章で述べたとおりである。 

この農村が抱える地域課題は、食生活が農業生産活動に支えられているという事実を踏

まえるならば、都市居住者にとって生活の維持に係わることであり、共通の利益のために

農村と都市がともに課題解決に取り組むことが必要である。しかし、両者が共同できる社

会システムの構築についての研究は、「理論と実践の狭間」での議論になり、現実的な検証

が行われることは少なかった。そこで本論文では、移動と非日常性を求める観光の基本的

機能を拡張的に捉えることで、農村における日常的な生産活動を基盤とする農村と都市と

                                                   
1 人口 10 万人以下の地域で LEADER 事業を実践するための、自治体、民間企業や団体等による組織。 
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のツーリズムによる交流を通して、両者の創造的関係を構築することについて考察した。

そして、農業生産活動の文化的側面に着目し、生産者と消費者がともに理解を深め、生産

活動を通して農村の持つ潜在力を高めるメカニズムを考察した。本研究では、事例として

ワインツーリズムを取り上げたが、その土地固有の生産活動の具体例として示したもので、

同じ条件であれば、他の地域資源を用いたツーリズムへの応用は可能である。 

交流人口の拡大による地域経済への波及効果や、交流者の定住化に期待する各地の取り

組みは、「地方創生」の事例として多数紹介されている。しかし、立川(2005)が指摘してい

るように、そうした取り組みのなかには、受入側にとって負担となり、持続可能な地域の

実現に貢献できない例もある。交流による農村振興の効果が持続し、かつ、訪問側の消費

者の行動や考え方にも変容をもたらす地域再生が望ましいはずである。そのためには、ツ

ーリズムによる相互交流において、両者の理解を阻む要因を除き、理解を深め合うことが

必要である。 

農村は食料を安定的に供給するという役割を担い、機械化や規模拡大を進め、生産性向

上や流通システムの高度化を図ってきた。そうした経過のなかで、農村と都市の社会的役

割分担が固定化し、生産する者と消費する者との乖離が時間の経過とともに広がり、生産

者からは消費の実態が、また消費者からは生産活動が見え難くなり、諦観をともないなが

ら双方の関心も低下してきた。 

この状況を打破するためには、農業生産活動にある文化的側面に着目し、農村における

生産活動を地域社会のなかで捉え直すことが必要である。さらに、生産者がその取り組み

を消費者に伝え、共有する必要がある。そのための方策を推進するために、農村から都市

に政策的な働きかけを行うことは難しいが、消費者が自ら訪問して来るツーリズムを活用

する余地はある。この場合、都市からの消費者は農村にとって重要なステークスホルダー

であり、地域外にある資源と見ることもできる。その点では、農村にとってツーリズムは、

活用可能な地域再生のための有効な手段である。また、都市の消費者にとっても、農村に

おける生産活動に触れることは農村の実態を知る機会となり、生産者との触発し合う交流

のなかで、自己の「創造的な潜在力」を伸ばすことも可能である。 

 

３ 生産者による消費者に対する主体的働きかけ 

 生産者と消費者との乖離が進行し、社会的役割分担が固定化してきた背景には、農業の

工業化がある。大規模化と機械化により安定的かつ大量に生産する農業形態では、流通や
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販売者の要望に合致する、均質で扱い易い農産物を生産することを生産者は指向する。そ

こで生産者は、規格にあった商品価値の高い農産物の生産に移行するが、購入するのは「不

特定多数の消費者であるので、生産者と消費者との実質的な関係は成立しない。 

 一方の消費者も、農産物の購入などで農村を訪れることがあっても、訪問の目的が農産

物の「交換価値」に着目した購入であり、経済波及効果は加工品の販売や飲食などの範囲

にとどまることが多い。このような場合、土地との関係性が強い固有の農産品の例を除け

ば、同種の農産品の産地間競合は避けられない。そうしたなかで、一部の農業者のなかに

は、消費者との間で「顔の見える農業」を目指す動きがある。しかし、対象とする農産物

が日常的に消費されるものであれば、消費者は安全性などを考慮しながらも、価格が安い

ことを優先して、消費地で調達するのが一般的である。 

 産地の名を冠した農産物を高次加工し、付加価値を高める取り組みも各地で行われてい

るが、不特定多数の消費者を対象とした販路拡張では、類似品と競合し当初の販売計画を

達成できず見直しを迫られている例が多い。一般的にどの地域でも栽培可能な食材を用い

た日常的な加工品を、不特定多数の消費者に販売し続けることは困難である。そこで農業

経営の観点からは、産地の特性を反映した食材を、嗜好品の性格を帯びた付加価値の高い

製品に加工し、特定の消費者を対象に提供することが考えられる。 

第 5 章の事例調査結果で述べた、空知南部地域における開拓農家の 3 代目で、ワイナリ

ー開設者である山﨑和幸氏の考え方は、ニュージーランドでの農業視察で体験した「消費

者と向き合う農業」にあった。機械化と大規模化により農地の集約化が進み、北海道が農

業政策の優等生とされてきたことは第 3 章で述べたとおりである。この農業者にとってワ

イナリーの開設は、自ら栽培したブドウをワインに加工し、個人を特定できる範囲の消費

者に届け、その評価を直接確認しようとするものであり、不特定多数の消費者に対して工

業的に農産物を提供してきた、現代農業に対するアンチテーゼであった。農業者が「創造

性とポリシーを持って自立する農業」によって、生産者と消費者との関係を再構築しよう

と自らとった行動である。 

農村の状況について内山(2010a)は、農村における地域共同体は多層的であり、それぞれ

に習慣の違いがあるが、その違いを内包して全体で共同体を形成していると述べている。

地域によって共同体の成り立ちや習慣などの相違はあるが、佐無田(2014)は、農村起業の

大きな障害になるのは、実は農村自体の保守的な文化であると述べており、新たな産業分

野への進出には困難がある。北海道については、農業の近代化が進んでおり、農業と農村
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の事情が、他の地域と異なると坂下(2001)は述べているが、本研究での事例はそうした地

域による差異を超える、地域の変革を迫る外的要因に促されている。 

本研究の事例では、自然災害によって財政再建を迫られた池田町、流通グローバル化の

影響によりブドウを加工しワイン市場に参入した都農町、桑栽培から稲作を経て果樹栽培

へと栽培作物を転換してきた甲州市勝沼地域、大規模農業地帯への産業廃棄物の処理施設

建設の動きがあった空知南部地域などを取り上げた。それぞれの事情は異なるが、人口減

少や少子高齢化などの今日の社会課題を抱える以前に、固有の地域課題があり、地域が主

体的に解決することを求められていた。 

共同体である農村における起業の難しさについては、前述の佐無田(2014)が指摘してい

るが、新産業分野の起業は共同体に変化をもたらすことであり、立川(2005)のいう農村の

「モザイク化」につながる懸念もある。そのため、農業関係者を含む住民が、新産業分野

が地域にあることの意味を理解するまでには時間を必要とする。 

ワイン生産では、原料ブドウの生産が最終製品を決定する要素であり、「ワインづくりは

農業である」と言われている。ワイン生産は食品加工という新産業分野であるが、農村に

とっては農業の延長として捉えることもでき、他の産業分野の導入に比較して違和感の少

ない分野である。しかし、果実を原料とする他の農産品加工飲料とワインが大きく違う点

は、ワインが消費者の選好度の高い嗜好品に分類される製品だということである。従って、

ワインの生産者は、自分たちの製品を支持してくれる生産者との関係の維持が、経営の維

持につながることを理解している。 

そこで生産者は、ブドウの生育環境や労働集約型の生産活動の実態を消費者に伝え、製

品価格の妥当性について理解を深めるための情報や、ブドウの収穫や仕込み作業を体験で

きる機会を提供している。こうした主体的な働きかけを通して、自らが生産したワインに

対する消費者の反応を確認し、ブドウ栽培やワイン生産に還元できることが、工業化され

た農業生産ではできない体験であり、ワイン生産者の励みになっている。 

こうした生産者の工夫は、地域における産業としての経済効果だけではなく、地域イメ

ージの形成や、住民にとっての「地域の誇り」の醸成などの副次的効果を生んでいる。農

村における農地利用形態のモザイク化という表面的なことだけではなく、土地利用と農業

経営の多様化によって「農村の多様性」が高まることは、農業生産性や労働の質だけでは

なく、生活スタイルも変化させ、グローバリゼーションなどの社会的変化への対応力を高

めることにもつながっている。また、農村の土地利用と経営の多様化が進み、工業的な生
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産中心の現代の農業では、都市の消費者が生産者との関係を築き、農業生産の実態を知る

機会は限られていた。しかし、ワインツーリズムでは消費者が農村を体験し、生産者と共

同して考える機会を提供できている。 

 

４ 日本におけるワイン生産とワインツーリズム 

日本におけるワイン生産は、欧州の醸造技術が導入されて国内生産が始まってから約

140 年の歴史である。この間、山梨県を中心に生産され、食料の増産が求められ酒類は贅

沢品とされた第２次世界大戦中にも、軍事用通信機器に必要な物質がワインに含まれてい

るので、ワイン生産は続けられた(山梨日日新聞社,1978)。一般消費者がワインを飲むよう

になったのは、1964(昭和 39)年の東京オリンピック、1970(昭和 45)年の日本万国博覧会

が大阪で開催されて以降である。事例の１つとして取り上げた池田町がワイン生産をはじ

めたのは、1963(昭和 38)年であり、2015(平成 27)年現在、生産開始から 50 年以上を経過

している。 

ワインの国内需要は徐々に伸びたが、1985(昭和 60)年には、ワインに使用することが食

品衛生法で認められていない化学物質である、ジエチレングリコールが混入したワインが

輸入され、国内での消費量は減少した。その後、ワインに含まれるポリフェノールが健康

に良いと各種メディアで取り上げられ、1998(平成 10)年には消費量が急速に伸びた。その

後、消費量は減少に転じたが、日本酒に代表される伝統的な酒類の消費が低調ななかで、

ワインの消費量は堅調に推移し、酒類消費の約 4％を占める。 

一方、国内でワインツーリズムが注目されるようになったのは、2008(平成 20)年に山梨

県の民間団体が「ワインツーリズムやまなし」を開催してからである。その後、ワイン産

地を目的地とするツーリズムによる、農村と都市の交流がさかんになった。平成 25 年度

課税統計では、国内市場に流通するワインは、国産が 31%、輸入が 71%である。ただし、

同統計による「国産」には、輸入原料を使用して生産した「国産ワイン」も含まれている。

ワインツーリズムでの訪問先は、こうした「国産」ワインを生産するところではなく、主

に自家栽培ブドウを原料としてワインを生産する、ワイナリーや自家栽培ブドウを他のワ

イナリーに委託して独自ワインを生産しているヴィンヤードである。 

しかし、国内に約 200 カ所あるワイナリーのうちの多くは中小企業であり、その経営は

厳しい (原田,2014)。特に自家栽培ブドウを原料にワインを生産している小規模なワイナ

リーでは、輸入ワインに価格で対抗することは難しい。そこで、生産者はワイン生産の実
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態と自らのワインづくりの哲学を消費者に伝え、製品とワインづくりに対する評価を高め

ることで、自家栽培ブドウを原料とするワインが高価格になることへの理解を求めている。

ワインは生産者の意図や土地の特性、栽培年の気象条件等を反映した製品である。生産者

にとっては「製品の個性」が、消費者に対する訴求ポイントである。そして、消費者ニー

ズに合わせようとしても、ブドウ栽培環境の条件によって原料ブドウの質が決まるので、

生産者が製品の質の向上に係わることに限界があることが、量産されている他の農産加工

品と異なる点である。こうしたことから、産地、生産者、生産年等の違いによって多様な

ワインが生産され、消費者の選択の幅が拡がり、個々の嗜好性に合った製品を選べること

が、消費者にとっての魅力である。 

こうした個々の消費者の嗜好性と選好対象となるワインの多様性によって、ワインが嗜

好品として市場に位置づけられることで、生産者間の共同や技術供与が進み、地域として

の品質向上を図る地域のネットワークが形成される可能がある。この点について長村

(2014)は、技術情報などの地縁による「非公式な相互作用」や業界団体での情報交換、中

核企業の戦略的事業展開によって、北海道におけるワイン産業には、クラスターが形成さ

れていると示唆している。 

本研究の事例地域のなかでも、池田町から富良野市と神戸市へ、神戸市から都農町への

技術供与と経営ノウハウの伝達が認められた。それが実現した背景には、国内におけるワ

イン生産を牽引してきた山梨県内の大学や研究機関や、民間事業者、関連業界の貢献があ

る。前述したようにワインと消費者との関係は、原料ブドウの持つ「潜在力を引出すよう

にして」生産者が製造した多様なワインのなかから、消費者の嗜好に合致したワインを消

費者が選び、ワイン生産の背景を理解できることが理想的である。 

 Hall et al.(2003)は、ワインツーリズムはルーラルツーリズムの１領域であり、幅広い意

味での食事としての「フード」との関連から、ワインに対する関心を持つ層を対象とする

ツーリズムだと位置付けている。この場合の食事は、郷土食や著名な料理人が調理する料

理を食べる、いわゆるグルメなどを含むが、訪問先に数日滞在し飲むことと食べることを

楽しむツーリズムであり、どのような食事であるかは別として、食事とワインとの関係が

重要だと考えられる。本研究の都市居住者に対する「ワイン嗜好とツーリズムに関するア

ンケート」調査によれば、宿泊と日帰りがあり、他の訪問先からの立寄りを含むことも示

されており、食事との関係は強くない。ワインの酒類消費に占める割合は約 4%であり、

日本では「ワインを飲む文化」は定着していないと考えられ、ワインツーリズムも発展過
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程にあると考えるのが妥当である。日本にはなかった「ワイン文化」を、生産者と消費者

が共有し、相互に有形無形の利益を得たり、社会課題の解決を目指したりする点では、両

者は対等の関係にある。 

 

５ ツーリズムの対象としてみたワイン産業 

日本におけるワイン産業とワインツーリズムは発展過程にあり、欧米のように著名なワ

イナリーの周辺にレストランや宿泊施設などが整備されているワイン産地と条件が異なり、

日本のワインツーリズムではワイナリーやヴィンヤード、そこでの生産活動を対象とする

ことが多い。飲食施設やワイン関連商品の販売を行っているところもあるが、グルメが関

心を示す本格的な食事を提供するレストランなどは少ない。こうした施設を整備し来訪者

の増加を図る選択肢もあるが、設備投資と維持管理、安定的な経営のノウハウ不足などの

課題があり、ブドウ栽培とワイン生産を優先する生産者が多い。 

他の酒類に比べてワイン生産は製造工程がシンプルであり、ワイナリーによる工程の差

異は少ない。それだけに、ブドウの生育や栽培環境の違いと、生産者の考えや「ものづく

りの哲学」が、「製品の個性」になる。生産者は、自身のホームページなどで消費者にその

差異を伝えているが、生産者が消費者に直接伝えることが最も有効である。ワインツーリ

ズムでは、生産者がワイン生産のプロセスを消費者に伝えることができ、逆に消費者の嗜

好や消費場面などに関する一次情報を、流通や販売者を介さずに得ることもできる。消費

者にとっても、生産者の解説を直に聞くことは、製品の特質や製造上のこだわりを理解す

ることに役立つ。 

農業生産活動には文化的側面があることを、末原(2009a)や内山(2006b)の指摘に言及し

て、第 4 章で詳述した。生産者の労働の成果としての農産品やその加工品に対して、消費

者が文化的な価値を見出し消費対象とすることは、「モノ」の消費ではなく、「文化的消費」

と捉えることができる。地域の生産者と生産に関心を持つ消費者との、相互交流を通して

収穫の楽しみを分かち合い、木村(1992)が述べている「農の文化的側面」を共有する行為

は、「つくる文化」と「飲む文化」の創発であり文化的消費にあたる。 

ワインの生産活動に関しては、ワインを評価するソムリエなどの専門家もいるが、本研

究の第 6 章「ワインツーリズムに関する消費者動向の調査」に示すとおり、生産地や生産

情報とともに、ワインの特性と価値を総合的に消費者に伝えられるのは生産者である。そ

して、ワイナリー等の訪問者を対象としたアンケート調査結果では、飲酒の習慣のない消
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費者がいることも明らかにした。さらに、ワイナリー等での聴き取り調査では、ワインツ

ーリズム参加者のなかには、ワインが完売していることを知りながらワイナリーを訪問す

る者がいることが分かった。つまり、ワイナリー訪問者の消費対象は、「モノ」としてワイ

ンだけではなく、生産活動に関連する体験を含む多様な文化体験が対象になっていること

が示唆される。 

例えば、消費者が生産工程を体験できれば、生産者の話からの理解だけではなく、原料

ブドウに触れたり味わったりし、また、ブドウの発酵音を聞くことや香りを識別しようと

するなど、身体性を伴ったワイン体感を通して、現場であるワイナリーやワインの文化的

消費が行われていると考えられる。生産の場において労働を体験するだけではなく、文化

的消費の意味が見出されるのである。それにより、消費者はワインが高価格となる理由を

理解し、ワインを正当に評価できる。それは、生産と消費が分離され、均質なモノを大量

生産する、工業的生産活動のなかでは希少価値であり、ツーリズムの魅力を高めるものと

考えられる。ワインツーリズムは、「飲み、味わう」ことで、飲食という「五感」を使う人

間の基本的な欲求に支えられた消費行動であるが、消費者にとっての文化的消費の機会で

もある。 

この体験は消費者による自発的な行為であり、繰り返し体験することによって、消費者

は、「飲み味わう」ことに対する感受性が高まり、製品としてのワインに対する理解だけで

なく、原料ブドウの栽培や生産方法などのワイン生産の背景に対しても関心が及ぶことに

なる。その結果、消費者は当該体験を通して、生産者が持つワインに関する知識や生産に

係る文化的背景を共有し、相互に触発し合う創造的な関係が築かれる可能性が高い。しか

し、茂木(2005)が主張するように、ワインに対する豊富な知識と経験を有するソムリエで

あっても、創造性が発揮されるには他者の存在が重要である。そのため、ワインに関する

知識の形成段階から、消費者の個々の体験が他者との係わりのなかで得られることで、創

造的関係が生じやすくするのがワインツーリズムである。 

文化的消費における「享受能力」の重要性を、後藤(2010)が指摘しているが、それは味

わい分ける能力を含め、ワインの飲用歴や個人の嗜好などによって異なり、同じ人でも年

代や環境で変化する。そして享受能力を高めるためには、いわゆる「本物に触れる」こと

をはじめ、知識を得たり、生産地に足を運んだりするなど、ワインツーリズムにおける「学

習」が必要だと考えられる。 

つまり、ツーリズムの対象としてのワイン産業は、こうした「知的欲求」を受けとめ、
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ワインの「文化的消費」を可能にする、「文化産業」の側面を持つ。それが文化であれば画

一的なものではなく、個人、コミュニティー、地域、国によって異なる、嗜好を含めた文

化の違い、文化多様性を尊重する視点が重要である。生産者の側から空知南部地域のこと

を考えれば、小規模でも多様なワイナリーが存在することが地域の文化多様性を高めるこ

とになると考えられる。つまり、競合する関係ではなく、相互に連携や共創する関係とし

て、多数のワイナリーが共存することを支持する根拠になる。 

 また、ワイン生産は気象条件に左右されることから、生産計画を立て難く、収量や品質

が期待水準に達しない年があるため、10 年を 1 サイクルとして経営を考えている生産者も

多い。こうした自然環境の変化のリスクを考えれば、自然条件や病害虫の防除など、ブド

ウ栽培技術に関するワイナリー等での相互連携には意味がある。そして、ワイン生産は、

生産者が最終消費の場面を想定しながら、気象や土質などの所与の環境条件の下で、自ら

の「経験知」を使って原料ブドウの潜在力を引き出すという、「知的生産活動」である。こ

うした状況について消費者の「深い理解」を得るには、ワインツーリズムによる持続的関

係の構築は有効な手段である。 

 

６ ワインツーリズムの例にみる観光の機能 

 本研究では、生産者と消費者がワインツーリズムを通して交流することが、生産活動に

対する相互理解を深め、農業の工業化による生産と消費の乖離、農村と都市の社会的役割

の固定化による「農村の衰退」という共通の社会課題の解決に有効である可能性を、ワイ

ンツーリズムの事例をもとに検証した。ここで発揮される「観光が持つ基本的な機能」と

して、次の 2 点を示唆したい。 

 １つ目は、人的交流を拡大し地域経済を振興する「経済的機能」である。本研究の事例

である甲州市勝沼地域における「ワインツーリズムの原型」にも見出せる、同地域と関東

圏の消費者との大正時代の交流で、既に意図されていた機能である。また、この機能は地

域内への波及効果が期待される大きな理由ともなっている。しかし、それが十分に発揮さ

れるためには、NRP の考え方に示されているように、地域の多様なステークスホルダーと

の連携が必要である。甲州市勝沼地域では、ワインツーリズムの原型段階での多様なステ

ークスホルダーとの連携が認められた。 

 2 つ目は、こうした多様なステークスホルダーとの連携を促す「ネットワーク機能」で

ある。農業生産活動による収益だけを考えれば、収穫後の農産物を消費地に移出するため
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に、流通・販売業者に委ねることが最適解である。しかし、こうした仕組みでは、生産者

が消費者と連携できる余地は少ない。最近のトレーサビリティ2など消費者が生産者を識別

できる試みでも、流通経路にいるステークスホルダーが、相互の存在を知るだけで十分で

はない。 

内山(2006b)は、農村の生産者と都市の消費者が築く関係のなかで、「モノ」の価値が変

化するという点において「半製品」に着目している。そして、ここでの相互関係で生まれ

る価値は文化的価値ともいえるが、単に「モノ」の交換にとどまるのでは生じないと述べ

ている。また、内山(2006c)は、生産者と消費者が交流し合える「産直」が、生産者と消費

者との関係を構築する、共同の場所となり得ると主張している。そのうえで、「産直」にお

ける相互交流が大規模になると、生産者と消費者が共同する主体的な関係が失われると指

摘している。つまり、「モノ」を介した交流の規模を拡大するだけでは、生産者と消費者と

の主体性による関係性の構築という点で限界がある。生産者と消費者の連携を図り、農業

生産活動を「地域で支える」として注目される CSA の例でも、消費者の関心が自らの健

康への効果など、自らの利益の追求から生じた消費行動にとどまるのでは、両者の関係は

生産と消費の社会的役割分担の域を超えない。消費者が生産活動により深くかかわり、関

係を持続する必要がある(Cone,et al.2000)。 

空知南部地域の事例では、継続的な販売を見込めることを優先した、ワインの販売計画

を立てている。ここで発揮されている生産者の主体性は、経営を維持するという実務的な

意味だけではなく、生産したワインを、生産活動を理解する消費者に届け、ワインを飲む

「文化体験」を共有することにある。そのための方策として、ワインツーリズムを介した

直接販売の効果は大きい。この機会をつくるための関係者に働きかけるプロセスでは、多

様なステークスホルダーとの関係が必要となり、結果的に連携が図られていた。 

 さらに、以上の２つの機能のほかに、生産活動の文化的要素を消費者と共有し、創造的

な関係をつくるために、次にあげる 2 点のツーリズムの機能が存在する。1 つ目は、「文化

的な生産と消費を喚起する機能」である。ワインという嗜好品を対象とするツーリズムに

は、「食文化の壁」があり、池田町の事例でみるとおり、ワイナリー等で生産されたワイン

の特性を消費者が理解し、他の製品との違いを明確に把握し、そのワインを支持するよう

                                                   
2 EU やアメリカなどでは法律で規定されているが、日本では法律により規定されていない。2014 年６

月、食品の安全性確保の観点から、生産、加工、販売等の移動を記録する取り組みとして、農林水産省

が考え方を示している。 
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になるまでには時間が必要である。同様のことは、都農ワイナリーでの現地調査でも確認

できた3。 

加えて、第 6 章に示した「ワイン嗜好とツーリズムに関するアンケート」調査と「空知

地域のワイナリー・ヴィンヤード来訪アンケート」調査でも、ワイナリー等への訪問回数

が多くなるに従い、生産活動に対する理解や生産者に対する信頼などについての肯定的な

回答割合が増えていた。つまり、ワイナリー等への再訪のプロセスで、ワインを味わうこ

とや感受性に加えて、製品と生産活動が持つ文化的、社会的な意味を理解する力が消費者

に生じてくることが示唆される。 

 こうした「深い理解」をもとに、消費行動を通じて農村の生産活動を支援し、社会課題

を解決に導くことは可能である。それは内山(2006c)が言う「関係としての場所」における

相互交流という、両者が対等の立場で個人の意思と選択によって、時間と金銭を文化的消

費にあてることである。生産者と消費者は、この交流プロセスを通して、文化そのものに

対する「享受能力」を高められていると考えられる。ここではワインという嗜好品の特性

から、文化を享受する能力の例として賞味能力をあげた。木村(1992）が農業における文

化は「分かち合う喜び」と述べているように、それは生産と消費の相互交流から生ずる。

生産者が所与の環境条件に働きかけて耕作し、そこで育てた作物の収穫物を他者と分かち

合い、自然に対する感謝と畏敬の念を表現する活動のなかで、消費者と交流することで文

化を創出することができる。 

 また 2 つ目は、「新たな地域文化の醸成機能」である。本研究で事例とした空知地域は、

北海道の全耕作面積の約 10%を占める大規模な水田や畑作地帯だが、それが固有の地域イ

メージにつながらないことが地域戦略上の課題であった。しかし、2000(平成 12)年頃から

ワイナリー等が開設されはじめたことによって、ワインツーリズムの訪問先として注目さ

れ、この地域がメディアを通じて広く紹介されるようになった。その結果、ワイン産地と

しての「空知のイメージ」の形成を都市の消費者に促し、ブドウ栽培者を含む地域住民も、

自分たちの地域の魅力を再評価することにつながった。 

それは、地域に対する誇りの復権と同義であり、山梨県においてワインツーリズムを提

唱した民間団体が本来の目的としたことでもある。また、池田町の総耕地面積に占めるブ

ドウ栽培地の面積は 0.7%と少ないが、「ワインのまち池田」を表明して、地域の魅力を地

域外に発信する自治体経営の政策的な支柱となっている。こうしたことを通して、池田町

                                                   
3 都農ワイナリーでの、工場長に対する取材による。(2013 年 11 月 23 日) 



 

199 

 

では「ワインを飲む文化」を町民が共有し、地域外でも「ワイン友の会」を中心にワイン

文化を普及していった。都農町も同様に、伝統的な「焼酎文化」があるため時間を要した

が、若い世代を対象にワイン文化の普及を図っている。それは単なる消費の拡大ではなく、

地域の主体による文化的消費の拡大である。 

 本研究では、これまでに述べてきたツーリズムの機能を統合することにより、農村と都

市が抱えている社会課題を解決に導くための、ツーリズムの機能に着目した。そしてこの

4 つの機能、つまり「経済的機能」、「ネットワーク機能」、「文化的な生産と消費を喚起す

る機能」、「新たな地域文化の醸成機能」を活用することには、地域政策上の優位性がある。 

先ず、ツーリズムはツーリストの趣味や嗜好という自発性にもとづく行動であり、強要

されたものでない。さらに、移動というツーリズムの基本的な要件が、農業のように土地

と不可分の関係で動かせない活動の不利な点を補い、双方向の交流が難しい場合でも相互

の関係を構築できることである。 

ワインツーリズムであっても、製品としてのワインだけに着目するのであれば、このこ

とが特に意識されることはない。しかし、生産活動や栽培環境、ブドウ栽培の来歴等の全

般を対象とするなど、土地と不可分な地域資源を活用する場合に、双方向の交流が成り立

つことは、地域政策を進めるうえでの利点である。ワインツーリズムの先駆的取り組みに

よって、国内のブドウ栽培とワイン生産の牽引役を果たしてきた山梨県と県内 3 市による、

世界農業遺産への登録を目指す動きと、登録の実現はワイン生産活動が持つ地域の固有性

と文化性を表現する機会になると考えられる。 

 

７ 農村と都市の創造的関係構築の要件と課題 

 これまで、ツーリズムの機能によって、生産者と消費者が体験を共有して相互理解を深

めることで、農村と都市の創造的関係が構築でき、社会課題を解決することにつながるこ

とについて述べてきた。ここではさらに、創造的関係の構築のための要件と課題について、

事例調査の結果をもとに考察する。 

 先ず要件の 1 つ目は、地域における生産活動の意味や来歴について、生産者だけではな

く池田町や都農町の事例のように、地域住民が誇りをもって来訪者に伝えることである。

「ワインづくりは農業である」と言われ、製品は栽培地の気象条件などが反映された原料

ブドウに左右される。また、ワインは生産地を表示して流通するため、ワインを飲んだこ

とが生産地を訪問する契機となる。第 6 章に示した都市居住者を対象とした、「ワイン嗜
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好とツーリズムに関するアンケート」調査の結果では、訪問のきっかけは、テレビや新聞

などによる報道や雑誌掲載、加えて知人の紹介等である。特にメディアによる報道では、

優れた製品ということだけでなく、ワイン生産を巡る土地の事情や製品の来歴を含め、視

聴者の共感を得るための生産活動が紹介されている。 

こうした地域における生産活動の持つ「意味」を、生産者とその関係者だけでなく、一

般の住民も共有することが、消費者の立場で地域を知るためには重要である。この点で、

池田町での中学生のブドウ収穫体験は、町の財政を再建した郷土の歴史や、ワイン製造の

地域産業としての位置付けを中学生に説明し、住民による共有を促進している。 

また都農町の事例では、同町の厳しい気象条件の下であっても、熱意ある農業者がブド

ウ栽培に取り組んだことを、「都農ワイン物語」としてワイナリーのホームページで紹介し、

「地域の記憶」として広報している。この「地域の記憶」とは、「田んぼに木を植えるなん

て」と揶揄されながら、ブドウを町の特産品にしようと果樹栽培に取り組んだ農業者の功

績を、「地域の誇り」として住民が継承してきたものである4。 

2 点目は、地域の資源や観光対象は、有形のものだけでなく無形のものも多く、それら

が文化として地域内外の創造的関係の構築に有効だということである。IRT としてワイン

ツーリズムを核とする地域再生を企画する際には、目に見えない地域資源も活用できる。

空知地域の事例では、ワイナリー訪問体験を通して得られる地域の事情や暮らしぶりなど、

無形のものへの関心も地域の再訪や支援を促進していた。 

 空知南部地域のなかでも、特にワイナリー等が集中している三笠市では、同市が進める

「ジオパーク構想」とのつながりを現地で解説するツアーなどが開催されている。原料ブ

ドウの質が栽培地の表層部分だけではなく、深層部の土質と関係することが理解されれば、

ワインがその土地の固有性を表す製品であることへの理解につながる。また、同市への移

住者を勧誘するホームページでは、子育て支援、料理を専門とする高校教育、豊かな農産

物の紹介などとともに、ワイン生産者の土地への想いを説明している。つまり、地域の無

形のものへの評価である。 

有形の地域資源とされる景観についても、池田町での十勝平原に拡がる畑作地帯とブド

ウ畑、空知地域の水田や畑作地のなかのブドウ栽培地、都農ワイナリーから見る周辺の果

樹園や畑作地と日向灘の眺めなど、ワイナリー周辺の自然景観は、地域にとって重要な資

                                                   
4 この農業者が植えたとされるブドウの樹がある住宅(都農町重要文化財)の、居住者に対する聞き取り調

査による。(2013 年 11 月 23 日) 
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源である。さらに佐々木(1966)が「ブドウの海」と表現した、甲州市勝沼地域のブドウの

葉が地面を覆い尽くす眺めは、多年の営農によって創出された景観であり、農業生産活動

が創出した地域資源である。同じブドウ栽培地であっても、栽培地の形状や栽培方法によ

って、景観形成のプロセスや全体構成は地域によって固有である。山梨県と甲州市を含む

県内 3 市が連携し、世界農業遺産への登録を目指す根拠は、この地域におけるブドウなど

の果樹生産が、農業生産活動の歴史を反映した固有の価値を持つ「地域資源であること」

にある。 

3 点目にあげるのは、多様なステークスホルダーの参画により、郷土への「誇り」が醸

成されることである。池田町の事例では、丸谷町長（当時）の強いリーダーシップにより

内外の多様なステークスホルダーとの連携が図られていた。こうした連携を通して、町民

には郷土に対する誇りが醸成され、地域外からの来訪者や支援者には池田町に対する愛着

が生まれていた。 

また、農業と畜産が主要産業である都農町の例では、支援者のなかには畜産関係者も多

く、2010（平成 22）年 4 月の口蹄疫の発生は、都農ワインの販売にも大きく影響した。

それに対処できた背景には、多様なステークスホルダーとの連携がある。町の復興と再生

を願う花火大会は、「みんなのワイン」を合言葉に活動してきた、都農ワイナリーの支援者

によって同年 8 月に開催された。同ワイナリーは現在、町内の多様な活動の拠点としても

活用されており、地域にとってはワイン生産施設以上の意味を持ち始めている。 

空知地域の事例では、空知総合振興局が「そらちのファンづくりプロジェクト」として、

2010(平成 22)年から積極的に地域振興施策を進めている。民間の主体性を尊重した取り組

みであり、参画の範囲はワイン生産関連団体が中心だが、行政による地域再生のための政

策支援である。 

このように、地域の「困難」を克服した経緯、所与の地理的条件や自然環境を巧みに生

産に結びつけた人的つながりなど、「見えないものの資源性」が重要である。事業の評価に

おいても、消費者のツーリズム体験での印象など、見えない評価軸を持つことが必要であ

る。本研究では、札幌市と東京都に居住する消費者を対象とする「ワイン嗜好とツーリズ

ムに関するアンケート」調査と、「空知地域のワイナリー・ヴィンヤード来訪者アンケート」

調査を実施し、統計的手法を用いて分析した。この結果、前者の調査では「ワインへの関

心」や「購入の目的」に関する項目で、居住地よりもワイナリー等への訪問体験の有無に

よる有意差が認められた。また、ワイン選択のポイントに関する項目での「価格」は、ワ
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インの「嗜好（甘さ・辛さ等）」や「タイプ（赤・白等）」に次ぐ、消費者にとっての重要

な購入決定要因であった。また、ワイナリー等訪問での印象に関連する、「景観」、「理解」、

「信頼」、「応援」、「愛飲」の 5 項目については、訪問回数が増すに従って、肯定的な回答

の比率が高くなった。 

観光社会学分野の研究では、ツーリストの嗜好や行動を予測することが難しい。そこで、

消費者の嗜好や行動、ワイナリー等への訪問体験での印象などに関する項目についての集

計結果の検討に加えて、自由に記載されたワイナリー等の訪問体験や地域振興に関する意

見や考え方等の質的調査結果について、統計的手法によって多角的に検討した。自由記載

の内容をテキストマイニングの手法によりカテゴリに分類し、そのカテゴリ間の関連をコ

レスポンデンス分析したところ、ワイナリー等の訪問体験者は、ブドウ・ワイン・ワイナ

リーなどの生産に関することと、訪問・地域・振興・関係等の地域に関連すること、さら

に、食や文化など文化的なことが関連づけられていた。 

この結果が得られたことによって、ツーリズムに関連する幅広い分野の研究者や実務家

との議論が可能になる。本研究では包括的に捉えられがちであったワインツーリズムを例

に、地域によってツーリズムの態様や来歴が異なることを示し、観光社会学的な考察を通

して、農業生産活動を維持し地域再生を促す、ツーリズムの機能を明らかにした。 

欧米では、「ワインを飲む文化」が定着した後に、交通機関の発達や都市労働者の余暇活

動の拡大などによるツーリズムの動きがあり、その１つとしてワイン産地を訪ねるワイン

ツーリズムが普及した。日本においては、「ワインを飲む文化」とワインツーリズムは、と

もに発展過程にあり、文化の形成過程を生産者と消費者が共有できる可能性を持つ特性が、

個人による楽しみという欧米におけるワインツーリズムの普及とは異なっている。 

近年、地域再生の取り組みが官民をあげて各地で進められており、地域外との人的交流

に対する期待は大きい。本研究ではそうした期待を、施策の立案や計画での検討を経て実

効あるものとするため、ワインツーリズムを事例としたツーリズムの持つ特質や機能につ

いての多角的な検証を行った。 

その結果、ツーリズムが持つ機能として、「経済的機能」、「ネットワーク機能」、「文化的

な生産と消費を喚起する機能」、「新たな地域文化の醸成機能」についての示唆を得た。さ

らに、こうした機能を持つツーリズムは、ツーリストが自発的に移動する消費行動である

ことから、農業生産活動のような移動が難しい地域資源を、地域再生に活用しようとする

地域にとって、政策的な優位性があることを示した。さらに、ツーリズムの機能を農村と
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都市の創造的関係の構築による地域再生に活用する要件として、地域の生産活動に対する

住民の理解、有形だけではなく無形の資源が有効であること、多様なステークスホルダー

の参画が「地域の誇り」を醸成することを示した。 

 

 

８ むすび 

 本研究の目的は、第 1 章で述べたとおり、人口減少・少子高齢化が進む日本の農村にお

ける生産活動を対象とする交流が、生産者と消費者の意識や行動に変容をもたらし、農村

と都市の創造的関係を構築する機能を明らかにすることである。農業生産活動に文化性が

あることを前提としており、事例としてワインツーリズムを取り上げた。その背景につい

ては第 3 章で述べたとおりであり、交流人口の拡大と地域への経済波及効果という、ツー

リズムの機能に期待した取り組みは、これまでも各地で行われてきた。 

そうした事例のなかには成功例もあるが、地域が消費者の需要に応じようとした結果、

立川(2005)が指摘する、農村空間の「商品化」や「モザイク化」が進み、受け入れ地域が

疲弊し、「消費される農村」となることへの懸念がある。いずれもツーリズムの機能に期待

しているが、地域の持続と再生のためには、交流人口の拡大だけではなく、交流の内容に

加えて継続性が問われている。 

農村と都市が交流することは、来訪者がもたらす経済効果だけではなく、課題を抱える

農村の実情に対する消費者の理解にもとづく、賢明な消費行動や、生産への参加や体験を

通した課題の共有や解決という点に意味がある。そこで、これ以上の地域の衰退を回避し、

互酬的な相互交流を実現するには、受け入れを制御することも含め、農村が主体性を発揮

する必要がある。消費者の求めに単に応じるだけでは、生産活動の主体性は失われる。地

域資源の固有性や潜在力を引き出せず、他地域の同種同質の製品と価格での比較優位を争

うだけになるからである。 

事例としたワインツーリズムにおいても、訪問の目的が「モノ」としてのワインだけで

あれば、「コモデティ化」のおそれがある。ワイン生産は農業を基盤とする食品加工であり、

土地と切り離し難い生産活動である。しかも、果樹栽培には多額の初期投資が必要であり、

経営が安定するまでに時間を要し、容易に転作できないなど、生産面における不利な条件

が多い。さらに、労働集約型で機械化は難しく、海外製品の原料ブドウと価格差があるこ

とから、輸入ワインとの価格競争では劣位にある。こうした不利な条件を克服するには、
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生産活動に対する消費者の理解が不可欠であり、ワインツーリズムで来訪する消費者の理

解を得ることは、生産者にとって意義がある。 

農村側が持つ地域資源の多くが土地と不可分であり、相互交流における可動性が低いこ

とは、農村が地域政策を進める上で、不利な条件と捉えがちである。しかしそのことは、

土地や周辺の自然環境等の条件を反映した、地域の固有性が守られていることでもある。

こうした考えに立つならば、ワインツーリズムが「モノ」を目的するだけではない、生産

活動や地域の「意味」が付与された文化的な消費行動となる。「ワインを飲む文化」が定着

していない日本では、生産者と消費者はワインツーリズムの発展過程を共有しており、両

者は対等の関係にある。 

この発展過程において、消費者はブドウの生育環境や歴史的な背景を学び、ブドウの収

穫作業やワインの仕込みを体験し、生産者は製品に対する消費者の評価を理解できる。そ

の上で、両者が蓄積してきた知識や経験をもとにした創造的関係の構築が期待できる。さ

らに、この経験が繰り返されることによって、消費者の地域や活動への理解が深まり、生

産者を支援する行動につながる可能性もある。 

本研究では、「観光が持つ基本的な機能」として、人的交流の拡大を促し地域経済を振興

する機能と、多様なステークスホルダーとの連携を促す機能をあげた。これらの機能に加

え、地域再生への貢献を視野に、文化的な生産と消費を喚起する機能と地域の変容を促し

新たな地域文化を醸成する機能を示した。そして、これらの機能がツーリストの自発的な

行動にもとづくものであることから、動かし難い地域資源を活かす取り組みにおいても交

流の双方向性が確保できるという、地域政策上の優位性について言及した。 

こうしたツーリズムの機能が、地域が意図した方向で発揮され、成果を得るには一定の

時間を要する。しかし、投下する資本と効果の及ぶ範囲や持続性などについての検討を加

え、それを地域の実情を踏まえた地域の主体的な選択と組み合わせ、ツーリズムを通じて

地域に関心を持ち理解を深めた消費者を、農村にとっての人的外部資本と見立てた政策展

開の可能性は高い。ツーリズムの機能が活用され、地域外の消費者との創造的関係が構築

できることで、農村再生の取り組みが伸展することを期待するとともに、生産活動に対す

る消費者の理解が進み、生産者が誇りをもって経営を続けられ、市場環境の変化への対応

力も高い、多様性を備えた農村の実現を願って、本稿のむすびとする。 
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